
種　　　　　　類 営　　業　　項　　目

電
気
通
信
業
務
＊

音声伝送サービス
加入電話サービス、総合ディジタル通信サービス、

音声利用IP通信網サービス

データ伝送サービス

専 用 サ ー ビ ス
一般専用サービス、高速ディジタル伝送サービス、ATM専

用サービス　等

附帯業務・目的達成業務

電話機等の販売、情報料回収代行サービス、料金回収

（請求・収納）代行サービス、電気通信コンサルティ

ング、研修・セミナー　等

電報サービス電 報 サ ー ビ ス

LAN型通信網サービス、IP通信網サービス、データ
伝送サービス　等

会社全般

●事業の内容
　NTT東日本の事業は、日本電信電話株式会社等に関する法律に基づく、東日本地域

における地域電気通信業務、地域電気通信業務に附帯する業務、その他会社の目的を

達成するために必要な業務および東日本地域における地域電気通信業務とこれに附帯

する業務を営むために保有する設備もしくは技術またはその社員を活用して行う電気

通信業務その他の業務であり、主要な営業種目は次のとおりです。

●サービス提供地域
　北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群

馬県、埼玉県、千葉県、　東京都、神奈川県、新潟県、山梨県および長野県

会社概要

●名　　　称

●所　在　地
●設立年月日
●資　本　金

●株　　　式

●事　業　部
●支　　　店
●従業員数等

東日本電信電話株式会社

NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE EAST CORPORATION

〒163-8019　東京都新宿区西新宿三丁目19番2号

1999年7月1日

（2023年3月31日現在）

3,350億円

（2023年3月31日現在）

会社が発行する株式の総数	 2,680万株

発行済株式の総数	 670万株

株主数　  　　　　  1人（日本電信電話株式会社）

  6（2023年10月1日現在）

21（2023年10月1日現在）

（2023年3月31日現在）

＜主要な営業種目＞

	 従業員数（人）	 平均年齢（歳）	 平均勤続年数（年）

	 4,950	 40.4	 15.6

＊電気通信業務の中に地域電気通信業務と活用業務を含む。



代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員
代 表 取 締 役 副 社 長
副 社 長 執 行 役 員

代 表 取 締 役 副 社 長
副 社 長 執 行 役 員

取 締 役
執 行 役 員
取 締 役
執 行 役 員

取 締 役
取 締 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役
常 務 執 行 役 員
執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員
執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員
執 行 役 員

執 行 役 員

役員および委嘱業務・担当業務
役　職　名 氏　　名

澁 谷 　 直 樹

北 村 　 亮 太

星 野 　 理 彰

山 本 　 健 一

島 　 雄 策

金 花 　 芳 則
関 根 　 万 紀 子
藤 本 　 秀 雄
北 川 　 哲 也
永 野   浩 介
遠 藤 　 玉 樹
境 　 麻 千 子

海 老 原 　 孝

加 藤 　 成 晴
熊 谷 　 敏 昌
島 津 　 泰

市 川 　 泰 吾

阿 部 　 隆

重 原 　 勝 則
加 藤 　 咲 子

相 原 　 朋 子

片 岡 　 千 夏
須 藤 　 博 史

松 井 　 聡 信

委　嘱　業　務　・　担　当　業　務
CEO（Chief Executive Officer）

CFO（Chief Financial Officer）
CCO（Chief Compliance Officer）
CHRO（Chief Human Resource Officer）
CDO（Chief Digital Officer）
CIO（Chief Information Officer）
CISO（Chief Information Security Officer）
経営企画部長

ネットワーク事業推進本部長
ネットワーク事業推進本部設備企画部長兼務
電気通信事業法施行規則に定める設備部門の長
電気通信事業法施行規則に定める情報管理責任者

（非常勤）
（非常勤）

ビジネスイノベーション本部長
千葉事業部長
千葉事業部千葉支店長兼務
デジタル革新本部長
先端テクノロジー部長兼務
CTO（Chief Technology Officer）
ビジネス開発本部長
東京事業部長
北海道事業部長
北海道事業部北海道支店長兼務
埼玉事業部長
埼玉事業部埼玉支店長兼務
ビジネスイノベーション本部副本部長
ビジネスイノベーション本部フロントソリューション部長兼務
総務人事部長
ビジネスイノベーション本部副本部長
ビジネスイノベーション本部ソーシャルイノベーション部長兼務
神奈川事業部長
神奈川事業部神奈川支店長兼務
内部監査部長
宮城事業部長
宮城事業部宮城支店長兼務
営業推進本部長

（2023年10月1日現在）



組織の英文名称について

取締役会

社　長

（経営会議）

監査役会 監査役

監査役室

支　店　（21）

東京南
東京北
東京東
東京武蔵野
東京西
山　梨
神奈川
千　葉
茨　城

埼　玉
栃　木
群　馬
長　野
新　潟
宮　城
福　島
岩　手
青　森
山　形
秋　田
北海道
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事業部　（6）

東　京
神奈川
千　葉
埼　玉
宮　城
北海道
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和文名称 英文名称

経 営 会 議 Corporate Management Committee

事 業 部 Division

支 店 Branch

監 査 役 室 Office of Audit & Supervisory Board Members 

和文名称 英文名称

経 営 企 画 部 Corporate Strategy Planning Department

総 務 人 事 部 General Affairs and Personnel Department

財 務 部 Accounts and Finance Department

相 互 接 続 推 進 部 Interconnection Promotion Department

和文名称 英文名称

情報セキュリティ推進部 Information Security Department

先端テクノロジー部 Innovation and Technology Department

ビジネス開発本部 New Business Development Headquarters

営 業 推 進 本 部 Sales Promotion Headquarters

和文名称 英文名称

ビジネスイノベーション本部 Business Innovation Headquarters

ネットワーク事業推進本部 Network Business Headquarters

デジタル革新本部 Digital Transformation Headquarters

内 部 監 査 部 Internal Audit Department

東日本電信電話株式会社の組織図（2023年10月1日現在）



区　　　　別 単　　　位 計　　　画

音声伝送サービス
　加入電話
　　増設
　　移転

　福祉用電話（シルバーホン）

　公衆電話

　総合ディジタル通信サービス
　　INSネット64
　　INSネット1500

データ伝送サービス
　フレッツ光
　（光コラボレーションモデルを含む）

専用サービス
　一般専用サービス
　高速ディジタル伝送サービス

万加入
万加入

百個

千個

千回線
千回線

万契約

千回線
千回線

	 ▲ 45
	 53

	 32

	 ▲ 6

	 ▲ 87
	 ▲ 1

	 20

	 ▲ 3
	 ▲ 3

区　　　　別 金　　　額

営　業　収　益
　音声+IP関連
　　音声伝送収入
　　IP関連収入
　　　IP系収入
　　　その他
　その他（専用・附帯等）
　　専用収入
　　電報収入
　　その他（雑収入、附帯）

	 15,650
	 11,350
	 2,300
	 9,050
	 8,990
	 60
	 4,300
	 710
	 50
	 3,540

営　業　費　用
　人件費
　経費
　減価償却費等
　　減価償却費
　　固定資産除却費
　　租税公課

	 13,150
	 640
	 9,240
	 3,270
	 2,070
	 420
	 780

営　業　利　益
　営業外収益
　営業外費用
営　業　外　損　益

	 2,500
	 150
	 20
	 130

経　常　利　益 	 2,630

区　　　　別 所要見込額

1．サービスの拡充・改善
　 （1）音声伝送
　 （2）データ伝送
　 （3）専用
　 （4）電報

2．研究施設

3．共通施設等

合　計

	 2,240
	 1,090
	 280
	 860
	 10

	 10

	 100

	 2,350

＊

区　　　　別 金　　　額

資金収入
　営業的収入
　　営業収入
　　営業外収入
　資本的収入
　　長期借入金および社債
　　その他の資本的収入
　預り消費税
　前年度よりの繰越金
　　　　　計

資金支出
　営業的支出
　　営業支出
　　営業外支出
　資本的支出
　　設備投資
　　その他の資本的支出
　決算支出
　仮払消費税
　翌年度への繰越金
　　　　　計

	 17,630
	 17,480
	 150
	 200
	 0
	 200
	 1,560
	 940
	 20,330

	 13,670
	 13,650
	 20
	 2,550
	 2,350
	 200
	 2,270
	 1,250
	 590
	 20,330

＊このうち、アクセス網の光化分は約850億円である。

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

主要サービス計画 設備投資計画

収支計画

資金計画

2023年度事業計画 ※2023年3月31日に総務省より認可された事業計画値



社員数等

採用者数等

社員の状況等

（単位：人）

年度
区分

新会社
発足時

＊ 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

社　員　数�（人）59,850 58,050 53,700 48,250 18,100 14,900 14,200 8,150 6,500 5,850 5,750 5,850 5,900 5,900 5,800 5,650 5,000 4,800 4,850 4,700 4,900 4,950

平 均 年 齢�（歳） 43.8 43.7 44.2 44.7 38.8 38.7 38.9 38.8 39.5 39.7 39.7 39.7 39.6 39.8 39.9 39.8 40.0 40.2 40.2 40.2 40.4 40.4

平均勤続年数�（年） 22.9 23.7 24.2 24.7 17.9 17.6 17.6 16.7 17.2 17.3 17.0 16.8 16.6 16.5 16.6 16.4 16.5 16.8 16.7 16.1 15.8 15.5

年度
区分 2020 2021 2022

社　員　数�（人） 5,100 4,900 4,950

平 均 年 齢�（歳） 40.5 40.1 40.4

平均勤続年数�（年） 15.4 14.8 15.6

＊新会社発足時の数値は1999年7月1日のもの。
※新会社発足時を除く各数値は年度末のもの。

年度
区分 1999

＊1
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

採　用　者　数 ―    600    150
＊2

   150
＊2

   150
＊3

   400    500    500    400    400    400    450    600 　500 　500 　450 　450 　450 　450 　450 　500 　500

4月1日新卒採用 ―    470        0
＊4

       0
＊4

       0
＊4

   270    340    300    250    200    200    250    350 　300 　300 　300 　250 　250 　300 　250 　300 　300

再掲 大卒採用 ―    400        0
＊4

       0
＊4

       0
＊4

   270    340    300    250    200    200    250    350 　300 　300 　300 　250 　250 　300 　250 　300 　300

退職者数 2,300 5,350 6,600 33,400 4,500 3,850 3,900 3,000 2,050 1,750 1,350 1,800 1,650 　400 　400 　400 　600
＊6

　350 　350 　550 　600 　550

出向者等数    500    400 1,000   3,100 1,150 2,750 ▲2,650
＊5

   850 1,000 1,250 1,050 1,400 1,050 ▲200 ▲250 ▲700  ▲50  ▲50 ▲250 　  50 　150 　150

年度
区分 2021 2022

採　用　者　数 　500    500

4月1日新卒採用 　300    300

再掲 大卒採用 　300    300

退職者数 　650 1,900
＊7

出向者等数  ▲50 1,450
＊7

＊1 1999年度は1999年7月〜2000年3月。
＊2 医療系採用。
＊3 医療系採用、経験者採用。
＊4 新規採用を見合わせていたため。
＊5 �2005年7月に実施した組織改革ステップ2により本体から都道県域会社などへ移行

したことによるもの。
＊6 �東北病院譲渡に伴う退職（200人）を含む。
＊7 �雇用形態・処遇体系の見直しによるもの。



NTT東日本グループのパーパス
NTT東日本グループのパーパス
　NTT東日本グループでは、これまで光ファイバーを利用したブロードバンドアクセ
スサービスを提供するなど、情報通信事業者として、高品質で安定した通信インフラの
提供に加え、昨今では身近なICT企業として地域の課題解決や価値創造に取り組んでま
いりました。
　こうした取り組みをさらに加速し、NTT東日本グループすべてのステークホルダー
の方々の共感を得ながら、地域の皆さまとともに持続可能な循環型の地域社会を実現し
ていきたいという想いから、2023年5月に「Purpose（存在意義）」を定義し、それに向
けた「Vision（なりたい姿）」、「Mission（使命）」、「Value（価値観・行動基準）」を定
めています。
　私たちNTT東日本グループは、地域のミライを支える価値創造事業を中心とした事
業構造への転換を図り、地域社会の皆さまとともに、夢や希望を感じられる持続可能な
循環型社会の共創をめざしてまいります。

めざすこと
●【Purpose（存在意義）】地域循環型社会の共創
　地域に密着した現場力とテクノロジーの力で、夢や希望を感じられる持続可能な循環
型の地域社会を共創します。

●【Vision（なりたい姿）】SOCIAL INNOVATIONパートナー
　地域の価値創造企業として、「SOCIAL INNOVATIONパートナー」をめざします。

●【Mission（使命）】地域の課題解決と価値創造、レジリエンス向上
　安定した通信サービスの提供に加え、「地域」に根差したネットワークとエンジニア
リング力を活用し、「地域」の仲間とともにミライを考え、「地域」の課題解決と価値創
造、レジリエンス向上に貢献します。

●【Value（価値観・行動基準）】
カテゴリー NTT東日本グループの価値観・行動基準

Value
（価値観・
行動基準）

Passion

つなぐ使命 高品質でつなぎ続けることにプライドを

共感・協力・感謝 共感、協力、感謝の環を広く

挑戦
地道な創意工夫を積み重ね、新たな価値創造に
挑戦

Professional

お客さま第一・
安全第一

お客さまとゼロ災を最優先

DXと
データドリブン

データを重視し、デジタルの力をフル活用

個の成長と
チームへの貢献

自ら学び成長し続け、チームに貢献

高い環境意識
小さな行動から事業を通じて、率先して環境負
荷ゼロに

Self-realization

ワークインライフ 多様な働き方で、幸福感アップ

多様性受容 認め合う、一人ひとりの多様性

高い倫理観 一人ひとりが主役となって不正・不祥事を防止
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決算期 〔
第　1　期

1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔

第　2　期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕〔

第　3　期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔

第　4　期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕〔

第　5　期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕〔

第　6　期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕 〔

第　7　期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕〔

第　8　期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕〔

第　9　期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで〕〔

第　10　期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕〔

第　11　期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕〔

第　12　期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで〕〔

第　13　期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕

売上高（単位：百万円）
［ 対 前 期 増 減 率 ］

2,154,710
［—］

2,794,500
［29.7％］

2,573,678
［▲7.9％］

2,352,209
［▲8.6％］

2,267,184
［▲3.6％］

2,180,928
［▲3.8％］

2,125,333
［▲2.5％］

2,061,395
［▲3.0％］

2,002,760
［▲2.8％］

1,952,991
［▲2.5％］

1,928,653
［▲1.2％］

1,957,147
［1.5％］

1,851,527
［▲5.4％］

営業利益（単位：百万円）
［ 対 前 期 増 減 率 ］

70,737
［—］

34,057
［▲51.9％］

4,506
［▲86.8％］

48,345
［972.9％］

86,406
［78.7％］

87,733
［1.5％］

65,948
［▲24.8％］

59,911
［▲9.2％］

44,992
［▲24.9％］

36,697
［▲18.4％］

47,634
［29.8％］

77,155
［62.0％］

50,324
［▲34.8％］

経常利益（単位：百万円）
［ 対 前 期 増 減 率 ］

56,776
［—］

14,129
［▲75.1％］

7,509
［▲46.9％］

63,315
［743.2％］

97,853
［54.5％］

97,615
［▲0.2％］

84,212
［▲13.7％］

90,366
［7.3％］

67,459
［▲25.3％］

65,383
［▲3.1％］

71,750
［9.7％］

96,066
［33.9％］

75,230
［▲21.7％］

当 期 純 利 益（ 単 位：百 万 円 ）
［ 対 前 期 増 減 率 ］

▲157,246
［—］

20,021
［—］

▲186,797
［—］

3,035
［—］

57,985
［—］

58,129
［0.2％］

51,253
［▲11.8％］

84,318
［64.5％］

96,879
［14.9％］

77,552
［▲19.9％］

50,549
［▲34.8％］

52,303
［3.5％］

32,153
［▲38.5％］

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

▲23,469円55銭 2,988円22銭 ▲27,880円26銭 453円2銭 8,646円1銭 8,667円87銭 7,641円46銭 12,584円84銭 14,459円59銭 11,574円99銭 7,544円64銭 7,806円51銭 4,799円7銭

純資産当期利益率
（単位：％）

▲7.7 1.0 ▲10.2 0.2 3.1 3.0 2.7 4.3 4.7 3.7 2.4 2.5 1.5

総資本経常利益率
（単位：％）

1.1 0.3 0.2 1.4 2.3 2.4 2.1 2.3 1.8 1.7 1.9 2.6 2.0

売上高経常利益率
（単位：％）

2.6 0.5 0.3 2.7 4.3 4.5 4.0 4.4 3.4 3.3 3.7 4.9 4.1

決算期 〔
第　1　期

1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔

第　2　期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕〔

第　3　期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔

第　4　期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕〔

第　5　期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕〔

第　6　期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕 〔

第　7　期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕〔

第　8　期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕〔

第　9　期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで〕〔

第　10　期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕〔

第　11　期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕〔

第　12　期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで〕〔

第　13　期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕

総 資 産
（単位：百万円）

5,336,561 5,108,083 4,943,033 4,517,637 4,306,718 4,088,300 4,024,566 3,949,969 3,752,700 3,730,463 3,740,243 3,765,052 3,701,473

純 資 産
（単位：百万円）

2,073,935 2,094,920 1,836,165 1,838,411 1,893,648 1,919,050 1,941,016 1,988,563 2,050,650 2,094,135 2,111,227 2,129,771 2,128,599

純 資 産 比 率
（単位：％）

38.9 41.0 37.1 40.7 44.0 46.9 48.2 50.3 54.6 56.1 56.4 56.5 57.5

１ 株 当 た り
純 資 産

309,542円58銭 312,674円74銭 274,054円53銭 274,389円82銭 282,634円16銭 286,425円46銭 289,703円93銭 296,800円59銭 306,067円29銭 312,557円53銭 315,108円58銭 317,876円36銭 317,701円35銭

決算
2000年3月期〜2023年3月期の業績

※期末発行済株式数　2023年3月期　6,700千株（額面普通株式）。
※記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示しています。

※期中平均株式数　2022年4月期首　6,700千株／ 2023年3月期末　6,700千株。
※記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示しています。

⑵財政状態

⑴経営成績



決算期 〔
第　14　期
2012年４月１日から
2013年３月31日まで〕〔

第　15　期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕〔

第　16　期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで〕〔

第　17　期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕〔

第　18　期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで〕〔

第　19　期
2017年4月1日から
2018年3月31日まで〕 〔

第　20　期
2018年4月1日から
2019年3月31日まで〕〔

第　21　期
2019年4月1日から
2020年3月31日まで〕〔

第　22　期
2020年4月1日から
2021年3月31日まで〕〔

第　23　期
2021年4月1日から
2022年3月31日まで〕〔

第　24　期
2022年4月1日から
2023年3月31日まで〕

売上高（単位：百万円）
［ 対 前 期 増 減 率 ］

1,831,797
［▲1.1%］

1,773,809
［▲3.2％］

1,765,422
［▲0.5％］

1,722,307
［▲2.4％］

1,672,243
［▲2.9％］

1,646,269
［▲1.6％］

1,612,367
［▲2.1％］

1,600,506
［▲0.7％］

1,622,378
［1.4％］

1,578,333
［▲2.7％］

1,544,927
［▲2.1％］

営業利益（単位：百万円）
［ 対 前 期 増 減 率 ］

65,071
［29.3%］

66,714
［2.5％］

109,841
［64.6％］

161,828
［47.3％］

189,104
［16.9％］

260,071
［37.5％］

251,430
［▲3.3％］

221,102
［▲12.1％］

243,906
［10.3％］

263,432
［8.0％］

237,259
［▲9.9％］

経常利益（単位：百万円）
［ 対 前 期 増 減 率 ］

88,893
［18.2%］

91,749
［3.2％］

122,041
［33.0％］

173,439
［42.1％］

204,438
［17.9％］

273,622
［33.8％］

262,910
［▲3.9％］

233,645
［▲11.1％］

258,047
［10.4％］

278,424
［7.9％］

255,633
［▲8.2％］

当 期 純 利 益（ 単 位：百 万 円 ）
［ 対 前 期 増 減 率 ］

52,822
［64.3%］

53,956
［2.1％］

69,571
［28.9％］

118,786
［70.7％］

149,663
［26.0％］

152,433
［1.9％］

162,516
［6.6％］

168,868
［3.9％］

182,689
［8.2％］

200,954
［10.0％］

185,329
［▲7.8％］

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

7,883円94銭 8,053円14銭 10,383円84銭 17,729円26銭 22,337円80銭 22,751円33銭 24,256円20銭 25,204円30銭 27,266円96銭 29,993円8銭 27,661円8銭

純資産当期利益率
（単位：％）

2.5 2.5 3.1 5.4 6.5 6.7 7.3 7.6 8.1 9.2 8.5

総資本経常利益率
（単位：％）

2.4 2.6 3.5 5.0 5.8 8.2 7.8 7.0 7.7 8.1 7.4

売上高経常利益率
（単位：％）

4.9 5.2 6.9 10.1 12.2 16.6 16.3 14.6 15.9 17.6 16.5

決算期 〔
第　14　期
2012年４月１日から
2013年３月31日まで〕〔

第　15　期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕〔

第　16　期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで〕〔

第　17　期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕〔

第　18　期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで〕〔

第　19　期
2017年4月1日から
2018年3月31日まで〕 〔

第　20　期
2018年4月1日から
2019年3月31日まで〕〔

第　21　期
2019年4月1日から
2020年3月31日まで〕〔

第　22　期
2020年4月1日から
2021年3月31日まで〕〔

第　23　期
2021年4月1日から
2022年3月31日まで〕〔

第　24　期
2022年4月1日から
2023年3月31日まで〕

総 資 産
（単位：百万円）

3,649,846 3,555,565 3,480,711 3,438,021 3,501,091 3,337,433 3,389,252 3,321,968 3,345,389 3,429,143 3,444,357

純 資 産
（単位：百万円）

2,148,283 2,169,255 2,209,938 2,196,037 2,286,457 2,289,506 2,225,721 2,228,967 2,247,932 2,194,601 2,179,096

純 資 産 比 率
（単位：％）

58.9 61.0 63.5 63.9 65.3 68.6 65.7 67.1 67.2 64.0 63.3

１ 株 当 た り
純 資 産

320,639円31銭 323,769円41銭 329,841円50銭 327,766円82銭 341,262円31銭 341,717円31銭 332,197円30銭 332,681円65銭 335,512円27銭 327,552円41銭 325,238円15銭

※期末発行済株式数　2023年3月期　6,700千株（額面普通株式）。
※記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示しています。

※期中平均株式数　2022年4月期首　6,700千株／ 2023年3月期末　6,700千株。
※記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示しています。



科　　　　　目 〔
第　1　期
1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔

第　2　期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕〔

第　3　期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔

第　4　期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕〔

第　5　期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕〔

第　6　期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕 〔

第　7　期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕〔

第　8　期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕〔

第　9　期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで〕〔

第  10  期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕〔

第  11  期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕〔

第  12  期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで〕〔

第  13  期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕〔

第  14  期
2012年４月１日から
2013年３月31日まで〕

資　産　の　部
固　定　資　産

電気通信事業固定資産
有 形 固 定 資 産

機 械 設 備
空 中 線 設 備
通 信 衛 星 設 備
端 末 設 備
市 内 線 路 設 備
市 外 線 路 設 備
土 木 設 備
海 底 線 設 備
建 物
構 築 物
機 械および 装 置
車両および 船 舶
工具、器具および備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
電 気 通 信 事 業 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
関 係 会 社 投 資
関 係 会 社 株 式
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
その他の投資およびその他の資産
貸 倒 引 当 金
投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計
流　動　資　産

現 金 お よ び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
未 収 入 金
有 価 証 券
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 消 費 税 等
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
その他の流動資産
貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

3,779,374
938,745
13,631

747
22,528

646,693
24,365

959,051
1,932

702,288
26,938
4,151

331
78,643

197,839
−

161,485
189,310

3,968,684

5,487
200

45,027
−
−

1,683
359,900
20,284

▲　1,652
430,929

4,399,614

173,928
71

523,288
−

19,821
−

13,405
10,954
3,098

175,794
11,500

−
10,063

▲　4,979
936,947

3,604,091
921,618
11,904

578
23,294

624,477
20,176

910,524
1,542

723,560
25,563
4,663

233
79,025

200,371
−

56,556
203,158

3,807,249

10,613
196

46,096
−
−

1,990
401,006
19,102

▲　2,189
476,816

4,284,066

141,584
41

541,792
−

40,763
−

17,706
5,833
3,333

−
6,500

63,053
9,145

▲　5,737
824,016

3,348,333
796,013
10,996

448
21,239

606,773
17,049

854,084
1,233

701,968
23,462
3,770

171
66,639

197,908
−

46,575
178,418

3,526,752

11,593
179

47,930
−
−

2,566
498,564
17,808

▲　2,820
575,822

4,102,575

213,926
68

509,908
−

9,631
−

17,687
6,490
4,470

−
41,900
36,617
4,739

▲　4,981
840,458

3,125,756
670,220

9,931
−

20,188
617,659
15,699

824,993
988

655,715
22,153
3,207

171
55,497

198,840
−

30,488
150,125

3,275,881

11,217
154

44,511
−
−

2,553
436,558
14,864

▲　2,002
507,857

3,783,739

177,284
192

380,409
−

76,937
−

25,069
5,499
5,144

−
10,000
32,384
25,745

▲　4,769
733,898

3,042,836
613,540

8,784
−

21,881
638,150
14,059

795,964
1,313

645,248
20,587
2,634

166
47,846

195,833
−

36,825
124,595

3,167,431

12,177
144

38,590
−

20,950
2,456

410,260
14,360

▲　2,286
496,653

3,664,084

121,261
149

379,161
−

14,808
19

30,647
6,362
5,192

−
9,899

45,376
34,219

▲　4,466
642,633

2,968,134
580,807

8,158
−

30,769
655,890
11,901

766,392
1,050

622,535
18,825
2,706

150
46,810

193,889
−

28,245
105,746

3,073,880

9,017
−

45,213
−

13,040
2,667

347,781
14,352

▲　2,122
429,950

3,503,830

107,637
131

370,104
−

32,420
20

29,475
4,479
5,303

−
10,200
14,352
14,427

▲　4,082
584,469

2,958,375
556,601

7,690
−

48,220
684,119

9,977
735,027

865
612,451
17,568
2,222

186
43,185

205,324
−

34,931
99,808

3,058,183

15,689
−

44,035
−

2,701
2,584

343,198
16,043

▲　2,647
421,604

3,479,787

118,783
37

329,798
−

11,353
−

30,165
4,036
5,459

−
7,882

−
40,388

▲　3,125
544,779

2,926,472
546,813

7,162
−

63,661
723,184

8,466
704,138

699
573,407
16,202
2,355

285
39,174

202,591
−

38,330
97,677

3,024,150

13,004
−
−

43,620
100

2,957
280,755
15,059

▲　2,573
352,925

3,377,075

107,575
79

367,547
−

23,066
−

35,217
3,722
5,548

−
7,385

12,685
13,252

▲　3,187
572,893

2,840,327
481,966

6,869
−

83,169
752,066

7,210
673,734

1,032
540,286
15,132
2,674

210
41,204

198,549
460

35,759
103,945

2,944,272

8,733
−
−

43,769
800

3,974
225,086
16,226

▲　2,428
296,162

3,240,435

132,947
26

305,476
−

10,147
−

35,497
3,837
6,198

−
6,952
1,955

11,540
▲　2,315

512,264

2,846,508
525,363

6,507
−

90,041
774,171

5,863
645,278

2,117
513,715
14,385
2,890

172
39,814

195,049
3,894

27,243
99,629

2,946,137

7,584
2

−
48,486

700
3,910

207,377
17,339

▲　1,619
283,782

3,229,920

130,023
5

296,624
−

7,489
−

37,414
2,366
7,085

−
7,330
2,748

11,816
▲　2,360

500,543

2,855,567
536,644

6,068
−

83,337
807,620

4,764
636,588

1,722
487,827
14,119
2,579

118
39,068

201,167
4,788

29,150
103,461

2,959,029

7,571
166
−

48,196
400

3,603
193,911
17,841

▲　1,425
270,266

3,229,295

138,155
68

293,993
−

7,852
10

35,496
2,332
7,256

−
8,198
6,608

13,722
▲　2,748

510,947

2,809,318
518,747

5,456
−

73,253
801,071

3,921
628,723

2,213
474,115
14,675
2,762

139
40,682

199,039
2,172

42,344
104,987

2,914,306

7,119
545
−

48,253
400

3,841
178,619
16,213

▲　1,063
253,929

3,168,235

172,498
7

323,537
−

8,453
10

35,259
2,168
7,399

−
9,702

28,789
13,065

▲　4,073
596,816

2,809,299
506,301

5,068
−

64,544
825,330

3,899
621,274

1,899
464,198
15,052
3,388

327
41,820

197,512
1,030

57,651
99,472

2,908,771

7,283
458
−

48,253
200

3,520
146,441
10,785

▲　994
215,947

3,124,719

179,674
−

314,174
−

10,829
10

43,596
2,326
8,008

−
5,999
4,722

11,239
▲　3,829

576,753

2,777,740
484,112

4,643
−

55,006
846,814

4,608
621,339

1,520
455,586
16,625
4,860

463
41,962

203,553
546

36,097
92,108

2,869,848

7,386
458
−

48,253
−

4,230
135,083
15,240

▲　898
209,754

3,079,602

59,223
7

261,400
−

110,017
10

36,206
1,911
7,944

−
7,659
3,089

84,600
▲　1,826

570,243

資　　産　　合　　計 5,336,561 5,108,083 4,943,033 4,517,637 4,306,718 4,088,300 4,024,566 3,949,969 3,752,700 3,730,463 3,740,243 3,765,052 3,701,473 3,649,846

貸借対照表 （単位：百万円）

※附帯事業にかかる固定資産については、少額なため電気通信事業固定資産に含めて表示しています。
※有形固定資産の減価償却累計額：9,901,014百万円
※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい

ます。



科　　　　　目 〔
第  15  期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕〔

第  16  期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで〕〔

第  17  期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕〔

第  18  期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで〕〔

第  19  期
2017年4月1日から
2018年3月31日まで 〕〔

第  20  期
2018年4月1日から
2019年3月31日まで 〕 〔

第  21  期
2019年4月1日から
2020年3月31日まで 〕〔

第  22  期
2020年4月1日から
2021年3月31日まで 〕〔

第  23  期
2021年4月1日から
2022年3月31日まで 〕〔

第  24  期
2022年4月1日から
2023年3月31日まで 〕

資　産　の　部
固　定　資　産

電気通信事業固定資産
有 形 固 定 資 産

機 械 設 備
空 中 線 設 備
通 信 衛 星 設 備
端 末 設 備
市 内 線 路 設 備
市 外 線 路 設 備
土 木 設 備
海 底 線 設 備
建 物
構 築 物
機 械および 装 置
車両および 船 舶
工具、器具および備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
電 気 通 信 事 業 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
関 係 会 社 投 資
関 係 会 社 株 式
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
その他の投資およびその他の資産
貸 倒 引 当 金
投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計
流　動　資　産

現 金 お よ び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
未 収 入 金
有 価 証 券
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 消 費 税 等
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
その他の流動資産
貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

2,722,349
474,554

4,325
−

45,756
862,315

4,107
612,405

1,421
438,137
16,807
4,062

322
40,745

197,026
475

19,885
88,386

2,810,736

8,231
343
−

48,253
−

4,114
130,509
22,437

▲　1,030
212,859

3,023,595

25,765
171

238,999
−

113,953
−

33,852
1,616
7,237

−
5,541
6,485

98,969
▲　622
531,969

2,646,308
434,518

3,948
−

37,569
854,162

3,683
602,828

1,119
423,373
16,938
3,400

307
42,826

193,047
608

27,975
84,496

2,730,805

11,815
273
−

47,543
−

4,042
117,889
17,015
▲956

197,623
2,928,428

21,980
15

236,984
−

118,510
−

33,633
2,332
7,460

−
6,986
1,954

122,968
▲544

552,283

2,567,433
395,419

3,791
−

31,807
835,446

3,353
595,052

872
420,792
16,964
3,254

528
44,458

197,315
750

17,626
84,019

2,651,453

13,016
473
−

46,622
−

3,707
112,097
11,586
▲913

186,589
2,838,043

8,675
−

224,181
−

117,104
−

26,221
1,771
7,814

−
7,178
2,074

205,397
▲442

599,977

2,521,110
339,631

3,604
−

22,947
866,722

2,843
588,683

732
409,835
16,038
3,006

642
48,182

197,249
1,001

19,988
84,120

2,605,230

12,581
452
−

46,622
−

4,024
125,254
10,177
▲773

198,338
2,803,569

5,605
−

230,736
−

119,106
−

26,005
1,513
7,886

−
6,674
3,060

297,260
▲327

697,521

2,457,172
335,097

3,461
−

20,611
834,617

2,862
580,874

586
398,749
16,071
2,731

571
47,797

196,254
1,063

15,821
83,511

2,540,684

12,946
326
−

46,582
−

4,814
133,469
15,688
▲780

213,048
2,753,732

7,562
3

246,886
−

105,851
−

23,173
1,352
8,318

−
6,931
3,048

180,862
▲289

583,701

2,430,502
319,728

3,299
−

20,840
832,631

2,871
575,464

467
390,501
16,243
2,442

445
47,655

196,032
1,129

20,748
78,682

2,509,184

12,900
274
−

46,584
−

5,882
166,803
19,787
▲744

251,489
2,760,674

11,037
−

270,962
−

76,733
−

20,451
1,647
8,584

−
−

6,863
232,470

▲173
628,578

2,463,331
322,286

3,155
−

19,079
875,255

3,193
570,353

466
378,591
16,155
2,535

402
50,505

194,470
1,355

25,525
67,599

2,530,931

12,471
236
−

45,059
−

5,129
151,510
22,789
▲739

236,458
2,767,390

16,249
191

246,683
−

104,520
−

22,415
2,431
8,883

−
−

197
153,157

▲152
554,578

2,501,669
341,237

2,977
−

18,034
915,959

3,269
563,709

426
367,336
16,798
2,407

320
48,038

193,465
2,374

25,318
59,162

2,560,830

19,645
185
−

48,932
−

4,696
139,895
28,215
▲677

240,892
2,801,722

3,828
−

285,890
−

103,727
−

25,493
2,199
9,112

−
−

1,629
111,967

▲177
543,667

2,521,927
349,903

2,875
−

17,123
949,464

3,324
552,634

386
357,346
17,453
2,167

253
42,672

192,704
8,414

25,209
60,608

2,582,535

9,183
173
−

49,230
−

5,756
155,392
32,585
▲622

251,698
2,834,233

1,753
−

240,437
1,322

107,101
−

32,332
40,269
9,981

−
−

459
161,388

▲130
594,910

2,546,372
349,097

2,500
−

16,093
976,918

3,511
542,218

346
353,567
18,419
2,014

178
41,055

191,472
18,356
30,629
66,352

2,612,723

9,552
45
−

50,022
−

6,787
133,430
38,875
▲572

238,140
2,850,864

2,006
9

234,370
2,666

106,811
−

49,644
55,836
10,040

−
−

1,828
130,378

▲94
593,493

資　　産　　合　　計 3,555,565 3,480,711 3,438,021 3,501,091 3,337,433 3,389,252 3,321,968 3,345,389 3,429,143 3,444,357

（単位：百万円）

※附帯事業にかかる固定資産については、少額なため電気通信事業固定資産に含めて表示しています。
※有形固定資産の減価償却累計額：9,901,014百万円
※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい

ます。



科　　　　　目 〔
第  1  期
1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔

第  2  期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕〔

第  3  期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔

第  4  期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕〔

第  5  期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕〔

第  6  期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕〔

第  7  期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕

負　債　の　部
固　定　負　債

関係会社長期借入金
リ ー ス 債 務
退 職 給 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
未使用テレホンカード引当金
環 境 対 策 引 当 金
資 産 除 去 債 務
その他の固定負債

固 定 負 債 合 計
流　動　負　債

1年以内に期限到来の関係会社長期借入金
買 掛 金
コマーシャル・ペーパー
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
契 約 負 債
前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
受注工事損失引当金
その他の流動負債

流 動 負 債 合 計

1,041,939
−

1,246,525
−
−
−
−

7,942
2,296,407

100,880
275,432

−
188,225

−
280,366
42,567
43,490

−
15,744
8,304

34
−

11,172
966,219

783,478
−
−

1,213,570
−
−
−

7,386
2,004,435

199,470
214,526

−
−
−

483,431
39,521

−
−

4,917
5,989

160
−

60,710
1,008,727

1,013,144
−
−

1,382,948
−
−
−

7,083
2,403,176

102,834
157,399

−
−
−

358,696
32,782

315
−

4,737
5,599

74
−

41,252
703,691

1,095,662
−
−

791,873
−
−
−

6,592
1,894,127

143,373
169,508
55,000

−
−

320,903
28,106

177
−

4,504
33,064

31
−

30,427
785,097

1,010,103
−
−

728,580
−
−
−

6,207
1,744,890

95,559
170,463

−
−
−

324,058
27,026

146
−

5,634
29,107

8
−

16,174
668,178

883,881
−
−

656,004
−
−
−

7,359
1,547,245

144,171
118,372

−
−
−

273,517
25,019
2,676

−
6,455

33,317
92
−

18,381
622,004

777,785
−
−

582,104
−
−
−

7,554
1,367,444

141,096
117,095

−
42,000

−
330,063
23,432
1,068

−
6,543

43,084
284
−

11,437
716,105

負　 債　 合　 計 3,262,626 3,013,162 3,106,868 2,679,225 2,413,069 2,169,249 2,083,550

資　本　の　部
資  　本  　金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金
当 期 未 処 分 利 益

（ うち当期純利益）
利 益 剰 余 金 合 計

株式等評価差額金

335,000

1,679,281
−

1,679,281

−
59,653

(▲157,246)
59,653

−

335,000

1,679,281
−

1,679,281

3,527
76,147

(20,021)
79,675

964

335,000

1,679,281
7,243

1,686,524

−
▲ 186,797
(▲186,797)
▲ 186,797

1,438

335,000

1,499,726
−

1,499,726

−
3,035

(3,035)
3,035

649

335,000

1,499,726
−

1,499,726

−
57,985

(57,985)
57,985

936

335,000

1,499,726
−

1,499,726

−
83,563

（58,129）
83,563

760

335,000

1,499,726
−

1,499,726

−
101,261

（51,253）
101,261

5,028

資　 本　 合　 計 2,073,935 2,094,920 1,836,165 1,838,411 1,893,648 1,919,050 1,941,016

負 債 ・ 資 本 合 計 5,336,561 5,108,083 4,943,033 4,517,637 4,306,718 4,088,300 4,024,566

科　　　　　目 〔
第  8  期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで 〕〔

第  9  期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで 〕〔

第 10 期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで 〕〔

第 11 期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで 〕〔

第 12 期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで 〕〔

第 13 期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで 〕

負　債　の　部
固　定　負　債

関 係 会 社 長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金
ポイントサービス引当金
未使用テレホンカード引当金
環 境 対 策 引 当 金
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計
流　動　負　債

1年以内に期限到来の関係会社長期借入金
買 掛 金
コマーシャル・ペーパー
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
契 約 負 債
前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
災 害 損 失 引 当 金
資 産 除 去 債 務
受 注 工 事 損 失 引 当 金
環 境 対 策 引 当 金
そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

577,567
—

499,232
—
—
—
—

7,309
1,084,109

200,217
112,289
53,000

110,000
—

295,996
20,243

724
—

7,537
63,719

267
—
—
—
—

13,300
877,296

605,148
1,116

318,937
—

12,013
—
—

7,979
945,194

162,419
113,796
20,000
93,000

483
254,945
18,090

846
—

7,270
73,609

46
—
—

341
—

12,005
756,855

649,338
3,547

285,469
—

13,028
—
—

8,361
959,745

105,809
82,509
59,992
65,000
1,676

242,626
18,116
2,253

—
7,146

77,849
768
—
—
—
—

12,833
676,582

758,743
4,508

280,650
—

15,397
—
—

8,421
1,067,721

90,595
95,670

—
—

3,168
218,158
16,945
8,143

—
9,068

105,551
141
—
—
—
—

13,851
561,294

666,055
2,057

254,054
2,944

15,101
—

629
7,999

948,842

122,687
104,534

—
30,000
2,945

254,810
17,943
1,661

—
6,373

127,263
195

5,500
70
—
—

12,453
686,438

617,715
1,515

227,464
5,074

14,255
—

643
10,967

877,636

148,339
104,056

—
30,000
1,059

239,415
16,284

488
—

6,348
136,738

271
1,535

—
—
—

10,698
695,237

負　　債　　合　　計 1,961,405 1,702,049 1,636,327 1,629,015 1,635,281 1,572,873

純　資　産　の　部
株　主　資　本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
　 特 別 償 却 準 備 金
　 圧 縮 積 立 金
　 繰 越 利 益 剰 余 金
利 益 剰 余 金 合 計

株 主 資 本 合 計
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
評 価・ 換 算 差 額 等 合 計

335,000

1,499,726
1,499,726

152,024
—
—

152,024
152,024

1,986,751

1,812
1,812

335,000

1,499,726
1,499,726

215,403
—
—

215,403
215,403

2,050,130

520
520

335,000

1,499,726
1,499,726

259,456
—
—

259,456
259,456

2,094,182

▲ 47
▲ 47

335,000

1,499,726
1,499,726

276,505
—

5,152
271,352
276,505

2,111,231

▲ 4
▲ 4

335,000

1,499,726
1,499,726

295,308
—

6,099
289,209
295,308

2,130,035

▲ 263
▲ 263

335,000

1,499,726
1,499,726

293,962
1,818
6,927

285,216
293,962

2,128,689

▲ 90
▲ 90

純 資 産 合 計 1,988,563 2,050,650 2,094,135 2,111,227 2,129,771 2,128,599

負 債・ 純 資 産 合 計 3,949,969 3,752,700 3,730,463 3,740,243 3,765,052 3,701,473

（単位：百万円） （単位：百万円）

※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい
ます。

※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい
ます。

※第8期より会社法施行により表記方法が変更。



科　　　　　目 〔
第 14 期
2012年４月１日から
2013年３月31日まで 〕〔

第 15 期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで 〕〔

第 16 期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで 〕〔

第 17 期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで 〕〔

第 18 期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで 〕〔

第 19 期
2017年4月1日から
2018年3月31日まで 〕 〔

第 20 期
2018年4月1日から
2019年3月31日まで 〕〔

第 21 期
2019年4月1日から
2020年3月31日まで 〕〔

第 22 期
2020年4月1日から
2021年3月31日まで 〕〔

第 23 期
2021年4月1日から
2022年3月31日まで 〕〔

第 24 期
2022年4月1日から
2023年3月31日まで 〕

負　債　の　部
固　定　負　債

関 係 会 社 長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金
ポイントサービス引当金
未使用テレホンカード引当金
環 境 対 策 引 当 金
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計
流　動　負　債

1年以内に期限到来の関係会社長期借入金
買 掛 金
コマーシャル・ペーパー
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
契 約 負 債
前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
災 害 損 失 引 当 金
資 産 除 去 債 務
受 注 工 事 損 失 引 当 金
環 境 対 策 引 当 金
そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

576,195
1,114

222,469
6,658

12,647
—

602
10,742

830,430

168,155
93,597

—
—

538
246,935
15,551
7,681

—
5,997

129,211
287
—
—
—
—

3,173
671,132

548,775
987

231,328
7,074

11,082
4,511
1,110
8,613

813,483

127,420
77,246

—
—

482
212,539
14,951
5,746

—
5,300

125,491
374
—

149
—
—

3,123
572,826

430,955
1,185

232,618
9,724
9,686
7,748
1,119
8,292

701,330

66,220
85,478

—
—

400
175,324
14,688
10,713

—
5,348

205,477
181
—
—
—

3,147
2,462

569,443

365,835
1,410

235,919
8,574
8,671
5,289
1,092

21,682
648,475

65,120
85,229

—
—

417
198,765
14,953
11,793

—
7,657

203,983
106
—
—
—

2,601
2,880

593,508

225,220
1,494

247,366
4,145
8,460
3,637

902
34,672

525,898

140,615
89,029

—
—

459
198,620
15,613
14,186

—
9,185

215,758
91
—
1

—
2,285
2,888

688,735

225,220
1,470

258,103
2,429
8,925
2,858

907
42,643

542,557

—
66,666

—
—

496
170,519
15,950
11,023

—
11,192

225,778
119
—
—
—

1,128
2,493

505,370

158,400
1,480

360,004
1,719
9,898
1,871

974
39,711

574,059

66,820
71,418

—
—

568
173,102
16,530
8,981

—
11,192

236,716
190
—
—
—

1,617
2,332

589,471

138,400
1,588

355,303
1,477

11,251
1,871

992
46,118

557,003

20,000
76,320

—
—

631
165,309
16,363
8,042

—
13,896

231,189
275
—
—
—

728
3,240

535,998

100,600
1,986

349,088
1,320

12,098
433
968

41,337
507,830

37,800
93,404

—
—

541
171,872
16,506
13,041

—
12,776

237,788
380
—
38
—

1,266
4,216

589,627

38,000
8,488

340,173
—
—

433
906

37,609
425,610

100,600
100,683

—
—

1,394
176,228
16,333
9,892

143,943
5,747

250,506
455
—
10
—

405
2,736

808,932

198,000
18,356

309,415
—
—

326
926

149,963
676,986

—
95,977

—
20,000
3,175

125,961
17,200
20,528

141,962
3,811

156,380
0

—
—
—
76

3,204
588,275

負　　債　　合　　計 1,501,563 1,386,310 1,270,773 1,241,983 1,214,633 1,047,927 1,163,530 1,093,001 1,097,457 1,234,542 1,265,261
純　資　産　の　部

株　主　資　本
資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金
買換資産特別勘定積立金
圧 縮 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
株 主 資 本 合 計

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
評 価・ 換 算 差 額 等 合 計

335,000

1,499,726
1,499,726

313,284
2,997

—
9,901

300,384
313,284

2,148,011

271
271

335,000

1,499,726
1,499,726

333,740
2,648

—
11,405

319,686
333,740

2,168,467

787
787

335,000

1,499,726
1,499,726

371,905
2,241

—
12,890

356,773
371,905

2,206,632

3,305
3,305

335,000

1,499,726
1,499,726

357,191
1,657

—
13,197

342,336
357,191

2,191,918

4,119
4,119

335,000

1,499,726
1,499,726

447,459
1,092

—
13,197

433,169
447,459

2,282,186

4,271
4,271

335,000

1,499,726
1,499,726

450,235
642

2,697
13,197

433,697
450,235

2,284,962

4,543
4,543

335,000

1,499,726
1,499,726

385,799
321
—

15,791
369,686
385,799

2,220,525

5,196
5,196

335,000

1,499,726
1,499,726

390,007
112
—

15,708
374,186
390,007

2,224,734

4,232
4,232

335,000

1,499,727
1,499,727

403,773
62
—

15,625
388,086
403,773

2,238,500

9,432
9,432

335,000

1,499,727
1,499,727

356,535
22
—

15,542
340,971
356,535

2,191,262

3,339
3,339

335,000

1,499,727
1,499,727

340,911
10
—

15,460
325,442
340,911

2,175,638

3,457
3,457

純 資 産 合 計 2,148,283 2,169,255 2,209,938 2,196,037 2,286,457 2,289,506 2,225,721 2,228,967 2,247,932 2,194,601 2,179,096
負 債・ 純 資 産 合 計 3,649,846 3,555,565 3,480,711 3,438,021 3,501,091 3,337,433 3,389,252 3,321,968 3,345,389 3,429,143 3,444,357

（単位：百万円）

※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい
ます。

※第8期より会社法施行により表記方法が変更。



科　　　　　　　目
第 6  期 第 7  期 第 8  期 第 9  期 第 10 期

〔2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕〔2005年４月１日から

2006年３月31日まで〕〔2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕〔2007年４月１日から

2008年３月31日まで〕〔2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕

経　常　損　益　の　部

営　業　損　益　の　部
電 気 通 信 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益
営 業 費 用

営 業 費
運 用 費
施 設 保 全 費
共 通 費
管 理 費
試 験 研 究 費
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 費
通 信 設 備 使 用 料
租 税 公 課

電 気 通 信 事 業 営 業 利 益
附 帯 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益
営 業 費 用
附帯事業営業利益又は附帯事業営業損失（▲）

営 業 利 益

営  業  外  損  益  の  部
営 業 外 収 益

受 取 利 息 および 割 引 料
受 取 配 当 金
物 件 貸 付 料
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息 および 割 引 料
物 件 貸 付 費 用
雑 支 出

経 常 利 益

特　別　損　益　の　部

特 別 利 益
災 害 特 別 損 失 戻 入 額
固 定 資 産 売 却 益
厚生年金基金代行返上益

特 別 損 失
減 損 損 失
環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額
災 害 特 別 損 失
退職給付会計基準変更時差異分割費用処理額
固 定 資 産 臨 時 償 却 費
未使用テレホンカード引当金繰入額
リース会計基準の適用に伴う影響額

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税・住民税および事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

2,024,629
1,937,555

474,221
22,098

507,618
110,089
140,217
61,833

463,151
62,527
19,128
76,670
87,073

156,298
155,638

660
87,733

61,006
63

231
53,563
7,147

51,124
17,628
26,497
6,997

97,615

8,397
−

8,397
−

6,736
−
−
−

6,736
−
−
−

99,276
▲  21,153

62,300
58,129
25,433
83,563

1,967,812
1,898,156

496,855
18,726

490,417
109,950
127,402
57,315

446,314
41,084
34,409
75,678
69,656

157,520
161,227

▲　3,707
65,948

63,269
45

339
55,685
7,199

45,005
16,406
24,086
4,512

84,212

2,442
−

2,442
−
−
−
−
−
−
−
−
−

86,654
31,411
3,989

51,253
50,008

101,261

1,907,832
1,846,447

510,438
16,778

481,998
101,707
117,226
53,268

412,507
42,771
35,114
74,636
61,385

153,562
155,037

▲　1,474
59,911

70,447
35

11,247
54,255
4,909

39,991
13,858
19,975
6,157

90,366

49,765
−

49,765
−
−
−
−
−
−
−
−
−

140,132
▲　9,263

65,077
84,318

−
−

1,868,925
1,827,280

511,430
15,624

470,589
95,845

109,778
54,959

418,168
37,120
38,363
75,399
41,644

133,834
130,487

3,347
44,992

66,196
55

3,938
56,131
6,071

43,730
13,575
23,329
6,824

67,459

178,548
−

53,722
124,825
78,307

−
−
−
−

63,341
13,874
1,090

167,699
13,781
57,039
96,879

−
−

1,825,790
1,789,250

493,199
14,426

455,647
95,863

112,595
53,849

411,933
39,622
37,534
74,580
36,540

127,201
127,043

157
36,697

69,257
26

12,229
52,774
4,227

40,571
12,375
23,580
4,615

65,383

57,595
−

57,595
−
−
−
−
−
−
−
−
−

122,978
27,707
17,718
77,552

−
−

科　　　　　　　目
第　1　期 第　2　期 第　3　期 第　4　期 第　5　期

〔1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔2000年４月１日から

2001年３月31日まで〕〔2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔2002年４月１日から

2003年３月31日まで〕〔2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕

経　常　損　益　の　部

営　業　損　益　の　部
電 気 通 信 事 業 営 業 損 益

営　　 業　　 収　　 益
音 声 伝 送 収 入
デ ー タ 伝 送 収 入
専 用 収 入
電 報 収 入
そ の 他 の 収 入

営　　 業　　 費　　 用
営 業 費
運 用 費
施 設 保 全 費
共 通 費
管 理 費
試 験 研 究 費
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 費
通 信 設 備 使 用 料
租 税 公 課

電 気 通 信 事 業 営 業 利 益
附 帯 事 業 営 業 損 益

営　　 業　　 収　　 益
営　　 業　　 費　　 用
附帯事業営業利益又は附帯事業営業損失（▲）

営　　　 業　　　 利　　　 益

営  業  外  損  益  の  部
営 業 外 収 益

受取利息および割引料
受 取 配 当 金
物 件 貸 付 料
雑 収 入

営 業 外 費 用
支払利息および割引料
物 件 貸 付 費 用
雑 支 出

経 常 利 益

特　別　損　益　の　部

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
退職給与引当金繰入額
退職給付会計基準変更時差異分割費用処理額
特 別 退 職 金
事 業 構 造 改 革 費 用
関 係 会 社 株 式 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税・住民税および事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
過 年 度 税 効 果 調 整 額
当 期 未 処 分 利 益

1,976,780
1,549,977

1,254
279,438
28,575

117,535
1,910,266

446,794
27,966

456,546
154,912
98,239
78,269

476,989
84,581
24,786
61,179
66,514

177,929
173,706

4,223
70,737

38,602
57
0

28,455
10,089
52,563
30,360
18,839
3,363

56,776

−
−

325,022
325,022

−
−
−
−

▲　268,246
43,500

▲　154,500
▲　157,246

−
216,900
59,653

2,548,580
1,971,195

8,887
371,596
37,220

159,679
2,520,072

628,915
34,989

609,669
199,918
131,819
90,708

623,921
88,396
30,449
81,284
28,508

245,920
240,371

5,548
34,057

46,557
188
220

34,752
11,394
66,485
31,761
20,005
14,718
14,129

−
−

29,791
−

17,463
12,327

−
−

▲　15,661
1,117

▲　36,800
20,021
56,126

−
76,147

2,352,492
1,755,419

30,754
365,475
33,994

166,848
2,344,814

599,304
30,206

572,408
172,539
129,257
87,015

590,318
55,617
27,916
80,229
7,678

221,185
224,357

▲　   3,172
4,506

48,504
56

222
33,276
14,948
45,501
25,506
16,143
3,852
7,509

−
−

327,264
−

17,463
24,875

284,926
−

▲  319,755
342

▲  133,300
▲  186,797

−
−

▲  186,797

2,175,325
1,582,129

57,576
336,261
32,310

167,046
2,124,691

510,605
26,840

553,858
143,408
119,500
80,313

495,137
91,611
25,666
77,748
50,634

176,884
179,173

▲  　2,288
48,345

68,221
51

347
49,124
18,698
53,251
22,738
23,328
7,183

63,315

−
−

23,267
−

6,736
−
−

16,530

40,048
▲　57,487

94,500
3,035

−
−

3,035

2,102,812
1,506,971

86,168
313,333
30,992

165,346
2,015,087

502,351
25,576

540,476
129,918
134,848
65,171

454,814
66,741
20,300
74,889
87,725

164,371
165,690

▲  　1,319
86,406

61,277
58

1,172
49,901
10,144
49,830
20,058
22,828
6,943

97,853

9,305
9,305
6,736

−
6,736

−
−
−

100,422
16,237
26,200
57,985

0
−

57,985

損益計算書
（単位：百万円）

※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい
ます。

（単位：百万円）

※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい
ます。

※第6期より省令改正（2004年4月1日施行）に伴い変更。



科　　　　　　　目
第 11 期 第 12 期 第 13 期 第 14 期 第 15 期 第 16 期 第 17 期 第 18 期 第 19 期 第 20 期 第 21 期 第 22 期

〔2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕〔2010年４月１日から

2011年３月31日まで〕〔2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕〔2012年４月１日から

2013年３月31日まで〕〔2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕 〔2014年４月１日から

2015年３月31日まで〕〔2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕〔2016年４月１日から

2017年３月31日まで〕〔 2017年4月1日から
2018年3月31日まで 〕〔 2018年4月1日から

2019年3月31日まで 〕〔 2019年4月1日から
2020年3月31日まで 〕〔 2020年4月1日から

2021年3月31日まで 〕
経　常　損　益　の　部

営　業　損　益　の　部
電 気 通 信 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益
営 業 費 用

営 業 費
運 用 費
施 設 保 全 費
共 通 費
管 理 費
試 験 研 究 費
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 費
通 信 設 備 使 用 料
租 税 公 課

電 気 通 信 事 業 営 業 利 益
附 帯 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益
営 業 費 用
附帯事業営業利益又は附帯事業営業損失（▲）

営 業 利 益

営  業  外  損  益  の  部
営 業 外 収 益

受 取 利 息 および 割 引 料
受 取 配 当 金
物 件 貸 付 料
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息 および 割 引 料
物 件 貸 付 費 用
雑 支 出

経 常 利 益

特　別　損　益　の　部
特 別 利 益

災 害 特 別 損 失 戻 入 額
固 定 資 産 売 却 益
厚生年金基金代行返上益

特 別 損 失
減 損 損 失
事 業 譲 渡 損 
環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額
災 害 特 別 損 失
退職給付会計基準変更時差異分割費用処理額
固 定 資 産 臨 時 償 却 費
未使用テレホンカード引当金繰入額
リース会計基準の適用に伴う影響額

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税・住民税および事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

1,790,369
1,746,500

482,563
13,492

438,855
94,395

116,735
53,127

396,156
42,098
36,698
72,376
43,868

138,283
134,518

3,765
47,634

61,633
42

3,814
54,519
3,258

37,517
11,451
21,417
4,648

71,750

9,829
−

9,829
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−

81,580
18,462
12,568
50,549

−
−

1,776,085
1,706,911

473,250
12,748

423,681
91,876

108,651
51,053

390,417
49,709
33,143
72,380
69,173

181,061
173,080

7,981
77,155

53,894
132

1,817
45,112
6,833

34,983
10,969
21,457
2,556

96,066

−

−
−

19,190
−
−
−

19,190
−
−
−
−

76,876
10,607
13,965
52,303

−
−

1,719,239
1,676,016

478,953
11,881

414,725
93,135

100,969
50,127

379,973
42,856
32,427
70,967
43,223

132,287
125,186

7,101
50,324

58,448
85

3,069
43,582
11,693
33,542
9,814

20,590
3,137

75,230

4,473
4,473

−
−

12,645
−
−
−

12,645
−
−
−
−

67,058
▲　  902

35,807
32,153

−
−

1,689,238
1,636,091

454,359
10,247

411,146
93,456
96,521
49,071

374,117
43,504
32,906
70,762
53,146

142,559
130,634
11,924
65,071

60,190
51

2,494
43,166
14,467
36,368
8,792

24,063
3,512

88,893

−
−
−
−

7,980
−
−
−

7,980
−
−
−
−

80,912
18,513
9,577

52,822
−
−

1,630,523
1,577,823

423,552
9,397

409,979
90,607
90,679
45,341

359,020
45,645
31,944
71,654
52,699

143,286
129,271
14,014
66,714

58,027
76

3,690
44,296
9,965

32,993
7,203

23,253
2,536

91,749

−
−
−
−

8,292
4,909

−
3,382

−
−
−
−
−

83,457
23,033
6,467

53,956
−
−

1,625,057
1,533,165

393,958
8,917

400,322
94,826
87,240
41,542

357,159
46,910
29,402
72,886
91,891

140,365
122,414
17,950

109,841

23,704
76

6,400
−

17,227
11,504
5,852

−
5,651

122,041

−
−
−
−

7,930
−
−

7,930
−
−
−
−
−

114,111
35,511
9,027

69,571
−
−

1,585,580
1,444,775

335,475
8,189

391,871
92,269
84,482
39,696

337,474
54,569
28,289
72,455

140,804

136,726
115,702
21,024

161,828

17,512
138

3,169
−

14,204
5,901
4,987

−
914

173,439

−
−
−
−

3,758
−

3,758
−
−
−
−
−
−

169,681
45,582
5,312

118,786
−
−

1,534,745
1,367,603

317,168
7,869

383,994
86,274
86,732
38,837

290,191
55,725
26,568
74,241

167,142

137,497
115,534
21,962

189,104

20,263
26

3,226
−

17,010
4,930
4,669

−
260

204,438

−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−

204,438
67,461

▲ 12,686
149,663

−
−

1,511,936
1,272,993

315,278
7,199

375,190
82,601
85,532
33,616

233,237
42,123
25,450
72,761

238,943

134,333
113,205
21,128

260,071

17,320
13

6,957
−

10,349
3,769
3,354

−
415

273,622

−
−
−
−

60,909
60,909

−
−
−
−
−
−
−

212,712
68,847

▲ 8,568
152,433

−
−

1,487,742
1,255,443

313,173
6,549

376,099
82,843
72,623
33,950

227,366
44,933
25,460
72,443

232,298

124,625
105,493
19,132

251,430

14,504
11

3,974
−

10,518
3,024
1,910

−
1,114

262,910

−
−
−
−

36,114
36,114

−
−
−
−
−
−
−

226,796
58,352
5,927

162,516
−
−

1,452,728
1,249,970

317,508
6,000

375,662
84,032
78,179
33,965

203,977
52,224
24,769
73,651

202,758

147,777
129,434
18,343

221,102

15,071
9

6,200
−

8,861
2,527
1,643

−
884

233,645

−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−

233,645
49,199
15,577

168,868
−
−

1,435,276
1,213,486

305,976
5,325

365,285
84,932
74,352
33,473

202,715
40,070
27,287
74,070

221,790

187,102
164,986
22,116

243,906

15,953
3

7,285
−

8,665
1,812
1,376

−
436

258,047

−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−

258,047
65,811
9,547

182,689
−
−

（単位：百万円）

※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい
ます。

※第6期より省令改正（2004年4月1日施行）に伴い変更。



科　　　　　　　目
第 23 期 第 24 期

〔 2021年4月1日から
2022年3月31日まで 〕〔 2022年4月1日から

2023年3月31日まで 〕
経　常　損　益　の　部

営　業　損　益　の　部
電 気 通 信 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益
営 業 費 用

営 業 費
運 用 費
施 設 保 全 費
共 通 費
管 理 費
試 験 研 究 費
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 費
通 信 設 備 使 用 料
租 税 公 課

電 気 通 信 事 業 営 業 利 益
附 帯 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益
営 業 費 用
附帯事業営業利益又は附帯事業営業損失（▲）

営 業 利 益

営  業  外  損  益  の  部
営 業 外 収 益

受 取 利 息 および 割 引 料
受 取 配 当 金
物 件 貸 付 料
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息 および 割 引 料
物 件 貸 付 費 用
雑 支 出

経 常 利 益

特　別　損　益　の　部
特 別 利 益

災 害 特 別 損 失 戻 入 額
固 定 資 産 売 却 益
厚生年金基金代行返上益

特 別 損 失
減 損 損 失
事 業 譲 渡 損 
環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額
災 害 特 別 損 失
退職給付会計基準変更時差異分割費用処理額
固 定 資 産 臨 時 償 却 費
未使用テレホンカード引当金繰入額
リース会計基準の適用に伴う影響額

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税・住民税および事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

1,423,849
1,182,213

261,972
5,099

374,884
89,127
74,397
33,168

199,628
39,321
30,713
73,903

241,636

154,484
132,688
21,795

263,432

18,417
2

4,961
−

13,454
3,425

994
−

2,430
278,424

−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−

278,424
61,700
15,770

200,954
−
−

1,397,754
1,179,826

252,872
4,636

388,053
90,349
71,331
33,495

196,430
34,355
31,892
76,414

217,928

147,173
127,841
19,331

237,259

19,714
1

8,230
−

11,482
1,340

932
−

408
255,633

−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−
−

255,633
48,287
22,016

185,329
−
−

（単位：百万円）

※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示してい
ます。

※第6期より省令改正（2004年4月1日施行）に伴い変更。



株主資本等変動計算書
（第8期：2006年4月1日から2007年3月31日まで、第9期：2007年4月1日から2008年3月31日まで、第10期：2008年4月1日から
2009年3月31日まで、第11期：2009年4月1日から2010年3月31日まで、第12期：2010年4月1日から2011年3月31日まで、第13期：
2011年4月1日から2012年3月31日まで、第14期：2012年4月1日から2013年3月31日まで、第15期：2013年4月1日から2014年3
月31日まで、第16期：2014年4月1日から2015年3月31日まで、第17期：2015年4月1日から2016年3月31日まで、第18期：2016

年4月1日から2017年3月31日まで、第19期：2017年4月1日から2018年3月31日まで、第20期：2018年4月1日から2019年3月31
日まで、第21期：2019年4月1日から2020年3月31日まで、第22期：2020年4月1日から2021年3月31日まで、第23期：2021年4
月1日から2022年3月31日まで、第24期：2022年4月1日から2023年3月31日まで）

区分

株主資本 株主資本

資本金 資本金

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額
　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 3,350 3,350 3,350

当期変動額
　�剰余金の配当
　�役員賞与金
　�当期純利益
　�特別償却準備金の積立
　�特別償却準備金の取崩
　�買換資産特別勘定積立金の積立
　�圧縮積立金の積立
　�圧縮積立金の取崩
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）
当期変動額合計 — — — — — — — — — — — — — — — — —
当期末残高 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350 3,350

区分

株主資本 株主資本
資本剰余金 資本剰余金

資本準備金 資本準備金

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額
　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 14,997 14,997 14,997

当期変動額
　�剰余金の配当
　�役員賞与金
　�当期純利益
　�特別償却準備金の積立
　�特別償却準備金の取崩
　�買換資産特別勘定積立金の積立
　�圧縮積立金の積立
　�圧縮積立金の取崩
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）
当期変動額合計 — — — — — — — — — — — — — — — — —
当期末残高 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997

※�記載金額は、第1期〜第21期は億円未満を切り捨て、第22期以降は億円未満を四捨五入して表示しています。

（単位：億円）



区分

株主資本 株主資本
資本剰余金 資本剰余金

資本剰余金
合計

資本剰余金
合計

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額
　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 14,997 14,997 14,997

当期変動額
　�剰余金の配当
　�役員賞与金
　�当期純利益
　�特別償却準備金の積立
　�特別償却準備金の取崩
　�買換資産特別勘定積立金の積立
　�圧縮積立金の積立
　�圧縮積立金の取崩
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）
当期変動額合計 — — — — — — — — — — — — — — — — —
当期末残高 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997 14,997

区分

株主資本 株主資本
利益剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 その他利益剰余金
特別償却準備金 買換資産特別勘定積立金

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 — 18 29 26 22 16 10 6 3 1 1 0 — 26 — — — —
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額
　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 26 6 1 26

当期変動額
　�剰余金の配当
　�役員賞与金
　�当期純利益
　�特別償却準備金の積立 18 16 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0
　�特別償却準備金の取崩 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 6 ▲ 6 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 0 ▲ 0
　�買換資産特別勘定積立金の積立 26 ▲ 26
　�圧縮積立金の積立
　�圧縮積立金の取崩
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）
当期変動額合計 18 11 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 4 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 0 ▲ 0 26 ▲ 26 — — — —
当期末残高 18 29 26 22 16 10 6 3 1 1 0 0 26 — — — — —

※�記載金額は、第1期〜第21期は億円未満を切り捨て、第22期以降は億円未満を四捨五入して表示しています。

（単位：億円）



※�記載金額は、第1期〜第21期は億円未満を切り捨て、第22期以降は億円未満を四捨五入して表示しています。

区分

株主資本 株主資本
利益剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 その他利益剰余金
圧縮積立金 圧縮積立金

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 — — — — 51 60 69 99 114 128 131 131 131 157 157 156 155
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額
　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 114 131 156

当期変動額
　�剰余金の配当
　�役員賞与金
　�当期純利益
　�特別償却準備金の積立
　�特別償却準備金の取崩
　�買換資産特別勘定積立金の積立
　�圧縮積立金の積立 51 9 8 29 15 14 3 0 26
　�圧縮積立金の取崩 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 0
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）
当期変動額合計 — — — 51 9 8 29 15 14 3 ▲ 0 0 25 ▲ 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 0
当期末残高 — — — 51 60 69 99 114 128 131 131 131 157 157 156 155 155

区分

株主資本 株主資本
利益剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 その他利益剰余金
繰越利益剰余金 繰越利益剰余金

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 1,012 1,520 2,154 2,594 2,713 2,892 2,852 3,003 3,196 3,567 3,423 4,331 4,336 3,696 3,742 3,881 3,410
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額 20 ▲ 745 ▲ 655

　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 3,217 3,591 3,226

当期変動額
　�剰余金の配当 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲1,335 ▲ 593 ▲1,496 ▲1,524 ▲1,646 ▲1,689 ▲1,827 ▲2,010
　�役員賞与金 ▲ 0 321
　�当期純利益 843 968 775 505 523 ▲ 18 528 539 695 1,187 1,496 1,524 1,625 1,688 1,827 2,010 1,853
　�特別償却準備金の積立 ▲ 16 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0
　�特別償却準備金の取崩 4 5 6 6 6 4 3 2 1 0 0
　�買換資産特別勘定積立金の積立 ▲ 26 26
　�圧縮積立金の積立 ▲ 51 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 29 ▲ 15 ▲ 14 ▲ 3 ▲ 0 ▲ 26
　�圧縮積立金の取崩 0 0 0 0 0 1 1 0
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）
当期変動額合計 507 633 440 118 178 ▲ 39 151 193 349 ▲ 144 908 5 105 45 139 184 ▲ 155
当期末残高 1,520 2,154 2,594 2,713 2,892 2,852 3,003 3,196 3,567 3,423 4,331 4,336 3,696 3,741 3,881 3,410 3,254

（単位：億円）



区分

株主資本 株主資本
利益剰余金 利益剰余金

利益剰余金
合計

利益剰余金
合計

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 1,012 1,520 2,154 2,594 2,765 2,953 2,939 3,132 3,337 3,719 3,571 4,474 4,502 3,857 3,900 4,038 3,565
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額 20 ▲ 745 ▲ 655

　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 3,358 3,757 3,383

当期変動額
　�剰余金の配当 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲1,335 ▲ 593 ▲1,496 ▲1,524 ▲1,646 ▲1,689 ▲1,827 ▲2,010
　�役員賞与金 ▲ 0 321
　�当期純利益 843 968 775 505 523 528 539 695 1,187 1,496 1,524 1,625 1,688 1,827 2,010 1,853
　�特別償却準備金の積立
　�特別償却準備金の取崩
　�買換資産特別勘定積立金の積立
　�圧縮積立金の積立
　�圧縮積立金の取崩
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）
当期変動額合計 507 633 440 170 188 ▲ 13 193 204 360 ▲ 147 902 27 100 42 138 183 ▲ 156
当期末残高 1,520 2,154 2,594 2,765 2,953 2,939 3,132 3,337 3,719 3,571 4,474 4,502 3,857 3,900 4,038 3,565 3,409

区分

株主資本 株主資本

株主資本
合計

株主資本
合計

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 19,359 19,867 20,501 20,941 21,112 21,300 21,286 21,480 21,684 22,066 21,919 22,821 22,849 22,205 22,247 22,385 21,913
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額 20 ▲ 745 ▲ 655

　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 21,705 22,104 21,730

当期変動額
　�剰余金の配当 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲1,335 ▲ 593 ▲1,496 ▲1,524 ▲1,646 ▲1,689 ▲1,827 ▲2,010
　�役員賞与金 ▲ 0 321
　�当期純利益 843 968 775 505 523 528 539 695 1,187 1,496 1,524 1,625 1,688 1,827 2,010 1,853
　�特別償却準備金の積立
　�特別償却準備金の取崩
　�買換資産特別勘定積立金の積立
　�圧縮積立金の積立
　�圧縮積立金の取崩
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）
当期変動額合計 507 633 440 170 188 ▲ 13 193 204 360 ▲ 147 902 27 100 42 138 183 ▲ 156
当期末残高 19,867 20,501 20,941 21,112 21,300 21,286 21,480 21,684 22,066 21,919 22,821 22,849 22,205 22,247 22,385 21,913 21,756

※�記載金額は、第1期〜第21期は億円未満を切り捨て、第22期以降は億円未満を四捨五入して表示しています。

（単位：億円）



区分

評価・換算差額等 評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

その他有価証券
評価差額金

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 50 18 5 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 2 ▲ 0 2 7 33 41 42 45 51 42 94 33
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額
　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 7 45 94

当期変動額
　�剰余金の配当
　�役員賞与金
　�当期純利益
　�圧縮積立金の積立
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） ▲ 32 ▲ 12 ▲ 5 0 ▲ 2 1 3 5 25 8 1 2 6 ▲ 9 52 ▲ 61 1

当期変動額合計 ▲ 32 ▲ 12 ▲ 5 0 ▲ 2 1 3 5 25 8 1 2 6 ▲ 9 52 ▲ 61 1
当期末残高 18 5 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 2 ▲ 0 2 7 33 41 42 45 51 42 94 33 35

区分

評価・換算差額等 評価・換算差額等

評価・換算
差額等合計

評価・換算
差額等合計

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 50 18 5 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 2 ▲ 0 2 7 33 41 42 45 51 42 94 33
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額
　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 7 45 94

当期変動額
　�剰余金の配当
　�役員賞与金
　�当期純利益
　�圧縮積立金の積立
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） ▲ 32 ▲ 12 ▲ 5 0 ▲ 2 1 3 5 25 8 1 2 6 ▲ 9 52 ▲ 61 1

当期変動額合計 ▲ 32 ▲ 12 ▲ 5 0 ▲ 2 1 3 5 25 8 1 2 6 ▲ 9 52 ▲ 61 1
当期末残高 18 5 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 2 ▲ 0 2 7 33 41 42 45 51 42 94 33 35

※�記載金額は、第1期〜第21期は億円未満を切り捨て、第22期以降は億円未満を四捨五入して表示しています。

（単位：億円）



区分
純資産合計 純資産合計

第
8期

第
9期

第
10期

第
11期

第
12期

第
13期

第
14期

第
15期

第
16期

第
17期

第
18期

第
19期

第
20期

第
21期

第
22期

第
23期

第
24期

当期首残高 19,410 19,885 20,506 20,941 21,112 21,297 21,285 21,482 21,692 22,099 21,960 22,864 22,895 22,257 22,290 22,479 21,946
　会計方針の変更に
　よる累積的影響額 20 ▲ 745 ▲ 655

　会計方針の変更を
　反映した当期首残高 21,713 22,149 21,824

当期変動額
　�剰余金の配当 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲ 335 ▲1,335 ▲ 593 ▲1,496 ▲1,524 ▲1,646 ▲1,689 ▲1,827 ▲2,010
　�役員賞与金 ▲ 0
　�当期純利益 843 968 775 505 523 321 528 539 695 1,187 1,496 1,524 1,625 1,688 1,827 2,010 1,853
　�圧縮積立金の積立
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） ▲ 32 ▲ 12 ▲ 5 0 ▲ 2 1 3 5 25 8 1 2 6 ▲ 9 52 ▲ 61 1

当期変動額合計 475 620 434 170 185 ▲ 11 196 209 385 ▲ 139 904 30 107 32 190 122 ▲ 155
当期末残高 19,885 20,506 20,941 21,112 21,297 21,285 21,482 21,692 22,099 21,960 22,864 22,895 22,257 22,289 22,479 21,946 21,791

※�記載金額は、第1期〜第21期は億円未満を切り捨て、第22期以降は億円未満を四捨五入して表示しています。

（単位：億円）



科　　　　　　　目 〔
第　1　期
1999年７月１日から
2000年３月31日まで 〕〔

第　2　期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで 〕〔

第　3　期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで 〕〔

第　4　期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで 〕〔

第　5　期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで 〕〔

第　6　期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで 〕 〔

第　7　期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで 〕〔

第　8　期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで 〕〔

第　9　期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで 〕〔

第  10  期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで 〕〔

第  11  期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで 〕〔

第  12  期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで 〕〔

第  13  期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで 〕〔

第  14  期
2012年４月１日から
2013年３月31日まで 〕〔

第  15  期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで 〕

（Ⅰ）営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益又は損失（▲）
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 損
特 定 費 用 負 担 金
固 定 資 産 売 却 益
厚生年金基金代行返上益
固 定 資 産 臨 時 償 却 費
リース会計基準の適用に伴う影響額
退職給付引当金の増加又は減少（ ▲ ）額
売上債権の増加（▲）又は減少額
たな卸資産の増加（▲）又は減少額
仕入債務の増加又は減少（▲）額
未収消費税等の増加（ ▲ ）又は減少額
未払消費税等の増加又は減少（ ▲ ）額
そ の 他
　小　　  計
利息および配当金の受取額
利 息 の 支 払 額
法人税等の受取又は支払（ ▲ ）額

　　   営業活動によるキャッシュ・フロー
（Ⅱ）投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出
固定資産の売却による収入
投資有価証券等の取得による支出
投資有価証券等の売却による収入
そ の 他

　　   投資活動によるキャッシュ・フロー
（Ⅲ）財務活動によるキャッシュ・フロー

長 期 借 入 に よ る 収 入
長期借入金の返済による支出
短期借入による増減（ ▲ ）額
リース債務の返済による支出
配 当 金 の 支 払 額

　　   財務活動によるキャッシュ・フロー
（Ⅳ）現金および現金同等物の増加又は減少（▲）額
（Ⅴ）現金および現金同等物の期首残高
（Ⅵ）現金および現金同等物の期末残高

▲ 268,246
484,609
52,027

—
—
—
—
—

314,027
▲   60,128

2,935
201,560

▲ 175,794
—

45,665

▲   15,661
634,704
52,238

—
—
—
—
—

▲   32,954
▲   39,415
▲     4,300

170,367
175,794
43,921
31,741

▲ 319,755
599,840
35,190

▲   72,431
—
—
—
—

169,377
62,988

19
▲ 169,357

−
▲   28,637

33,785

40,048
505,327
69,249

—
—
—
—
—

▲ 591,075
119,834

▲     7,382
▲   27,192

−
▲   15,284

43,806

100,422
465,913
45,879

—
—
—
—
—

▲   63,293
5,654

▲     5,578
▲     7,316

−
1,332

▲   42,863

99,276
483,027
40,136

—
—
—
—
—

▲   72,575
12,725
1,171

▲   83,952
−

▲        158
▲   13,159

86,654
467,256
23,391

—
▲     2,442

—
—
—

▲   73,899
40,204

▲        689
22,455

−
▲     1,173
▲   42,724

140,132
425,987
27,365

—
▲   49,765

—
—
−

▲   82,871
▲   37,916
▲     5,052
▲   16,753

−
2,431

37,480

167,699
432,087
19,950

—
▲   53,722
▲ 124,825

63,341
1,090

▲   55,469
63,455

▲        280
▲   49,343

−
▲     1,655

40,313

122,978
425,634
20,989

—
▲   57,595

—
—
—

▲   33,468
11,531

▲     1,916
▲   44,855

−
174

17,948

81,580
409,107
22,817

−
▲     9,829

−
−
−

▲     4,819
2,204
1,918

▲     3,536
−

809
50,044

76,876
403,510
26,826

−
−
−
−
−

▲   26,595
▲   30,084

2,939
39,504

−
3,460

50,117

67,058
392,054
22,447

−
−
−
−
−

▲   26,589
8,623

▲     5,345
▲   23,029

−
▲     5,185

13,193

80,912
386,554
26,311

−
−
−
−
−

▲     4,994
▲   48,176

9,312
▲        618

−
7,491

▲   12,351

83,457
372,285
23,031

−
−
−
−
−

8,858
18,301

484
▲   28,439

−
▲     3,721

755
596,657

57
▲   21,543
▲            9

1,016,434
410

▲   33,218
▲   44,607

311,021
285

▲   27,478
▲          27

137,331
398

▲   23,776
▲        415

500,151
1,216

▲   20,919
57,412

466,490
297

▲   17,771
▲   16,095

519,034
392

▲   16,591
21,195

441,037
11,282

▲   14,380
▲   33,706

502,643
3,995

▲   14,701
10,664

461,421
12,255

▲   12,523
▲   15,401

550,296
3,856

▲   11,420
▲   24,929

546,554
1,959

▲   11,071
▲   23,043

443,227
3,173

▲   10,252
▲     6,750

444,442
2,556

▲     8,889
650

475,013
3,767

▲     7,810
▲   21,779

575,161

▲ 395,826
1,463

▲   11,849
4,059

49

939,019

▲ 557,453
2,411

▲     7,110
1,622

▲     2,722

283,801

▲ 370,958
1,590

▲     2,109
137

3,455

113,538

▲ 328,926
19,390

▲   14,638
238

2,416

537,861

▲ 377,906
15,084

▲     1,564
4,636

▲   21,033

432,922

▲ 401,013
11,624

▲     7,353
417

8,273

524,031

▲ 420,613
5,022

▲     1,867
5,365
9,711

404,232

▲ 427,832
55,343

▲     9,500
6,463

415

502,601

▲ 451,701
59,853

▲     5,011
3,154
2,546

445,752

▲ 478,356
74,701

▲   11,954
526

1,816

517,802

▲ 451,531
12,674

▲     2,215
353

2,025

514,399

▲ 395,380
5,530

▲     3,047
2,201
1,742

429,397

▲ 394,425
2,010

▲     1,993
5,020
2,303

438,760

▲ 405,241
10,856

▲        510
506

▲     5,014

449,190

▲ 362,549
7,679

▲        167
358

▲     7,373
▲ 402,103

50,000
▲   52,336
▲     2,986

—
—

▲ 563,252

6,000
▲ 165,870
▲ 188,225

—
—

▲ 367,885

332,500
▲ 199,470

0
—
—

▲ 321,520

225,892
▲ 102,834

55,000
—
—

▲ 380,784

10,000
▲ 143,373
▲   55,000

—
▲     3,035

▲ 388,050

17,950
▲   95,559

—
−

▲   32,495

▲ 402,380

35,000
▲ 144,171

42,000
—

▲   33,500

▲ 375,110

−
▲ 141,096

121,000
—

▲   33,500

▲ 391,159

190,000
▲ 200,217
▲   50,000
▲        380
▲   33,500

▲ 413,266

150,000
▲ 162,419

11,992
▲        790
▲   33,500

▲ 438,693

200,000
▲ 105,809
▲ 125,000
▲     2,706
▲   33,500

▲ 388,953

30,000
▲   90,595

30,000
▲     3,289
▲   33,500

▲ 387,085

100,000
▲ 122,687

−
▲     3,023
▲   33,500

▲ 399,403

126,635
▲ 148,339
▲   30,000
▲     1,176
▲   33,500

▲ 362,051

100,000
▲ 168,155

−
▲        599
▲   33,500

▲     5,323
167,734

6,194

▲ 348,096
27,670

173,928

133,029
48,945

201,598

178,057
▲   29,924

250,543

▲ 191,408
▲   34,331

220,619

▲ 110,104
▲   65,232

186,287

▲ 100,671
20,979

121,055

▲   53,596
▲   24,474

142,034

▲   94,097
17,343

117,559

▲   34,717
▲     2,232

134,903

▲   67,015
12,093

132,671

▲   67,385
58,060

144,764

▲   59,210
▲   16,898

202,824

▲   86,381
▲   47,024

185,925

▲ 102,255
▲   15,116

138,901
173,928 201,598 250,543 220,619 186,287 121,055 142,034 117,559 134,903 132,671 144,764 202,824 185,925 138,901 123,785

5 9 , 6 5 3
—

5 9 , 6 5 3

—

—
3 , 5 2 7

—
—
—
—

5 6 , 1 2 6

7 6 , 1 4 7
3 , 5 2 7

7 9 , 6 7 5

—

7 , 2 4 3
—

7 2 , 4 3 1
—
—
—
—

▲ 1 8 6 , 7 9 7
—

▲ 1 8 6 , 7 9 7

—

—
—
—

7 , 2 4 3
1 7 9 , 5 5 4

—
—

3 , 0 3 5
—
—

3 , 0 3 5
（ 1 株 に つ き 4 5 3 円 ）

—
—
—
—
—
—
0

比較利益処分案

※�日本電信電話株式会社からの営業譲渡後の数値で記載しています。
※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

キャッシュ・フロー計算書

〔	 〕〔	 〕〔	 〕〔	 〕
第　1　期

1999年７月１日から
2000年３月31日まで

第　2　期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで

第　3　期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで

第　4　期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで

※�特定費用負担金は、日本電信電話株式会社等に関する法律附則第11条（第1期から第3期までの間、適用）に基づき、西日本電
信電話株式会社に対して交付したものです。

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。　※第８期から、会社法の施行により廃止。

摘　　　　　　　要

当 期 未 処 分 利 益
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

合　　　　　　　　　　　計
これを次のとおり処分します。

配 当 金

利 益 準 備 金
特 別 償 却 準 備 金
特 定 費 用 負 担 金
利 益 準 備 金 取 崩 額
資 本 準 備 金 取 崩 額
役員賞与金（うち監査役分）
次 期 繰 越 利 益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

〔	 〕〔	 〕〔	 〕
5 7 , 9 8 5

—
—

3 2 , 4 9 5
（ 1 株 に つ き 4 , 8 5 0 円 ）

—
—
—
—
—

5 7 （ 1 1 ）
2 5 , 4 3 3

8 3 , 5 6 3
—
—

3 3 , 5 0 0
（ 1 株 に つ き 5 , 0 0 0 円 ）

—
—
—
—
—

5 4 （ 1 3 ）
5 0 , 0 0 8

第　5　期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで

第　6　期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで

1 0 1 , 2 6 1
—
—

3 3 , 5 0 0
（ 1 株 に つ き 5 , 0 0 0 円 ）

—
—
—
—
—

5 5 （ 1 3 ）
6 7 , 7 0 5

第　7　期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで



科　　　　　　　目 〔
第  16  期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで 〕〔

第  17  期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで 〕〔

第  18  期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで 〕〔

第  19  期
2017年４月１日から
2018年３月31日まで 〕

（Ⅰ）営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益又は損失（▲）
減価償却費・固定資産除却損等
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 損
特 定 費 用 負 担 金
固 定 資 産 売 却 益
厚生年金基金代行返上益
固 定 資 産 臨 時 償 却 費
リース会計基準の適用に伴う影響額
退職給付引当金の増加又は減少（ ▲ ）額
売上債権の増加（▲）又は減少額
たな卸資産の増加（▲）又は減少額
仕入債務の増加又は減少（▲）額
未収消費税等の増加（ ▲ ）又は減少額
未払消費税等の増加又は減少（ ▲ ）額
そ の 他
　小　　  計
利息および配当金の受取額
利 息 の 支 払 額
法人税等の受取又は支払（ ▲ ）額

　　   営業活動によるキャッシュ・フロー
（Ⅱ）投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出
固定資産の売却による収入
投資有価証券等の取得による支出
投資有価証券等の売却による収入
そ の 他

　　   投資活動によるキャッシュ・フロー
（Ⅲ）財務活動によるキャッシュ・フロー

長 期 借 入 に よ る 収 入
長期借入金の返済による支出
短期借入による増減（ ▲ ）額
リース債務の返済による支出
配 当 金 の 支 払 額

　　   財務活動によるキャッシュ・フロー
（Ⅳ）現金および現金同等物の増加又は減少（▲）額
（Ⅴ）現金および現金同等物の期首残高
（Ⅵ）現金および現金同等物の期末残高

114,111
−

362,499
19,276

−
−
−
−
−

1,290
▲     2,387
▲     2,715
▲   58,409

−
12,053
87,582

169,681
−

342,744
20,330

−
−
−
−
−

3,300
14,232
4,671

19,826
−

▲     5,860
15,479

204,438
−

295,200
21,416

−
−
−
−
−

11,446
▲     8,552

252
▲     5,419

−
▲     5,229

8,147

212,712
309,634

−
−
−
−
−
−
−

10,737
2,587
2,508

▲   33,972
−

4,365
▲     2,657

533,301
6,477

▲     6,154
▲   24,302

584,406
3,276

▲     4,997
▲   36,236

521,702
3,252

▲     4,705
▲   47,742

505,916
6,971

▲     3,596
▲   69,279

509,321

▲ 293,760
11,861

▲        248
389
398

546,449

▲ 288,142
8,886

▲        385
1,429

633

472,506

▲ 274,177
15,821

−
847

▲          86

440,012

▲ 267,949
4,140

−
334

▲857
▲ 281,359

−
▲ 179,020

−
▲        555
▲   33,500

▲ 277,578

−
▲   66,220

−
▲        541
▲ 133,500

▲ 257,594

−
▲   65,120

−
▲        544
▲   59,395

▲ 264,331

−
▲ 140,615

−
▲        591
▲ 149,657

▲ 213,075
14,887

123,785

▲ 200,261
68,609

138,672

▲ 125,059
89,852

207,281

▲ 290,864
▲ 115,183

297,134
138,672 207,281 297,134 181,950

※�日本電信電話株式会社からの営業譲渡後の数値で記載しています。
※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

（単位：百万円）



サ ー ビ ス 種 別

第6期

〔2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕

第7期

〔2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕

第8期

〔2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕

第9期

〔2007年４月１日から
2008年３月31日まで〕

第10期

〔2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕

金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％）

（
Ｉ
Ｐ
系
除
く
）

音
声
伝
送
サ
ー
ビ
ス

基 本 料 903,629 41.4 801,186 37.7 739,811 35.9 678,431 33.9 619,821 31.7

通 話 料 190,405 8.7 183,977 8.7 151,551 7.4 123,553 6.2 100,801 5.2

相互接続通話料 215,128 9.9 213,119 10.0 181,751 8.8 144,970 7.2 118,078 6.0

公 衆 電 話 料 15,659 0.7 13,385 0.6 11,366 0.6 11,797 0.6 9,628 0.5

そ の 他 76,611 3.5 82,431 3.9 74,562 3.6 73,216 3.7 62,935 3.2

小 計 1,401,433 64.3 1,294,098 60.9 1,159,041 56.2 1,031,970 51.5 911,264 46.7

Ｉ
Ｐ
系
サ
ー
ビ
ス

フレッツ・ISDN 14,515 0.7 11,779 0.6 9,409 0.5 7,244 0.4 5,711 0.3

フレッツ・ADSL 78,041 3.6 93,252 4.4 94,890 4.6 87,260 4.4 76,450 3.9

Bフ レ ッ ツ 40,717 1.9 67,935 3.2 128,718 6.2 203,612 10.2 282,931 14.5

そ の 他 78,082 3.6 97,833 4.6 126,446 6.1 164,575 8.2 198,814 10.2

小 計 211,357 9.7 270,799 12.7 359,463 17.4 462,693 23.1 563,908 28.9

（
Ｉ
Ｐ
系
除
く
）

専
用
サ
ー
ビ
ス

一般専用サービス 40,472 1.9 35,217 1.7 31,452 1.5 28,372 1.4 25,794 1.3

高速ディジタル伝送サービス 72,926 3.3 61,295 2.9 52,501 2.5 45,155 2.3 38,744 2.0

そ の 他 95,331 4.4 101,548 4.8 107,658 5.2 107,282 5.4 104,853 5.4

小 計 208,730 9.6 198,061 9.3 191,611 9.3 180,809 9.0 169,392 8.7

電 報 サ ー ビ ス 27,201 1.2 25,961 1.2 24,665 1.2 24,210 1.2 22,216 1.1

そ の 他 の サ ー ビ ス 175,907 8.1 178,890 8.4 173,054 8.4 169,240 8.5 159,008 8.1

電気通信事業営業収益合計 2,024,629 92.8 1,967,812 92.6 1,907,833 92.6 1,868,925 93.3 1,825,790 93.5

附帯事業営業収益合計 156,298 7.2 157,520 7.4 153,563 7.4 133,834 6.7 127,201 6.5

営 業 収 益 合 計 2,180,928 100.0 2,125,333 100.0 2,061,395 100.0 2,002,760 100.0 1,952,991 100.0

サ ー ビ ス 種 別

第1期

〔1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕

第2期

〔2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕

第3期

〔2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕

第4期

〔2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕

第5期

〔2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕

金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％）

音
声
伝
送
サ
ー
ビ
ス

電
話
サ
ー
ビ
ス

基 本 料 600,018 27.8 749,547 26.8 706,942 27.5 697,007 29.6 700,341 30.9

通 話 料 484,186 22.5 528,663 18.9 387,345 15.1 314,689 13.4 290,606 12.8

公 衆 電 話 料 24,306 1.1 28,262 1.0 18,067 0.7 13,436 0.6 10,748 0.5

そ の 他 127,080 5.9 136,855 4.9 116,840 4.5 92,634 3.9 80,194 3.5

小 計 1,235,591 57.3 1,443,329 51.6 1,229,195 47.8 1,117,768 47.5 1,081,890 47.7

総合ディジタル通信サービス 313,731 14.6 527,028 18.9 525,429 20.4 463,612 19.7 424,385 18.7

そ の 他 654 0.0 837 0.0 794 0.0 748 0.0 694 0.0

小 計 1,549,977 71.9 1,971,195 70.5 1,755,419 68.2 1,582,129 67.3 1,506,971 66.5

デ
ー
タ
伝
送
サ
ー
ビ
ス

信号監視通信サービス 1,196 0.1 1,698 0.1 1,725 0.1 1,335 0.1 1,215 0.1

そ の 他 57 0.0 7,189 0.3 29,029 1.1 56,240 2.4 84,953 3.7
（
再
掲
）

IP通信網収入 — — 6,873 0.2 26,175 1.0 44,746 1.9 58,906 2.6

そ の 他 — — 316 0.0 2,853 0.1 11,494 0.5 26,046 1.1

小 計 1,254 0.1 8,887 0.3 30,754 1.2 57,576 2.4 86,168 3.8

専
用
サ
ー
ビ
ス

一般専用サービス 66,511 3.1 77,802 2.8 65,643 2.6 54,290 2.3 46,175 2.0

高速ディジタル伝送サービス 107,801 5.0 144,948 5.2 142,880 5.6 120,648 5.1 96,516 4.3

そ の 他 105,124 4.9 148,846 5.3 156,950 6.1 161,322 6.9 170,641 7.5

小 計 279,438 13.0 371,596 13.3 365,475 14.2 336,261 14.3 313,333 13.8

電 報 サ ー ビ ス 28,575 1.3 37,220 1.3 33,994 1.3 32,310 1.4 30,992 1.4

そ の 他 の サ ー ビ ス 117,535 5.5 159,679 5.7 166,848 6.5 167,046 7.1 165,346 7.3

電気通信事業営業収益合計 1,976,780 91.7 2,548,580 91.2 2,352,492 91.4 2,175,325 92.5 2,102,812 92.7

附帯事業営業収益合計 177,929 8.3 245,920 8.8 221,185 8.6 176,884 7.5 164,371 7.3

営 業 収 益 合 計 2,154,710 100.0 2,794,500 100.0 2,573,678 100.0 2,352,209 100.0 2,267,184 100.0

（単位：百万円）

※�音声伝送サービス（IP系除く）は、電話サービスと総合ディジタル通信サービスの合計です。
※上記の金額には消費税等は含まれていません。
※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示し

ています。
※第6期より省令改正（2004年4月1日施行）に伴い変更。

サービス別収入実績
（単位：百万円）

※上記の金額には消費税等は含まれていません。
※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示し

ています。



サ ー ビ ス 種 別

第11期

〔2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕

第12期

〔2010年４月１日から
2011年３月31日まで〕

第13期

〔2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕

第14期

〔2012年４月１日から
2013年３月31日まで〕

第15期

〔2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕

第16期

〔2014年４月１日から
2015年３月31日まで〕

第17期

〔2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕

第18期

〔2016年４月１日から
2017年３月31日まで〕

第19期

〔2017年４月１日から
2018年３月31日まで〕

第20期

〔2018年４月１日から
2019年３月31日まで〕

第21期

〔2019年４月１日から
2020年３月31日まで〕

金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％）

（
Ｉ
Ｐ
系
除
く
）

音
声
伝
送
サ
ー
ビ
ス

基 本 料 562,912 29.2 509,204 26.0 461,246 24.9 417,852 22.8 378,089 21.3 346,421 19.6 321,137 18.6 299,992 17.9 279,650 17.0 259,456 16.1 240,285 15.0

通 話 料 84,126 4.4 71,160 3.6 57,777 3.1 47,939 2.6 42,044 2.4 35,542 2.0 30,319 1.8 26,272 1.6 22,858 1.4 19,925 1.2 17,360 1.1

相互接続通話料 101,115 5.2 99,854 5.1 81,873 4.4 72,378 4.0 63,210 3.6 55,061 3.1 51,118 3.0 45,606 2.7 42,622 2.6 40,373 2.5 36,143 2.3

公 衆 電 話 料 8,106 0.4 8,251 0.4 7,031 0.4 5,291 0.3 5,483 0.3 5,179 0.3 4,630 0.3 4,617 0.3 4,948 0.3 5,290 0.3 4,442 0.3

そ の 他 59,908 3.1 53,807 2.7 45,915 2.5 35,734 2.0 29,518 1.7 26,324 1.5 20,595 1.2 20,030 1.2 18,353 1.1 15,197 0.9 14,356 0.9

小 計 816,170 42.3 742,278 37.9 653,844 35.3 579,196 31.6 518,346 29.2 468,529 26.5 427,802 24.8 396,519 23.7 368,433 22.4 340,243 21.1 312,587 19.5

Ｉ
Ｐ
系
サ
ー
ビ
ス

フレッツ・ISDN 4,437 0.2 3,479 0.2 2,650 0.1 2,141 0.1 1,703 0.1 1,411 0.1 1,253 0.1 1,114 0.1 1,001 0.1 888 0.1 768 0.0

フレッツ・ADSL 65,148 3.4 54,272 2.8 44,545 2.4 35,643 1.9 27,179 1.5 21,851 1.2 18,695 1.1 16,294 1.0 13,911 0.8 10,866 0.7 8,390 0.5

Bフ レ ッ ツ 347,592 18.0 406,610 20.8 450,595 24.3 463,381 25.3 453,081 25.5 450,454 25.5 470,269 27.3 476,793 28.5 486,717 29.6 488,113 30.3 495,141 30.9

そ の 他 228,331 11.8 260,131 13.3 279,764 15.1 334,719 18.3 359,369 20.3 370,752 21.0 365,226 21.2 356,185 21.3 353,668 21.5 354,854 22.0 353,200 22.1

小 計 645,510 33.5 724,493 37.0 777,556 42.0 835,886 45.6 841,334 47.4 844,470 47.8 855,444 49.7 850,388 50.9 855,298 52.0 854,723 53.0 857,501 53.6

（
Ｉ
Ｐ
系
除
く
）

専
用
サ
ー
ビ
ス

一般専用サービス 23,010 1.2 21,230 1.1 20,012 1.1 19,156 1.0 18,245 1.0 17,542 1.0 16,819 1.0 16,264 1.0 15,813 1.0 15,341 1.0 14,822 0.9

高速ディジタル伝送サービス 33,678 1.7 31,984 1.6 30,397 1.6 27,114 1.5 22,162 1.2 21,094 1.2 20,015 1.2 18,313 1.1 16,569 1.0 12,925 0.8 7,375 0.5

そ の 他 97,885 5.1 96,272 4.9 85,751 4.6 76,507 4.2 76,878 4.3 73,349 4.2 66,927 3.9 58,730 3.5 60,081 3.6 60,901 3.8 55,849 3.5

小 計 154,574 8.0 149,488 7.6 136,160 7.4 122,777 6.7 117,286 6.6 111,986 6.3 103,761 6.0 93,307 5.6 92,463 5.6 89,169 5.5 78,048 4.9

電 報 サ ー ビ ス 20,671 1.1 18,869 1.0 17,098 0.9 16,107 0.9 14,951 0.8 14,063 0.8 12,812 0.7 11,422 0.7 10,693 0.6 9,394 0.6 8,606 0.5

そ の 他 の サ ー ビ ス 153,442 8.0 140,956 7.2 134,579 7.3 135,270 7.4 138,604 7.8 186,007 10.5 185,759 10.8 183,107 10.9 185,047 11.2 194,211 12.0 195,985 12.2

電気通信事業営業収益合計 1,790,369 92.8 1,776,085 90.7 1,719,239 92.9 1,689,238 92.2 1,630,523 91.9 1,625,057 92.0 1,585,580 92.1 1,534,745 91.8 1,511,936 91.8 1,487,742 92.3 1,452,728 90.8

附帯事業営業収益合計 138,283 7.2 181,061 9.3 132,287 7.1 142,559 7.8 143,286 8.1 140,365 8.0 136,726 7.9 137,497 8.2 134,333 8.2 124,625 7.7 147,777 9.2

営 業 収 益 合 計 1,928,653 100.0 1,957,147 100.0 1,851,527 100.0 1,831,797 100.0 1,773,809 100.0 1,765,422 100.0 1,722,307 100.0 1,672,243 100.0 1,646,269 100.0 1,612,367 100.0 1,600,506 100.0

（単位：百万円）

※�音声伝送サービス（IP系除く）は、電話サービスと総合ディジタル通信サービスの合計です。
※上記の金額には消費税等は含まれていません。
※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示し

ています。
※第6期より省令改正（2004年4月1日施行）に伴い変更。



サ ー ビ ス 種 別

第22期

〔2020年４月１日から
2021年３月31日まで〕

第23期

〔2021年４月１日から
2022年３月31日まで〕

第24期

〔2022年４月１日から
2023年３月31日まで〕

金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％）

（
Ｉ
Ｐ
系
除
く
）

音
声
伝
送
サ
ー
ビ
ス

基 本 料 223,126 13.8 207,564 13.2 192,471 12.5

通 話 料 15,287 0.9 19,205 1.2 22,266 1.4

相互接続通話料 35,224 2.2 31,827 2.0 27,156 1.8

公 衆 電 話 料 4,052 0.2 3,466 0.2 2,333 0.2

そ の 他 11,960 0.7 8,853 0.6 6,197 0.4

小 計 289,648 17.9 270,914 17.2 250,423 16.2

Ｉ
Ｐ
系
サ
ー
ビ
ス

フレッツ・ISDN 677 0.0 577 0.0 468 0.0

フレッツ・ADSL 6,605 0.4 5,111 0.3 2,719 0.2

Bフ レ ッ ツ 505,873 31.2 511,959 32.4 520,810 33.7

そ の 他 362,974 22.4 360,071 22.8 359,981 23.3

小 計 876,130 54.0 877,718 55.6 883,979 57.2

（
Ｉ
Ｐ
系
除
く
）

専
用
サ
ー
ビ
ス

一般専用サービス 14,307 0.9 13,900 0.9 13,416 0.9

高速ディジタル伝送サービス 6,040 0.4 5,652 0.4 4,509 0.3

そ の 他 56,444 3.5 61,941 3.9 55,140 3.6

小 計 76,792 4.7 81,493 5.2 73,065 4.7

電 報 サ ー ビ ス 6,562 0.4 6,585 0.4 5,905 0.4

そ の 他 の サ ー ビ ス 186,144 11.5 187,140 11.9 184,382 11.9

電気通信事業営業収益合計 1,435,276 88.5 1,423,849 90.2 1,397,754 90.5

附帯事業営業収益合計 187,102 11.5 154,484 9.8 147,173 9.5

営 業 収 益 合 計 1,622,378 100.0 1,578,333 100.0 1,544,927 100.0

（単位：百万円）

※�音声伝送サービス（IP系除く）は、電話サービスと総合ディジタル通信サービスの合計です。
※上記の金額には消費税等は含まれていません。
※�記載金額は、第1期〜第21期は百万円未満を切り捨て、第22期以降は百万円未満を四捨五入して表示し

ています。
※第6期より省令改正（2004年4月1日施行）に伴い変更。



区　分 〔
第 1 期

1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔

第 2 期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕〔

第 3 期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔

第 4 期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕〔

第 5 期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕〔

第 6 期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕 〔

第 7 期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕〔

第 8 期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕〔

第 9 期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで〕〔

第 10 期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕〔

第 11 期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕〔

第 12 期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで〕〔

第 13 期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕

残 高 1 3 , 3 1 0 9 , 8 2 9 1 1 , 1 5 9 1 2 , 9 4 0 1 1 , 0 5 6 1 0 , 2 8 0 9 , 6 0 8 9 , 4 0 7 8 , 8 0 5 8 , 8 0 1 8 , 4 9 3 8 , 1 8 7 7 , 9 6 0

区　分 〔
第 1 期

1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔

第 2 期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕〔

第 3 期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔

第 4 期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕〔

第 5 期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕〔

第 6 期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕 〔

第 7 期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕〔

第 8 期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕〔

第 9 期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで〕〔

第 10 期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕〔

第 11 期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕〔

第 12 期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで〕〔

第 13 期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕

設備投資額 5 , 3 0 9 5 , 4 9 6 3 , 6 5 6 3 , 3 4 2 3 , 7 7 8 3 , 9 9 1 4 , 2 2 2 4 , 3 5 9 4 , 4 9 1 4 , 6 9 0 4 , 5 4 8 4 , 0 6 5 4 , 2 0 3

区　分 〔
第 1 期

1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔

第 2 期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕〔

第 3 期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔

第 4 期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕〔

第 5 期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕〔

第 6 期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕 〔

第 7 期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕〔

第 8 期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕〔

第 9 期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで〕〔

第 10 期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕〔

第 11 期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕〔

第 12 期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで〕〔

第 13 期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕

収 入 額 4 , 8 3 6 5 , 2 8 1 3 , 8 6 9 3 , 1 4 4 2 , 9 0 3 2 , 5 8 4 2 , 4 9 7 2 , 0 8 8 1 , 6 6 5 1 , 3 4 8 1 , 1 4 3 1 , 0 6 0 8 5 9

区　分 〔
第 1 期

1999年７月１日から
2000年３月31日まで〕〔

第 2 期
2000年４月１日から
2001年３月31日まで〕〔

第 3 期
2001年４月１日から
2002年３月31日まで〕〔

第 4 期
2002年４月１日から
2003年３月31日まで〕〔

第 5 期
2003年４月１日から
2004年３月31日まで〕〔

第 6 期
2004年４月１日から
2005年３月31日まで〕 〔

第 7 期
2005年４月１日から
2006年３月31日まで〕〔

第 8 期
2006年４月１日から
2007年３月31日まで〕〔

第 9 期
2007年４月１日から
2008年３月31日まで〕〔

第 10 期
2008年４月１日から
2009年３月31日まで〕〔

第 11 期
2009年４月１日から
2010年３月31日まで〕〔

第 12 期
2010年４月１日から
2011年３月31日まで〕〔

第 13 期
2011年４月１日から
2012年３月31日まで〕

総 収 益 2 1 , 9 3 3 2 8 , 4 1 0 2 6 , 2 2 1 2 4 , 2 0 4 2 3 , 2 8 4 2 2 , 4 1 9 2 1 , 8 8 6 2 1 , 3 1 8 2 0 , 6 8 9 2 0 , 2 2 2 1 9 , 9 0 2 2 0 , 1 1 0 1 9 , 0 9 9

営 業 収 益 2 1 , 5 4 7 2 7 , 9 4 5 2 5 , 7 3 6 2 3 , 5 2 2 2 2 , 6 7 1 2 1 , 8 0 9 2 1 , 2 5 3 2 0 , 6 1 3 2 0 , 0 2 7 1 9 , 5 2 9 1 9 , 2 8 6 1 9 , 5 7 1 1 8 , 5 1 5

営 業 利 益 7 0 7 3 4 0 4 5 4 8 3 8 6 4 8 7 7 6 5 9 5 9 9 4 4 9 3 6 6 4 7 6 7 7 1 5 0 3

営業外損益 ▲ 1 3 9 ▲ 1 9 9 3 0 1 4 9 1 1 4 9 8 1 8 2 3 0 4 2 2 4 2 8 6 2 4 1 1 8 9 2 4 9

経 常 利 益 5 6 7 1 4 1 7 5 6 3 3 9 7 8 9 7 6 8 4 2 9 0 3 6 7 4 6 5 3 7 1 7 9 6 0 7 5 2

営業収益・経常利益
（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

ダイヤル通話料収入

設備投資

有利子負債

※�記載金額は、第1期〜第21期は億円未満を切り捨て、第22期以降は億円未満を四捨五入して表示しています。



区　分 〔
第 14 期

2012年４月１日から
2013年３月31日まで〕〔

第 15 期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕〔

第 16 期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで〕〔

第 17 期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕〔

第 18 期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで〕〔

第 19 期
2017年４月１日から
2018年３月31日まで〕 〔

第 20 期
2018年４月１日から
2019年３月31日まで〕〔

第 21 期
2019年４月１日から
2020年３月31日まで〕〔

第 22 期
2020年４月１日から
2021年３月31日まで〕〔

第 23 期
2021年４月１日から
2022年３月31日まで〕〔

第 24 期
2022年４月１日から
2023年３月31日まで〕

残 高 7 , 4 4 3 6 , 7 6 1 4 , 9 7 1 4 , 3 0 9 3 , 6 5 8 2 , 2 5 2 2 , 2 5 2 1 , 5 8 4 1 , 3 8 4 1 , 3 8 6 2 , 1 8 0

区　分 〔
第 14 期

2012年４月１日から
2013年３月31日まで〕〔

第 15 期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕〔

第 16 期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで〕〔

第 17 期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕〔

第 18 期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで〕〔

第 19 期
2017年４月１日から
2018年３月31日まで〕 〔

第 20 期
2018年４月１日から
2019年３月31日まで〕〔

第 21 期
2019年４月１日から
2020年３月31日まで〕〔

第 22 期
2020年４月１日から
2021年３月31日まで〕〔

第 23 期
2021年４月１日から
2022年３月31日まで〕〔

第 24 期
2022年４月１日から
2023年３月31日まで〕

設備投資額 3 , 9 6 5 3 , 5 1 3 3 , 1 2 1 2 , 9 4 0 2 , 7 3 8 2 , 5 0 2 2 , 5 4 1 2 , 5 3 0 2 , 5 5 6 2 , 3 6 3 2 , 3 2 4

区　分 〔
第 14 期

2012年４月１日から
2013年３月31日まで〕〔

第 15 期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕〔

第 16 期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで〕〔

第 17 期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕〔

第 18 期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで〕〔

第 19 期
2017年４月１日から
2018年３月31日まで〕 〔

第 20 期
2018年４月１日から
2019年３月31日まで〕〔

第 21 期
2019年４月１日から
2020年３月31日まで〕〔

第 22 期
2020年４月１日から
2021年３月31日まで〕〔

第 23 期
2021年４月１日から
2022年３月31日まで〕〔

第 24 期
2022年４月１日から
2023年３月31日まで〕

収 入 額 7 3 5 6 4 6 5 6 1 5 0 6 4 4 8 4 1 0 3 8 1 3 4 0 3 3 1 3 3 4 3 2 3

区　分 〔
第 14 期

2012年４月１日から
2013年３月31日まで〕〔

第 15 期
2013年４月１日から
2014年３月31日まで〕〔

第 16 期
2014年４月１日から
2015年３月31日まで〕〔

第 17 期
2015年４月１日から
2016年３月31日まで〕〔

第 18 期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで〕〔

第 19 期
2017年４月１日から
2018年３月31日まで〕 〔

第 20 期
2018年４月１日から
2019年３月31日まで〕〔

第 21 期
2019年４月１日から
2020年３月31日まで〕〔

第 22 期
2020年４月１日から
2021年３月31日まで〕〔

第 23 期
2021年４月１日から
2022年３月31日まで〕〔

第 24 期
2022年４月１日から
2023年３月31日まで〕

総 収 益 1 8 , 9 1 9 1 8 , 3 1 8 1 7 , 8 9 1 1 7 , 3 9 8 1 6 , 9 2 5 1 6 , 6 3 5 1 6 , 2 6 8 1 6 , 1 5 5 1 6 , 3 8 3 1 5 , 9 6 8 1 5 , 6 4 6

営 業 収 益 1 8 , 3 1 7 1 7 , 7 3 8 1 7 , 6 5 4 1 7 , 2 2 3 1 6 , 7 2 2 1 6 , 4 6 2 1 6 , 1 2 3 1 6 , 0 0 5 1 6 , 2 2 4 1 5 , 7 8 3 1 5 , 4 4 9

営 業 利 益 6 5 0 6 6 7 1 , 0 9 8 1 , 6 1 8 1 , 8 9 1 2 , 6 0 0 2 , 5 1 4 2 , 2 1 1 2 , 4 3 9 2 , 6 3 4 2 , 3 7 3

営業外損益 2 3 8 2 5 0 1 2 1 1 1 6 1 5 3 1 3 5 1 1 4 1 2 5 1 4 1 1 5 0 1 8 4

経 常 利 益 8 8 8 9 1 7 1 , 2 2 0 1 , 7 3 4 2 , 0 4 4 2 , 7 3 6 2 , 6 2 9 2 , 3 3 6 2 , 5 8 0 2 , 7 8 4 2 , 5 5 6

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

※�記載金額は、第1期〜第21期は億円未満を切り捨て、第22期以降は億円未満を四捨五入して表示しています。



接続会計損益計算書（要約）
＜会計単位名：第一種指定設備管理部門＞

（単位：億円）
区　分 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度＊1 2011年度＊1 2012年度＊1

営業収益 12,902 16,218 13,972 12,156 11,792 11,638 10,821 10,264 9,437 9,406 9,264 9,510 8,437 7,829
受取網使用料 3,463 3,957 3,821 3,190 3,227 3,087 3,391 3,210 2,815 2,577 2,374 2,388 2,070 1,902
振替網使用料 9,059 11,970 9,969 8,851 8,502 8,494 7,380 7,016 6,589 6,796 6,857 7,087 6,331 5,893
接続装置使用料等 379 291 182 115 63 55 49 37 32 32 32 34 34 33

営業費用 10,726 14,063 12,625 11,960 11,343 10,870 10,139 9,653 9,187 9,159 8,869 （8,970）8,822（8,472）8,414（8,083）8,018
営業利益 2,175 2,155 1,347 196 449 767 682 611 250 247 395 （540）   688（▲35）     23（▲254）▲189

（単位：億円）
区　分 2013年度＊2 2014年度＊2 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

営業収益 7,461 7,224 7,174 6,984 6,981 6,830 6,152 6,104 5,934 5,804
受取網使用料 1,782 1,672 1,582 1,499 1,469 1,407 1,204 1,196 1,201 1,167
振替網使用料 5,646 5,514 5,547 5,432 5,457 5,369 4,897 4,854 4,679 4,591
接続装置使用料等 32 37 44 52 54 53 50 52 54 46

営業費用 （7,704）7,680（7,377）7,320 7,038 6,567 5,855 5,663 5,510 5,376 5,328 5,431
営業利益 （▲242）▲218（▲152）  ▲96 135 416 1,126 1,167 641 727 606 373

※記載金額は、億円未満を2020年度以前は切り捨て、2021年度以降は四捨五入で表示しています。
＊1 �（　）内は各年度の決算において計上した災害特別損失及び災害特別損失戻入額のうち、電気通信事業相

当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。
＊2 �（　）内はPCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理に伴う特別損失（環境対策引当金繰入額）のうち、

電気通信事業相当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。



＜会計単位名：第一種指定設備利用部門＞
（単位：億円）

区　分 1999年度 2000年度 2001年度
営業収益 15,924 21,237 19,521

電話収入 9,905 12,090 10,299
専用収入 2,085 2,686 2,666
総合デジタル通信収入 2,452 4,393 4,232
その他の役務収入 1,480 2,066 2,323

営業費用 17,434 23,107 20,792
営業費用 8,375 11,137 10,822
振替網使用料 9,059 11,970 9,969

営業利益 ▲1,510 ▲1,870 ▲1,270

（単位：億円）
区　分 2008年度 2009年度 2010年度＊1 2011年度＊1 2012年度＊1 2013年度＊2 2014年度＊2 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

営業収益 15,647 15,496 15,337 15,086 14,956 14,490 14,540 14,228 13,795 13,595 13,416 13,271 13,103 12,984
営業費用 15,529 15,452 （15,361）15,333（14,700）14,677（14,248）14,235（13,747）13,744 （13,546）13,525 12,956 12,540 12,332 12,260 11,885 11,613 11,173

営業費用 8,732 8,595 （8,273）  8,246 （8,369）  8,345 （8,355）  8,342 （8,100）  8,097 （8,031）  8,010 7,408 7,108 6,874 6,890 6,988 6,758 6,494
振替網使用料 6,796 6,857 7,087 6,331 5,893 5,646 5,514 5,547 5,432 5,457 5,369 4,897 4,854 4,679

営業利益 118 43 （▲ 23）         3 （385）     409 （707）     720 （743）     745 （993）  1,014 1,272 1,254 1,262 1,155 1,385 1,490 1,811

（単位：億円）
区　分 2022年度

営業収益 12,764
営業費用 10,958

営業費用 6,367
振替網使用料 4,591

営業利益 1,806
※記載金額は、億円未満を2020年度以前は切り捨て、2021年度以降は四捨五入で表示しています。
※第一種電気通信設備接続会計規則の改正により、2002年度から開示内容を変更しています。
※第一種電気通信設備接続会計規則の改正により、2008年度から開示内容を変更しています。
＊1 �（　）内は各年度の決算において計上した災害特別損失及び災害特別損失戻入額のうち、電気通信事業相

当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。
＊2 �（　）内はPCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理に伴う特別損失（環境対策引当金繰入額）のうち、

電気通信事業相当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。

（単位：億円）
区　分 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

営業収益 18,447 17,737 17,102 16,237 15,829 15,841
音声伝送収入 13,284 12,482 11,542 10,426 9,664 9,155
専用収入 2,590 2,427 2,422 2,485 2,637 2,941
データ伝送収入 571 857 1,110 1,280 1,554 1,813
その他の役務収入 2,001 1,970 2,027 2,045 1,973 1,931

営業費用 18,137 17,309 16,999 16,223 15,827 15,675
営業費用 9,286 8,807 8,505 8,842 8,810 9,085
振替網使用料 8,851 8,502 8,494 7,380 7,016 6,589

営業利益 310 428 102 13 2 166



合 計

合 計

※�電気通信事業法施行規則の改正により、2006年度から市内通信（加入電話）を基礎的役務の範囲か
ら除いています。

※�記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

※�電気通信事業会計規則の改正により2004年度、2008年度に開示内容を変更しています。
※�記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

基 本 料

市 内 通 信

市 外 通 信

公 衆 電 話

そ の 他

小 計

市内専用

市外専用

小 計

市内専用

市外専用

小 計

そ の 他

小 計

（再掲）音 声 伝 送 役 務

（再掲）データ伝送役務

小 計

指定電気通信役務以外の電気通信役務

特定電気通信役務以外の
指 定 電 気 通 信 役 務

指
定
電
気
通
信
役
務

特
定
電
気
通
信
役
務

音
声
伝
送
役
務

専
用
役
務

一般
専用

高速
デジタル

伝送

750,530

138,897

46,828

6,451

61,285

1,003,992

25,239

8,765

34,004

29,789

13,281

43,071

8,544

85,620

54,433

591

27,131

1,144,047

880,582

685,854

112,076

37,466

16,039

65,240

916,677

24,507

4,815

29,323

15,772

5,699

21,471

4,607

55,402

128,779

353

35,622

1,100,858

836,697

64,675

26,821

9,362

▲  9,588

▲  3,954

87,315

732

3,949

4,681

14,017

7,582

21,599

3,937

30,218

▲ 74,345

237

▲  8,491

43,188

43,885

役　務　の　種　類
営業収益

2004年度

営業費用 営業利益

2,024,629

695,203

115,444

39,208

5,295

39,083

894,234

22,927

7,528

30,456

24,265

10,657

34,922

6,463

71,842

77,576

521

34,327

1,043,653

924,158

677,697

77,731

33,922

13,054

28,305

830,711

20,400

3,902

24,303

12,500

4,332

16,832

4,310

45,446

173,344

422

50,504

1,049,503

848,653

17,505

37,712

5,286

▲  7,758

10,777

63,522

2,527

3,626

6,153

11,764

6,325

18,090

2,152

26,395

▲ 95,768

99

▲ 16,176

▲  5,849

75,505

（単位：百万円）●指定電気通信役務損益状況

基 礎 的 電 気 通 信 役 務

基礎的電気通信役務以外の電気通信役務

（ 再 掲 ） 電　　　　 報

651,596

1,373,033

27,201

618,615

1,318,940

23,681

32,980

54,093

3,520

役　務　の　種　類

2,024,629

1,937,555

1,937,555

87,073

87,073

1,967,812

1,967,812

1,898,156

1,898,156

69,656

69,656

599,425

1,368,387

25,961

600,141

1,298,014

20,397

▲    716

70,372

5,564

（単位：百万円）●基礎的電気通信役務損益状況

指定電気通信役務・基礎的電気通信役務損益状況

営業収益

2005年度

営業費用 営業利益

営業収益

2004年度

営業費用 営業利益 営業収益

2005年度

営業費用 営業利益

640,023

94,499

32,856

4,272

31,942

803,595

21,130

6,711

27,842

19,977

8,717

28,695

4,847

61,384

136,400

460

53,560

1,001,380

906,451

643,075

55,681

20,743

10,590

22,267

752,357

17,433

2,634

20,067

10,051

3,401

13,453

3,842

37,363

239,500

273

71,522

1,029,221

817,225

593,424

77,015

28,011

5,891

24,399

728,743

19,427

6,186

25,613

16,322

7,220

23,543

3,548

52,704

207,757

425

78,195

989,205

879,720

621,665

45,171

16,791

10,088

18,182

711,900

16,798

2,114

18,913

8,266

2,805

11,071

3,243

33,227

286,984

271

84,315

1,032,112

795,167

▲ 28,240

31,844

11,220

▲  4,197

6,216

16,842

2,628

4,072

6,700

8,056

4,415

12,472

304

19,476

▲ 79,227

154

▲  6,120

▲ 42,907

84,552

541,575

86,036

5,643

19,325

652,581

44,915

347,356

62,916

105,177

1,044,853

780,937

▲  3,051

38,817

12,113

▲  6,317

9,675

51,237

3,696

4,077

7,774

9,926

5,315

15,241

1,005

24,021

▲103,099

186

▲ 17,962

▲ 27,840

89,226

572,420

52,732

12,719

14,116

651,989

29,840

399,141

72,312

108,144

1,080,970

708,280

▲ 30,845

33,304

▲  7,076

5,209

591

15,074

▲ 51,784

▲  9,396

▲  2,967

▲ 36,117

72,657

1,907,832

1,907,832

1,846,447

1,846,447

61,385

61,385

1,868,925

1,868,925

1,827,280

1,827,280

41,644

41,644

1,825,790

1,825,790

1,789,250

1,789,250

36,540

36,540

481,422

1,426,410

24,664

527,929

1,318,517

19,245

▲ 46,507

107,892

5,419

451,834

1,417,090

24,210

515,612

1,311,667

17,687

▲ 63,778

105,422

6,523

415,068

1,410,722

22,216

479,640

1,309,610

17,092

▲ 64,572

101,112

5,124

営業収益

2006年度

営業費用 営業利益 営業収益

2007年度

営業費用 営業利益 営業収益

2008年度

営業費用 営業利益

営業収益

2006年度

営業費用 営業利益 営業収益

2007年度

営業費用 営業利益 営業収益

2008年度

営業費用 営業利益



※電気通信事業会計規則の改正により2009年度から開示内容を変更しています。
※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
＊1 �（　）内は各年度の決算において計上した災害特別損失及び災害特別損失戻入額のうち、電気通信事業相

当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。
＊2 �（　）内はPCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理に伴う特別損失（環境対策引当金繰入額）のうち、

電気通信事業相当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。

※�電気通信事業法施行規則の改正により、2006年度から市内通信（加入電話）を基礎的役務の範囲から除い
ています。

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
＊1 �（　）内は各年度の決算において計上した災害特別損失及び災害特別損失戻入額のうち、電気通信事業相

当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。
＊2 �（　）内はPCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理に伴う特別損失（環境対策引当金繰入額）のうち、

電気通信事業相当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。

役　務　の　種　類
2009年度 2010年度＊1 2011年度＊1 2012年度＊1 2013年度＊2

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

指
定
電
気
通
信
役
務

特定電気
通信役務

音
声
伝
送
役
務

基 本 料 495,523 519,669 ▲ 24,146 449,591 469,401 ▲ 19,809 406,756 427,825 ▲ 21,068 365,433 384,709 ▲ 19,275 330,035 344,265 ▲ 14,230
（475,077）（▲ 25,485） （431,466）（▲ 24,709） （387,927）（▲ 22,493） （344,829）（▲ 14,794）

市 内 通 信・
市 外 通 信 71,614 44,558 27,056 60,301 41,555 18,745 48,638 35,490 13,148 40,287 30,851 9,435 35,486 27,679 7,806

（42,028） （18,272） （35,766） （12,872） （31,033） （9,254） （27,801） （7,684）

公 衆 電 話 6,012 13,465 ▲  7,452 4,595 9,253 ▲ 4,657 4,499 7,835 ▲ 3,335 3,566 6,333 ▲ 2,767 3,851 5,520 ▲ 1,669
（9,332）（▲ 4,736） （7,909）（▲ 3,409） （6,356）（▲ 2,790） （5,526）（▲ 1,675）

そ の 他 16,173 10,887 5,285 13,894 8,051 5,842 11,602 6,079 5,522 9,576 5,417 4,159 8,084 4,839 3,245
（8,092） （5,801） （6,103） （5,499） （5,435） （4,141） （4,849） （3,235）

小 計 589,324 588,581 743 528,382 528,262 120 471,497 477,230 ▲ 5,732 418,864 427,312 ▲ 8,447 377,457 382,305 ▲ 4,848
（534,531）（▲ 6,148） （481,245）（▲ 9,747） （430,753）（▲ 11,888） （383,007）（▲ 5,550）

特定電気
通信役務
以外の指
定電気通
信 役 務

F T T H
アクセスサービス 343,398 363,502 ▲ 20,104 402,604 392,787 9,816 446,829 416,940 29,889 460,325 428,377 31,947 450,893 410,467 40,426

（397,100） （5,503） （417,790） （29,039） （430,326） （29,998） （411,093） （39,799）

専 用 役 務 37,271 24,864 12,407 32,536 23,987 8,549 29,233 21,717 7,516 27,260 21,026 6,234 25,827 22,071 3,755
（24,406） （8,130） （21,919） （7,314） （21,218） （6,041） （22,173） （3,653）

そ の 他 85,628 86,790 ▲  1,162 103,023 97,491 5,532 114,942 104,520 10,421 124,376 107,882 16,493 132,801 106,430 26,371
（97,883） （5,140） （104,974） （9,967） （108,103） （16,273） （106,590） （26,211）

小 計 466,297 475,157 ▲  8,859 538,164 514,266 23,898 591,005 543,179 47,826 611,961 557,286 54,675 609,522 538,970 70,552
（519,390） （18,774） （544,684） （46,321） （559,648） （52,313） （539,858） （69,663）

小 計 1,055,622 1,063,738 ▲  8,116 1,066,547 1,042,528 24,018 1,062,503 1,020,409 42,093 1,030,826 984,598 46,227 986,979 921,275 65,703
（1,053,921） （12,625） （1,025,929） （36,573） （990,401） （40,425） （922,866） （64,113）

指定電気通信役務以外の電気通信役務 734,747 682,761 51,985 709,538 664,382 45,155 656,736 655,606 1,129 658,412 651,493 6,918 643,543 656,547 ▲ 13,003
（670,495） （39,043） （658,219）（▲ 1,483） （653,516） （4,895） （657,616）（▲ 14,073）

合 計 1,790,369 1,746,500 43,868 1,776,085 1,706,911 69,173 1,719,239 1,676,016 43,223 1,689,238 1,636,091 53,146 1,630,523 1,577,823 52,699
（1,724,417） （51,668） （1,684,149） （35,090） （1,643,917） （45,320） （1,580,483） （50,040）

役　務　の　種　類
2009年度 2010年度＊1 2011年度＊1 2012年度＊1 2013年度＊2

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

基 礎 的 電 気 通 信 役 務 383,319 437,729 ▲ 54,409 349,562 398,130 ▲ 48,567 317,140 365,877 ▲ 48,737 284,654 332,406 ▲ 47,752 258,001 297,405 ▲ 39,403
（403,071）（▲ 53,508） （369,100）（▲ 51,960） （335,185）（▲ 50,531） （297,901）（▲ 39,899）

基 礎 的 電 気 通 信 役 務
以 外 の 電 気 通 信 役 務 1,407,049 1,308,770 98,278 1,426,522 1,308,781 117,741 1,402,098 1,310,138 91,960 1,404,584 1,303,685 100,898 1,372,521 1,280,417 92,103

（1,321,345）（105,176） （1,315,048） （87,050） （1,308,731） （95,852） （1,282,582） （89,939）

（再掲）電　　　　　　　報 20,671 16,503 4,168 18,869 15,874 2,995 17,098 15,291 1,807 16,107 14,156 1,950 14,951 13,399 1,551

合 計 1,790,369 1,746,500 43,868 1,776,085 1,706,911 69,173 1,719,239 1,676,016 43,223 1,689,238 1,636,091 53,146 1,630,523 1,577,823 52,699
（1,724,417） （51,668） （1,684,149） （35,090） （1,643,917） （45,320） （1,580,483） （50,040）

（単位：百万円）

（単位：百万円）



※電気通信事業会計規則の改正により2009年度から開示内容を変更しています。
※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
※�（　）内はPCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理に伴う特別損失（環境対策引当金繰入額）のうち、電

気通信事業相当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。

※�電気通信事業法施行規則の改正により、2006年度から市内通信（加入電話）を基礎的役務の範囲から除い
ています。

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
※�（　）内はPCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理に伴う特別損失（環境対策引当金繰入額）のうち、電

気通信事業相当を営業費用に含めた場合の金額を表示しています。

役　務　の　種　類
2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

指
定
電
気
通
信
役
務

特定電気
通信役務

音
声
伝
送
役
務

基 本 料 302,985 318,332 ▲ 15,347 280,587 296,995 ▲ 16,407 263,056 282,048 ▲ 18,991 245,629 249,932 ▲ 4,303 227,599 223,097 4,502（319,567）（▲ 16,582）
市 内 通 信・
市 外 通 信 30,208 24,505 5,702 25,914 20,857 5,057 22,529 20,428 2,100 19,656 15,544 4,112 17,125 13,155 3,969（24,768） （5,439）

公 衆 電 話 3,903 4,794 ▲ 891 2,861 4,798 ▲ 1,937 3,074 5,888 ▲ 2,813 2,736 6,223 ▲ 3,487 2,239 6,842 ▲4,603（4,806） （▲ 903）

そ の 他 6,432 4,135 2,297 5,300 3,770 1,530 4,443 3,185 1,258 3,784 2,581 1,202 3,276 2,290 985（4,156） （2,276）

小 計 343,529 351,768 ▲ 8,238 314,664 326,422 ▲ 11,757 293,104 311,550 ▲ 18,446 271,805 274,281 ▲ 2,475 250,240 245,386 4,854（353,298）（▲ 9,768）

特定電気
通信役務
以外の指
定電気通
信 役 務

F T T H
アクセスサービス 448,701 391,297 57,403 467,996 353,208 114,787 474,627 328,848 145,778 485,221 325,649 159,572 486,718 334,956 151,762（392,842） （55,858）

専 用 役 務 24,297 21,617 2,680 22,659 21,228 1,431 20,914 19,271 1,642 19,612 16,095 3,517 18,790 16,375 2,415（21,867） （2,430）

そ の 他 135,003 99,608 35,394 131,005 90,870 40,135 126,655 83,476 43,179 123,602 75,012 48,590 121,058 72,051 49,006（99,976） （35,027）

小 計 608,003 512,524 95,478 621,661 465,306 156,354 622,196 431,596 190,600 628,437 416,756 211,680 626,567 423,383 203,184（514,686） （93,316）

小 計 951,533 864,292 87,240 936,326 791,728 144,597 915,301 743,146 172,154 900,242 691,038 209,204 876,808 668,770 208,038（867,985） （83,547）

指定電気通信役務以外の電気通信役務 673,524 668,872 4,651 649,254 653,047 ▲ 3,793 619,444 624,456 ▲ 5,011 611,693 581,955 29,738 610,933 586,673 24,259（672,968） （556）

合 計 1,625,057 1,533,165 91,891 1,585,580 1,444,775 140,804 1,534,745 1,367,603 167,142 1,511,936 1,272,993 238,943 1,487,742 1,255,443 232,298（1,540,953） （84,103）

役　務　の　種　類
2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

基 礎 的 電 気 通 信 役 務 238,530 275,605 ▲ 37,074 221,650 257,175 ▲ 35,524 210,031 246,480 ▲ 36,448 197,077 221,035 ▲ 23,958 183,045 198,369 ▲15,323（276,681）（▲ 38,150）
基 礎 的 電 気 通 信 役 務
以 外 の 電 気 通 信 役 務 1,386,526 1,257,560 128,965 1,363,929 1,187,600 176,329 1,324,713 1,121,122 203,590 1,314,858 1,051,957 262,901 1,304,696 1,057,074 247,621（1,264,271）（122,254）

（再掲）電　　　　　　　報 14,063 12,919 1,144 12,812 12,211 601 11,422 11,744 ▲ 322 10,693 11,364 ▲ 670 9,394 9,115 278

合 計 1,625,057 1,533,165 91,891 1,585,580 1,444,775 140,804 1,534,745 1,367,603 167,142 1,511,936 1,272,993 238,943 1,487,742 1,255,443 232,298（1,540,953） （84,103）

（単位：百万円）

（単位：百万円）



※電気通信事業会計規則の改正により2009年度から開示内容を変更しています。
※�記載金額は、百万円未満を2019年度以前は切り捨て、2020年度以降は四捨五入で表示しています。

※�電気通信事業法施行規則の改正により、2006年度から市内通信（加入電話）を基礎的役務の範囲から除い
ています。

※�記載金額は、百万円未満を2019年度以前は切り捨て、2020年度以降は四捨五入で表示しています。

役　務　の　種　類
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

指
定
電
気
通
信
役
務

特定電気
通信役務

音
声
伝
送
役
務

基 本 料 211,284 216,500 ▲ 5,216 195,711 200,678 ▲4,967 183,252 186,473 ▲3,221 169,270 177,766 ▲8,496

市 内 通 信・
市 外 通 信 14,924 11,873 3,051 12,857 10,137 2,720 11,388 9,038 2,351 9,947 8,101 1,846

公 衆 電 話 2,668 7,397 ▲ 4,729 2,189 6,441 ▲4,252 ▲386 4,419 ▲4,805 ▲1,457 5,852 ▲7,309

そ の 他 2,828 2,134 694 2,741 2,076 665 7,951 4,001 3,951 12,476 5,335 7,141

小 計 231,705 237,905 ▲ 6,200 213,498 219,332 ▲5,834 202,206 203,930 ▲1,724 190,236 197,054 ▲6,818

特定電気
通信役務
以外の指
定電気通
信 役 務

F T T H
アクセスサービス 494,102 337,662 156,439 504,695 346,097 158,599 502,434 330,303 172,130 513,712 349,532 164,180

専 用 役 務 18,099 18,063 35 17,297 17,310 ▲13 16,712 16,515 197 15,650 15,990 ▲340

そ の 他 119,251 82,244 37,007 119,169 79,834 39,335 117,067 75,103 41,964 114,810 77,582 37,228

小 計 631,453 437,970 193,483 641,162 443,241 197,921 636,213 421,922 214,291 644,172 443,104 201,068

小 計 863,158 675,876 187,282 854,660 662,573 192,087 838,419 625,852 212,567 834,408 640,158 194,250

指定電気通信役務以外の電気通信役務 589,570 574,094 15,476 580,616 550,913 29,703 585,430 556,361 29,069 563,346 539,668 23,678

合 計 1,452,728 1,249,970 202,758 1,435,276 1,213,486 221,790 1,423,849 1,182,213 241,636 1,397,754 1,179,826 217,928

役　務　の　種　類
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

基 礎 的 電 気 通 信 役 務 171,407 192,858 ▲ 21,450 159,320 180,083 ▲20,763 149,940 168,769 ▲18,829 139,384 162,186 ▲22,802

基 礎 的 電 気 通 信 役 務
以 外 の 電 気 通 信 役 務 1,281,321 1,057,111 224,209 1,275,956 1,033,403 242,553 1,273,909 1,013,443 260,465 1,258,370 1,017,640 240,729

（再掲）電　　　　　　　報 8,606 8,017 589 6,562 9,090 ▲2,528 6,585 7,447 ▲862 5,905 6,742 ▲837    

合 計 1,452,728 1,249,970 202,758 1,435,276 1,213,486 221,790 1,423,849 1,182,213 241,636 1,397,754 1,179,826 217,928

（単位：百万円）

（単位：百万円）



2001年度 2002年度 2003年度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益 営業収益 営業費用 営業利益 経常利益 営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

20,906 20,460 445 454

2001年度

18,930 18,022 907 960 17,556 16,628 927 991

2002年度 2003年度

※経常利益は金融費用等の営業外損益を固定資産価額比等で配賦し算定した試算値です。
※�2つ以上の種類の電気通信役務に関連する収益をそれぞれの役務の種類に配賦しているため、サービス別収

入実績とは一致しません。
※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

567,887 538,805 29,081 29,485 505,264 459,851474,225 31,039 34,454 421,283 38,567 40,409

1,907,637

1,338,936

32,162

378,181

34,511

2,352,492

1,927,581

1,388,058

45,940

338,404

32,886

2,344,814

▲ 19,944

▲ 49,122

▲ 13,778

39,776

1,624

7,678

▲ 17,624

▲ 47,206

▲ 13,792

39,989

1,703

10,276

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

2001年度

1,731,868

1,225,823

59,772

350,412

33,271

2,175,325

28,069

▲   6,552

▲   9,316

44,176

2,745

65,675

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

2002年度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

2003年度

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

●役務別損益状況

●音声伝送役務損益状況

●専用役務損益状況

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益 営業収益 営業費用 営業利益 経常利益 営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

▲   3,235

▲   9,104

5,868

10,956

4,508

6,448

32,055

39,776

▲   3,112

▲   9,019

5,907

11,073

4,581

6,492

32,027

39,989

44,108

31,333

12,775

66,631

45,551

21,080

239,672

350,412

45,720

38,237

7,483

49,804

36,363

13,440

213,197

308,722

▲   1,612

▲   6,904

5,291

16,827

9,188

7,639

26,474

41,690

▲   1,046

▲   6,437

5,390

17,322

9,548

7,773

27,901

44,176

39,129

28,461

10,668

54,635

37,721

16,914

234,715

328,481

41,628

34,956

6,671

37,617

27,151

10,466

209,080

288,326

▲   2,498

▲   6,495

3,996

17,017

10,569

6,448

25,635

40,154

▲   2,059

▲   6,134

4,075

17,459

10,878

6,580

26,192

41,591

役務別・音声伝送役務・専用役務損益状況

1,358,723

803,889

297,937

73,535

183,360

12,918

535,995

1,907,637

1,373,177

777,957

321,823

75,012

198,383

30,313

524,091

1,927,581

▲ 14,454

25,931

▲ 23,886

▲   1,476

▲ 15,022

▲ 17,394

11,904

▲ 19,944

▲ 11,127

28,309

▲ 23,487

▲   1,252

▲ 14,697

▲ 17,284

10,787

▲ 17,624

1,262,148

785,874

228,607

62,989

184,677

9,959

459,761

1,731,868

1,213,758

744,118

214,283

58,775

196,581

26,056

475,946

1,715,761

48,390

41,756

14,323

4,214

▲ 11,903

▲ 16,097

▲ 16,185

16,107

59,604

49,669

16,290

4,831

▲ 11,186

▲ 15,841

▲ 15,692

28,069

1,193,399

768,157

182,953

55,769

186,519

7,968

451,664

1,653,032

1,133,385

730,297

163,913

48,650

190,524

20,504

462,648

1,616,538

60,014

37,860

19,039

7,119

▲   4,005

▲ 12,536

▲ 10,983

36,493

69,052

45,045

19,660

7,406

▲   3,060

▲ 12,314

▲ 10,980

45,756

16,107

▲ 15,092

▲   9,679

41,690

2,515

50,634

1,715,761

1,240,916

69,451

308,722

30,756

2,124,691

1,653,032

1,192,487

89,508

328,481

31,790

2,102,812

1,616,538

1,194,520

80,463

288,326

29,758

2,015,087

36,493

▲   2,033

9,045

40,154

2,032

87,725

45,756

5,387

9,335

41,591

2,235

98,920

50,701

35,707

14,994

73,521

49,951

23,570

253,957

378,181

53,937

44,812

9,125

62,564

45,442

17,122

221,902

338,404

一 般 専 用

　 市 内 通 信

　 市 外 通 信

高 速 デ ジ タ ル 伝 送

　 市 内 通 信

　 市 外 通 信

そ の 他

計

役　務　の　細　目
営業収益 営業費用 営業利益 経常利益 営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

1999年度（7月〜3月） 2000年度

加入電話および総合デジタル通信

　　基 本 料

　 市 内 通 信

　 市 外 通 信

　 そ の 他

公衆電話およびデジタル公衆電話

そ の 他

計

役　務　の　細　目

（参考）番号案内サービス

音 声 伝 送

　（ 再 ） 電 　 話

デ ー タ 伝 送

専 用

電 報

計

役　務　の　種　類

（ 参 考 ）総 合 デ ジタ ル 通 信

1,661,228

1,323,129

1,290

285,241

29,018

1,976,780

1,637,447

1,308,903

1,802

241,613

29,403

1,910,266

23,781

14,226

▲    511

43,628

▲    384

66,514

12,794

5,167

▲    519

41,257

▲    339

53,193

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

1999年度（7月〜3月）

2,120,384

1,549,727

9,283

381,094

37,818

2,548,580

2,120,121

1,551,917

19,530

342,924

37,495

2,520,072

262

▲  2,189

▲ 10,246

38,170

322

28,508

▲ 14,913

▲ 13,095

▲ 10,470

34,931

276

9,824

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

2000年度

569,806 567,392 2,413 ▲ 1,846

1,109,867

580,762

302,580

77,549

148,975

19,017

532,344

1,661,228

1,143,302

584,615

317,236

74,853

166,596

36,686

457,457

1,637,447

2000年度1999年度（7月〜3月）

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

22,752 24,845 ▲   2,092 ▲   2,130

51,795

35,165

16,630

61,310

41,315

19,995

172,135

285,241

56,174

46,089

10,084

54,440

38,678

15,761

130,998

241,613

▲   4,379

▲ 10,924

6,545

6,870

2,636

4,234

41,136

43,628

▲   4,945

▲ 11,401

6,456

6,458

2,334

4,123

39,744

41,257

18,365 20,737 ▲   2,371 ▲   2,404

337,437 327,837 9,600 7,677

▲ 33,435

▲   3,853

▲ 14,656

2,695

▲ 17,620

▲ 17,669

74,886

23,781

▲ 40,871

▲   8,216

▲ 17,265

2,152

▲ 17,542

▲ 17,751

71,417

12,794

1,505,785

797,442

423,458

90,200

194,683

20,266

594,332

2,120,384

1,519,820

778,095

433,503

90,101

218,121

39,394

560,906

2,120,121

▲ 14,035

19,347

▲ 10,044

99

▲ 23,437

▲ 19,127

33,425

262

▲ 24,374

12,935

▲ 13,575

▲     434

▲ 23,299

▲ 19,211

28,672

▲ 14,913

60,605

41,924

18,681

78,116

52,757

25,358

242,373

381,094

64,465

53,248

11,217

76,141

54,692

21,449

202,316

342,924

▲   3,860

▲ 11,323

7,463

1,974

▲   1,934

3,909

40,056

38,170

▲   4,410

▲ 11,778

7,368

1,356

▲   2,387

3,744

37,985

34,931



サービス概況等

サービス区分
2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 備考

東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計

フレッツ光 （千契約） 6,291 4,843 11,134 7,533 5,718 13,251 8,511 6,547 15,058 9,353 7,211 16,564 9,750 7,550 17,300 10,187 7,863 18,050 10,403 8,313 18,716 10,666 8,593 19,259 11,173 8,880 20,053 11,491 9,041 20,533 ＊1

再掲 コラボ光 （千契約） — — — — — — — — — — — — — — — — — — 190 80 270 3,077 1,615 4,691 5,328 3,416 8,744 6,602 4,515 11,117
フレッツ・ADSL （千契約） 2,058 1,934 3,992 1,700 1,681 3,381 1,418 1,439 2,858 1,135 1,187 2,322 858 990 1,848 667 816 1,483 550 669 1,219 475 577 1,053 411 508 919 342 438 780
フレッツ・ISDN （千契約） 154 150 304 119 122 241 94 99 193 71 81 152 58 69 127 48 61 109 42 53 95 37 48 85 33 44 77 30 39 70
フレッツ・VPN （千契約） 2 0 2 21 3 24 44 20 64 73 45 118 119 80 199 170 108 278 179 134 313 185 156 341 191 178 369 195 199 393 ＊2

フレッツ・テレビ伝送サービス （千契約） 73 5 78 240 30 270 475 116 591 642 215 857 714 289 1,003 802 359 1,161 877 468 1,345 910 522 1,432 951 570 1,521 992 623 1,615
フレッツ光メンバーズクラブ （千契約） — — — — — — — — — 2,559 — 2,559 4,172 — 4,172 4,968 — 4,968 5,133 — — 3,357 — 3,357 2,215 — 2,215 1,604 — 1,604
ひかり電話� （千チャネル） 4,248 3,762 8,011 5,420 4,722 10,142 6,446 5,667 12,113 7,402 6,498 13,900 8,085 7,084 15,169 8,694 7,562 16,256 9,032 8,076 17,108 9,123 8,252 17,374 9,369 8,390 17,759 9,558 8,474 18,032 ＊3＊4

加入電話 （千加入）17,983 18,378 36,361 16,394 16,844 33,238 14,929 15,342 30,271 13,554 13,968 27,522 12,289 12,753 25,042 11,272 11,727 22,999 10,492 10,794 21,286 9,875 10,068 19,943 9,315 9,482 18,797 8,707 8,832 17,538
再掲 一般加入電話 （千加入）17,959 18,355 36,314 16,372 16,822 33,194 14,908 15,321 30,229 13,533 13,949 27,482 12,270 12,736 25,006 11,255 11,711 22,966 10,476 10,780 21,256 9,859 10,055 19,914 9,301 9,470 18,770 8,693 8,821 17,513

再掲 一般加入電話（加入電話・ライトプランを除く）（千加入）17,158 17,633 34,790 15,630 16,144 31,774 14,202 14,657 28,859 12,862 13,319 26,181 11,664 12,167 23,831 10,694 11,176 21,870 9,941 10,271 20,212 9,349 9,582 18,931 8,798 9,016 17,814 8,202 8,388 16,590
再掲 住宅用 （千加入）13,490 13,935 27,425 12,274 12,742 25,016 11,114 11,506 22,620 10,058 10,743 20,801 9,145 9,566 18,711 8,414 8,812 17,226 7,864 8,140 16,004 7,449 7,632 15,081 7,036 7,206 14,242 6,569 6,712 13,281

事務用 （千加入） 3,668 3,697 7,365 3,356 3,402 6,758 3,088 3,151 6,239 2,804 3,206 6,010 2,519 2,601 5,120 2,280 2,363 4,643 2,077 2,131 4,208 1,900 1,950 3,850 1,762 1,810 3,572 1,633 1,676 3,309
加入電話・ライトプラン （千加入） 802 722 1,524 742 678 1,420 706 665 1,371 671 629 1,300 606 569 1,175 560 535 1,095 535 509 1,044 510 473 983 502 454 956 490 433 923

再掲 住宅用 （千加入） 487 436 922 432 387 819 386 349 735 345 312 657 311 281 592 286 259 545 270 236 506 259 218 477 258 205 463 253 189 442
事務用 （千加入） 315 287 602 310 291 601 320 316 636 326 318 644 295 287 582 274 277 551 265 272 538 251 255 506 244 249 494 238 244 482

ビル電話 （千加入） 23 23 47 22 22 44 21 21 42 20 19 39 19 17 36 18 16 34 16 14 30 15 13 28 15 12 27 14 11 25
INSネットサービス （千回線） 2,984 2,740 5,724 2,646 2,446 5,092 2,390 2,222 4,612 2,142 2,008 4,150 1,914 1,810 3,724 1,719 1,647 3,366 1,559 1,499 3,058 1,414 1,361 2,776 1,293 1,246 2,539 1,188 1,143 2,331 ＊5

再掲 INSネット64 （千回線） 2,669 2,565 5,234 2,361 2,287 4,648 2,132 2,081 4,213 1,907 1,880 3,787 1,704 1,693 3,397 1,532 1,541 3,073 1,391 1,403 2,793 1,264 1,274 2,538 1,158 1,165 2,323 1,062 1,070 2,132
再掲 INSネット64（INSネット64・ライトを除く）（千回線） 2,275 2,257 4,532 2,004 2,005 4,009 1,796 1,810 3,606 1,595 1,626 3,221 1,412 1,451 2,863 1,259 1,310 2,569 1,134 1,182 2,316 1,027 1,069 2,096 936 973 1,908 855 888 1,743

再掲 住宅用 （千回線） 413 383 797 334 313 647 278 257 535 225 209 434 183 171 354 149 144 293 126 119 244 110 102 212 97 91 187 85 80 165
事務用 （千回線） 1,862 1,874 3,735 1,669 1,692 3,361 1,518 1,553 3,071 1,370 1,417 2,787 1,229 1,280 2,509 1,110 1,166 2,276 1,008 1,064 2,072 917 966 1,883 839 882 1,721 770 808 1,578

INSネット64・ライト （千回線） 394 308 702 357 282 639 337 271 608 312 254 566 292 241 533 273 230 503 257 220 477 237 205 442 222 193 414 207 182 389
再掲 住宅用 （千回線） 37 29 66 30 23 53 25 20 45 20 16 36 17 14 31 14 12 26 12 10 22 10 8 19 9 7 17 8 7 14

事務用 （千回線） 357 278 636 328 259 587 312 252 564 292 238 530 275 228 503 259 219 478 245 210 456 227 196 423 213 185 398 199 175 374
INSネット1500 （千回線） 31 18 49 29 16 45 26 14 40 23 13 36 21 12 33 19 11 30 17 10 26 15 9 24 14 8 22 13 7 20

公衆電話 （千　個） 148 160 307 138 145 283 122 131 253 110 121 231 101 110 211 93 102 195 88 96 184 78 93 171 71 90 161 70 87 158
再掲 ディジタル （千　個） 52 44 96 50 42 92 46 40 86 44 39 83 43 37 80 42 36 78 41 36 77 39 36 75 35 34 69 32 31 64

一般専用サービス （千回線） 161 160 320 148 149 297 139 142 281 134 135 269 128 132 260 122 128 250 117 124 241 113 120 232 109 116 225 106 113 218
高速ディジタル伝送サービス （千回線） 114 98 212 100 88 188 91 80 171 84 74 168 80 72 152 74 69 143 66 62 127 59 56 115 55 53 108 49 46 96
ビジネスイーサ ワイド （千回線） 2 0 2 8 0 8 19 0 19 30 0 30 43 1 44 61 1 62 93 61 154 109 75 185 116 84 201 123 95 218

＊1 �フレッツ 光ネクスト、フレッツ 光ライト、フレッツ 光ライトプラス、Bフレッツおよびフレッツ 光WiFiアクセス、ならびにNTT東日
本がサービス提供事業者に卸提供しているサービス（コラボ光）を含む

＊2 �フレッツ・VPNワイド、フレッツ・VPNゲートおよびフレッツ・VPNプライオの合計
＊3 �「複数チャネル」サービスを含む
＊4 �ひかり電話、ひかり電話オフィスタイプ、ひかり電話オフィスA（エース）、ひかり電話ビジネスタイプおよびひかり電話ナンバーゲー

トの合計
＊5 �「INSネット64」（「INSネット64・ライト」含む）と「INSネット1500」（「INSネット64」の10倍で換算）の合計

※各数値は年度末の契約数（施設数）

サービス概況



サービス区分
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 備考

東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計

フレッツ光 （千契約）11,880 9,197 21,077 12,240 9,418 21,658 12,727 9,837 22,564 13,156 10,110 23,266 13,326 10,249 23,575 ＊1
再掲 コラボ光 （千契約） 7,470 5,220 12,690 8,149 5,739 13,888 8,918 6,328 15,246 9,573 6,719 16,292 9,871 6,938 16,809

フレッツ・ADSL （千契約） 258 344 602 201 282 483 160 221 381 120 166 286 5 53 58
フレッツ・ISDN （千契約） 26 36 62 23 31 54 20 27 47 17 23 40 13 18 31
フレッツ・VPN （千契約） 196 207 403 198 215 413 198 214 412 198 214 412 195 227 422 ＊2
フレッツ・テレビ伝送サービス （千契約） 1,033 684 1,717 1,082 747 1,829 1,121 795 1,916 1,154 841 1,995 1,177 888 2,065
フレッツ光メンバーズクラブ （千契約） 1,301 — 1,301 1,110 — 1,110 973 — 973 852 — 852 773 — 773
ひかり電話� （千チャネル） 9,759 8,485 18,244 9,940 8,563 18,503 10,018 8,674 18,692 9,993 8,707 18,700 10,058 8,694 18,752 ＊3＊4
加入電話 （千加入） 8,119 8,244 16,363 7,528 7,615 15,143 7,051 7,052 14,103 6,597 6,527 13,124 6,142 5,966 12,108
再掲 一般加入電話 （千加入） 8,105 8,234 16,339 7,516 7,606 15,122 7,042 7,043 14,085 6,588 6,520 13,108 6,136 5,963 12,099

再掲 一般加入電話（加入電話・ライトプランを除く）（千加入） 7,621 7,813 15,434 7,046 7,215 14,261 6,576 6,673 13,249 6,125 6,165 12,290 5,679 5,628 11,307
再掲 住宅用 （千加入） 6,103 6,241 12,344 5,636 5,757 11,393 5,258 5,325 10,583 4,894 4,907 9,801 4,528 4,458 8,986

事務用 （千加入） 1,518 1,572 3,090 1,410 1,458 2,868 1,318 1,347 2,665 1,231 1,259 2,490 1,151 1,170 2,321
加入電話・ライトプラン （千加入） 484 421 905 470 391 861 465 371 836 463 355 818 457 336 793

再掲 住宅用 （千加入） 250 177 427 247 162 409 248 150 398 250 139 389 249 127 376
事務用 （千加入） 234 245 479 223 229 452 217 221 438 213 216 429 208 209 417

ビル電話 （千加入） 13 10 23 13 9 22 9 8 17 9 6 15 6 3 9
INSネットサービス （千回線） 1,086 1,052 2,138 982 960 1,942 892 875 1,767 803 801 1,604 718 716 1,434 ＊5
再掲 INSネット64 （千回線） 971 986 1,957 875 899 1,774 793 819 1,612 716 752 1,468 641 674 1,315

再掲 INSネット64（INSネット64・ライトを除く）（千回線） 779 817 1,596 707 749 1,456 640 683 1,323 576 625 1,201 516 563 1,079
再掲 住宅用 （千回線） 75 71 146 66 64 130 59 57 116 53 51 104 46 46 92

事務用 （千回線） 704 746 1,450 641 685 1,326 581 626 1,207 523 574 1,097 470 518 988
INSネット64・ライト （千回線） 192 169 361 169 149 318 153 136 289 140 126 266 124 111 235

再掲 住宅用 （千回線） 7 6 13 6 5 11 6 4 10 5 4 9 5 4 9
事務用 （千回線） 185 163 348 163 144 307 148 131 279 135 122 257 120 107 227

INSネット1500 （千回線） 11 7 18 11 6 17 10 6 16 9 5 14 8 4 12
公衆電話 （千　個） 70 85 155 69 82 151 69 77 146 68 70 138 60 62 122
再掲 ディジタル （千　個） 30 30 60 26 28 54 23 26 49 20 24 44 17 21 38

一般専用サービス （千回線） 103 109 212 100 106 206 96 102 198 93 98 191 90 94 184
高速ディジタル伝送サービス （千回線） 37 32 69 19 17 36 15 13 28 12 11 23 9 9 18
ビジネスイーサ ワイド （千回線） 130 108 238 131 110 241 101 112 213 101 113 214 101 113 214
＊1 �フレッツ 光ネクスト、フレッツ 光ライト、フレッツ 光ライトプラス、Bフレッツおよびフレッツ 光WiFiアクセス、ならびにNTT東日
本がサービス提供事業者に卸提供しているサービス（コラボ光）を含む

＊2 �NTT東日本は、フレッツ・VPNワイド、フレッツ・VPNゲートおよびフレッツ・VPNプライオの合計
NTT西日本は、フレッツ・VPNワイド、フレッツ・VPNゲート、フレッツ・VPNプライオおよびフレッツ・SDxの合計

＊3 �「複数チャネル」サービスを含む
＊4 �ひかり電話、ひかり電話オフィスタイプ、ひかり電話オフィスA（エース）、ひかり電話ビジネスタイプおよびひかり電話ナンバーゲー
トの合計

＊5 �「INSネット64」（「INSネット64・ライト」含む）と「INSネット1500」（「INSネット64」の10倍で換算）の合計

※各数値は年度末の契約数（施設数）



2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本

従業員数（人） 48,250 50,450 18,100 14,750 14,900 13,750 14,200 12,850   8,150 12,250   6,500   5,800

出向者数（人） 32,800 34,100 23,150 25,000 21,700 21,050 18,450 18,100 21,250 15,500 18,950 19,300

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本

従業員数（人）   5,850   5,800   5,750   5,700   5,850   5,650   5,900   5,550   5,900   5,300   5,800   5,100

出向者数（人） 18,050 17,500 16,750 16,250 15,800 15,100 14,450 13,550 13,440 12,150 13,700 12,350

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本

従業員数（人）   5,650   4,900   5,000   4,650   4,800   4,450   4,850   4,400   4,700   3,950   4,900   3,500

出向者数（人） 13,950 12,550 14,700 12,750 14,700 12,530 14,750 12,550 15,000 12,900 14,900 13,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本

従業員数（人）   4,950   3,300   5,100   3,000   4,900   1,500   4,950   1,400

出向者数（人） 14,750 13,050 14,600 13,300 14,550 14,500 13,050 13,200



サービス区分

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度

発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件）

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国

電
話
帳

タウンページ 27,421 28,713 56,134 5,116 5,929 11,045 26,485 27,724 54,209 5,368 5,812 11,180 25,746 27,566 53,312 4,934 5,838 10,772 26,846 29,069 55,915 5,400 6,588 11,988

ハローページ 32,312 34,743 67,055 17,162 19,710 36,872 31,269 34,195 65,464 16,776 19,281 36,057 30,859 33,866 64,725 16,308 18,866 35,174 30,208 33,696 63,904 15,829 18,414 34,243

タウン＆ハロー 986 2,097 3,083 840 1,568 2,408 949 2,011 2,960 850 1,523 2,373 935 1,985 2,920 826 1,486 2,312 912 1,971 2,883 811 1,467 2,278

計 60,719 65,553 126,272 23,118 27,207 50,325 58,703 63,930 122,633 22,994 26,616 49,610 57,540 63,417 120,957 22,068 26,190 48,258 57,966 64,736 122,702 22,040 26,469 48,509

サービス区分

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件）

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国

電
話
帳

タウンページ 28,907 31,665 60,572 6,804 7,910 14,714 27,967 30,771 58,738 7,172 8,275 15,447 26,551 29,102 55,653 6,979 8,008 14,988 24,382 27,521 51,903 6,730 7,663 14,393

ハローページ 29,641 32,435 62,076 15,314 17,673 32,987 27,553 30,510 58,063 14,514 16,727 31,241 26,034 28,686 54,720 13,896 16,015 29,910 24,320 26,857 51,177 13,253 15,217 28,470

タウン＆ハロー 546 1,953 2,499 484 1,577 2,061 519 2,163 2,682 368 1,592 1,960 500 2,094 2,594 333 1,556 1,889 473 1,953 2,426 364 1,471 1,835

計 59,094 66,053 125,147 22,602 27,160 49,762 56,039 63,444 119,483 22,054 26,594 48,648 53,085 59,882 112,967 21,208 25,579 46,788 49,174 56,331 105,506 20,347 24,350 44,698

サービス区分

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件）

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国

電
話
帳

タウンページ 23,069 24,954 48,023 6,608 7,460 14,068 23,017 24,492 47,509 6,578 7,643 14,221 22,378 23,706 46,084 6,544 7,671 14,215 19,062 20,672 39,734 5,981 6,584 12,565

ハローページ 23,044 25,039 48,083 12,741 14,535 27,276 21,503 22,858 44,361 12,000 13,882 25,882 20,285 21,829 42,114 11,345 13,688 25,033 18,567 19,890 38,457 10,711 12,901 23,612

タウン＆ハロー 458 1,854 2,312 357 1,502 1,859 451 1,799 2,250 347 1,478 1,825 459 1,767 2,226 267 1,316 1,583 2,871 2,334 5,205 555 1,048 1,603

計 46,571 51,847 98,418 19,706 23,497 43,203 44,971 49,149 94,120 18,925 23,003 41,928 43,121 47,301 90,422 18,156 22,676 40,832 40,500 42,896 83,396 17,248 20,533 37,781

サービス区分

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件）

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国

電
話
帳

タウンページ 19,177 19,653 38,830 4,440 5,492 9,932 20,604 18,733 39,337 3,710 4,617 8,327 21,632 19,059 40,691 3,520 4,574 8,094 24,354 20,290 44,643 3,411 4,023 7,434

ハローページ 15,126 18,481 33,607 10,107 12,273 22,380 10,212 13,560 23,772 9,806 11,720 21,526 9,378 12,897 22,276 9,360 11,163 20,523 8,094 12,204 20,298 8,837 10,599 19,437

タウン＆ハロー 4,534 2,381 6,915 719 981 1,700 1,086 1,775 2,861 171 821 992 482 1,536 2,019 147 776 923 515 1,385 1,900 143 707 849

計 38,836 40,515 79,351 15,266 18,745 34,011 31,902 34,068 65,970 13,687 17,159 30,845 31,492 33,493 64,985 13,027 16,513 29,539 32,963 33,878 66,841 12,391 15,329 27,720

サービス区分

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件）

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国

電
話
帳

タウンページ 26,289 25,472 51,761 3,323 4,004 7,327 29,819 30,968 60,787 3,255 3,947 7,202 29,524 31,228 60,752 3,282 4,259 7,542 16,722 20,436 37,158 2,478 3,098 5,576

ハローページ 4,316 4,043 8,359 8,438 10,165 18,603 2,044 2,659 4,703 8,296 9,658 17,954 1,287 1,966 3,253 7,538 9,202 16,785 952 1,017 1,969 5,300 6,101 11,401

タウン＆ハロー 208 648 856 63 341 404 113 876 989 52 298 350 45 318 363 15 123 138 56 14 69 23 11 33

計 30,813 30,162 60,975 11,824 14,510 26,334 31,976 34,503 66,479 11,602 13,903 25,505 30,856 33,512 64,368 10,880 13,585 24,465 17,730 21,467 39,197 7,800 9,210 17,010

サービス区分

2021年度 2022年度 　 　

発行部数（千部） 掲載件数（千件） 発行部数（千部） 掲載件数（千件） 　 　 　 　

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

電
話
帳

タウンページ 17,364 13,893 31,257 2,348 2,457 4,805 14,050 17,310 31,360 1,918 3,098 5,016 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ハローページ 585 459 1,044 5,217 4,610 9,827 522 641 1,163 4,821 6,982 11,803 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

タウン＆ハロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

計 17,950 14,351 32,301 7,565 7,067 14,632 14,572 17,951 32,523 6,739 10,080 16,819 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

※「2019年度まで当該年度末に存在する最新版電話帳の発行部数および掲載件数」
 　「2020年度から当該年度に発行した電話帳の発行部数および掲載件数」を記載しています。
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フレッツ光（NTT東日本）

フレッツ・ADSL（NTT東日本）

フレッツ光（NTT西日本）

フレッツ・ADSL（NTT西日本）

契約数：
1332.6万

契約数：
1024.9万

契約数：
　0.5万

契約数：
　5.3万

2006年12月
フレッツ光の契約数（297.6万）が
フレッツ・ADSLの契約数（287.9万）を逆転
（NTT東日本）

2007年3月
フレッツ光の契約数（267.7万）が
フレッツ・ADSLの契約数（254.1万）
を逆転（NTT西日本）

2000年12月26日
フレッツ・ADSLサービス開始
（NTT東日本・NTT西日本）

2001年8月1日
フレッツ光サービス開始
（NTT東日本・NTT西日本）

フレッツ光とフレッツ・ADSLの契約数の推移
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※NTT東日本とNTT西日本の合計。
※INSネット1500はINSネット64ベースとし、10倍換算しています。
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固定電話契約数のピーク （1997年11月）

契約数（万契約）
合計
　加入電話
　INSネットサービス

6,322
6,108
214

固定電話契約数の推移（加入電話＋INSネットサービス）



電気通信設備状況

＊新会社発足時の数値は1999年7月1日のもの。
※新会社発足時を除く各数値は年度末のもの。
※単位未満切り捨て。

施設状況
年度

新会社発足時＊ 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計

電 柱� （万本） 580 630 1,210 574 620 1,194 572 619 1,191 570 618 1,188 569 618 1,187 568 618 1,186 568 618 1,186 567 618 1,185 567 618 1,185

ケーブル（ケーブル長）�（万km） 61 72 133 66 76 142 70 81 151 74 84 158 79 86 165 86 89 175 92 90 182 96 91 187 100 92 192

（内訳：百km）

　基幹回線系光ケーブル 609 743 1,353 687 836 1,523 710 854 1,564 729 865 1,594 739 878 1,617 744 881 1,625 746 883 1,629 748 888 1,636 750 888 1,638

　加入者光ケーブル 338 323 661 832 876 1,708 1,189 1,365 2,554 1,572 1,623 3,195 2,056 1,862 3,918 2,695 2,083 4,778 3,286 2,218 5,504 3,710 2,331 6,041 4,144 2,450 6,594

　水底ケーブル 5 52 57 4 43 47 5 43 48 4 47 51 4 48 52 4 47 51 5 48 53 8 49 57 8 48 56

管 路� （万km） 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62

と う 道� （km） 404 232 636 406 237 643 405 239 644 405 243 648 405 243 648 405 245 650 405 245 650 406 245 651 406 245 651

年度
2019 2020 2021 2022

東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計

電 柱� （万本） 567 617 1,184 566 616 1,182 566 616 1,182 565 616 1,181

ケーブル（ケーブル長）�（万km） 126 105 231 127 106 233 129 107 236 130 108 238

（内訳：百km）

　基幹回線系光ケーブル 760 899 1,659 759 903 1,662 759 906 1,665 770 908 1,678

　加入者光ケーブル 6,793 3,764 10,557 6,891 3,853 10,744 7,100 3,995 11,095 7,236 4,065 11,301

　水底ケーブル 8 46 54 8 46 54 8 46 54 8 46 54

管 路� （万km） 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62

と う 道� （km） 406 245 651 406 245 651 406 245 651 406 245 651

年度
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計

電 柱� （万本） 567 618 1,185 565 618 1,183 566 618 1,184 566 618 1,184 567 618 1,185 568 618 1,186 567 618 1,185 567 617 1,184 567 617 1,184

ケーブル（ケーブル長）�（万km） 103 94 197 108 96 204 113 98 211 118 100 218 120 101 221 122 102 224 123 103 226 124 104 228 125 105 230

（内訳：百km）

　基幹回線系光ケーブル 746 889 1,635 747 898 1,645 752 900 1,652 755 903 1,658 756 907 1,663 757 908 1,665 758 908 1,666 758 908 1,666 758 900 1,658

　加入者光ケーブル 4,464 2,583 7,047 4,904 2,772 7,676 5,481 2,977 8,458 5,896 3,160 9,056 6,166 3,337 9,503 6,345 3,458 9,803 6,482 3,525 10,007 6,583 3,600 10,183 6,686 3,680 10,366

　水底ケーブル 8 48 56 8 53 61 8 53 61 8 53 61 8 55 63 8 54 62 8 54 62 8 55 63 8 46 54

管 路� （万km） 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62 29 33 62

と う 道� （km） 406 245 651 406 245 651 406 245 651 406 245 651 406 245 651 406 245 651 406 245 651 406 245 651 406 245 651



架空ケーブル

保安器

モジュラージャック
またはローゼット

屋内
配線

加入者交換機 中継交換機

携帯電話

携帯電話
基地局

中継所

保安器

Ｐ
Ｂ
Ｘ

Ｍ
Ｄ
Ｆ

中継交換機 加入者交換機 ビル

とう道地下ケーブル管路
水底ケーブル 光ファイバー

ケーブル
管路光ファイバー

ケーブル
管路

とう道 地下ケーブル 管路

加入者設備 加入者伝送設備 加入者
交換設備

中継伝送設備
（市内中継線）

中継
交換設備

中継伝送設備
（市外中継線）

中継
交換設備

中継伝送設備
（市内中継線）

加入者
交換設備

加入者伝送設備 加入者設備

通信衛星

地上マイ
クロ波

光ファイバーケーブル
管路

＊1

＊1

＊1

＊2

＊2

＊1 ＊1

電気通信のつながるしくみと設備構成

　電話で相手方と話をするためには、電話をかける側（発信側）と相手側（着信側）の電話

線が1本の通信回線でつながる（エンド・ツー・エンドという）ことが必要です。発信側と

着信側が1本の通信回線で結ばれた状態は、加入者設備、伝送設備、および交換設備によっ

て構成されます。

（1）加入者設備
　加入者設備は、加入者の構内に取りつけられる屋内配線、モジュラージャック（または

ローゼット）、電話機などの設備で、音声は電話機で電気信号に変換され、伝送設備に送

り出されます。

（2）伝送設備
　伝送設備とは、発信側の加入者設備と着信側の加入者設備の間を結んで電気信号を運

ぶための設備で、加入者と交換機の間を結ぶ加入者伝送設備と、交換機と交換機との間

を結ぶ中継伝送設備とに分けられます。また、伝送方式によって、メタリックケーブル

や光ファイバーケーブルなどを使った有線伝送設備と地上マイクロ波や通信衛星を利用

した無線伝送設備に分けられます。

（3）交換設備
　交換設備は、収容されている加入者回線や中継回線のつなぎ換えを行うための設備で、

加入者回線を直接収容する加入者交換機（加入者交換設備）と交換機相互を結ぶ中継線を

収容する中継交換機（中継交換設備）があります。

＊1 中継（県間）伝送設備は長距離系通信会社。
＊2 携帯電話、ＰＨＳのサービスは移動系通信会社。



　ディジタル網は、加入者を直接収容する加入者交換機と中継交換処理を行う中継交換
機からなる網構成を基本としています。

（1）加入者系の構成
　●群局：GC	 単位区域（UA）により構成される群区域（GA）にあって、加入者交

換機を設置し、中継局との間に基幹回線を持っています。
　●単位局：UC	 単位区域（UA）において、加入者線を直接収容する加入者交換

機または遠隔制御交換装置を設置し、加入者交換機は群局（GC）
との間に基幹回線を持っています。

（2）中継系の構成
　●県内中継局：IC	 県内トラヒックの収束・中継を行う地域網の中継交換機が設置

されています。

＜用語説明＞
　・UC：Unit Center（単位局）
　・GC：Group Unit Center（群局）
　・ I C：Intra-zone Center（県内中継局）
　・UA：Unit Area（単位区域）
　・GA：Group Unit Area（群区域）

GA

GC

GC
GC

UC

UA

IC

GC

GC

GC
UC

IC
他事業者網

　加入者を直接収容する加入者交換機には、ASM/SBM/RSBMの装置が使用されてい
ます。
　なお、ASM/SBM/RSBMで構成されるシステムを新ノードシステム（MHN-S）と呼
びます。

各装置の概要
　● ASM	 1996年より導入が開始されている回線交換系の接続処理とパケット情報の

転送処理などを行う装置で、回線交換とパケット転送を行っています。
　● SBM	 ASMに接続される加入者収容装置であり、ASMビル設置用のSBM-Cと

ASM未設置ビル用のSBM-Sがあります。
　● RSBM	 お客さまをSBM設置局へ遠隔収容するための装置で、アナログ／ ISDN回

線のお客さまを収容しています。

新ノード

お客さま

RSBM SBM

ASM

加入者交換機ディジタル電話網（NTT地域網）



災害対策に対する取り組みについて 
　NTT1社体制時より大規模災害に備えて種々の施策を講じておりますが、阪神・淡路
大震災や東日本大震災を踏まえ、さらなる災害に強い通信サービスの実現に向けて取り
組んでいます。

1. 安否確認ツール
　�　地震などの災害発生時には、被災地方面に向け多くの方々が一斉に電話をかけるた

め被災地方面への電話はつながりにくくなります。このような時に災害復旧活動に関
わる重要通信の疎通を確保するために、被災地方面への通話をコントロールします。
これにより、一般電話から被災地方面への通話は規制され、「現在、○○方面は電話
が混み合っております……」というガイダンスが流れ、電話がつながらないことがあ
ります。このような時に、被災地外で安否を気遣う方々と被災地内の方の安否連絡手
段として、「災害用伝言ダイヤル（171）」ならびに「災害用伝言板（web171）」を提
供し、安否情報の伝達性向上に努めています。

　�　災害用伝言ダイヤル（171）ならびに災害用伝言板（web171）は、震度6弱以上の
地震発生時などに発災後30分を目標に利用できるようになります。また、震度5強以
下の地震やその他の災害発生時には、電話の疎通状況などを考慮し、被災地を所掌す
るNTT東日本または、NTT西日本が判断の上運用を行います。運用開始後はNTT東
日本、NTT西日本の公式ホームページならびにテレビ、ラジオを通じて運用のお知
らせを行います。

　�　災害用伝言ダイヤル（171）ならびに災害用伝言板（web171）の体験利用ができる
機会を設けております。操作を体験していただき家族などの間で安否確認がスムーズ
に行えるよう、是非、体験利用の機会をご活用願います。

＜体験利用日＞

※ご利用方法の概要は以下のページを参照願います。
　　災害用伝言ダイヤル（171）…P.108
　　災害用伝言板（web171）…P.110

・毎月1日・15日　0：00〜24：00
・正月三が日　1月1日0：00〜1月3日24：00
・防災週間　8月30日9：00〜9月5日17：00
・防災とボランティア週間　1月15日9：00〜1月21日17：00

災害対策
2. 災害時の公衆電話無料化
　�　東日本大震災の際に、携帯電話が繋がりにくくなり、通信手段が限られたことから、

被災地における通信確保に加え、帰宅困難者の通信確保に配意し、初めて公衆電話
を無料開放しました。

3. 110番・119番・118番回線の信頼性確保
　�　110番･119番・118番については、ネットワークやアクセスラインにトラブルがあっ

ても、不通にならないように対策を講じています。
4. 衛星通信システム
　�　災害などで地上の電話が使用不能になった際に通信衛星を利用して通話を行うこ

とができる衛星通信システムにより、通信の孤立防止を図ります。
5. 通信ビルの停電対策および水防対策
　�　災害時の停電対策として、従来実施してきた通信ビルへの非常用エンジン配備に

加え、非常用エンジン故障時の対策および運転長時間化の対策を実施し、さらなる
信頼性向上を図っています。公的機関発行のハザード見直しにあわせ、浸水の恐れ
のある通信ビルについて、水防対策の強化を実施し、特に社会的影響度の大きい重
要度の高いビルについては複数の対策により耐災性を高めています。

6. 防災業務計画および国民保護業務計画の通知
　�　NTT（持株会社）、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズの再編

成4社並びにNTTドコモは、災害対策基本法や、武力攻撃事態などにおける国民の保
護のための措置に関する法律（以下国民保護法という）に定められた指定公共機関
に指定され、災害等対策を推進しています。

　�　災害および武力攻撃事態などに対して、NTTグループ各社が連携した対策を推進
することが重要であることから、災害対策基本法や、国民保護法に基づいたNTTグ
ループ各社共通の「防災業務計画」および「国民保護業務計画」を制定し、内閣総
理大臣への報告、知事への通知、および外部公表しています。



7. 災害時優先電話
　�　災害の救援、復旧や公共の秩序を維持するため、法律に基づいてあらかじめ指定

させていただいている電話です。災害などにより電話が込み合った場合や、被災地
への接続が制限されることがありますが、このような制限を受けずに優先的にご利
用いただけます。なお、この電話は普段から電話番号を公にせず、発信専用として
お使いになると効果的です。

＜災害時優先電話をご利用になれる機関例＞

8. 災害時のコミュニケーション支援
　�　災害時の避難施設などでの早期通信手段の確保のため、自治体が指定する避難所
（学校・公民館など）を中心に、無料でご利用いただける災害時用公衆電話（特設公
衆電話）＊1の事前配備を自治体と連携しながら進めています。

　�　なお、NTT東日本エリアに事前配備している災害時用公衆電話（特設公衆電話）
の設置場所については、あらかじめご確認いただけるよう、NTT東日本公式ホーム
ページで公開しています。＊2

　＊1 ‌�災害時用公衆電話（特設公衆電話）：大規模災害が発生した際にNTT東日本が避難所などに
臨時で設置する公衆電話。

　＊2 ‌�事前配備されている災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置場所
　　　<https://www.ntt-east.co.jp/saigai/taisaku/kakuho_01.html>

●気象、水防、消防、災害救援機関およびその他の国または地方公共団体の機関
●�秩序の維持、防衛、輸送の確保、電力の供給、水道の供給、ガスの供給に直接関係のある

機関
●新聞社、通信社、放送事業者の機関　など

9. その他
　＜過去の災害経験を踏まえた取り組み＞
　・�激甚化／頻発化する自然災害を踏まえ、過去の被災経験から設備の強靭化、利用者

への影響軽減などの取り組み・対策を実施しています。
　・�高度に情報化された社会活動の維持に向け、自治体や防災関係機関との連携を強化

し早期復旧に向けた取り組みを強化しています。

ハード、ソフト
両面の対策

地域の
災対活動
への対応

ソフト（情報）を
中心とした対策ハード（設備）を中心とした対策

2010年代 2020年代2000年代90年代80年代60～70年代

1968年
十勝沖地震

1982年
長崎豪雨

1990年
九州北部豪雨

2003年
宮城県沖地震

市外伝送路
2ルート化

1975年
旭川東光局火災
非常用交換機
の開発

1978年
宮城沖地震
橋梁添架管路
の強化

非常用発電装置の
増配備

1983年
島根豪雨

通信衛星利用の
災害対策機器開発

1984年
世田谷とう道
ケーブル火災
難燃ケーブル採用

ディジタル式の
災害対策機器開発

1993年
北海道南西沖地震
可搬型衛星局
の開発

1995年
阪神淡路大震災
災害用伝言ダイヤル
（171）※固定の開発

iモード 災害用
伝言板※携帯の開発

2011年
東日本大震災
＜NW強靭化＞
・大規模停電対策強化
・水防対策強化
・伝送路の多ルート化

＜迅速な復旧＞
・大／中ゾーン
　基地局拡充
・災害対策機器の拡充

＜被災者通信確保＞
・安否確認サービスの
　機能拡充 
・特設公衆強化　など

激甚化／頻発化する
自然災害への対応
＜自治体災対本部
　との連携＞
・自治体通信の一層の
　確保
・防災関係機関との連携
・リエゾン派遣態勢構築

＜迅速な復旧＞
・自治体連携による
　道路啓開

＜被災者通信確保＞
・事前設置災害時公衆

＜本部運営高度化＞
・オンライン活用での
　運用高度化　など

2006年

web171の
運用開始

2007年

緊急速報エリア
メールを提供開始

　�NTT東日本の災害への取り組みについては、以下のURLをご参照ください。
　�＜https://www.ntt-east.co.jp/saigai/＞



（参考）災害用伝言ダイヤル（171）

●災害用伝言ダイヤル（171）の仕組み
　災害用伝言ダイヤル（171）は、安否などの情報を音声により伝達する声の伝言板で、阪神・淡路
大震災を契機に開発され、1998年3月から提供を開始し、これまでの災害において多くのご利用をい
ただいております。
　この災害用伝言ダイヤル（171）は、全国数カ所に配置したシステムに接続し、伝言をお預かりしま
す。被災地の方やその他の地域の方が伝言を録音・再生することにより、（1）避難などにより電話に
応答できない方々への連絡が可能となる、（2）停電、被災により自宅の電話が使えない場合の連絡が
可能となる、（3）呼出しても応答のない電話が減少するなど、安否情報の伝達が確保できます。
　また、ご利用の皆さまのご要望やコミュニケーションの変化に対応し、2016年には、災害用伝言板

（web171）との連携、2019年からは、株式会社NTTドコモ、KDDI株式会社、ソフトバンク株式会社提
供の災害用伝言板（携帯電話）との連携を開始しました。この連携により、上記携帯会社が提供する
災害用伝言板（携帯電話）および災害用伝言板（web171）で登録された伝言内容を、災害用伝言ダ
イヤル（171）にて確認することが可能となりました。
　詳しくは、以下のURLをご参照ください。
　＜https://www.ntt-east.co.jp/saigai/voice171/＞

＜ご利用イメージ＞

●災害用伝言ダイヤル（171）の提供条件

災害用伝言板
（web171）

災害用伝言板
（携帯電話）

その他の地域

被災地

「Aです。
　ケガもなく元気です」

再生

「Bです。
　何が必要ですか？」

録音

「Cだよ。
　避難場所は？」

登録

「Aです。
　ケガもなく元気です」

再生

「Aです。
　ケガもなく元気です」 Dさん

Cさん

Bさん

再生

「Dです。
　無事ですか？」

登録

携帯A社
伝言板
携帯A社
伝言板

携帯B社
伝言板
携帯B社
伝言板

「Bです。
　何が必要ですか？」

「Cだよ。
　避難場所は？」

「Dです。
　無事ですか？」

再生

「Aです。
　ケガもなく元気です」録音

Aさん

相互連携

相互連携

伝言を録音・再生

災害用伝言ダイヤル
（171）

※�伝言蓄積数は1電話番号あたり最大20伝言です。首都圏での災害や大規模で広範囲な災害が発生した場合は、
登録できる電話番号数を増やすために、伝言登録可能件数を制約することがあります。伝言蓄積数などの
提供条件については、提供開始時にNTT東日本公式ホームページおよびテレビ・ラジオでお知らせします。

※�災害用伝言ダイヤル（171）はＮＴＴ東日本・西日本で提供しているサービスです。

録音または再生
を選ぶ。

被災地の方の電話
番号を入力する。

メッセージの録音
メッセージの再生

＜災害用伝言ダイヤル（171）の基本的操作方法＞
「171」をダイヤルし、音声ガイダンスに従って伝言の録音、再生を行ってください。

覚えてください、災害時の声の伝言板　災害用伝言ダイヤル（171）

操作手順

①

②

③

④

⑤

伝言の録音

伝言ダイヤルセンターに接続します。

伝言の再生

伝言の録音

自動で終話します。

伝言の再生

171をダイヤル
［ガイダンス］
こちらは災害用伝言ダイヤルセンターです。録音される方は1、再生される方は2、暗証番号を利用する録音は3、暗証番号を利用する
再生は4をダイヤルしてください。

［ガイダンス］
被災地域の方はご自宅の電話番号を、または、連絡を取りたい被災地域の方の電話番号を市外局番からダイヤルしてください。

［ガイダンス］
電話番号0ＸＸＸＸＸＸＸＸＸ（暗証番号ＸＸＸＸ）の伝言を録音しま
す。プッシュ式の電話機をご利用の方は数字の1を押してくださ
い。ダイヤル式の方はそのままお待ちください。なお、電話番号が
誤りの場合、もう一度おかけ直しください。

［ガイダンス］
電話番号0ＸＸＸＸＸＸＸＸＸの伝言をお伝えします。プッシュ式の
電話機をご利用の方は数字の1を押してください。ダイヤル式の
方はそのままお待ちください。なお、電話番号が誤りの場合、もう
一度おかけ直しください。

［ガイダンス］
伝言をお預かりします。ピッとい
う音のあとに30秒以内でお話
ください。お話が終わりました
ら、電話をお切りください。

［ガイダンス］
伝言をお預かりしました。

［ガイダンス］
伝言をお預かりします。ピッとい
う音のあとに30秒以内でお話
ください。お話が終わりました
ら、数字の9を押してください。

［ガイダンス］
伝言を繰り返します。訂正され
るときは数字の8を押してくださ
い。再生が不要な方は9を押し
てください。

［ガイダンス］
新しい伝言からお伝えします。

［ガイダンス］
お伝えする伝言は以上です。
電話をお切りください。

［ガイダンス］
電話をお切りください。

［ガイダンス］
お伝えする伝言は以上です。
伝言を追加し録音されるときは
数字の3を押してください。

［ガイダンス］
新しい伝言からお伝えします。
伝言を繰り返すときは数字の8
を、次の伝言に移るときは数字
の9を押してください。

［ガイダンス］
4桁の暗証番号をダイヤルして
ください。

［ガイダンス］
4桁の暗証番号をダイヤルして
ください。

終了

（暗証番号なし） （暗証番号あり） （暗証番号なし） （暗証番号あり）

1

1 7 1

2

3 4

× × × ×

1

9

1

× × × ×

× × × ×× × ×0 × ×

ダイヤル式電話機の場合 ダイヤル式電話機の場合プッシュ式電話機の場合 プッシュ式電話機の場合

（ガイダンスが流れる
までお待ちください）

（ガイダンスが流れる
までお待ちください）

（ガイダンスが流れる
までお待ちください）

録音終了後

（ガイダンスが流れる
までお待ちください）

録音した伝言内容
を確認する。

項    目 内　　　　　容

1 伝言の録音・再生の際に
キーとできる電話番号

被災地内などのすべての加入電話、ISDN、ひかり電話および光コラボレーション事業者が提供
するひかり電話サービス、IP電話、携帯電話

2 伝言蓄積数 伝言蓄積数＊1、伝言保存期間は、災害の状況により異なります。最新の情報はNTT東日本、NTT西
日本公式ホームページなどでご確認ください。
NTT東日本＜https://www.ntt-east.co.jp/saigai/news/index.html＞
NTT西日本＜https://www.ntt-west.co.jp/dengon/news/＞

（体験利用の場合、伝言蓄積数は20伝言、伝言保存期間は体験利用期間終了までとなります。）
3 伝言保存期間

4 伝言録音時間 1伝言あたり30秒

5 伝言録音・再生可能地域 録音：�全国から可能
再生：全国から可能

6 利用が可能な電話、端末
加入電話、ISDN、公衆電話、ひかり電話および光コラボレーション事業者が提供するひかり電話
サービス＊2。
携帯電話、他通信事業者の電話については、ご契約の通信事業者へご確認をお願いします。

7 暗証番号付き伝言 暗証番号（任意の4桁の数字）を付与し利用可能

＊1 伝言登録可能件数を超えて伝言を登録する場合は、古い登録から上書きとなります。
＊2 ISDNおよびひかり電話でダイヤル式電話をお使いの場合はご利用になれません。

NTT東日本・NTT西日本の電話サービスから伝言の録音・再生をする場合の通話料は無料です。他通
信事業者の電話、携帯電話から発信する場合の通話料は、各通信事業者にお問い合わせください。
伝言録音などのセンター利用料は無料です。



（参考）災害用伝言板（web171）
●災害用伝言板（web171）の仕組み
　災害用伝言板（web171）はインターネットを利用して被災地の方の安否確認を行う
伝言板で、2006年10月から運用を開始しました。2012年8月より「スマートフォン専
用画面の開設」、「安否情報の通知」、「英語・中国語・韓国語への対応」、「災害用伝言
板（携帯電話）との連携」など、新しい機能を追加し、提供しています。また、ご利
用の皆さまのご要望やコミュニケーションの変化に対応し、2016年には災害用伝言ダ
イヤル（171）との連携を開始しました。この連携により、災害用伝言板（携帯電話）
および災害用伝言ダイヤル（171）で登録された伝言内容を、災害用伝言板（web171）
にて確認することが可能となりました。
　詳しくは、以下のURLをご参照ください。
　＜https://www.ntt-east.co.jp/saigai/web171/＞

　災害などの発生時、被災地域（避難所など含む）の居住者がインターネットを経由
してweb171＜https://www.web171.jp/＞にアクセスし、電話番号を入力することによ
り伝言情報（テキスト）を登録できます。登録された伝言情報は電話番号を入力する
ことにより全国（海外も含む）から閲覧し、追加の伝言を登録することが可能です。
登録したメッセージを通知＊することもできるようになっています。

＜ご利用イメージ＞

＜利用者情報の定期的な確認＞
　ご登録いただいている利用者情報を最新の状態に保つために、伝言通知先などの利
用者情報の確認および削除をお願いしています。利用者情報登録時の基本情報に登録
されたメールアドレスに、年2回、利用者情報の確認依頼メールを送付し、利用者情報
を確認されなかった場合、利用者情報を削除させていただきます。

＜災害用伝言板（web171）の基本的操作方法＞

災害用伝言ダイヤル
（171）

災害用伝言板
（web171）

その他の地域
被災地

「Aです。
　ケガもなく元気です」

再生

「Bです。
　何が必要ですか？」

録音

「Cだよ。
　避難場所は？」

登録

「Aです。
　ケガもなく元気です」

確認

「Aです。
　ケガもなく元気です」 Dさん

Cさん

Bさん

確認

「Dです。
　無事ですか？」

登録

「Bです。
　何が必要ですか？」

「Cだよ。
　避難場所は？」

「Dです。
　無事ですか？」

確認

「Aです。
　ケガもなく元気です」登録

伝言を登録・確認Aさん

相互連携

災害用伝言板
（携帯電話）

携帯A社
伝言板
携帯A社
伝言板

携帯B社
伝言板
携帯B社
伝言板

相互連携

＊‌�メール通知先は最大10件まで、音声通知先は最大1件まで登録可能です。なお、国際電話番号、フリーダイ
ヤルなどの着信課金番号、110番や119番などの特番など、通知先として指定できない電話番号があります。

（2）伝言の新規登録 （2）伝言の確認

（1）＜https://www.web171.jp＞へアクセスし、利用規約を確認後、伝言を登録また
は確認する電話番号を入力し、「伝言を登録する」または「伝言を確認する」
ボタンをクリックする。

ここに氏名を
登録します

ここに伝言を
登録します

●災害用伝言板（web171）の提供内容
項　　目 内　　容

伝言の登録、閲覧
の際にキーとなる電
話番号

全国の加入電話、ISDN、ひかり電話および光コラボレーション事業者が提供するひかり電
話サービス、IP電話、携帯電話

登録可能件数 伝言の登録可能件数＊、保存期間は、災害の状況により異なります。最新の情報はNTT
東日本、NTT西日本公式ホームページなどでご確認ください。
NTT東日本：https://www.ntt-east.co.jp/saigai/news/index.html
NTT西日本：https://www.ntt-west.co.jp/dengon/news

（体験利用の場合、伝言の登録可能件数は20件、保存期間は体験利用期間終了までとなります。）保存期間

伝言登録・
閲覧可能地域 全国

利用
環境

端末 PC（ブラウザ）
携帯・スマートフォン（Android、iOS）など（各端末に合わせた画面表示）

対応OSなど OS：Microsoft Windows、macOS、Android OS、iOS
ブラウザ：Microsoft Edge、Google Chrome、Firefox、Safari

登録可能な伝言 テキスト（最大100文字まで）

対応言語 日本語、英語、中国語、韓国語　※画面表記のみ

他の災害用
サービスとの連携 携帯各社伝言板との登録連携、一括検索

ご利用料金 安否情報の登録、閲覧、通知などに伴うサービス利用料は無料です。なお、インターネット
接続費用やISP利用料およびダイヤルアップ接続の場合は通信料が別途必要となります。

＊最大登録可能件数を超える場合は、古い伝言から削除され、新しい伝言が保存されます。



　ＮＴＴは1995年2月、他の電気通信事業者がＮＴＴのネットワークを自在に活用し、
自由な発想によって多様なサービス展開を可能とするために、「ネットワークのオープ
ン化」を発表したのを皮切りに現在にいたるまで、さまざまな取り組みを実施してきま
した。
　近年では、他の電気通信事業者からのご要望に基づき、要望事業者の通信設備の
NTT東日本通信建物内へのコロケーションや光ファイバーの芯線貸しなど、技術的に
接続可能なポイントで相互接続を実施しています。
　また、2008年3月より商用サービスを開始した次世代ネットワーク（NGN）について
も、インターフェース条件の公表など、サービス開始前より積極的にオープン化を進め
てきております。

　現在は多様な接続形態で、NTT東日本のネットワークをご利用いただいています。

　　　　＜NGNの相互接続＞

SNI/UNI
配信サーバーなど

NGN

UNI UNI

「ビジネスイーサ ワイド」
ご利用のお客さま

NNI

【インタラクティブ通信機能】

【LAN型通信機能】

【ISP接続機能】

【IGS接続機能】
他事業者電話網／携帯電話網など

ISP事業者網

他事業者イーサ網

他事業者IP網

IGS

「フレッツ 光ネクスト」
ご利用のお客さま

UNI：User-Network Interface
　　お客さま（端末機器）とネットワークを接続するためのインターフェース
NNI：Network-Network Interface
　　ネットワーク間を接続するためのインターフェース
SNI：Application Server-Network Interface
　　各種アプリケーションサーバー類とネットワークを接続するためのインターフェース相互接続点

相互接続の推進（ネットワークのオープン化）

（1）現在の相互接続形態　

事業者網

ルーターなど

ルーターなど

ルーターなど

ルーターなど

中継・加入者
交換機

インターネット

NGN網 IP電話事業者

事業者網

ルーターなど

移動体・IP電話・
国際系事業者

CATV事業者

DSL事業者

ルーターなど

DF事業者

ルーターなどスプリッタ－

事業者網

交換機

交換機

海外などへ

中継・国際系事業者

移動体事業者

交換機

交換機

同軸
ケーブル

基地局など

ルーターなど

NTT東日本

（メタル） （光）

相互接続の推進
　　　　＜電話系の主な相互接続＞



（参考）光ファイバーの提供

＊1 NTTビル以外の建物においては、建物のオーナーさまの指示により、建物のオーナーさまが敷設したケーブルを利用することがあります。
その場合の提供条件は建物のオーナーさまによります。

＊2 新たな配線盤設置ビルの場合。
＊3 屋内光ケーブル区間の提供につきましては、NTT東日本担当者のお客さま建物への入館に際して、原則として接続事業者または当該建物に
入居されているエンドユーザーさまなどを通じて建物の管理者の許可を取得していただく必要があります。この場合、接続事業者にエンド
ユーザーさまなどへの対応をお願いすることとなります。

＊4 既に設置されたNTT東日本の屋内光ケーブルがあり、かつ提供可能な空きが存在する場合に提供します。

電柱

電柱

電柱

FTMなど

FTMなど

FTMなど

FTMなど

局内
伝送
装置

FTMなど

FTMなど

＊2

＊3

＊4

＊1

とう道など
とう道など

NTTビルとNTTビル間でそれぞれに
成端された区間において提供する芯線

NTTビルとお客さま建物間でそれぞれに
成端された区間において提供する芯線

PD/PT
FTM
MH

：ケーブル固定・成端などの機能を有する装置
：光配線盤
：マンホール

PT

PT

PD

MH MH MH

接続事業者の
光ファイバー
設備

NTTビル

NTTビル

NTTビル

所内側所外側

分界点のイメージ

コネクタ
ケーブル

接続事業者
コロケーション装置

中継光ファイバー

中継/加入者
光ケーブル

加入光ファイバー局内
光ケーブル

屋内
光ケーブル

屋内
光ケーブル

接続事業者ビル

お客さま建物 お客さま建物

お客さま建物

キャビネットキャビネット 光
コンセント
光

コンセント

クロージャ

キャビネットキャビネット

シェアドアクセス 局外
スプリッター

（参考）NGNに関するオープン化の取り組み
　他の電気通信事業者の要望に応じNTTビル間の「中継光ファイバー」とNTTビルとお客さま建物
間の「加入光ファイバー」を2000年12月26日より提供しています。

2006年7月 NGNに係るインターフェース条件を自主的に公表＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/0607/060721b.html‌＞

2006年12月
〜2007年12月 NGNフィールドトライアルを実施（29社の方々がご参加）＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/0611/061122a.html‌＞

2007年10月
商用サービスの開始に向けて、トライアル開始時と同様にインターフェース条件や接続ポイントなどの接続条件を公表
→他事業者向けの説明会（2007年11月8日）や関連業界団体の個別説明を実施
＜‌https://www.ntt-east.co.jp/info-st/mutial/ngn/index.html‌＞

2008年3月 ISP事業者がNGNに接続しやすいよう、手続きの簡素化、接続構成の提案、接続用装置に係る費用の一部の軽減などを実施
＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/0803/080328c.html‌＞

2008年12月 NGNに係る関係省令などの改正を受けて接続条件などを接続約款に規定

2009年3月 NGNの接続料金を設定し接続約款に規定＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/0901/090123a.html‌＞

2009年6月 NGNにおけるIPv6 ISP接続サービスの技術的条件などを公表＜‌https://www.ntt-east.co.jp/info-st/mutial/ngn/index.html‌＞

2009年8月 NGNにおけるIPv6 ISP接続サービスの手続きなどを公表＜‌https://www.ntt-east.co.jp/info-st/mutial/ngn/index.html‌＞

2009年12月 NGNにおけるIPv6 ISP接続サービスの手続きなどを公表＜‌https://www.ntt-east.co.jp/info-st/mutial/ngn/index.html‌＞

2010年3月 NGNにおける接続料金を改定し、接続約款に規定＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20100113_01.html‌＞

2010年6月 NGNにおけるイーサネットフレーム伝送機能の接続料金を設定し、接続約款に規定
＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20100323_02.html‌＞

2011年4月 NGNにおける接続料金を改定し、接続約款に規定＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20110121_01.html‌＞

2011年6月 NGNにおけるIPv6 ISP接続機能（トンネル方式）の技術的条件を接続約款へ規定

2011年7月 NGNにおけるIPv6 ISP接続機能（ネイティブ方式）の技術的条件を接続約款へ規定

2012年4月 NGNにおける接続料金を改定し、接続約款に規定＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20120117_01.html‌＞

2012年12月 NGNにおけるIPoE接続事業者数の拡大について、接続約款に規定
＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20120926_01.html‌＞

2013年4月 NGNにおける接続料金を改定し、接続約款に規定＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20130122_01.html‌＞

2014年4月 接続料金改定の補正申請について＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20140404_01.html‌＞＊

2015年4月 接続料金改定の補正申請について＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20150406_01.html‌＞＊

2016年6月 接続料金改定の認可申請について＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20160518_01.html‌＞＊

2017年2月 接続料金改定の認可申請について＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20170202_01.html‌＞＊

2018年6月 接続料金改定の補正申請について＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20180611_01.html‌＞＊

2019年7月 接続料金改定の再申請について＜‌https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20190624_01.html‌＞＊

2020年1月 接続料金改定の認可申請について＜https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20200114_01.html＞＊

2021年5月 接続料金改定の補正申請について＜https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20210531_01.html＞＊

2022年1月 接続料金改定の認可申請について＜https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20220107_01.html＞＊

2023年1月 接続料金改定の認可申請について＜https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20230116_01.html＞＊

2023年5月 接続料金改定の認可申請について＜https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20230522_03.html＞＊

＊認可日につきましては、右記のURLでご確認ください。＜‌https://www.ntt-east.co.jp/info-st/constip/cons4/‌＞
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＜光ファイバーの提供状況（中継光・加入光＊別芯線数）＞

＊シェアドアクセスを除く。

加入光ファイバー
中継光ファイバー
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　NTT東日本では、他の電気通信事業者の要望に応じ、NTTビルとお客さま宅までのメタル
回線を提供し、要望事業者のDSLサービス、直収電話サービスなどにご利用いただいています。

（参考）DSL接続等の提供

スプリッター DSLモデム

＜DSL接続などの構成例＞
＜NTTビル＞

接続事業者
ネットワーク
ダークファイバーなど

接続事業者
DSL設備

接続事業者
電話交換機

（接続事業者直収電話サービスと
接続事業者DSLサービスを

重畳する場合）

お客さま宅
FTM

MDF

音声 相互接続点

データ
音声＋データ

直収電話サービス
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＜DSL接続の提供状況＞

接続事業者のDSL接続

　他の電気通信事業者がNTT東日本の第一種指定電気通信設備との接続に必要な装置を通信用建
物に設置することを希望し、技術的、経済的などによる代替性の観点から、これが必要であると判
断される場合は、「接続に必要な装置」として設置スペースを義務的に確保し、装置の設置（コロケー
ション）を実施しています。

（参考）コロケーション

お客さま宅

接続事業者
ビル

NTTビル＜コロケーションの例＞

インターネット

NTT東日本
ネットワーク

伝送
装置

スプリッター DSL
モデム

DSL
モデム

加入者
交換機

ル
ー
タ
ー

Ｍ
Ｄ
Ｆ

ス
プ
リ
ッ
タ
ー

伝送
装置コロケーション設備

（接続事業者設備）

コロケーションスペース

　相互接続点



　番号ポータビリティとは、利用者がこれまで自らの番号として用いていた電話番号などを変更せ
ずに、利用契約する電気通信事業者を変更できるようにするものです。

●一般番号ポータビリティ
　一般加入電話・ISDNの電話番号を対象とした「一般番号ポータビリティ」、着信課金サービス用番
号（0120または0800で始まる番号）を対象とした「着信課金ポータビリティ」があり、2001年3月よ
り開始しています。

（参考）番号ポータビリティ

移転先ユーザーを特定する移転先番号ではなく、移転先ユーザーを収容する移転先
交換機を特定する番号でルーティングすることで、0A～J番号の消費を抑制。

GS GSIC

発信/
中継事業者

移転先事業者移転元事業者
（NTT東日本）

GCDB

以前の実現方式（二重番号方式） 二重番号解消方式による見直し

発信者 着信者

移転元番号
03-4793-1000

移転元番号を移転先番号（裏番号）に変換し、ルーティング
　【移転元：移転先＝１：１】

GS GSIC

発信/
中継事業者

移転先事業者移転元事業者
（NTT東日本）

GCDB

発信者 着信者

移転元番号
03-4793-1000

移転元番号から移転先交換機番号に変換し、ルーティング
【移転元：移転先＝Ｎ：１】

LNP

移転先番号
06-4444-5000

LNP

移転先交換機番号
06-4444-0000

LNP

移転先番号
03-4444-5000

LNP

移転先交換機番号
03-4444-0000

見直し

相互接続点

＜一般番号ポータビリティにおける二重番号解消方式による見直し＞
　二重番号方式による電話番号枯渇への解決策として、2007年2月に新方式を導入

●携帯電話、PHSの番号ポータビリティ
　以下の接続方式により、2006年11月より携帯電話の番号ポータビリティを実現していま
す。また、2014年10月1日から、携帯電話とPHS間の番号ポータビリティが始まりました。

DB

DB

＜転送方式（2006年11月～）＞

＜リダイレクション方式（2007年2月～）＞

中継事業者網

発信事業者網

移転元事業者網

移転先事業者網

　発信/中継事業者が、移転元事業者から移転先番号情報を受取り、移転先事業者へ再接
続する方式

　移転元事業者網を経由したまま移転先事業者に転送する方式

【凡例】

：通話路

：信　号

MNP

中継事業者網

発信事業者網

移転元事業者網

移転先事業者網

【凡例】

：通話路

：信　号

MNP

相互接続点

相互接続点

NTT東日本のGCから前位の事業者に移転先情報をリダイレクション信号で返送す
ることで前位の事業者は最適なルーティングを設定可能

GC～ICを経由して移転先事業者に接続するため、GC、GC
～IC間、ICのアクセスチャージの支払いが必要

＜一般番号ポータビリティにおける網間リダイレクション方式による見直し＞
　接続事業者からの要望への対応として、2007年2月に新方式を導入

GS GSIC

発信/
中継事業者

（料金設定事業者）

移転先事業者移転元事業者
（NTT東日本）

GCDB

以前の実現方式（転送方式） 網間リダイレクション方式による見直し

発信者 着信者

移転元番号
03-4793-1000

GS GSIC

発信/
中継事業者

（料金設定事業者）

移転先事業者移転元事業者
（NTT東日本）

GCDB

発信者 着信者

リダイレクション
信号

（移転先情報）

切り戻し切り戻し

LNP

移転先番号
06-4444-5000

LNPLNP

移転先番号
03-4444-5000

LNP

見直し

相互接続点



　年々多様化する他の電気通信事業者からの新しい要望などにお応えするため、新た
な貸出し形態の実現や手続きの迅速化などを通じて、市場拡大・サービス競争の促進
に寄与しています。

（参考）他の電気通信事業者が利用しやすい環境づくりに向けた当社
の取り組み

2001年8月
■中継ダークファイバーの設備情報に関するホームページ上での情報開示を随時実施

2001年4月
■標準的な利用手続き、利用条件を作成し、公表

2001年8月
■既設屋内配線の貸し出し（ビルなどにNTT東日本の既設屋内配線がある場合）

■中継ダークファイバーに空きが生じた場合のメール配信

■開通工事の時刻指定、廃止工事の時刻指定スキームの導入
■コネクタ清掃メニューの導入による光ファイバー接続品質の向上
■廃止工事の無派遣化による立会の解消

■新基準の運用（2008年5月～オペレーター対応、2008年10月～システム対応）

■新設工事の提供開始
　（ビジネスベース）

■光ファイバーの融着接続による回線品質の向上

■各種リソース（中継ダークファイバー･局舎スペースなど）をセットで調査し提供

■局舎スペースなどに空きが生じた場合のメール配信

※試行以降、他事業者から手続き簡素化などの本格実施の要望が無い状況

■新設屋内配線メニューの導入

2010年12月
■テープ分散収容による信頼性の向上

2010年11月
■既設屋内配線の転用スキームの導入

2010年12月
■申請手続きのWeb化

2010年4月
■個別契約における書面の廃止

2010年12月
■標準的な利用手続き、利用条件の作成・公表

2010年8月
■既設インナーパイプ無し管路へのハーフダクト方式適用拡大

■お客さまに名義人情報を最新化いただくよう注意喚起
　・請求書に当該案内を同封
　・ホームページのトップページなどに当該案内を掲載

■中継ダークファイバーに関する異経路調査の実施（同一ケーブル、管路・とう道への収容状況）

■空きがない区間における代替コンサルティング手続きの導入

2010年3月
■既設ＷＤＭメニューの提供

2006年11月
「中継ダークファイバー
に空きが無い区間で既
設WDMに空きがあれ
ば貸し出す」旨を表明

戸
建
て

集
合
住
宅
ビ
ル

事業者要望に応じ、提供条件・提供
料金などに係る協議を実施

事業者間の転用ルールについて相互転用を前提に要望事業者と協議を実施

〔電柱〕

2001年4月
■標準的な利用手続き、利用条件を作成し、公表

2005年10月
■コロケーション受付システムによる申し込み手続の簡素化

2011年12月
■装置入替手続きの簡素化

〔管路・とう道〕

〔鉄塔〕

2006年1月
■添架申請手続き簡素化
　などに関する試行実施
　・手続期間の短縮化
　（引込線工事30日→1日）
　・新たな添架ポイント
　（6.1mポイント）の開放

・NTT東日本で案を作成し、56社に照会
・全事業者様の意見を集約し、新基準を作成

2013年3月～
■エントリーメニューの導入
2013年6月
■配線ブロック情報の充実化
2014年4月
■夜間時刻指定手続開始

2016年7月
■「8収容」の原則
■光信号主端末回線の接続料の一部支払延期（～2020年）

2017年4月
■光信号分岐端末回線工事日予約可否調査手続開始

2021年7月
■特定光信号端末回線の提供開始

2018年6月～
■空き無し時の代替措置追加・空き見込予定時期に関する開示
■配分上限量の緩和

2012年1月
■局舎スペースなどの空き予定発生時のメール配信
2012年9月
■装置実装状態に応じた電気料見直し
2014年6月
■施工結果確認方法の簡素化

2020年12月～
■相互接続点の調査および設置申し込みと自前工事申し込みの同時実施開始

～2006年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2022年度2021年度2008年度2007年度

利用しやすい
環境の整備

利用しやすい
環境の整備

利用しやすい
環境の整備

メニューの
多様化

利用しやすい
環境の整備

名義人判定基
準の弾力化
名義人情報
の最新化

接続メニューの
多様化
（既設ＷＤＭ）

接続メニューの
多様化
（光屋内配線）

中
継
光
フ
ァ
イ
バ
ー

加
入
光
フ
ァ
イ
バ
ー

線
路
敷
設
基
盤

コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン

Ｄ
Ｓ
Ｌ

＜主な取り組み内容＞



（2）NTT東日本の情報公開のご案内
　相互接続に関する情報、その他の情報については、以下により公開しております。

●情報webステーション（ホームページ）
　＜URL＞https://www.ntt-east.co.jp/info-st/

●情報ステーション
　　〒163-8019　東京都新宿区西新宿3-19-2	 NTT東日本 本社ビル1F
	� 9：30〜16：30
	 （土･日･祝日･年末年始は除く）

●主な公開情報
　　・相互接続に関する情報
　　・ネットワークに関する情報
　　・経営情報
　　・広報関連情報



相互接続に対する基本的な考え方
　NTT東日本では、競争の進展が市場の活性化やサービスの多様化・高度化につながるものと

考えており、他の電気通信事業者からの不可欠設備への接続要望にあたっては、「すべての

接続要望におこたえする」ことを原則として取り組んでいます。

　また他の電気通信事業者のご利用しやすい、他の電気通信事業者から信頼されるネット

ワークの構築に積極的に取り組んでいます。

　●原則すべての接続要望におこたえします
　　○ 接続約款に規定した条件に基づき費用をお支払いいただきます

　　○ �NTT東日本が接続をお断りするのは接続約款に規定した以下の4つの場合です

　　　・NTT東日本の電気通信役務の円滑な提供に支障が生じるおそれがある場合

　　　・接続がNTT東日本の利益を不当に害するおそれがある場合

　　　・接続に関し負担が必要な金額の支払いを怠る場合または怠るおそれがある場合

　　　・接続のための設備の設置または改修が技術的にまたは経済的に著しく困難な場合

　●相互接続の条件は、公平・公正、内外無差別とし同一条件を確保します

電気通信事業者の接続の義務（事業法第32条）

第一種指定電気通信設備との接続 非指定電気
通信設備と
の接続

事業者間
協議

①接続約款の作成 ③網機能提供計画
　（事業法第36条）

②接続会計の整理・公表（事業法第33条第13項）

相互接続協定の締結（事業法第33条第9～10項）

・認可（事業法第33条第2項）
・届出（事業法第33条第7項）
・公表（事業法第33条第11項）

相互接続
協定の締結
（事業者間が
自主的に締結）

※第一種指定電気通信設備の基準（事業法第33条第1項）

＊事業法第33条第15項に基づく自主的な情報開示

※認可の基準（事業法第33条第4項）
接続に関する情報開示
（インターフェース関連）＊

相互接続のルール
　現在、相互接続は法制化された「接続ルール」に基づき、運用されています。

（参考）第一種指定電気通信設備の範囲
　NTT東日本の設置する電気通信設備の一部は、総務大臣より「他の事業者との接続

が利用者の利便の向上および電気通信の発達に欠くことのできない設備」として指定さ

れています。主な第一種指定電気通信設備の範囲は下図のようになります。［総務省告

示第243号（2001年4月6日）により規定］

＜第一種指定電気通信設備と標準的な接続箇所＞
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第一種指定電気通信設備 標準的な接続箇所
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①接続約款
  「接続の基本的ルール」に基づき作成した「接続約款」はＮＴＴ1社体制時の接続約款（1998年
3月に郵政大臣の認可）の内容を継承し、1999年7月に郵政大臣の認可を受けました。
　これにより、他の電気通信事業者との接続は、個別協議に基づく協定の締結および当該協定
の認可の手続きから、接続約款に基づく協定の締結および届出の手続きに移行し、接続の迅速
化および協定変更手続の簡略化が図られています。

＜接続約款の主な内容＞

○接続する設備の範囲
　・標準的な接続箇所　等
○相互接続点設置の手続き
○接続協定締結手続き
　・事前調査
　・接続申し込み
　・接続用ソフトウェア開発手続き
　・光回線設備との接続手続き　等
○標準的接続期間
○協定の締結・解除　等
○責務
　・守秘義務
　・保守　等
○接続形態
○重要通信の取扱方法

○接続等の一時中断、停止、中止及び廃止
○料金等
　・支払いおよび計算
　・預託金　等
○技術的条件
○損害賠償
○利用者への責任に関する事項
○相互接続点を当社の通信用建物内に設

置する場合の取扱い
　・コロケーションの手続き
○あっせんまたは仲裁による解決　等
○その他
　・料金表
　・技術的条件集

②接続会計
　接続会計は、NTT東日本の第一種指定電気通信設備の管理運営およびその接続、提供を行
う部門（第一種指定電気通信設備管理部門）と、第一種指定電気通信設備を接続料金（アクセ
スチャージ）ベースで利用してユーザーサービスを提供する部門（第一種指定電気通信設備利用
部門）とに区分してそれぞれの収支状況などを明確化するとともに、アンバンドルされた接続料の
算定に必要な基礎データを提供するため、第一種指定電気通信設備をそのまま階梯または用途
に応じて細分化した設備区分単位のコスト把握を行うこととした会計制度です。

お客さま

サービス提供 ユーザー料金

第一種指定電気通信設備管理部門
（相互接続部門、設備部門など）

当　社

第一種指定電気通信設備利用部門
（営業部門など）

接続料金 設備提供など相互接続
（設備提供など）

社内取引
（接続料金ベース）接続条件は同一

接続事業者

サービス提供 ユーザー料金

③網機能提供計画の届出・公表
●網機能提供計画の届出・公表について
　第一種指定電気通信設備の機能の変更・追加の計画については、原則「網機能提供計画」と
して総務大臣へ届け出、公表することが義務付けられています。

●接続に関する情報開示（インターフェース関連）について
　第一種指定電気通信設備との円滑な接続に必要となる詳細インターフェース条件を提供開始
のおおむね半年〜1年前に自主的に開示しています。

30日＊2

以上
40日
以上

7営業日
以上

10営業日
以上

30日
以上

10営業日以内

5営業日以内

＜網機能提供計画：第一種指定電気通信設備の機能の変更または追加の計画＞

網機能提供計画の届出および公表（インターネット）・意見受付

工事開始日（網機能開発着手）

当該計画に関する説明会

当該計画に関する説明会

計画変更届出・公表（インターネット）・
意見受付

計画変更届出・
公表（インターネット）

左記の①～③
に該当しない場合

③円滑な接続に
支障がある場合

②届け出た計画内容
を変更する場合

①意見が無い場合または
総務省が認める場合

総務大臣が通知
する日数後ろ倒し

（届出から）
200日以内

90日＊1

以上

意見受付結果の報告

意見受付結果の報告

＊1 他事業者要望で当該事業者のみ費用負担される場合は「40日」
＊2 他事業者要望で当該事業者のみ費用負担される場合は「7営業日」

40日
以上

工事開始期間を
短縮する場合の
工事開始日

7日以内

工事開始日（網機能開発着手）延期

おおむね半年～1年前

原則90日以上前

1カ月程度

網機能提供計画の届出

届出計画の公表（インターネット）

当該計画に関する説明会

開示内容

提供開始

説明会

接続に関する情報開示
（インターフェース関連）

工事開始日（網機能開発着手）

接続開始

認可・公表

接続約款認可申請

情報通信行政・
郵政行政審議会手続き

他事業者が、NTT東日本網との具
体的な相互接続に向けた準備およ
び検討になる詳細なインター
フェース

開示方法

・ホームページ掲載
・情報ステーションなどで閲覧
・他事業者向け説明会の開催



接続料金の変遷
年度 内　　　　　容

1992 ・事業部制の導入・徹底（1992.4.1）

1993
・1992年度事業部別収支算定（1993.6.30）
・長距離系NCCおよび地域系NCCとの新しい足回り料金決定（接続料金）（1993.10.22）
・エンド・エンド料金導入（1993.11.4）

1994 ・新しい足回り料金導入（接続料金）（1994.4.1～）

1995 ・足回り料金の見直し（販売関係費用を除く）（1995.4.1～）

1996

・セットアップチャージ付秒課金方式の導入（1996.4.1～）
・PHS事業者に接続料金導入（1996.4.1～）
・携帯電話事業者に接続料金導入（1996.12.1～）
・CATV電話事業者に接続料金導入（試験サービス）（1996.12.20～）

1997 ・1996年度事業部収支をもとに接続約款認可（1998.3.20）

1998 ・1997年度事業部収支をもとに接続約款変更認可（1999.1.22）

1999
・専用線エンド・エンド料金導入・コストベースの接続料金導入（1999.7.1）
・1998年度接続会計をもとに接続約款変更認可（2000.2.25）

2000

・DSL事業者に接続料金導入（2000.12.25～）
・光ファイバーの暫定接続料金導入（2000.12.26～）
・接続約款変更認可＜2000年度より適用＊1＞
    ［専用線等は1999年度接続会計ベース、公衆網は長期増分費用方式を導入］（2001.2.19）
・県内専用線の事業者向け割引料金導入（2001.3.1～）

2001
・「IP通信網サービス」接続料金導入（2001.7.13）
・光ファイバーの接続料金導入（2001.8.31）
・接続約款変更認可＜2001年度より適用＊1＞	［2000年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2002.1.31）

2002
・INSネット1500の事業者向け割引料金導入（2002.6.20～）
・接続約款変更認可＜2002年度より適用＊1＞	［2001年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2003.2.14）

2003
・接続約款変更認可＜2003年度より適用＊2＞	［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2003.4.22）
・接続約款変更認可＜2003年度より適用＊1＞	［2002年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2004.2.17）

2004

・引込線の料金体系の見直し（工事費等の設定）（2005.1.1）
・接続約款変更認可＜2005年度より適用＞	 ［トランクポート等料金］（2005.1.14）
・接続約款変更認可＜2004年度より適用＊3＞	［2003年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2005.3.1）
・接続約款変更認可＜2005年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2005.3.28）

2005
・接続約款変更認可＜2005年度より適用＊1＞	［2004年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2006.3.3）
・接続約款変更認可＜2006年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2006.3.31）

2006
・接続約款変更認可＜2006年度より適用＊1＞	［2005年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2007.2.26）
・接続約款変更認可＜2007年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2007.3.30）

2007
・接続約款変更認可＜2007年度より適用＊1＞	［2006年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2008.3.27）
・接続約款変更認可＜2008年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2008.3.27）

2008

・接続約款変更認可＜2008年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金］（2008.6.24）
・接続約款変更認可＜2009年度より適用＞	 ［2007年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2009.2.24）
・接続約款変更認可＜2009年度より適用＞	 ［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2009.3.31）
・接続約款変更認可＜2009年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2009.3.31）

2009

・接続約款変更認可＜2010年度より適用＞	 ［2008年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2010.3.1）
・接続約款変更認可＜2010年度より適用＞	 ［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2010.3.29）
・接続約款変更認可＜2010年度より適用＞	 ［光屋内配線使用料等料金］（2010.3.29）
・接続約款変更認可＜2010年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2010.3.29）

2010
・接続約款変更認可＜2011年度より適用＞	 ［2009年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2011.3.29）
・接続約款変更認可＜2011年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2011.3.29）

接続料金

年度 内　　　　　容

2011

・接続約款変更認可＜2011年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金］（2011.4.4）
・接続約款変更認可＜2011年度より適用＊1＞	［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2011.4.4）
・接続約款変更認可＜2012年度より適用＞	 ［2010年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2012.3.29）
・接続約款変更認可＜2012年度より適用＞	 ［加入光ファイバの接続料金（補正）］（2012.3.29）
・接続約款変更認可＜2012年度より適用＞	 ［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2012.3.29）
・接続約款変更認可＜2012年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2012.3.29）

2012
・接続約款変更認可＜2013年度より適用＞	 ［加入光ファイバの接続料金（補正）］（2013.3.29）
・接続約款変更認可＜2013年度より適用＞	 ［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2013.3.29）
・接続約款変更認可＜2013年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2013.3.29）

2013 ・接続約款変更認可＜2013年度より適用＊1＞	［2011年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2013.4.5）

2014

・接続約款変更認可＜2014年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金（補正）］（2014.4.9）
・接続約款変更認可＜2014年度より適用＊1＞	［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2014.4.9）
・接続約款変更認可＜2014年度より適用＊1＞	［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2014.4.9）
・接続約款変更認可＜2014年度より適用＊1＞	［2012年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2014.4.9）

2015

・接続約款変更認可＜2015年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金（補正）］（2015.4.10）
・接続約款変更認可＜2015年度より適用＊1＞	［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2015.4.10）
・接続約款変更認可＜2015年度より適用＊1＞	［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2015.4.10）
・接続約款変更認可＜2015年度より適用＊1＞	［2013年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2015.4.10）

2016

・接続約款変更認可＜2016年度より適用＊1＞	［長期増分費用方式による公衆網接続料金（補正）］（2016.4.11）
・接続約款変更認可＜2016年度より適用＊1＞	［2014年度接続会計に基づく専用線等の接続料金（補正）］（2016.4.11）
・接続約款変更認可＜2016年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金］（2016.7.27）
・接続約款変更認可＜2016年度より適用＊1＞	［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2016.7.27）

2017

・接続約款変更認可＜2017年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金（補正）］（2017.4.14）
・接続約款変更認可＜2017年度より適用＊1＞	［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2017.4.14）
・接続約款変更認可＜2017年度より適用＊1＞	［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2017.4.14）
・接続約款変更認可＜2017年度より適用＊1＞	［2015年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2017.4.14）

2018

・接続約款変更認可＜2018年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2018.3.23）
・接続約款変更認可＜2018年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金（補正）］（2018.6.15）
・接続約款変更認可＜2018年度より適用＊1＞	［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2018.6.15）
・接続約款変更認可＜2018年度より適用＊1＞	［2016年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2018.6.15）

2019

・接続約款変更認可＜2019年度より適用＊1＞	［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2019.6.25）
・接続約款変更認可＜2019年度より適用＊1＞	［2017年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2019.6.25）
・接続約款変更認可＜2019年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金（再申請）］（2019.8.26）
・接続約款変更認可＜2019年度より適用＊1＞	［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金（再申請）］（2019.8.26）

2020

・接続約款変更認可＜2020年度より適用＞	 ［2018年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2020.3.26）
・接続約款変更認可＜2020年度より適用＞	 ［加入光ファイバの接続料金］（2020.3.26）
・接続約款変更認可＜2020年度より適用＞	 ［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2020.3.26）
・接続約款変更認可＜2020年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2020.3.26）

2021

・接続約款変更認可＜2021年度より適用＞	 ［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2021.3.26）
・接続約款変更認可＜2021年度より適用＊1＞	［2019年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2021.6.2）
・接続約款変更認可＜2021年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金（補正）］（2021.6.2）
・接続約款変更認可＜2021年度より適用＊1＞	［次世代ネットワーク（NGN）の接続料金］（2021.6.2）

2022
・接続約款変更認可＜2022年度より適用＞	 ［2020年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2022.3.28）
・接続約款変更認可＜2022年度より適用＞	 ［加入光ファイバの接続料金］（2022.3.28）
・接続約款変更認可＜2022年度より適用＊1＞	［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2022.5.27）

2023
・接続約款変更認可＜2023年度より適用＞	 ［2021年度接続会計に基づく専用線等の接続料金］（2023.3.24）
・接続約款変更認可＜2023年度より適用＊1＞	［長期増分費用方式による公衆網接続料金］（2023.5.26）
・接続約款変更認可＜2023年度より適用＊1＞	［加入光ファイバの接続料金］（2023.7.31）

＊1 当該年度の4月1日に遡って適用　　＊2 当該年度の4月11日に遡って適用　　＊3 当該年度の3月1日に遡って適用



接続料金

＜2021年度接続会計結果に基づく算定（2023年4月1日から適用の料金）＞� （税抜）

区　　　分 料　　　金

番号案内サービス接続機能（中継交換機等接続） 1案内ごとに	 360円

番号案内サービス接続機能（一般中継局ルーター接続） 1案内ごとに	 356円

公衆電話発信機能＊ 1秒ごとに	 3.0723円

＊別途、ユニバーサルサービス制度に係る加算料が必要となります。
※�接続会計結果に基づく料金については、実績費用と実績接続料収入の差額を次々年度以降の接続料原価に加えて調整す

ることとしております。

（1）電話およびISDNの接続料金
①接続料金の概要

GC
（加入者交換機）

PSTNの
IP網への移行＊1

固定電話
（加入電話・INSネット）

携帯電話

接
続
料
金
＊
2

接
続
事
業
者
の
ユ
ー
ザ
ー
料
金
＊
2

GC接続 IC接続 IP接続＊1

IP網PSTN

接続事業者（携帯電話、直収電話、中継電話 など）

直収電話

公衆電話
IP網への移行後の
固定電話 公衆電話

IC
（中継交換機）

ゲートウェイルーター
（光IP電話接続）

メタル収容装置

メディアゲートウェイ

中継局ルーター

県間伝送路

＜長期増分費用方式による算定＊1（2023年4月1日から適用の料金）＞� （税抜）

区　　　分 料　　　金

加入電話・メタルIP電話接続機能 1通信ごとに
1秒ごとに

0.45830円
0.043735円

＊1 PSTNのIP網への移行に伴う経過措置について
現在、NTT東日本では、固定電話のコアネットワークについて、PSTNのIP網への移行（PSTNマイグレーション）
を進めています。
PSTNのIP網への移行により、加入者交換機（GC）もしくは中継交換機（IC）に設定した相互接続点で実施している、
加入電話などの電話サービスの接続事業者との相互接続について、IP網のゲートウェイルーターに設定した相互接続
点での接続に移行します。
接続料の設定方法については、円滑な移行を図る観点から、接続形態（GC接続・IC接続・IP接続）にかかわらず、
単一の接続料を設定するよう省令に定められており、それに基づいて単一の接続料を設定しています。

＊2 接続事業者の料金設定呼の場合



　②�毎年、適用年度の前年度下期および当年度上期の予測通信量等を用いて接続料金を算

定（精算制度は廃止）

（第4次モデル：2008〜2010年度適用）
　固定電話網への投資抑制やIP化の進展等の環境変化を踏まえ、再度モデルの見直し（4

次モデル）が行われました。さらに2007年9月の情報通信審議会における2008年度以降の接

続料の在り方に関する答申等により、ユニバーサルサービス基金制度の支援額の算定方法の

見直しにあわせて、基本料で負担することとされたNTSコストの一部を2008年度からは接続料と

して接続事業者が負担する制度変更が行われました。

（第5次モデル：2011〜2012年度適用）
　税制改正等の最新の実態への対応やモデルの精緻化を踏まえ、再度モデルの見直し（5次

モデル）が行われ、2010年9月の情報通信審議会における2011年度以降の接続料の在り方

に関する答申等により、電気通信分野を取り巻く環境変化等に適切に対応した算定方式とする

ため、5次モデルを用いた算定方式の適用期間は2年間とされました。

（第6次モデル：2013〜2015年度適用）
　回線数の減少に対応したネットワーク構成の見直しや、東日本大震災を踏まえたネットワークの

信頼性確保の観点から、再度モデルの見直し（6次モデル）が行われました。加えて、2012

年9月の情報通信審議会における2013年度以降の算定の在り方に関する答申等により、

PSTNからIP網への移行の進展を考慮し、IP網への移行を見据えた償却済み比率の上昇を

反映するための補正措置が導入されました。なお、6次モデルを用いた算定方式の適用期間は、

3年間とされました。

（第7次モデル：2016〜2018年度適用）
　継続的な回線数の減少やIP網への移行を踏まえ、算定対象とするサービスの見直し（ICトラ

ンジット呼の追加）および災害対策コストの追加等、再度モデルの見直し（7次モデル）が行わ

れました。また、2016年度以降の算定の在り方に関する答申等により、7次モデルを用いた算

定方式の適用期間は、3年間とされました。なお、PSTNからIP網への移行の進展を踏まえ、

IPモデルの検討が行われましたが、音声品質を確保するための具体的な方式やコストが整理さ

れていないこと等の大きな課題があることから適用が見送られました。

②長期増分費用方式

●長期増分費用方式について
　接続に要するネットワーク設備の接続料について、実際にかかった費用をもとに料金算定する

のではなく、現在と同じ加入数規模とトラヒックに対する処理能力を備えたネットワークを現時点で

利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と技術で新たに構築した場合の費用をもとに料金算定

する方式です。

●長期増分費用方式導入の経緯
　1997年からの日米規制緩和協議の中で、接続料金に関わる問題が取り上げられ、1998年5

月のバーミンガムサミットにおいて、接続料金の低廉化に向けて長期増分費用方式を導入すること

で合意されました。

　その合意に基づいて、2000年5月に長期増分費用方式での接続料算定に関する電気通信

事業法の一部改正が行われました。

　具体的料金水準については、同年7月の日米規制緩和協議における日米合意を受けて、以

後3年間（2000〜2002年度）で1998年度の接続料金に対してGC接続で22.5％、IC接続で

60.1％の引き下げ（その8〜9割を2年で実施）を行うことが決定されました。

●長期増分費用モデルの見直し
（改定モデル：2003、 2004年度適用）
　その後、日米合意を受けて、長期増分費用モデルの見直し（改定モデル）が行われ、2002

年9月の情報通信審議会における改定モデルを踏まえた接続料算定の在り方に関する答申およ

びその答申を受けた接続料規則の改正により、次の項目などが決定されました。

　①�2002年度の接続料金に対して、GC接続で3.1％の引き下げ、IC接続で11.9％の引き上げ

　②�加入者交換機能については、2003年度または2004年度の通信量が2001年度下期および

2002年度上期の通信量の合計と比較して15％を超えて変動した場合、NTT東日本・NTT

西日本と接続事業者の通信量の減少割合に応じて、精算を実施

　③�中継伝送専用機能の接続料についても長期増分費用方式で算定

（第3次モデル：2005〜2007年度適用）
　トラヒックの減少および新規投資の抑制などの環境変化を踏まえ、再度モデルの見直し（3次

モデル）が行われ、2004年10月の情報通信審議会における2005年度以降の接続料の在り方

に関する答申等により、

　①NTSコストを5年間かけて段階的に接続料から基本料に付け替える



（第8次モデル：2019〜2021年度適用）
　引き続き非効率性の排除等の観点を踏まえ、電力設備等の耐用年数の見直しやRT局の蓄

電池保持時間の長延化等、再度モデルの見直し（8次モデル）が行われました。また、2019

年度以降の算定の在り方に関する報告書より、8次モデルを用いた算定方式の適用期間は3年

間とされました。なお、ネットワークのIP化を踏まえ、IPモデルに関してもモデルの見直しが行われ

ましたが、適用期間におけるネットワークはPSTNであり、現時点において、IP網を前提にした算

定への移行を終了する時期を特定するのは時期尚早とされ、まずはPSTNモデルにより接続料

算定が行われることとなりました。

（第9次モデル：2022年4月〜2024年12月適用）
　IP網への接続ルートの切替などの環境変化を踏まえ、IPモデルの見直し（9次モデル）が行

われました。

　なお、IP網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方に関する最終答申より、接続ルート

の切替が完了する2024年12月までの移行期間において、接続ルート切替前後で、加入電話の

発着信に係る接続料などの負担を単一とすることが適当とされ、当該期間中の接続料などの算

定では、接続ルート切替前の網に対応した8次PSTNモデルの算定値と接続ルート切替後の網

に対応した9次IPモデルの算定値の加重平均値を適用することとなりました。

長期増分費用方式

第1次
モデル

第3次
モデル

第4次
モデル

第5次
モデル

第6次
モデル

第7次
モデル

第2次
モデル
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20
（円/3分）

4.78 円
IC

4.50 円

GC

2002

5.88 円
IC

4.60 円

GC

2001 2005

7.09 円
IC

5.32 円

GC

2006

6.84 円
IC

5.05 円

GC GC

2007

6.55円
IC

4.69 円

GC

2008

6.41円
IC

4.53 円

GC

2009 2010

6.38円
IC

4.52 円

GC

6.96円
IC

5.21 円

2011

GC

6.57円
IC

5.08 円

2012

GC

6.79円
IC

5.26 円

2013

GC

6.81円
IC

5.29 円

2014

GC

6.84円
IC

7.22円
IC

5.39 円

2015

7.65 円
IC

4.95 円

GC

2000

10.64 円

ZC

5.57 円

GC

1999

12.93 円

ZC

6.19 円

GC

1997

14.48 円

ZC

6.31 円

GC

1996

16.45 円

ZC

1995

19.78 円

ZC

1994

11.98 円

ZC

5.81 円

GC

1998

5.79 円
IC

4.80 円

GC

2003

精
算
料
金

2004

6.12 円
IC

5.13 円

GC

精
算
料
金

※3分間通話した場合の料金。なお、3分制方式の1994、1995年度の料金は、現在の秒課金方式（X円／呼＋Y円／秒）ベースに補正。

GC
5.78 円

7.33円
IC

2016

GC
6.05 円

7.68円
IC

2017

GC
6.38 円

8.09円
IC

2018

GC
6.81円

8.06円
IC

2019

GC
6.87円

8.71円
IC

2020

GC
7.47円

8.91円
IC

2021

8.49円 8.33円

2022
（年度）
2023

GC
7.59円

第8次
モデル

第9次
モデル

実績原価方式
（ヒストリカルコスト）

第8次PSTNモデルと
第9次IPモデルを
加重平均した単金

＜事業者間接続料金の推移＞ （税抜）



（2）専用線の接続料金　

①接続料金の概要（2023年4月1日から適用の料金）	 （月額・税抜）

②料金適用例（同一MA内の場合）（税抜）

（3）DSL（MDF接続）事業者の接続料金

専用線ノード装置
（CNE）

専用加入者線装置
モジュール（SLM）

POI（相互接続点）

高速ディジタル
伝送

サービス別、品目（速度）別

・90,721円／回線・月［高速ディジタル伝送　64kbps（通常クラス）］

・502,062円／回線・月［高速ディジタル伝送　1.5Mbps（通常クラス）］

・1,527円／回線・月［高速ディジタル伝送　64kbps（通常クラス）］（メタル回線）

・4,139円／回線・月［高速ディジタル伝送　1.5Mbps（通常クラス）］（光回線）

通
信
路
設
定

伝
送
機
能

端
末
回
線

伝
送
機
能

【料金】＝①＋②

①

②

ADSLモデム・局内装置：ADSL技術を利用した通信を行う装置
スプリッター：電話（低周波）とデータ（高周波）を多重・分離する装置

（お客さま宅） （NTTビル）

ADSL
モデム

  ADSL
局内装置

スプリッター スプリッター

MDF

加入者交換機 電話網

ISP網

利用回線型（DSL事業者がスプリッター設置）

契約者回線型

区　　　　　分 料　金

一般専用 3.4kHz 11,555円

ディジタルアクセス
  64kbps（タイプ1-1） 10,975円
1.5Mbps（タイプ1-1） 127,047円

高速ディジタル伝送
  64kbps（通常クラス） 92,248円
1.5Mbps（通常クラス） 506,201円

※同一MA内の場合の料金　※タイプ1-1：平日昼間帯保守メニュー

＜接続料金の概要（2023年4月1日から適用の料金）＞� （1回線あたり月額・税抜）

※タイプ1-1：平日昼間帯保守メニュー
※タイプ1-2：全日昼間帯保守メニュー
※タイプ2　：全日24時間保守メニュー

（参考）

＜線路情報開示システムの手続費（2023年4月1日から適用の料金）＞� （月額・税抜）

※上記の手続費を、月間の事業者別新規契約者数比率で按分し請求します。

（4）光ファイバーのアンバンドル料金

＜接続料金の概要（2023年4月1日から適用の料金）＞

＊1 上記のほかに回線管理運営費（1回線ごとに月額37円）が必要となります。
＊2 �2023〜2025年度の各年度における実績収入と実績原価の差額をその年度の翌々年度以降の接

続料の原価に加減して補正することとしております。

FTM（Fiber Termination Module）：加入光ファイバー回線を収容する配線装置
CTF（Cable Termination Frame）：中継光ファイバー回線を収容する配線装置

（NTTビル） （中継ビル）

他
事
業
者
装
置

（
ル
ー
タ
ー
な
ど
）

FTM CTF　

加入者光ファイバー

（お客さま）

中継光ファイバー 他
事
業
者
装
置

（
ル
ー
タ
ー
な
ど
）

CTF　

	 線路情報開示システム	 1,301,000円

（月額・税抜）

区　　分 料　金

利用回線型
（加入電話と共用する場合） DSL事業者がスプリッター設置（タイプ1-2） 145円

契約者回線型
（加入電話と共用しない場合）

タイプ1-1 1,557円

タイプ2 1,603円

区　　　　　分 料　金

加入光ファイバー＊1＊2

タイプ1-1 2,009円/芯  　
タイプ1-2 2,009円/芯  　
タイプ2 2,069円/芯  　

中継光ファイバー＊1 0.956円/芯・m
局内光ファイバー＊1 同一ビルの場合    330円/芯  　



＜接続料金の概要（2021年4月1日から適用の料金）＞� （月額・税抜）

（NTTビル） （中継ビル）

中継局
ルーター

光IP電話
接続事業者

ゲートウェイルーター
（中継局接続）

優先転送
接続事業者

ゲートウェイルーター
（IPoE接続）

ISP網網終端装置
（ISP接続）

光IP電話
接続事業者

メディア
ゲートウェイ IGS

収容局
接続事業者

収容局
ルーター 中継網

光IP電話
接続事業者

ゲートウェイルーター
（光IP電話接続）

県間
伝送路

（5）次世代ネットワーク（NGN）の接続料金

区　　分 料金
光IP電話接続機能

（ひかり電話）＊1＊2＊3

1通信ごとに 0.83421円
1秒ごとに 0.0019864円

一般収容局ルーター接続ルーティング伝送機能
【収容局接続機能】＊1＊2＊4

1収容ルーター
装置ごとに 954,296円

一般収容局ルーター優先パケット識別機能
（優先クラスを識別するもの）＊2 1契約ごとに 2.43円

一般中継系ルーター交換伝送機能
（優先クラス）＊2 1Mbitまでごとに 0.000058437円

端末系ルーター交換機能（10Gbpsタイプ）＊5＊6 1装置ごとに 705,208円
＊1 �省令改正に伴い、端末系ルーター交換機能、関門系ルーター交換機能、一般中継系ルーター交

換伝送機能などの接続料金を設定しております。当該料金を組み合わせて、上記の適用接続料
金を設定しております。

＊2 �2021年度〜2024年12月の間における実績収入と実績原価との差額（調整額）については、算定
期間終了後、実績費用に加減します。

＊3 �光IP電話接続機能の3分あたり料金：1.37円（県間伝送機能3分あたり0.005円、中継交換機能3
分あたり0.17円を含む場合）

＊4 �収容局接続機能については、上記のほかに回線管理運営費（1回線あたり月額37円）が必要とな
ります。

＊5 �2020年度〜2024年度における実績収入と実績原価との差額（調整額）については、算定期間終
了後、実績費用に加減します。

＊6 �サービス提供エリアの最新情報につきましては、以下のURLをご参照ください。
　　＜https://www.ntt-east.co.jp/＞

B県

ISP事業者

：POI（相互接続点）

NTT東日本IP網

料金区分の適用箇所

（「フレッツ光」、「フレッツ・ADSL」、「フレッツ・ISDN」などをご利用のお客さま）

県間 県間

A県

NTT東日本IP網

C県

NTT東日本IP網

＜接続料金の概要＞� （月額・税抜）

（6）NGN・地域IP網の広域化（県間接続）における接続料金

区分 料金

IP通信網県間
区間伝送機能

（PPPoE県間接
続に係るもの）
＊1

GbE：1Gbpsごと 1ポートごとに 1,090,000円
10GbE：10Gbpsごと 1ポートごとに 2,830,000円
FE：100Mbpsごと

1ポートごとに 420,000円ATM：135Mbpsまでごと
DA／HSD：1.5Mbps、6Mbpsごと

一般IP通信網
県間中継系
ルーター
交換伝送機能
＊2

IPoE県間
接続に係
るもの＊3

100GbE：
100Gbps
ごと

東京都内の設置
場所において接
続する場合（接
続対象が東日本
全域）

1ポートごとに 7,016,667円

100GbE：
100Gbps
ごと

上記以外の場合
（接続対象が特
定地域）

1ポートごとに 3,840,909円

優先パケット県間接続に係るもの＊4 1Mbitまで
ごとに 0.00014152円

IP音声県間接続に係るもの＊4 1秒あたり 0.000026494円
＊1 �上記のほかに回線管理運営費（1回線ごとに月額139円、1請求ごとに月額125円）が必要となり

ます。
＊2 �料金算定期間における実績収入と実績原価との差額（調整額）については、算定期間終了後、

実績費用に加減します。
　　�（料金算定期間：IPoE県間接続に係るものは、2023年6月～2024年12月、左記以外は2021年4

月～2024年12月）
＊3 �2023年6月16日から適用の料金
＊4 �2021年4月1日から適用の料金

　※�ゲートウェイルーター（光IP電話接続）を疎通する光IP電話の接続ルートへの切替は、2021年
度からNTT東日本と西日本を含むそのほかの接続事業者において順次開始され、2024年12月ま
でに完了する予定です。



（8）光アクセスラインに使用するメディアコンバータの接続料金

区　分

1Gbpsタイプ
100Mbpsタイプ 579円/回線

1,561円/回線

料　金
＜接続料金の概要（2023年4月1日から適用の料金）（タイプ1-2の場合）＞（月額・税抜）

＜設備構成イメージ＞

   ：POI（相互接続点）
MC(Media Converter)：光信号と電気信号を変換する装置
FTM(Fiber Termination Module)：光ファイバー回線を収容する配線装置

（NTTビル）
最大100Mbps
または
最大1Gbps

FTM

加
入
光
フ
ァ
イ
バ
ー

（お客さま宅）

他事業者
網

他事業者設備

MC

宅内
装置

（お客さま端末）

＜料金適用例＞

接続料金：専用サービス契約約款の料金額×（1－
端末間伝送等機能割引率）

（上記で算出した料金額に対し、長期継続利用減額
および高額利用割引について専用サービス契約約款
の条件により適用）

（参考）専用サービス契約約款の割引率条件

高額利用
割引

長期継続
利用減額

7％（3年契約）
11％（6年契約）

一般専用 高速ディジタル伝送

3％～7％（利用額に応じて適用）

（なし）

中継ビル

NTTビル NTTビル
お客さま向け
回線と同様の
形態

端
末
間
伝
送
等
機
能端

末
回
線｝

パケット
交換機など
他事業者網

県内

POI

（9）県内専用線の事業者向け割引料金

◎：POI（相互接続点）

＜接続料金の概要（2002年8月2日から適用の料金）＞
区　　　　　　分 一般専用 高速ディジタル伝送

端末間伝送等機能（専用
サービス契約約款の料金額
に乗じる割引率）

接続の申し込みなどの際
に NTT 東日本の営業担
当者を経由する場合

3.5% 8.6%

上記以外の場合 9.5% 21.6%

区　　分 光屋内
配線＊2＊3

光信号分岐端末
（引込線）＊3＊4

光信号主端末回線
（光局外スプリッターを含む） 局内光スプリッター 光信号伝送装置（OLT）

189円
／1回線

328円
／1光信号
分岐端末回線

1,779円
／1光信号
主端末回線

144円
／1光局内スプリッター

423円
／1光局内スプリッター＊5

1,341円／1OSU

72,025円
／1光信号伝送装置（OLT）＊5＊6
15,189円／1OSU＊5＊6

12,491円
／1保守用OSU＊5＊6

光信号伝送装置により、
最大1Gbpsまでの伝送
が可能なもの＊1

光信号伝送装置により、
最大10Gbpsまでの伝送
が可能なもの＊1

＜接続料金の概要（2023年4月1日から適用の料金）（タイプ1-2の場合）＞ （月額・税抜）

（NTTビル）

FTM
局外光スプリッター

８
分
岐光

信
号
分
岐
端
末
回
線

光
信
号
主
端
末
回
線

４
分
岐
・・・・

（お客さま宅）

＜設備構成イメージ＞

宅内
装置

他事業者設備

局
内
光

ス
プ
リ
ッ
タ
ー

光
信
号
伝
送
装
置（
Ｏ
Ｌ
Ｔ
）

・・・・

Ｏ
Ｓ
Ｕ

他事業者網

光コンセント

（7）シェアドアクセス方式を利用した加入光ファイバー料金

◎：POI（相互接続点）
FTM（Fiber Terminal Module）：光ファイバー回線を収容する配線装置
OSU（Optical Subscriber Unit）：回線終端装置と対向して光信号を伝送する装置（パッケージ）

＊1 上記のほかに回線管理運営費（1光信号分岐端末回線あたり月額37円）が必要となります。
＊2 �光屋内配線の設置時には、設置工事費（平日昼間の場合、1工事ごとに14,556円）が必要となります。
＊3 光屋内配線の接続料金はNTT東日本の引込線と一体として設置される場合に適用されます。
＊4 �引込線の設置時には、設置工事費（平日昼間の場合 1工事ごとに5,988円）が必要となります。
 　�また、撤去時には、撤去工事費（1工事ごとに8,909円）および単芯ケーブルにかかる未償却残高が必要となりま

す（上記工事費は、光信号分岐端末回線収容キャビネットを設置および撤去する場合の工事費を含みます）。
＊5 �2020年度〜2024年度における実績収入と実績原価との差額（調整額）については、算定期間終了後、実績

費用に加減します。
＊6 �光信号伝送装置に加え、OSUおよび保守用OSUが必要となります。
※�引込線と光信号主端末回線を組み合わせて提供する形態、引込線から光信号伝送装置までを組み合わせて

提供する形態、光屋内配線から光信号主端末回線までを組み合わせて提供する形態、光屋内配線から光信
号伝送装置までを組み合わせて提供する形態があります。

（10）INSネット1500回線の事業者向け割引料金
＜料金適用例＞

＜接続料金の概要（2002年6月20日から適用の料金）＞　　　　　　　　　　 （税抜）

区　分

（参考）INSネット1500ユーザー料金　31,000円（税抜）

上記以外の場合

23,312円
（24.8%）

19,964円
（35.6%）

料　金
（割引率）

INSネット1500回線
（総合ディジタル通信端末回線伝送機能）

接続の申し込みなどの際にNTT東
日本の営業担当者を経由する場合

基本料・通話料

ユーザー料金 31,000円（税抜）

接続料金 23,312円  または  19,964円

加入電話・ISDN INSネット1500
（着信用）

お客さま
ISPなどNTT東日本



（11）イーサネットフレーム伝送機能のPVC回線の接続料金

＜接続料金の概要（NTT東日本の準備＊1が整い次第、適用の料金）＞� （月額・税抜）
区　　分 料　　金

イーサネット
フレーム
伝送機能

相互接続用設備＊2    209,877円/1装置ごと

県内中継設備＊2＊3

10Mbps      61,433円/事業者ごと県ごと
100Mbps    156,711円/事業者ごと県ごと
1Gbps    400,860円/事業者ごと県ごと
10Gbps 1,025,532円/事業者ごと県ごと
100Gbps 2,629,313円/事業者ごと県ごと

MA内設備＊2＊3

10Mbps    133,288円/事業者ごとMAごと
100Mbps    340,034円/事業者ごとMAごと
1Gbps    870,078円/事業者ごとMAごと
10Gbps 2,228,829円/事業者ごとMAごと
100Gbps 5,743,194円/事業者ごとMAごと

端末回線伝送機能＊2

100Mbps以下        3,868円/1回線ごと
1Gbps以下        9,404円/1回線ごと
2Gbps以上        2,470円/1回線ごと

＊1 ‌�接続事業者から要望があった時点で、当該事業者と開発契約を締結し、NTT東日本において所
要のシステム改修を行いますが、そのシステム改修の完了および当該システム改修費に係る接
続約款変更が必要になります。

＊2 ‌�料金算定期間における実績収入と実績原価との差額（調整額）については、算定期間終了後、
実績費用に加減します（料金算定期間：2021年度～ 2025年度）。

＊3 主な品目を記載しております。

中継イーサ
スイッチ・ルーター

②県内中継設備

①相互接続用設備

③MA内設備

④端末回線伝送機能
【料金】
県で接続する場合 ：①＋②＋③＋④
MAで接続する場合：①＋③＋④

イーサネット
フレーム
伝送機能

収容イーサ
スイッチ・ルーター
（MA代表）

収容イーサ
スイッチ・ルーター

局内メディア
コンバーター

ゲートウェイ
スイッチ・ルーター

ゲートウェイ
スイッチ・ルーター

（お客さま端末）

POI

POI

接続事業者

接続事業者



OLT（Optical Line Terminal）・OSU（Optical Subscriber Unit）：�光信号を終端して電気信号に変換する装置・パッケージ
光配線盤：局内装置とつながる光ファイバーを収容する配線盤
局内SP（スプリッター）：分岐装置（4分岐）
局外SP（スプリッター）：分岐装置（8分岐）
ONU（Optical Network Unit）：光信号／電気信号の変換をする装置

光サービスのアクセス区間の提供方法（分岐方式の場合）
光サービス（「フレッツ 光ネクスト」および「フレッツ 光ライト」など）のアクセス区間は、加入光ファイバー、局外スプリッター（局外
SP）、局内スプリッター（局内SP）、局内光ファイバー、OLT・OSUなどを用いて提供しています。
・OLT・OSUと局内SPの間は、1芯の局内光ファイバーで最大32加入を収容。
・�局内SPは最大4分岐、局外SPは最大8分岐し、局外SPと局内SPの間は、1芯の光ファイバーで最大8加入を収容。 

また、他事業者は、NTT東日本の局舎内にOLT・OSU装置を設置し、サービスを提供することが可能で、現にサービス提
供をしています。

NTT IP網

（NTTビル）

（お客さま宅）

ONU

OSU
OLT

4分岐
８
分
岐

（1）

（2） （3）

光ファイバー1芯に
1加入
収容

光ファイバー1芯に
最大8加入分
収容

光ファイバー1芯に
最大32加入分

収容

他事業者 IP網OSU

局外SP
（分岐装置）

局内SP
（分岐装置） 局内光ファイバー 他事業者装置

（1） （2） （3）

＜局外SP＞ ＜局内SP＞ ＜OLT・OSU＞

接続事業者が主張している加入光ファイバー接続料の算定方法見直しなどについて
●�これまで接続事業者は、加入光ファイバーに係る接続方式について、主にOSU共用方式の実現を要望してきたところで

すが、直近では、現行の接続方式を維持したまま、接続料原価を精査し、原価を構成する個別費用の負担のあり方につ
いて、現行の芯線単位から契約者単位に見直すことを要望しています。

（参考）

加入光ファイバー接続料の算定方法見直しなどについてのNTT東日本の考え方
●�NTT東日本は、従前のOSU共用方式はもとより、以下のような視点から、加入光ファイバー接続料の算定方法見直しに

ついては、実施すべきでないと主張しています。
　＜OSU共用方式について＞
　　○�OSUを事業者間で共用する場合、サービスを提供する事業者に均一のサービスの提供を義務付けることになり、

サービスの進化、発展を妨げ、サービス競争を阻害すること。
　　○�NTT東日本の帯域制御サーバーでは、他社サービスをご利用中のお客さまの帯域を管理できないことから、当該

サーバーで認識している空き帯域と実際の空き帯域に差異が生じ、その結果、その芯線をご利用中のお客さま全員
の帯域が確保できなくなること。

　　○�仮に、帯域確保サービスを提供する場合、優先制御を優先する振り分け装置を新たに開発・導入したうえで、各社
のIPネットワークのパケットを一元的にコントロールする仕組みを構築する必要があり、膨大な費用がかかること。

　　○�分岐方式は、提供開始後22年間で、速度アップや新サービスの提供にあたり、都合4回（計5種類）にもおよぶOSU
装置などの変更を行っており、現時点におけるOSU装置や分岐数を固定的に捉えOSUなどを共用することは、速
度アップや新サービスの提供が困難となり、お客さま利便の向上に支障が生じること。

　　○�新サービスの提供に必要なOSUの変更などについて、関係事業者間の調整が必要となり、お客さまへのタイムリー
な新サービスの提供に支障が生じること。

　　○�故障対応などの実施にあたって、関係事業者間の調整が必要となり、回復までに時間を要し、特に、障害時に早急
な回復が必要なひかり電話などについては、致命的なお客さまサービスレベルの低下となり、お客さまへの「安心・安
全・信頼性の高いサービス」の提供に支障が生じること。

　　○�品質確保に向けた運用方法、新サービス提供時の設備更改・変更に係る事業者間の取り決めなどについては、
サービス提供の根幹であり、会社の事業計画の自由度を狭めるものであることから、異なるサービスポリシーを持つ事
業者間で共通の運用ルールを定めることは非常に困難であること（現に、事業者間調整が容易であると考えられて
いたADSLの回線名義人に関する確認ルールについてさえ、その調整に約1年にもおよぶ長期の期間を要した）。

　　○�NTT東日本の分岐方式は、現にダークファイバー1芯線単位、OSUは1パッケージ（OSU）単位といった設備の最小
単位で貸し出し実施していること、またOSUなどを他事業者自ら設置することも可能であり、現に他事業者は数百も
のビルにOSUなどを自前で設置していること（事業者振り分けスイッチを他事業者自ら設置するだけで共用可能）か
ら、他事業者はNTT東日本と同様なアクセスサービスの提供が十分可能であること。

　　○�共用を要望されている他事業者は、800万（2023年3月31日時点）以上のブロードバンドユーザーを有しており、当該
事業者同士でOSUを共用することによって、効率的なサービス提供が十分可能であること。

　　○�自前で光ファイバーを敷設している電力系事業者やCATV事業者なども、分岐端末回線単位での接続料の設定
については、設備競争の否定につながることなどから反対していること。

　＜個別費用の負担の在り方の見直しについて＞
　　○�接続料の算定にあたり、本来主端末回線に帰属すべきコストの一部を契約者単位で負担するといった見直しは、

光のトータルコストを削減する効果はないばかりか、モラルハザード的な利用を誘発することで非効率な設備構築を
助長し、光のトータルコストが上昇する弊害が生じる。

　　○�また、こうした見直しは、接続料負担に係る公平性が確保されず、既存事業者に新規事業者のコストを負担させるこ
とで新規事業者を優遇することとなり、接続事業者間のみならず設備構築事業者との間の公正な競争を歪め、結
果として既存事業者との間のスイッチング競争を助長することとなり、光の新規需要拡大や利活用の促進には寄与
しないことから、このような接続料体系の見直しは行うべきではない。

＜接続事業者要望のイメージ＞
算定方法見直し案
＜現行＞

原価

芯線数

＜見直し案＞

１ユーザーあたりコスト
＜現行＞ ＜見直し案＞

＋
原価

芯線数

個別費用

契約者数

接続事業者提案の個別費用
　①未利用芯線に係る費用
　②電柱・土木設備の施設保全費など
　③共通費、管理費、試験研究費などの共通経費

（円）

（収容数）1 2 3 4

（円）

（収容数）
～ ～

1 2 3 4

収容効率が低い場合の１ユーザーあたりコストを低
廉化させ、光配線区画内の獲得利用者数の多寡
に依存しにくい接続料体系とする



光配線区画

光配線ブロック光配線ブロック

光配線ブロック

NTTビル

光固定配線区画

光固定配線区画光固定配線区画

光配線ブロック

光固定配線区画

き線点

配線点

＜光固定配線区画＞
アクセス系光設備の基本的な管理単位で、1つのき線点でカバーする光ケーブル配線区
域のこと

＜光配線ブロック＞
シェアドアクセス方式による光サービスを提供するにあたり光固定配線区画を細分化
したエリアのこと



NTT東日本における研究開発の取り組み

　NTT東日本は、お客さまに快適な通信サービスを提供するための電気通信ネットワー

クの高度化を図る研究開発、デジタル技術による地域社会の課題解決に向けたAI・IoT

などの研究開発、さらには、電気通信ネットワークを活用した付加価値事業など、新た

な市場開拓に関する研究開発に取り組んでいます。

　そして開発にあたっては、サービスをお客さまに安心して安全にお使いいただけるよ

う、機能確認を入念に実施するとともに、総合運用性・総合品質の確保を図り、さらな

る信頼性向上に努めています。

研究開発の体制

　NTT東日本は、お客さまのニーズを踏まえ、事業推進部門、事業部・支店などと連

携し、品質・信頼性の確保とタイムリー性との兼ね合いを常に意識した「要望型開発」

推進に取り組んでいます。

　また、NTTグループ全体のR&D（Research and Development：研究開発活動）を担

うNTT（持株会社）研究所から研究開発成果などの提供を受け、より高次元な利用技

術への展開を構想するとともに、市販の製品・技術にも着目した最新技術に対する動向

調査・目利きに基づく「提案型開発」を行っています。

　これからもお客さまのニーズを迅速に実現させる、質の高いサービスの提供に寄与し

ていきます。

お客さまの生活を快適にする通信サービスの開発

電気通信ネットワークの高度化を図る研究開発

デジタル化の促進にむけたAI・IoTなどの研究開発

「
安
心
・
安
全
・
信
頼
」
の
確
保

付加価値事業・新たな市場開拓に関する研究開発

NTT（持株会社）
研究所

ニーズ

お　客　さ　ま

事業推進部門、事業部・支店など

市販製品・
技術
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研究開発実施組織

成果などの提供
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調達手続きの分類
　NTT東日本では、調達する製品の性質によって調達手続きを以下のように区分し、

原則としてこれらの手続きのいずれかによって調達を行います。

NTT東日本の調達活動
　NTT東日本は、ますます高度化・変化する情報通信分野への社会的要請にこたえるため、

経営の効率化を図り、優れたサービスを提供する努力をしています。

　NTT東日本が企業として競争力を発揮し、お客さまのご要望にこたえ、サービスをより充実さ

せていくには、品質の高い製品を経済的かつタイミング良く調達する必要があります。このた

めにNTT東日本では、従来の調達手続きにおける、オープン、公正、内外無差別の基本理念に

スピーディ、柔軟、効率的の理念を加え、以下の基本方針に基づき調達活動を行っています。

調達する製品
　NTT東日本が調達する製品は、電気通信設備をはじめ、事務機器、医療機器など多岐

にわたります。

＜調達にご参加いただく上でのご注意＞

・�NTT東日本は完成品のみを調達しており、半製品や部品の調達は行っていません。

完成品にどのような部品を組み込むかはサプライヤーの判断に任されています。

・�NTT東日本は、サプライヤーから提供される資料について、特許およびノウハウの

取り扱いに関する協定を結ぶなど、財産的情報の保持に万全を期しています。

種　　　類 調達する製品例

電気通信設備

ネットワーク系システム
IPネットワーク装置、イーサ系ネットワーク装置、伝
送ネットワーク装置、中継系光ファイバーケーブル、
セキュリティ装置

アクセス系システム イーサ系加入者装置、加入者終端装置、アクセス系光
ファイバーケーブル

ユーザーシステム コンシューマーおよびビジネスユーザー向け製品類

オペレーションシステム オペレーションシステム用サーバー、ストレージ

そ　の　他（ノン・テレコム製品など） 事務機器、医療機器

調達カテゴリ 調達手続き

電気通信設備

提案募集プロセス
NTT東日本がサプライヤーへ提案を募
集することにより、製品を調達する際
の手続きです。

サプライヤー提案プロセス サプライヤーからのご提案を受けて、
製品を調達する際の手続きです。

引き続く購入プロセス

提案募集プロセスおよびサプライヤー
提案プロセスにより資格を得られた有
資格サプライヤーから、製品を追加し
て購入する際の手続きです。

ユーザーの選定に基づ
く購入プロセス

お客さまが選定された製品をNTT東日
本が調達する際の手続きです。

ノン・テレコム製品 ノン・テレコム製品
の調達手続き

電気通信設備以外の製品を調達する際
の手続きです。

スーパーコンピュー
ター、衛星

スーパーコンピュー
ター、衛星の調達手
続き

スーパーコンピューター、衛星を調達
する際の手続きです。

資材調達

・‌�広く国内外のサプライヤーの皆さまに対し、公正に競争機会を提供するとともに、
相互理解と信頼関係の構築に努めます。

・‌�品質・価格・納期・安定供給・エネルギー効率を総合的に判断し、ビジネスニー
ズに即した競争力ある製品・サービスを、経済合理性に基づき調達します。

・‌�法令や社会規範を遵守するとともに人権・環境・安全などを重視した調達を行う
ことで、持続可能な社会の実現に貢献します。

情報提供活動
　サプライヤーの利便を図るため、調達活動のホームページを開設し、会社の調達に関

する方針、窓口、手続きを含む情報を提供します。

　＜https://www.ntt-east.co.jp/purchase/＞

窓口
　以下の窓口にて、調達に関するご相談やお問い合わせを承っております。

東日本電信電話株式会社
デジタル革新本部　資材調達センタ　企画部門　国際調達担当

住所：〒163-8019　東京都新宿区西新宿3-19-2　NTT東日本本社ビル25階
E-mail：ontime-e@east.ntt.co.jp



　NTT東日本では、個人情報を含む情報セキュリティの確保に積極的に取り組んでおり、今
後も「電気通信事業法」、「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）、「行政手続にお
ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（番号法）、「電気通信事業に
おける個人情報保護に関するガイドライン」等の関係法令・ガイドラインなどを遵守し、情
報セキュリティの確保に向けて一層推進していきます。

1．情報セキュリティに関するグループマネジメントの強化
　●NTT東日本グループにおける情報セキュリティ推進体制
　　○�お客さま情報・接続関連情報をはじめとした各種情報の保護・管理、適正利用などの

さらなる徹底・強化を図り、グループ横断的かつ統一的に情報セキュリティ施策を推
進するため、CCO（最高コンプライアンス責任者）、CISO（最高情報セキュリティ責任
者）を置き、社長直結組織として「情報セキュリティ推進部」を設置

　　○主要なグループ会社においても「情報セキュリティ担当」を専担で設置
　　○�情報セキュリティ推進部に専坦の監査担当を設置し、本社、事業部、支店、グループ会

社、主要な業務委託先における、ルールの遵守状況等を定期的に監査・点検
　●情報の適正な取り扱いの推進
　　○�情報セキュリティに関する社内規程・マニュアルなどを定め、その運用を徹底するこ

とにより効果的なマネジメントを実行する基盤を強化

2．研修・啓発、点検等によるスキル・意識の向上および施策の浸透・定着化
　●スキル習得・マインド醸成を目的とした研修・啓発の実施
　　○本社、事業部、支店、および主要なグループ会社の社員を対象に、
　　　・�eラーニング、オンライン（動画コンテンツ）による教育・研修を実施
　　　・�情報漏えい事故などの未然防止を目的に、ウィジェットツールを用いて社員のPC

端末に定期的にメッセージを配信
　　○�標的型攻撃メールの増加や巧妙化する手口を踏まえ、社員（グループ会社含む）に対し

擬似的な攻撃メールを送信し、その脅威や対応方法の理解を目的とした演習を実施
　●情報セキュリティに関する各種点検・監査の実施
　　○�システムへのアクセス権限付与が適正であるかを確認する点検と、不適正なシステ

ムの利用がないかを確認するアクセスログの点検などを定期的かつ厳格に実施
　　○往査型監査とデータ型監査を組み合わせたセキュリティ監査の実施

3．安心・安全な情報セキュリティ環境の構築
　●システム等による技術的な情報セキュリティ対策の充実
　　〇リモートワークに対応したセキュリティ環境や、ルールの整備
　　○メールの誤送信を防止する機能の導入
　●物理的な隔絶措置による情報セキュリティの維持・確保
　　○�お客さま情報・接続関連情報を日常的に取り扱う事務室において、取り扱う情報の内

容に応じてカメラの設置や生体認証装置による入退室規制などを実施するセキュリ
ティゾーンを構築し、その運用状況を定期的に点検

　また、個人情報等の保護については、「個人情報及び特定個人情報等保護に関する基本的
な方針」を公表しており、この方針に沿って、管理体制の整備や社員教育の徹底など、さまざ
まな取り組みを行っております。

（参考）個人情報及び特定個人情報等保護に関する基本的な方針
　　　【プライバシーポリシーより抜粋】
　東日本電信電話株式会社（以下「NTT東日本」といいます。）は、個人情報及び特定個人情報
等の保護に対する社会的要請を十分に認識し、個人情報及び特定個人情報等の適正な取り
扱いを推進していくことが、公共性を有する電気通信事業者としての重大な社会的責務で
あるものと考えております。
　NTT東日本は、このような責務を十分に果たしていくとともに、安心・安全なサービスを
提供し、皆さまに信頼される企業であり続けるため、「NTTグループ情報セキュリティポリ
シー」および以下の基本的な方針に従い、全社を挙げて個人情報及び特定個人情報等の保護
に努めてまいります。

（1）�NTT東日本は、個人情報及び特定個人情報等の保護に関連する法令等＊の規定に従って
個人情報及び特定個人情報等の適正な取り扱いを行っていくなど、コンプライアンス

（法令遵守）の徹底に努めてまいります。
（2）�NTT東日本は、個人情報及び特定個人情報等の利用目的を明確に定めるとともに、その

利用目的の達成に必要な範囲内で適正に個人情報及び特定個人情報等を取り扱います。
また、個人情報及び特定個人情報等を正確かつ最新の内容に保つよう努めます。

（3）�NTT東日本は、個人情報及び特定個人情報等の適正な管理のため、個人情報保護管理者
としてCCO（最高コンプライアンス責任者）を置くとともに各組織に個人情報保護に関
する責任者及び特定個人情報等保護に関する責任者並びに事務取扱担当者を配置する
等の責任体制を整備します。

（4）�NTT東日本は、個人情報及び特定個人情報等を取り扱う業務に従事する者に対して必
要な教育研修等を実施するとともに適切な監督を行います。また、個人情報及び特定個
人情報等の取り扱いを外部に委託する場合には、守秘義務契約の締結等により委託先
においても適正に取り扱われるよう管理、監督します。

（5）�NTT東日本は、個人情報及び特定個人情報等の安全性の確保のため、各種の基準・ガイ
ドライン等を参照しつつ、必要な安全管理措置を講じます。

（6）�NTT東日本は、NTT東日本における個人情報及び特定個人情報等の取り扱いに関する
お客さまからのご意見、ご相談等に対して適切に対応します。

（7）�NTT東日本は、個人情報及び特定個人情報等の保護の一層の推進のため、管理体制、安
全管理措置その他必要な措置の継続的な改善に努めます。

　なお、NTT東日本は、個人情報のみならず、法人その他の団体のお客さまに関する情報に
ついても等しく厳格に保護していくことが重要であるものと認識しております。NTT東日
本は、これらの情報についても個人情報と同様に適正に取り扱ってまいります。

＊個人情報及び特定個人情報等の保護に関連する法令等の具体例
　・�個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「個人情報保護法」といいます。）
　・�電気通信事業法（昭和59年法律第86号）
　・�電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（平成16年総務省告示第695号）
　・�医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス（平成29年4

月14日 個人情報保護委員会　厚生労働省）
　・�個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編、仮名加工情報・匿名加工

情報編、第三者提供時の確認・記録義務編、外国にある第三者への提供編）（平成28年11月 
個人情報保護委員会）

　・�行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法
律第27号。以下「番号法」といいます。）

　・�特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）（平成26年12月11日個
人情報保護委員会）　等

情報セキュリティの確保への取り組み



　NTT東日本のグローバル事業では、長年の海外プロジェクトで培ったノウハウやリレー

ションを活用し、各種システムの内製化をオフショア開発で下支えするソフトウェア事業

と、ベトナムを中心とした東南アジア諸国における地域の価値創造に向けた事業開発に、

子会社NTTイーアジアと連携して取り組んでいます。

ソフトウェア事業
　NTT東日本は、通信インフラの上に地域のお客さまに新たな価値を生み出すソーシャル

イノベーション企業をめざしていますが、そのためにはソフトウェア開発の内製力の強化

が必要となります。そこで、安価でスピーディーなソフトウェア開発の実現をめざし、

NTT東日本内の内製化プロジェクトチームと共に、NTT東日本の関連会社であるベトナム

のOCG Technology JSC（以下、OCG）を活用したオフショア開発体制の確立に取り組ん

でいます。

　OCGは、ベトナムの国営通信キャリアVNPT社と、NTT東日本の子会社であるNTTイー

アジアとの合弁会社として、2016年にベトナムハノイにて設立されました。現在は、オフショ

ア拠点として、ソフトウェア開発に加え、データ分析や管理指標の見える化などのサービ

スを提供しています。案件の急拡大に伴い、積極的にエンジニア採用を行っており、現在

100人を超える社員が在籍しています。日本語を用いた要件定義が可能な優秀なベトナム人

エンジニアも多数在籍しているため、日本企業のお客さまの課題を十分に理解し、解決に

向け柔軟な対応が可能な、スムーズな開発を実施できることが強みの1つです。

　さらに、NTT東日本と同水準のセキュリティ運用体制、および物理的セキュリティ対策

を整備し、個人情報の取り扱いが必要な業務も強固なセキュリティ体制のもと、遂行して

います。2023年5月には、ISMS認証（ISO ／ IEC27001）も取得し、安心して開発やITO

（Information Technology Outsourcing）をできる環境にあります。

　NTT東日本ではソフトウェア開発手段として、ローコード開発プラットフォームのマー

ケットリーダーであるOutSystemsに着目してきました。NTT東日本の社員がソフトウェア

開発の上流工程を実施しつつ、OCGのエンジニアがOutSystemsを使った開発を実施するこ

とにより、開発スピードの向上とコスト削減を実現できました。ローコード開発プラット

フォームでは、あらかじめ用意された部品を組み合わせる手法で、機能設計の段階から

GUIによる視覚的な操作で開発を進めることができます。コーディング作業が減り、テス

ト工程を削減できるため、開発期間を大幅に削減しつつ品質も高くなるというメリットが

証明されています。

　OCG×OutSystemsの取り組みは、まずNTT東日本の業務システム開発から始めましたが、

専門性の高い複雑な業務や、多数の他システムとのAPI（Application Programming Interface）

連携という要件に対しても、柔軟かつスピーディーに開発することが可能になりました。

開発過程において、OCGのエンジニアが来日し、システム利用者と顔を合わせた集中議論

を行うなど、エンジニアが実業務を深く理解することで、真の目的に沿ってユーザーイン

ターフェースを改善し、提案型のシステム構築を行いました。このような形で、

Outsystemsをはじめとして、Microsoft Power Platformなどの開発プラットフォームを用

い、NTTグループの業務システム開発で実績を積み重ねてきました。

　加えて、OCGではデータ集計・分析業務のようなIT関連業務（定型的な運用業務のアウ

トソーシング）にも注力しており、お客さまの本来の分析業務に関わる稼働の創出に貢献

しています。例えば、NTT東日本が食材のムダを防ぐために行っている食堂データの集計

分析業務をOCGが行っています。維持管理稼働に悩んでいたNTT東日本の社員は、新たな

課題に取り組めるようになり、生産性が上がりました。

　OCGでは、そのようなNTT東日本の業務システムの実績をベースに、社外のお客さま向

けのシステム開発も行っています。例えば、顧客情報や折衝記録などをファイルベースで

管理しており、情報が個人に偏ってしまっているというお客さまの課題に対しては、

OutSystemsを用いて営業情報のデータベース化を行い、簡易なプロトタイプを作成した上

で、機能追加や改善を行うアジャイルな開発手法をお勧めしました。

　NTT東日本・NTTイーアジア・OCGは、お客さまご自身がソフトウェア開発力を身に付

けることをお手伝いするパートナーになりたいとも思っており、エンジニア育成のお手伝

いもしています。例えば、ソフトウェア開発だけでなく、人材育成の場としてグローバル

な視点を持つ社員の育成にも注力し、NTT東日本の社員が日本でソフトウェア開発の基礎

を学び、さらにベトナムに滞在してOCGの社員と実開発案件に取り組む研修プログラムを

実施しました。このプログラムは、日本と歴史的背景や文化が異なる環境下において、日

本人スタッフがOCGのベトナム人社員と開発業務を1つのチームとして取り組むことで、

ソフトウェア開発の上流工程や下流工程の技術を習得できるだけでなく、異文化受容性や

語学力、コミュニケーション力を向上できる良さもあります。このようにデジタル&グロー

バル人材の育成の場として、お客さまに提供できる育成プログラムを企画、提供していき

ます。

　今後もOCGは、日本を始めとするアジア圏において、カスタマサクセス型の伴走開発、

ならびに技術者育成を通じてお客さまと一緒に価値共創ができる企業をめざし、NTT東日

本グループ一体となって取り組んでいきます。

　NTT東日本は、これまで通信事業者として保有する通信関連の技術を各国に提供してき

ましたが、ソフトウェア開発では、IT人材大国に成長したベトナムの力に助けられています。

日本の技術を諸外国に提供するだけではなく、東南アジア各国の優れた力を日本に取り込

んでいくような、建設的な相互関係を形成していきたいと考えています。

※OutSystemsはOutSystems社の登録商標です。
※Microsoft Power Platformはマイクロソフトグループの登録商標です。

グローバル事業



アジア事業開発
●サステナブルな通信インフラ
　○ベトナム

　　�　ベトナム南部に位置するビンズオン省では、省を挙げてスマートシティの実現に取

り組んでおり、新都市開発や工業都市開発が積極的に進められています。

　　�　NTT東日本では、ビンズオン省の公営デベロッパーであるBECAMEX社とスマート

シティ化の早期実現に向けた通信・ICT分野での協力覚書を締結し、お互いのグルー

プ会社（NTTイーアジア、VNTT）を通じて同省のICTインフラ整備事業を実施中です。

　　�　NTT東日本の経験・ノウハウを活用し、高品質な光回線設備の新規構築や既設設備

の品質改善に向けた技術支援、マネージドサービス付Wi-Fiなどの高付加価値サービス

の現地導入・提供支援を進めています。

　○インドネシア

　　�　光回線の普及・拡大が著しいインドネシアにおいて、NTT東日本の経験・ノウハウ

を活用し、現地最大手の通信事業者PTテレコムの要望に応じた光アクセス設備の品質

向上・運用コスト削減に向けた現地技術者の指導・育成に取り組んでいます。

　○ブータン

　　�　2018年11月より2022年1月まで、JICAの技術協力プロジェクト「ブータン国災害対

策強化に向けた通信BCP策定プロジェクト」へ参画し、NTT東日本の防災に取り組む

経験や技術を活かし、ブータン国の国営通信会社であるブータンテレコムの事業継続

計画（BCP）の策定・運用に向けた取り組みを支援しました。

　　�　現在はBCP、ネットワークの運用保守に関する技術などの協力要請に基づき技術交

流を行っています。

●DXによる地域の価値創造
　これまで20年以上にわたりベトナムを中心にNTT東日本グループの技術やノウハウを活

用し、現地の事業パートナーと協力関係を築きながら、前述のような通信インフラや付加

価値サービスの提供によるICTインフラ整備事業を進めてきました。また、近年では従来

のインフラ事業に加えて、DXを活用した新規事業の形成に取り組んでいます。

　今後は、ベトナム以外の国々も含む東南アジア諸国の地域・コミュニティの価値創造へ

の貢献、さらには持続可能な循環型地域社会の共創に向けて、非通信分野を含むさまざま

な事業の発掘、形成、立ち上げを推進していきます。それに向けて、NTTイーアジアでは、

2023年7月にホーチミン・シンガポール・ジャカルタに新たな拠点を開設しました。現地の

さまざまな企業、団体、政府機関などとの緊密な連携を図りながら、現地企業とのパートナー

シップを強化し、各国における持続可能な事業展開をめざしています。

＜NTT東日本グループの海外拠点＞

シンガポール
・NTTイーアジア　シンガポール事務所

ベトナム
・NTTイーアジア　ビンズオン支店
・同　　　　　　　ホーチミン事務所
・OCG Technology JSC

インドネシア
・NTTイーアジア　ジャカルタ事務所

（参考）国際協力

・�開発途上国の情報通信分野における発展に寄与することを目的として、技術協力専門家

の派遣、青年海外協力隊の派遣支援、研修員の受け入れを行っています。

　（例）�技術協力専門家の派遣：政府要請に基づき1960年日本電信電話公社（当時）からの

カンボジア派遣に始まりました。直近では2018年11月に国際協力機構（JICA）か

ら「ブータン国災害対策強化に向けた通信BCP策定プロジェクト」を受託し、通信

の災害対策に関する専門家を派遣しています。



NTT東日本グループ会社
グループ会社の現状および方向性
　NTTグループは民営化以降、経営資源を最大限に活かして、事業の多角化・拡大を図ることを目

的に新規事業に取り組んできました。

　1999年7月1日に実施されたNTTの再編成により、NTTの各グループ会社はNTT（持株会社）、

NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズにそれぞれ帰属することとなりました。

　近年は、地域のあらゆる分野の課題解決に向けて、これまで通信事業で培った技術や地域社会と

のリレーションをベースに、以下の新たな会社を設立し、新規事業に取り組んでいます。

　・食農分野：（株）NTTアグリテクノロジー（2019年7月1日設立）

　・eスポーツ分野：（株）NTTe-Sports（2020年1月31日設立）

　・クラウド分野：ネクストモード（株）（2020年7月1日設立）

　・畜産・酪農、資源循環分野：（株）ビオストック（2020年7月1日設立）

　・文化芸術分野：（株）NTT ArtTechnology（2020年12月1日設立）

　・ドローン分野：（株）NTT e-Drone Technology（2020年12月10日設立）

　・コンサルティング分野：（株）NTT DXパートナー（2022年1月31日設立）

　・リスクマネジメント分野：（株）NTT Risk Manager（2022年7月1日設立）

　2023年7月1日現在、NTT東日本が出資する（間接出資含む）グループ会社 計30社体制で、引き

続き、東日本グループの総合力を活かしながら、地域の課題解決に向けたソーシャルイノベーショ

ンを推進し、持続可能な循環型地域社会の共創をめざします。

グ ル ー プ 会 社 （ 間 接 出 資 含 む ） 30社

NTT東日本グループ各社情報

＜https://www.ntt-east.co.jp/aboutus/group.html＞

東日本電信電話株式会社

（2023年7月1日現在）

【地域子会社　4社】
（株）NTT東日本－南関東
（株）NTT東日本－関信越
（株）NTT東日本－東北
（株）NTT東日本－北海道

【情報通信エンジニアリング分野　3社】
（株）NTTエムイー
NTTレンタル・エンジニアリング（株）
NTTブロードバンドプラットフォーム（株）

【SI・情報通信処理分野　2社】
NTTテレコン（株）
日本テレマティーク（株）

【電話帳・印刷・ビジネスマーケティングビジネス分野　1社】
NTTタウンページ（株）

【電話帳ビジネス・印刷分野　1社】
NTT印刷（株）

【テレマーケティング分野　2社】
（株）NTT東日本サービス
（株）NTTネクシア

【不動産分野　2社】
（株）NTT東日本プロパティーズ
（株）NTTル・パルク

【金融・カード分野　1社】
（株）NTTカードソリューション

【ファシリティマネジメント・福利厚生分野　1社】
テルウェル東日本（株）

【移動体通信分野　1社】
日本空港無線サービス（株）

【クラウド分野　１社】
ネクストモード（株）

【国際分野　1社】
NTTイーアジア（株）

【食農分野　1社】
（株）NTTアグリテクノロジー

【畜産・酪農、資源循環分野　１社】
（株）ビオストック

【ドローン分野　1社】
（株）NTT e-Drone Technology

【文化芸術分野　1社】
（株）NTT ArtTechnology

【eスポーツ分野　１社】
（株）NTTe-Sports

【コンサルティング分野　1社】
（株）NTT DXパートナー

【リスクマネジメント分野　1社】
（株）NTT Risk Manager

【その他の分野　1社】
NTTスポーツコミュニティ（株）

【ファシリティマネジメント・福利厚生分野　2社】
テルウェル東日本アイピーエス（株）

（株）アイ・エス・エス

■NTT東日本主導の直接出資会社　28社

■NTT東日本主導の間接出資会社　2社



グループ会社概要
地域子会社

会社名 所　在　地 電話番号 事　業　概　要 資本金
（百万円）

NTT東日本
出資比率

（株）NTT東日本－南関東 東京都港区西新橋3-22-8 03-3740-8013

電気通信設備等の構築、管理、保守業務
各種商品等に関する注文受付、コンサルティングおよび販売・保守業務な
ど

50

100%
（株）NTT東日本－関信越 埼玉県さいたま市浦和区常盤5-8-17 048-626-5010 37

（株）NTT東日本－東北 宮城県仙台市若林区五橋3-2-1 022-269-2020 40

（株）NTT東日本－北海道 北海道札幌市中央区大通西14-7 011-212-4850 40

情報通信エンジニアリング分野

（株）NTTエムイー 東京都豊島区東池袋3-21-14
NTT新池袋ビル 03-3985-2121 電気通信設備等の構築、管理、保守等業務およびITに関するコンサルティ

ング、商品・サービスの企画、開発、販売、運用および保守など 100 100%

NTTレンタル・エンジニアリング（株） 東京都千代田区岩本町2-9-7
RECビル 03-3862-1109

電気通信設備工事用および保守用機器、情報通信および情報処理機器等の
レンタル、リース、販売、保守、技術指導、および電気通信事業法に基づ
く電気通信役務の提供など

380 52%

NTTブロードバンドプラットフォーム（株） 東京都千代田区内神田3-6-2
アーバンネット神田ビル 03-6810-2626 Wi-Fi、各種無線（ローカル5G、LPWA等）、MVNO等を活用した企業・

自治体向け総合無線インフラの構築・運用、ソリューションの提供など 100 51%

SI・情報通信処理分野

NTTテレコン（株） 東京都台東区雷門1-4-4
ネクストサイト浅草ビル2階 03-5806-6111

ガス・水道などライフラインの自動検針・集中監視サービスの開発・提供
 LPガス事業者向け基幹システム・周辺アプリケーションのソリューショ
ン提供
 LPWAを活用した各種IoTソリューションの提供（太陽光・EV、農業、水
位監視など）

400 52%

日本テレマティーク（株） 東京都渋谷区初台1-34-14
初台TNビル4階 03-5351-1511

システムインテグレーション・クラウドベースの管理型機器・サービス、
コンタクトセンターの販売・構築・保守運用、企業向けアプリ開発（ロー
コード開発活用）、ネットワーク・システム管理、運用業務支援（自動遠
隔ネットワーク開通・保守サービス）、PMO・コンサルティングサービス
など

300 51%

電話帳・印刷・ビジネスマーケティングビジネス分野

NTTタウンページ（株） 東京都港区虎ノ門3-8-8
NTT虎ノ門ビル 03-5776-4100

デジタルリードをはじめとしたデジタルマーケティング事業、タウンペー
ジデータベースを活用したソリューション事業、電話帳発行等に関わる事
業、iタウンページの運営など

100 100%

電話帳ビジネス・印刷分野

NTT印刷（株） 東京都中央区入船3-2-10
アーバンネット入船ビル8階 03-6453-7400

電話帳・請求書の印刷業務、商業印刷業務や文書の電子化、文書管理コン
サルティング、業務効率化・DX化・バックオフィス業務支援などのBPO
業務など

100 61%＊

＊NTTタウンページ出資比率を含む

 NTT東日本主導の直接出資会社
　　　 NTT東日本主導の間接出資会社 ※出資比率は、小数点以下を四捨五入表示しています。

（2023年7月1日現在）



（2023年7月1日現在）
テレマーケティング分野

会社名 所　在　地 電話番号 事　業　概　要 資本金
（百万円）

NTT東日本
出資比率

（株）NTT東日本サービス 東京都新宿区大久保1-4-17
NTT大久保ビル 03-5273-1931 各種商品などに関する注文受付、コンサルティングおよび販売などの受託

業務 50 100％

（株）NTTネクシア 北海道札幌市中央区大通西14-7
NTT東日本大通14丁目ビル10階 011-212-1111

コンタクトセンターの構築・運営受託、在宅コンタクトセンターサービス、
音声認識、チャットボット等を活用した各種サービスの提供やコンサル
ティング業務、事務処理・調査等のBPO業務など

100 86%

不動産分野

（株）NTT東日本プロパティーズ 東京都港区虎ノ門3-8-8
NTT虎ノ門ビル2階 03-6452-8590 事業用不動産の有効利活用の推進および利活用にかかる不動産の運営業務 5,000 90%

（株）NTTル・パルク 東京都台東区上野5-24-11
NTT上野ビル 03-5817-8501 コイン駐車場運営を主要事業に、駐車場システム販売、月極駐車場、カー

シェアリングサービス、住宅仲介、自動販売機の設置、運営など 20 100%

金融・カード分野

（株）NTTカードソリューション 東京都品川区東品川2-2-8
スフィアタワー天王洲ビル18階 03-6433-9490

電子マネーギフト「EJOICA」・デジタル地域通貨発行代行サービス「おまかせeマ
ネー」・電子マネー決済「NET CASH」事業、ICカードなどを利用したソリューション
事業、各種プリペイドカードの製造・販売事業など

100 83%

ファシリティマネジメント・福利厚生分野

テルウェル東日本（株） 東京都江東区深川2-7-6 03-3350-7121
レイアウト変更などのオフィスコーディネート、非常通報装置、BPOサー
ビス、プロパティマネジメント、ビル清掃、不動産の利活用、介護サービス、
電報、売店や食堂運営など

100 92%

テルウェル東日本アイピーエス（株） 埼玉県久喜市南1-10-29
NTT東日本久喜ビル5階 0480-53-6560

電話料金請求書などの作成、発行に関する業務、電話料金請求書などの作
成、発行に必要な設備の保守に関する業務、電話料金請求書などの顧客デー
タのオンライン伝送など装置の操作に関する業務、DM発送、金券等代行
発送に関する業務など

40 100％＊

（株）アイ・エス・エス 千葉県市川市鬼高4-2-33
NTT鬼高ビル4階 047-704-8185 文書類・ディジタル媒体などの保管・管理・集配送、電子ファイリングお

よび発送代行業務など 50 53%＊

＊テルウェル東日本出資比率
移動体通信分野

日本空港無線サービス（株） 千葉県成田市駒井野2112
NTT成田国際空港ビル 0476-32-8881 航空機の運航や空港の管理運営業務などに利用される空港無線サービスの

提供、無線通信システムの設計・構築・運用・コンサルティング 100 100%

クラウド分野

ネクストモード（株） 東京都港区西新橋1丁目1-1
日比谷フォートタワー26階

info@
nextmode.co.jp

AWSを中心としたクラウドのコンサル構築から保守運用まで一元的に提供。
クラウド活用によるフルリモートな業務設計の支援やそれに伴うSaaS

（Okta・Asana・Notion・Netskopeなど）の導入運用支援を提供
150 51%

国際分野

NTTイーアジア（株） 東京都新宿区西新宿3-19-2
NTT東日本本社ビル 03-6228-1290 ベトナムおよび周辺国における通信・ICTインフラ投資、デジタルサービス、

オフショア開発事業など 100 100%

 NTT東日本主導の直接出資会社
　　　 NTT東日本主導の間接出資会社 ※出資比率は、小数点以下を四捨五入表示しています。



（2023年7月1日現在）
食農分野

会社名 所　在　地 電話番号 事　業　概　要 資本金
（百万円）

NTT東日本
出資比率

（株）NTTアグリテクノロジー 東京都新宿区西新宿3-19-2
NTT東日本本社ビル 03-5359-4831 IoT/AIなどによる次世代施設園芸関連ソリューションの提供

次世代施設園芸による自社圃場（ほじょう）の運営 400 93%

畜産・酪農、資源循環分野

（株）ビオストック 北海道帯広市東2条南4-10 0155-66-6030 資源循環ソリューション（バイオガス関連施設など）の提供、畜産・酪農
関連ICTソリューションの提供、関連するその他事業 100 66%

ドローン分野

（株）NTT e-Drone Technology 埼玉県朝霞市北原2-4-23 contact@nttedt.
co.jp

農業・産業用で使用する中型ドローンの開発・販売、ドローンの修理・点検、
パイロット養成スクールの運営、ドローンソリューションの提供など 490 51%

文化芸術分野

（株）NTT ArtTechnology 東京都新宿区西新宿3-20-2
東京オペラシティタワー4階 03-5353-0844

文化財のデジタル化、デジタル化した文化財を活用したサービスの開発・
提供、NTTインターコミュニケーション・センター（ICC）の運営、ICT
と文化芸術を活かした地域活性化事業など

240 100%

eスポーツ分野

（株）NTTe-Sports 東京都新宿区西新宿3-19-2
NTT東日本本社ビル 03-5359-7777 eスポーツによる地域活性化を目的とした戦略設計・コンサル事業、イベ

ント事業、施設事業、教育事業、プラットフォーム事業など 300 55%

コンサルティング分野

（株）NTT DXパートナー 東京都新宿区西新宿3-19-2
NTT東日本本社ビル

info@nttdxpn.
co.jp

DXコンサルティングを中心とした事業変革支援、UXデザイン、DX人材
育成、ソフトウェアおよびアプリケーションなどの開発・運用・保守、デ
ジタルプラットフォーム／システムのデザイン策定・構築・運用、データ
利活用の伴走支援など

490 100％

リスクマネジメント分野

（株）NTT Risk Manager 東京都新宿区西新宿3-19-2
NTT東日本本社ビル

risk-manager-
info-ml@east.

ntt.co.jp
03-5359-7771

情報セキュリティの監査・点検、ISMSやPマークなどの認証取得支援、損
害保険（サイバーリスク保険）の取り扱い、リスク対策サービス開発、研
修／セミナー／講演、書籍／教材制作、メディア掲載など

250 80％

その他の分野

NTTスポーツコミュニティ（株） 埼玉県さいたま市大宮区高鼻町1-20-1
大宮中央ビルディング 048-621-0038 プロサッカークラブ（大宮アルディージャ）の経営、サッカースクールの

運営並びにサッカーなどの選手の養成・技術指導など 100 100％

 NTT東日本主導の直接出資会社
　　　 NTT東日本主導の間接出資会社 ※出資比率は、小数点以下を四捨五入表示しています。



光コラボレーションモデル
光コラボレーションモデルの概要
　光コラボレーションモデルは、NTT東日本が提供する光アクセスサービス（フレッツ光）などを
多様な事業者（光コラボレーション事業者）に卸提供するもので、2015年2月1日に提供を開始しま
した。
　光コラボレーション事業者の商品／サービスと光アクセスサービスなどとのパッケージ化によ
り、新たな価値を創出することでICT市場の活性化をめざします。

ご提供内容
●光コラボレーションモデル対象サービス

●提供エリア
　NTT東日本のフレッツ 光ネクスト・フレッツ 光ライトプラス・フレッツ 光クロス提供エリアと
同一のエリア
※‌�各自治体とIRU契約を締結しているフレッツ 光ネクストエリアについては、ご提供にあたりNTT東日本と各自治体と

の調整が必要です。

●提供単位
　1回線単位

●契約形態
　お客さまへの役務提供は、光コラボレーションモデル対象サービスについては光コラボレーショ
ン事業者から、対象外サービスについてはNTT東日本からとなります。

＜契約形態イメージ＞

光コラボレーションモデルの特長
●�光コラボレーション事業者が自社サービスと光アクセスサービスなどを組み合わせた新たなサー

ビスを自社ブランドとしてお客さまにご提供することで、新たな市場開拓が可能となります。
●�光コラボレーション事業者が光の設備投資をすることなく、光アクセスサービスを組み合わせた

新たなサービスを事業化することが可能です。
●�光コラボレーション事業者の商品・サービスなどとのパッケージ化により、ワンストップでのサー

ビス提供、お客さま向け料金メニューの設定が可能となります。
●�既存のフレッツ光契約者が、利用環境を変更することなく光コラボレーション事業者が提供する

光アクセスサービスを利用することが可能です（＝転用）。

NTT東日本

必　須 光アクセスサービス

●フレッツ 光ネクスト ファミリータイプ
●フレッツ 光ネクスト ファミリー・ハイスピードタイプ
●フレッツ 光ネクスト ファミリー・ギガラインタイプ
●フレッツ 光ネクスト マンションタイプ
●フレッツ 光ネクスト マンション・ハイスピードタイプ
●フレッツ 光ネクスト マンション・ギガラインタイプ
●フレッツ 光クロス

任意選択＊1

光アクセスサービス フレッツ 光ライトプラス（新規販売停止）＊2

オプションサービス＊3

●ひかり電話［基本プラン、A（エース）］
●ひかり電話オフィスタイプ＊4、＊5

●ひかり電話オフィスA（エース）＊4、＊5

●ひかり電話ネクスト
●リモートサポートサービス
●フレッツ・テレビ伝送サービス＊6

●24時間出張修理オプション
●7-22時出張修理オプション

＊1 任意選択のサービス単体でのご提供はいたしません。
＊2 戸建て住宅向けメニューのみの提供となります。フレッツ 光ライトとは異なるサービスです。
＊3 ‌�本表以外のオプションサービス（光コラボレーションモデル対象外サービス）は原則、NTT東日本からお客さま

に直接ご提供いたします。
＊4 フレッツ 光クロスではご利用になれません。
＊5 フレッツ 光ライトプラスではご利用になれません。
＊6 放送サービスのご利用には放送事業者とお客さまのご契約が別途必要です。

光コラボレーション事業者が光と
組み合わせたサービスを提供

多様な事業者

光アクセスサービスなど提供

NTT東日本

他社

新
た
な
価
値
創
造

コラボレーション

光コラボレーションモデル

NTT東日本

従来の営業モデル

販売連携

アライアンス

パッケージ化など

直販

NWサービスを
直接提供

申し込み
役務提供・料金請求

光コラボレーションモデル
対象サービス

NTT東日本

光コラボレーション事業者

申し込み
役務提供・料金請求

光コラボレーションモデル
対象外サービス

役務提供・料金請求

お客さま



光コラボレーション事業者との業務分担
　光コラボレーションモデルに関わる業務においては、お客さま対応は光コラボレーション事業者
が実施し、開通工事や故障修理などの業務は、NTT東日本が実施します。光コラボレーション事業
者の実施する業務の一部を、NTT東日本およびNTTグループ会社などにて受託することも可能です。

業務内容実施主体

光コラボレーション
事業者

（以下事業者）

事業者料金請求・回収＊

NTT東日本

事業者故障受付＊

NTT
東日本開通工事

故障修理

事業
者

端末  

設定＊

サービス・商品のお客さまへの販売、および注文受付

お客さまとの注文内容の確認、および工事日調整

「開通のご案内」など、お客さまに対する契約書面の通知

事業者端末およびお客さま端末の設置・設定
光アクセスサービスの開通工事

光アクセスサービスの故障修理

お客さまへの料金請求・回収

技術サポートなど、お客さまからの各種問い合わせ対応
故障申告に対しては、一次切り分けを実施のうえ、必要に応じてNTT東日本へ連絡

プロセス

販売・受注
注文受付＊

契約内容通知＊
販
売
か
ら

サ
ー
ビ
ス
提
供
ま
で

ア
フ
タ
ー

サ
ポ
ー
ト

事業者商品など 光アクセスサービス

＊NTT東日本およびNTTグループ会社などにて受託可能な業務

光コラボレーションモデルにおける事業者変更について
　光コラボレーション事業者が提供する光アクセスサービス（NTT東日本より提供を受けた光アク
セスサービスを利用したもの）をご利用中のお客さまが、他の光コラボレーション事業者＊1の提供
する光アクセスサービスへ工事不要＊2で移行する「事業者変更」手続きを2019年7月1日より導入し
ています。
　事業者変更前にご利用していた光アクセスサービスのお客さまIDとひかり電話の番号などは、事
業者変更後も変更なくご利用いただくことができます＊3。

お客さま
光アクセスサービス光アクセスサービス

お客さまID
ひかり電話番号

：CAF12345678
：03-1234-5678

お客さまID
ひかり電話番号

：CAF12345678
：03-1234-5678

事業者
変更

光コラボレーション事業者B光コラボレーション事業者A

お客さまID、ひかり電話番号はそのまま＊3

＊1 ‌�移行先がNTT東日本となる場合があります。また、変更先の光コラボレーション事業者がご提供していないオプショ
ンサービスについては、NTT東日本とご契約いただきます。

＊2 �事業者変更と同時に光アクセスサービスのタイプ変更・移転などを行う場合、工事が必要なケースがあります。
＊3 ‌�事業者変更と同時に光アクセスサービスの移転などを行う場合、ひかり電話の電話番号の変更が発生する場合があり

ます。

光コラボレーション事業者にご留意いただく事項
　光コラボレーション事業者は、光コラボレーションモデルをお申し込みいただく際に、以下の事
項についてご留意いただきます。
●留意事項
　○以下の事項に当てはまる場合は、提供をお断りすることがあります。
　　・電気通信事業者の届出を行っていない場合
　　・反社会勢力に関与している、あるいは公序良俗に反する事業を営んでいる場合
　　・事業運営上支障が生じるなどNTT東日本の信用・利益を損なうおそれがある場合
　　・NTT東日本または第三者の保障された権利（知財など）を害するおそれがある場合
　　・設備の大規模な改修を伴うなど、技術的または経済的に著しく困難な場合
　○�サービス提供に関し負担すべき金額の支払いを怠るおそれがあるとNTT東日本が判断した場合

は、預託金の預け入れまたは金融機関などの債務保証により債務の履行の担保を求めることが
あります。

●その他の制限事項

自家利用の禁止
光コラボレーション事業者が専ら自社（一定の基準を超える資本関係がある
グループ会社など実態として同一の企業と考えられる場合を含む）での利用
を目的に卸サービスを利用することはできません。

相互接続などと
の併用時の扱い

光コラボレーション事業者が、卸サービスの顧客情報を用いるなどして、意
図的に卸サービスから相互接続またはNTT東日本以外の設備を用いて提供さ
れる競合サービスへの移行を継続・反復的に行っている場合は、卸サービス
の契約を解除し、違約金を適用させていただきます。

役務を再卸する
場合の扱い

光コラボレーション事業者が光サービスの再卸を希望される場合は、事前に
お申出いただきお客さまに対する責任の範囲について別途協議させていただ
きます。
光コラボレーション事業者が提供するサービスなどの販売を第三者に委託す
ることは可能です。

フレッツ光から光コラボレーションモデルへの移行（＝転用）について
　フレッツ光から光コラボレーション事業者が提供する光アクセスサービスに円滑に切替を行うた
め、フレッツ光をご利用中のお客さまのご利用環境を変更することなく、契約形態のみ変更する「転
用」手続きを導入しています。
　転用前にご利用していたフレッツ光のお客さまIDとひかり電話の番号などは、転用後も変更なく
ご利用いただくことができます＊。
＊‌�転用と同時にタイプ変更・移転がある場合、お客さまID・ひかり電話の電話番号の変更、工事が発生する場合があり

ます。

お客さま

光コラボレーション事業者

光アクセスサービスフレッツ光

契約ID
電話番号

：CAF12345678
：03-1234-5678

契約ID
電話番号

：CAF12345678
：03-1234-5678

NTT東日本

【転用】

利用形態を変更せずに
契約形態のみ変更



サステナビリティ
サステナビリティ方針、パーパス
　NTT東日本グループは、NTTグループサステナビリティ憲章を踏まえ、「地域循環型社会の
共創」というパーパスの達成に向けたサステナビリティ重点課題項目（マテリアリティ）を設
定し、SDGsをはじめとする社会課題の解決に貢献していきます。

パーパス 地域循環型社会の共創
～自らチャレンジしながら、世の中の変革をリード～

地域社会・経済の活性化への貢献
●共感型コンサルティングによる
　地域課題の解決・価値創造の実現
●地域密着型のエンジニアリング力による
　レジリエントな社会の実現

脱炭素・循環型社会の実現 多様性を尊重する社会の実現
●2040年カーボンニュートラルの実現
●ネットゼロ社会への貢献
●サーキュラーエコノミーへの貢献
●生態系保全活動の拡大

●人権が尊重される社会の実現
●ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
●ワークスタイルの変革
●公正な社会の実現

取り組みの3本柱
（取り組みテーマ）

重点課題項目（マテリアリティ）
　SDGsや地域社会が抱える社会課題から24項目を抽出し、「世の中目線での優先度」と「NTT
東日本目線での優先度」の2軸で24項目を整理し、両軸において優先度が高い6項目をサステナ
ビリティ重点課題項目（マテリアリティ）に特定しました。

●重点課題の特定（見直し）プロセス

STEP 1
社会課題の
把握

STEP 2

優先度評価

STEP 3

妥当性評価

STEP 4
重点課題項目
特定

SDGsや地域
社会における
社会課題を
広く把握

世の中目線と
NTT東日本目線の
2軸で優先度を評価

経営層が
重点課題項目の
妥当性を評価

STEP 1～4の
結果により
重点課題項目を
特定

見直し

●マテリアリティの特定（見直し）

高

高NTT東日本目線での優先度

循環型社会の形成

世
の
中
目
線
で
の
優
先
度

公正な社会の実現

イノベーションの促進

安心安全なデジタル化
社会の構築

気候変動緩和・適応策の推進
人権と多様性の尊重

●6つのマテリアリティ

気候変動緩和・適応策の推進

循環型社会の形成

イノベーションの促進

安心安全なデジタル化社会の構築

人権と多様性の尊重

公正な社会の実現



地域循環型社会の共創に向けた取り組み
●関連URL
　＜https://www.ntt-east.co.jp/sustainability/activities/index.html＞

推進体制
　NTT東日本グループは、パーパスを体現するため、マテリアリティを強力に推進しています。
推進は、2020年7月に設置した「サステナビリティ推進室」および「サステナビリティ推進委
員会」が一元的に行うことで、迅速な対応が可能となる体制です。

　「サステナビリティ推進委員会」は代表取締役副社長が委員長を務め、活動方針やKPI、施策
の検討・決定を行うことを目的としています。

NTT東日本

取締役会

社長
（経営会議）

連携サステナビリティ推進委員会
（委員長：代表取締役副社長）

NTT東日本グループ各社

CSR委員会など



地域の新たな価値創造に向けて
持続的な発展を可能にする「地域循環型社会」の実現
　NTT東日本グループを取り巻く市場環境は、日々進化する情報通信技術やAIなどのデジタル技術、
多様なビジネスモデルの台頭、新型コロナウイルス感染拡大で訪れたリモート社会の進展により、
大きく変化しています。
　その一方で、私たちのお客さまである地域社会は、加速する少子高齢化や社会インフラの老朽化、
待ったなしの地球温暖化などへの対応に迫られ、従来の仕組みでは維持困難になっています。
　こうした状況の中、NTT東日本グループは、地域社会のデジタル化・オンライン化を支える高品
質な通信インフラ、地域に保有する豊富な人材や施設などのアセット、150年を超える電話事業の
歴史で培った地域の皆さまとのリレーションといった強みに加え、ICTやデジタル技術を活用し、
社会課題の解決に留まらない、地域の新たな価値創造に向けた取り組みを推し進めたいと考えてい
ます。
　具体的には、APN IOWN1.0＊をはじめとしたデータ駆動社会を支える次世代技術や、セキュリティ
強化・クラウド化に対応した高品質なネットワークやエンジニアリング力を提供していきます。
　また、中小企業を支援するソリューションやSaaSビジネスを支えるソリューションなど、通信の
周辺ビジネスの開拓にも努めます。
　これらの取り組みをベースに、自治体と連携し、地域の防災力強化や住民の利便性・サービス向
上に向けた業務のDXのほか、次世代施設園芸や芸術、スマートインフラ、まちづくり、再生エネル
ギーといった、新たな事業領域にも挑戦しています。
　地域が持つ価値、すなわち、地域にある魅力・資産を、ICTやデジタル技術により拡張することで、
新たな産業や雇用を生み出し、衰退の危機にある一次産業の再生や伝統的な地域文化の継承、地域
循環型のまちづくりをめざしています。
　NTTグループの地域のフロント企業として、私たちNTT東日本グループは、地域のミライを支え
る価値創造事業を中心とした事業構造への転換を図り、地域社会の皆さまとともに、夢や希望を感
じられる持続可能な循環型社会の共創をめざしていきます。

＊APN IOWN1.0の提供開始について
　＜https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20230302_01.html＞

文化・芸術

畜産・養殖

スマートインフラ

アグリ

再生エネルギー

まちづくり
医療・福祉

観光産業・物流

防災・減災

自治体・企業のDX

地域循環型社会

日本のインフラを支える

ネットワークの更なる信頼性向上

デジタル社会を支える

アクセスネットワークの進化

お客様のオンプレミス環境を支える

統合マネージドサービス
地域社会のレジリエンスを支える

エンジニアリング

交通
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IOWN＊構想実現に向けた取り組み 
〜『APN IOWN1.0』サービス提供の開始〜
� ＊Innovative Optical and Wireless Network

　IOWN構想とは、NTTグループが未来のデータ社会の実現に向け、多くのパートナー
の皆さまとともに開発を進めている通信ネットワーク構想で、「低消費電力性」「大容量
性」「低遅延性」について、大きな優位性を発揮すると期待されています。NTT東日本
グループでは、このIOWNの特長を活かし、地域のREIWAエッジ間を大容量、低遅延
で相互に接続し、あたかも一体であるかのようなシームレスなエコシステムを社会に実
装していくことで、サステナブルな地域社会をめざしていきます。

●IOWNのフレームワーク
　以下3つの主要分野＋光電融合技術によるスマートな社会を実現

①オールフォトニクス・ネットワーク（APN）
　ネットワークから端末までエンドエンドでの光技術の導入
②デジタル・ツイン・コンピューティング（DTC）
　現実世界とデジタル世界のかけ合わせでの未来予測・最適化
③コグニティブ・ファウンデーション（CF）
　あらゆるものをつなぎ、その制御を実現
◆光電融合技術
　光回路と電気回路を融合し、光技術による伝送と電子技術による信号処理を組み
合わせることで、小型経済化に加えて高速低消費電力などさまざまな性能向上を図
るもの

➡

　分散されたコンピューティングリソースをAPNで接続、各リソースをCFで制御・統
合することで巨大な仮想コンピューティング基盤を構築し、その基盤上でDTCを稼働
させることで実現する

●オールフォトニクス・ネットワーク（APN）の特長と性能目標

現状 電気信号 光信号

拠点A 拠点B通信局 通信局

通信局 通信局

将来
拠点A 拠点B

・拠点-通信局区間のみ光通信
・光信号と電気信号の変換多数

エンドエンドでダイレクト光通信
→低消費電力・高品質・低遅延 �

消費電力の
抑制、削減

増加する
トラヒック
への対応

低遅延な
伝送基盤

① 低消費電力
・光⇔電気の変換不要
・光電融合型の情報処理

② 高品質・大容量
・サービスごとに波長割当
・IP非依存

③ 低遅延
・データ圧縮不要
・待ち合わせ処理不要

電力効率＊1

100倍

伝送容量＊2

125倍

エンドエンド遅延＊3

1/200

＊1 フォトニクス技術適用部分の電力効率の目標値
＊2 光ファイバー1本あたりの通信容量の目標値
＊3 同一県内で圧縮処理が不要となる映像トラヒックでのエンドエンドの遅延の目標値

●『APN IOWN1.0』のサービスの概要
　〇�新たなユースケースの創造・価値創出をめざし、『APN IOWN1.0』を2023年3月16

日より提供を開始
　〇�加えて、遅延測定・調整を実施する端末「OTN Anywhere」についても情報機器端

末として、同日販売開始
　〇波長専有・低遅延・ゆらぎゼロでの提供

＜構成図＞
お客さま拠点A お客さま拠点B

お客さま
装置

APN IOWN1.0
回線終端装置

OTN
Anywhere

OTU4 OTN

加入局 加入局中継局
…

端末装置 APN IOWN1.0

お客さま
装置

APN IOWN1.0
回線終端装置

OTN
Anywhere

OTU4

端末装置



＜特長＞
（1）高速・大容量
　・Point to Pointの専有型100Gbps回線

（2）低遅延・ゆらぎゼロ
　・光波長専有により、他のトラヒックの影響ゼロ、ゆらぎゼロ
　・端末部分含め、エンドエンド遅延で1 ／ 200＊1を実現

（3）遅延の可視化・調整
　・拠点の遅延測定結果をOTN Anywhereにより可視化
　・1マイクロ秒単位での遅延調整

（4）広範囲な提供エリア
　・提供可能エリアは日本全国＊2

＊1 同一県内で圧縮処理が不要となる映像トラヒックでの遅延の目標値
＊2 �起点と終点が同一都道県内のエリアに限る。光未提供エリアなど、一部ご提供できないエリアあり

●ユースケース創出に向けた取り組み
　○低遅延な映像音声の双方向配信
　　�　コンサートのオンライン配信やリモートレッ

スンなど音楽の新しい共創・鑑賞形式が広がる
中、演出者間のコミュニケーションを低遅延か
つ双方向で行う必要があるリモート協奏の実現
は、従来のネットワークでは困難とされてきま
した。この課題に対してAPN関連技術の有効
性を実証する目的で、NTT ArtTechnology・
Bunkamura主催による東京-大阪-神奈川-千葉の4拠点を接続したリアルタイム・リ
モートコンサート「未来の音楽会Ⅱ」を開催し、離れた会場同士でも一体感を得ら
れる新しいコンサートが開催可能であることが確かめられました。

　　　（参考）＜https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20221222_01.html＞
　○公平なeスポーツ大会環境の実現
　　�　APNの遅延に関する訴求点に対しては、従

来eスポーツ分野や映像・音声のリアルタイム
伝送での活用が有効とされてきたことから
NTTe-Sports主催によるイベント「Open New 
Gate for esports 2023〜IOWNが創るeスポー
ツのミライ〜」を開催し、実演しました。参加
者からは、全く違和感がなかったとの評価を得るなど、同じ場所にいるかのような
感覚を体感していただけました。

　　　（参考）＜https://www.ntte-sports.co.jp/newsrelease_20230302.html＞

撮影　三浦興一



地域社会と共生するNTT東日本が、社内外の多種多様な
ICTアセットを活用して地域課題を解決していく
『REIWA＊プロジェクト』

� ＊Regional Edge with Interconnected Wide-Area network

　REIWAプロジェクトとは、NTT東日本のさまざま
なアセットを活用して地域活性化を推進するプロジェ
クトです。サービスやソリューションを地域の皆さま
と共に創り、課題解決の提案から実現・運用のお手伝

いまで、伴走型のサポート体制を提供することで、地域社会全体のさまざまな分野にお
ける価値創造をめざしています。

●「REIWAプロジェクト」のコンセプト
もっと近づく、地域のミライ

〜サービスやソリューションを地域と共に創り、望むべきカタチへ〜

　〇開発段階から、地域と共に。
　　�　開発段階からお客さまにご参加いただき、ご要望や新しい発見などを通じて、よ

り地域の皆さまに対して価値あるサービスやソリューションとしてのフィードバッ
クを重ねていきます。

　〇確かな品質とノウハウで、地域と共に。
　　�　地域と地域とをつなぐ通信インフラの提供で培ったこれまでのノウハウを活か

し、通信回線やサービス、プラットフォームなど高品質で多彩なICTアセットを地
域の皆さまへ提供します。

　〇すぐそばで、ずっと、地域と共に。
　　�　東日本全域に拠点を持つNTT東日本ならではの細やかなレスポンスと対応力で、

地域の皆さまの課題解決の提案から実現・運用のお手伝いまで、伴走型のサポート
体制を提供します。

●「REIWAプロジェクト」関連サービス／ソリューション
　以下の3つのカテゴリに分類
　　　①REIWAアプリ群　　　②REIWAエッジ　　　③REIWAアクセス

統合マネージド
（ポータル／SM）

クラウド
サービス 大手DC パブクラ・SaaS インターネット・セキュリティ

REIWA
アプリ群

REIWA
エッジ

REIWA
アクセス

映像AI 自治体クラウド … IoT‐
PF シンテレ

地域エッジクラウド

NTT東日本
地域DC

ギャランティ
アクセス

ローカ5G
モバイル

他社
アクセス

LAN・
デバイス

インターワーク（マルチアクセス／接続）

カテゴリ 取り組み

REIWA
アプリ群

REIWA基盤の上に搭載する地域の課題を解決するための各種アプリケーション
商用サービスに加え、ソリューションなどの総称
　（サービス）
　　映像AIサービス、シンテレワークシステム　など
　（ソリューション）
　　デジタル教科書配信、自治体・住民コミュニケーション　など

REIWA
エッジ

REIWAプロジェクトを支える各地域に設置した基盤
「地域エッジクラウド」としてサービス提供中で各地域へ順次拡大予定

REIWA
アクセス

ユーザーニーズに柔軟に対応するためのREIWAエッジへ接続可能な多様なアクセス
ライン
加えてインターワーク機能によりマルチアクセスを実現し、トラヒックを地域で完結
させる



●「REIWAプロジェクト」関連サービス／ソリューションの紹介
　＜映像AIサービス＞

　

◆「REIWAプロジェクト」関連サービス/ソリューションの紹介＜映像AIサービス＞

高度な映像AI解析を地域エッジクラウドによりお手軽に実現

閉域網
接続

①安価
専用サーバー
専用カメラ不要

②簡単
ネットワーク設計も
おまかせ

③安心
万全の

セキュリティ

NTT東日本 局舎内GPUサーバー

映像解析エンジン
入店者数カウント

混雑分析

滞在時間分析入店者属性分析

来店者情報を見える化

不審行動検知（万引き抑止） 購買行動検知

エリア内人数カウント ヒートマップ

万引き・商品探索行動を通知

or お客さま既設カメラ

　＜シン・オートコール＞

　

◆「REIWAプロジェクト」関連サービス/ソリューションの紹介＜シン・オートコール＞

防災・防犯・見守りなどのデジタル化を支援するソリューション
☁ 最新のクラウド と ☎ 使いなれた電話を活用し、自助・共助・公助のDX実現に向けて取り組む

防災無線の補完

高齢者にもやさしいUX

はい/いいえで安否登録

※ Amazon Web Services（AWS）、Amazon Connect、AWS Lambdaは米国その他の諸国における、Amazon.com, Inc.またはその関連会社の商標です。
※ 「シン・オートコール」は、NTT東日本の登録商標です。また一部の機能・技術は特許出願中です（2023年1月現在）。

“真に必要なしくみ”へと進化

PCや電話経由で発報・結果確認 Amazon 
Connect

AWS 
Lambda

結果の集計・見える化 応答有無・声・操作などのログ

地域の皆さまに実際に 使っていただきながら

Powered by 特殊局

AWS

●REIWA β（実験機能／技術・トライアル）
　〇�コンセプトである「開発段階から、地域と共に。」の実現に向け、地域の課題を解

決する機能を開発前段階のβ段階から積極的に搭載
　〇�地域と「共」に創る、育てることを目標に、開発段階からお客さまにご参加いただ

き、ご要望や新しい発見などを通じて、より地域の皆さまに対して価値あるサービ
ス・ソリューションとしてフィードバック

開発（外注）
入念な検証・試験など

X年後 X年後
正式サービス
有償提供

従来のHEISEIの手法

開発β版
（内製含む）

短期間
積極公開

ファンの取り込み
正式サービス
ビジネス化

シン・REIWAの手法 or 無償のまま継続、または終了
NTT東日本全体の評判・既存
サービス利用数向上に貢献

●REIWA β（実験機能／技術・トライアル）の紹介
　＜キャンプ場のスマート化＞

　

◆REIWA β（実験機能/技術・トライアル）の紹介＜キャンプ場のスマート化＞

キャンプ場のスマート化を起点とした地域活性化の取り組み

キャンプ場企画・運営ノウハウ、国内No.1予約サイト デジタル技術、エンジニアリング力

旅まえ 旅あと

温泉

地域の食材 観光スポット
旅なか

キャンプ場
遊休地

特産品

スマートストア

周辺地域への人流・経済の地域循環を促進

施設・食材の予約

魅力的で収益性の高い施設へ再生

スマートチェックイン

周辺情報配信・
クーポン

　＜低遅延Live配信プラットフォーム〈VBOLT〉＞

　

◆REIWA β（実験機能/技術・トライアル）の紹介＜低遅延Live配信プラットフォーム〈VBOLT〉＞

利用シーンに応じたUI・付加機能を具備

■課題・ニーズ

• リアルタイムにコミュニケーションをとりたい
• もっと高品質に映像を配信したい
• 自分たちの配信用途にあったUI・機能が欲しい

NGN

インターネット

■VBOLT の特長

※エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社　株式会社Smart vLiveとの共同実証

■VBOLT の活用事例

NGN網内通信による
低遅延配信と高品質な映像配信を追求

• 集合形式と同様な臨場感のあるリモート勉強会
• 現場の状況をセンター拠点で網羅的（マルチアングル）に確認

R.project　　RECAMP� NTT東日本



地域の資産や魅力を活かした新たな価値を創造する 
地域シンクタンク「地域循環型ミライ研究所」
●設立背景
　これまでNTT東日本は、光ブロードバンドサービスの拡大やデジタルソリューショ
ンの提供を通じて、地域が抱える課題解決に努めてきました。
　今後、課題解決のみならず、地域の資源や魅力（文化・食・自然）を踏まえた価値創
造により、地域が持続的に発展し、夢や希望が感じられる循環型の地域社会を創ること
が必要だと考え、これらを加速するための地域シンクタンク「地域循環型ミライ研究所」
を社内に設置しました。

●主な活動内容と展開
　「地域循環型ミライ研究所」は、地域の未来を支える人々と手を取り合い、地域資産
の調査・研究を通じて、地域の魅力を再発見し、地域政策をともに検討・立案するのみ
ならず、地域社会へ実装されるまで向き合い続けます。

文化

地域の
資産・魅力

地域の未来を支え、つなぐ

地域
住民

地域
企業自治体

国

地方
大学

NPO
団体

地域
コミュニティ

社会
起業家

地域循環型
ミライ研究所

2023年
2月1日設立

食

自然

地域のプレイヤー
をつなぐ

地域社会への
実装

地域文化などを
調査・研究

政策の
立案・提言

NTT東日本グループ
のアセット

通信を守り続ける
技術力

地域とのリレーション

ロングターム
コミットメント

（2023年2月）
皆さまと共に地域の新たな価値創造をめざす“地域シンクタンク”を設立

　調査・研究の成果など、取り組みに関する最新の情報は、地域循環型ミライ研究所の
ホームページ＜https://www.ntt-east.co.jp/regional_circulation/＞に順次掲載予定です。



地域のソーシャルイノベーションの実現に向けたDX推進の
取り組み
　NTT東日本は、地域の課題解決や価値創造を図る、ソーシャルイノベーションの実
現に向け、NTT東日本グループ全体の事業運営のデジタル化と、地域DX推進に取り組
んでいます。
　地域のお客さまと共に持続可能な価値の創造を実現するため、デジタル人材育成を推
進しています。

●デジタル人材育成
　NTT東日本では、NTT東日本グループ全体で業務内容に即した「ドメインスキル」と、
DX推進に不可欠な「デジタルスキル」の双方を兼ね備えた人材を育成することが重要
と考えます。そこで、「DXコンサルタント」「データサイエンティスト」「クラウドエン
ジニア」「IoT・無線エンジニア」「アプリケーションエンジニア」「セキュリティエン
ジニア」の6分野のデジタルスキルを新たに定義し、「デジタルマイスター」「デジタル
エキスパート」「デジタルスペシャリスト」「デジタルアシスタント」の全4階層に到達
度を分けた「デジタル人材像」を設定し、「デジタル人材認定制度」を2022年10月より
開始しています。
　また、上位3階層にあたる「デジタルマイスター」「デジタルエキスパート」「デジタ
ルスペシャリスト」については、2024年度末までに5,000人の創出を目標としています。
　デジタル人材の創出に向けた育成のプログラムは、各階層向けでさまざまなコースを
用意しており、例えば、「デジタルスペシャリスト」をめざす社員向けの「DX短期集中
型実践コース」では、プログラミングの知識が少ない人でもアプリケーションを手軽に
作成できる仕組みのノーコード／ローコードなどの開発ツールを活用し、座学や事例演
習を通じて、DX実践の入口となる技術や考え方を、延べ14日間で習得します。
　他にも、NTT東日本グループダブルワーク制度の活用や、デジタル人材認定に必要
な資格受験支援を行うなど、デジタル人材育成を推進する取り組みを展開しています。
　このような取り組みを通して、デジタルスキルを磨きながら、実践の場で地域のお客
さまのお困りごとや課題を解決し、地域の未来を支えるソーシャルイノベーション企業
への変革をめざします。

＜デジタル人材認定制度＞
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●自治体業務のDX推進の取り組み
　NTT東日本は、内閣府が2015年より開始した「地方創生人材支援制度」における民
間人材活用の一環として、2019年度よりデジタル専門人材、2022年度よりグリーン専
門人材の派遣を開始し、自治体サービスの利便性向上や、新たな付加価値の創造・共創
に向けた活動に取り組んでいます。
　具体的な取り組みとして、2023年4月1日より、派遣先のある自治体で、子育て・介
護などに関連する行政手続きのオンライン申請を開始しました。
　この取り組みでは、自治体と共同で、プログラミングの知識が少ない人でもアプリケー
ションを手軽に作成できる仕組みのノーコード／ローコードなどの開発ツールを用い、
アジャイル型の開発手法を取り入れ、実現しました。
　今後は、申請後の事務処理までを含めてワンストップでデジタル化し、DXにつなげ
ていく活動に取り組んでいきます。
　将来的には、自治体職員自らデータを活用して政策立案に反映、実践、評価、改善す
るというプロセスを実施できる環境を整えるために、データ基盤づくりと職員の育成に
寄与し、地域のDX推進に貢献していきます。



一次産業の振興を通じて地域循環型社会の実現をめざす、
NTTグループ唯一の「農業×ICT」専業会社「NTTアグリ
テクノロジー」
　一次産業は、地域の重要な経済基盤であり、文化やコミュニティを醸成してきた大切な産業です。
関連産業が多く、影響力がある一方、国内の他産業と比較しても急速に高齢化が進んでおり、担い手、
技術伝承などの観点で課題を抱えており、自治体やJA、生産者などのお客さまからのご相談が急増
しています。
　こうした中、地域の大切な産業である農業をはじめとした一次産業分野において、NTTグループ
が強みとするICTや、保有するアセットを活用し、新たな可能性や価値を見出しながら、自ら課題
解決の役割を担うことを目標にNTTアグリテクノロジーを設立しました。
　NTTアグリテクノロジーでは、NTTグループのレバレッジを効かせて「一次産業の新しいカタチ
を創る」を合言葉に、大規模施設園芸や陸上養殖の分野において、ICTによる環境制御を用いた施
設の設計や施工（ハウスエンジニアリング事業）、生産販売事業、六次産業化や地域の産地形成等
のフードバリューチェーン事業など、多岐にわたるビジネスを、日本の農業をリードするさまざま
なパートナーと進めています。最終的には、農業を起点にさまざまな関連産業を融合させた「農業
エコシティ」の実現により、地域の振興にトータルで寄与していくことをめざしています。
　また、種子開発・生産・流通・販売・マーケティング・六次化加工までのトータルバリューチェー
ンを担い、ICTによるデータ駆動型農業やGXを通じて一次産業分野での新たな価値創造と循環型社
会の実現から、日本の食の安定供給をめざします。『私たちは、食と農の分野において、新たな可
能性と価値を見出し、持続可能で豊かな社会を創ります　〜AGRI-TECHで、地域を次世代へ〜』
のビジョンのもと、メンバーの熱意と行動力でさまざまなプロジェクトを推進しています。

＜山梨県中央市「ベジアイシティ山梨中央」＞＊

　　

＜東京都調布市＞　※東京都農林水産振興財団と協力

　　

＜福島県福島市「ベニザケの養殖プラント」＞＊

　　

●会社概要
　（1）株式会社NTTアグリテクノロジー
　（2）本社所在地：東京都新宿区西新宿3-19-2（NTT東日本本社ビル社屋内）​
　（3）資　本　金：4億円
　（4）設立年月日：2019年7月1日

●事業内容
一次産業を軸に多岐にわたる事業、サービスを提供しています。
　○自治体向けコンサルティング、スマートシティ構築支援
　〇ICT温室のソリューション提供
　〇自社ICT温室における農産物の生産
　〇陸上養殖
　○労務・生産・工程管理システム提供
　○IoT ／ AIを活用した生産性向上や省力化
　○遠隔営農指導
　○ロボティクス活用支援
　○育種（新たな品種開発）
　○圃場センシング
　○通信システム構築支援
　○鳥獣対策
　○関連商材物販（鳥獣対策システム、保冷剤、稲作向け水位管理システムなど）
　○講師受託　など

プロジェクトの事例を多数ホームページに掲載しています。
＜https://www.ntt-agritechnology.com/＞

＊秘匿情報保護のため、当該施設のご視察についてはお受けいたしかねますのでご了承ください。



eスポーツを活用した地域課題の解決および地域の新たな価
値創造をリードする「NTTe-Sports」
　世界におけるeスポーツの発展はすさまじく、現在、世界のeスポーツ競技人口（推定）は、サッカー
に次ぐ1億3,000万人以上、競技人口はすでにほとんどのリアルスポーツにも引けを取らない状況で
す。
　国内でも20代、30代の男性を中心に800万人以上のファンが存在。経済効果や集客拡大などによ
る地域活性化を期待されており、特にこれまでのメディアでは届かない若者（Z世代）に対して、 
ｅスポーツが最適な手段だと自治体・企業などが考え始めています。
　それらの自治体・企業などのニーズを背景に、eスポーツ分野に特化した新会社「NTTe-Sports」
を設立。「戦略設計・コンサル事業」「イベント事業」「施設事業」「教育事業」「プラットフォーム
事業」の５つの事業を柱に、地域の課題にしっかり寄り添い、地域ベネフィットの実現に向けて、
戦略策定から施策展開、PDCAまで並走型で幅広く支援しています。

＜eXeField Akibaのイメージ＞

�

●会社概要
　（1）会　社　名：株式会社NTTe-Sports
　（2）本社所在地：東京都新宿区西新宿3-19-2　NTT東日本本社ビル
　（3）資　本　金：3億円
　（4）株　　　主：NTT東日本、NTTアド、NTT西日本、NTTアーバンソリューションズ、
　　  　　　　　　 スカパー JSAT、タイトー
　（5）設立年月日：2020年1月31日

●事業内容
　〇戦略設計・コンサル事業
　　�　各自治体・企業のX年後のあるべき姿から、実現に至るまでのロードマップを立案。地域ベ

ネフィット実現に向けたマーケティング戦略を重視し、持続的な発展をめざした、戦略立案か
ら実行までを一貫して支援します。

　〇イベント事業
　　�　NTTe-SportsおよびNTTグループのアセットを活用。お客さまのニーズに合わせ、イベント

の企画から運営までワンストップで提供します。
　　�　また、需要の多い社内レクリエーションや住民間交流、企業間交流などの小規模イベントに

関しても簡易なパッケージにて提供しています。
　○施設事業
　　�　NTT東日本のeスポーツショールーム施設「eXeField Akiba」を運営。同施設の構築・運営

ノウハウを活用し、地域における施設構築・運営のコンサルおよび受託を実施しています。
　　　＜「eXeField Akiba」の所在地＞
　　　　住所：東京都千代田区外神田4-14-1 秋葉原UDX4階 LIFORK AKIHABARA内
　〇教育事業
　　�　eスポーツのプレイスキルの向上を目的としたプログラムの提供や、デジタル人材の教育を

目的としたプログラムなどの教育プログラム導入支援やそれらを直接指導可能な専門講師の派
遣も対応します。

　　�　また、全国の中学・高校において、eスポーツ部の立ち上げ、および運営を支援。部室の構
築から部活動の強化に向けた強化計画や練習プログラム策定までをワンストップで提供しま
す。

　○プラットフォーム事業
　　�　NTTグループのICTソリューションとネットワークインフラを活用し、地域間のリモートコ

ミュニケーションやオンライン対戦環境を提供。
　　�　また次世代ネットワーク「IOWN」を活用した新しいゲーム環境構築に向けたトライアルに

取り組んでいます。

●今後の展開
　データ収集活用によるデータマーケティングの実装を進め、現行の受託ビジネスから、地域ベネ
フィットの実現、事業持続化に向け戦略コンサル、マーケティング事業モデルの実績化に取り組ん
でいます。
　また、自治体・企業からのニーズの高いゲームを活用した教育ビジネスやIOWN・メタバースを
活用した新たなサービス開発にも積極的に取り組む予定です。



地域産業の課題解決を通じた持続可能な循環型社会の実現
　2020年7月、NTT東日本はパートナー企業との共同出資を行い、「株式会社ビオストック」を設立
しました。
　地域の基幹産業である、畜産・酪農・養豚業の「長時間労働・担い手の不足」「ふん尿処理負担
の増加」「悪臭・水質汚染」などの課題に対して、バイオガスプラントの導入を進め、適切に廃棄
物の処理を実施。処理過程で生み出されるクリーンエネルギー（バイオガス）を活用した「地域循
環型エコシステムの構築」に取り組んでいます。
　事例として、北海道湧別町において、JA・自治体・農家・地域企業の皆さまと共同出資し、バイ
オガスプラントの運営会社「オホーツク湧別バイオガス株式会社」を2021年11月に設立。2023年4月、
バイオガスプラント着工。2025年運用開始に向けた取り組みを行っています。
　また、近年、食品残渣や生ごみなどは、処理費用の増加、飼料化の厳格化などにより、メタン発
酵による処理が注目されています。そこでビオストックは1t/日から導入可能な「超小型バイオガス
プラント」を提供しています。
　これまで10t/日程度の原料がないと導入が困難であった食品加工工場や、自治体などに提供して
いきます。
　ビオストックは地域のグリーン成長戦略・脱炭素化を推進しています。岩手県紫波町および、ビ
オストックなど10者で環境省が全国の自治体を対象に募集した「第3回脱炭素先行地域」に共同提案。

「脱炭素先行地域」として選定されました。中でも、生ごみや廃棄リンゴなどを原料とするメタン
発酵バイオガス発電を導入するとともに、発生する消化液を町が作付転換を推奨している子実用ト
ウモロコシなどの肥料として活用する点（農業振興×脱炭素）が評価され、重点選定モデルとして
認定されました。

＜地域循環システム構築＞

健康増進 乳量UP
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地域産業との連携
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●会社概要
　（1）会　社　名：株式会社ビオストック
　（2）本社所在地：北海道帯広市東2条南4丁目10番地
　（3）資　本　金：1億円
　（4）株　　　主：東日本電信電話株式会社、バイオマスリサーチ株式会社
　（5）設立年月日：2020年7月1日

●事業内容
　○資源循環事業
　　＜バイオガスプラント事業＞
　　・�バイオガスプラントによる生ごみ、畜産ふん尿など地域資源の資源循環、再生可能エネルギー

の創出・活用、液体肥料の活用を通じた、サスティナブルな地域・企業づくり。
　　　①食品残渣などを原料とした超小型バイオガスプラントの提供
　　　　・�オンサイト処理による「廃棄物処理費用の低減」「SDGs対応」「ESG経営」のサポート
　　　②家畜ふん尿を原料としたバイオガスプラントの提供
　　　　・�酪農、養豚農家のふん尿処理作業簡易化、環境改善、エネルギー創出による経営強化
　　　③中型以上のバイオガスプラントの事業主体への参画
　　　　・�SPCに対する出資や、運営組織への参画
　　　④IoT・AIの活用したSaaSベースのプラント運転管理システムの開発・提供
　　＜その他資源循環ソリューションの提供＞
　　　①食品残渣の堆肥化（コンポスト）
　　　②マイクロ風力
　〇次世代畜産・酪農ICTソリューション事業
　　・�次世代の畜産・酪農に向けた各種ソリューションの提供
　　　①牧場・畜舎向け無線LAN構築ソリューション
　　　②光周期コントロールによる搾乳量向上ソリューションなど

●今後の展開
　バイオガスプラントを核とした循環型エコシステムの体感フィールドとして、NTTe-City Labo

（東京都調布市・NTT中央研修センタ内）へ超小型バイオガスプラントを設置。NTT東日本の食堂
から出る食品残渣を処理するなど、自社による都市型循環エコシステムを構築。
　ドルトン東京学園の中学1年生約100名に対し、メタン発酵技術を活用したエネルギー生産型資源
循環に関する体系的な環境学習の取り組みを開始しました。
　また、岩手県紫波町と共同で「第3回脱炭素先行地域」に選定され、地域の生ごみ・特産である
リンゴの廃棄物からエネルギーを創出、液体肥料を子実用トウモロコシなどの肥料として活用する
計画を推進します。
　引き続き、地域循環エコシステムを自治体、企業に展開していき、カーボンニュートラルの実現
に貢献していきます。

＜超小型バイオガスプラントイメージ＞



クラウドであたらしい働き方の支援をめざした 
NTT東日本グループ初のクラウド専業会社「ネクストモード」
　『〜クラウドであたらしい働き方を〜』
　ネクストモード株式会社は、支援、データ分析、画像分析などAWSの数々の先進事例に取り組ん
できたクラスメソッド株式会社とNTT東日本の合弁で設立しました。

　現在、AWSなどのクラウドを活用した業務改善やデジタルトランスフォーメーションの推進にお
けるニーズの増加など、クラウドの市場は今後も拡大すると予測されています。
　その一方で、IT人材の人手不足が深刻化しており、AWSやSaaSなどのクラウド導入による業務
改善、デジタルトランスフォーメーションの推進をどのように進めていいかわからないお客さまが
多くいらっしゃいます。「クラウドがよくわからなくて導入に躊

ちゅうちょ

躇している」「導入しても有スキル
人材がいないので運用できない」といったお悩み・不安に応えていきたいという思いから、ネクス
トモードを設立しました。

　ネクストモードは私たち自身がクラウドやSaaSを活用し、働く場所にとらわれないオフィスフ
リーな仕事を実践していきます。「リモートワークを推進したいが何をしたらいいかわからない」、
クラウドに興味があっても「どう使って良いのかわからない」「もっと便利に使いたい」というお
客さまの思いを共に悩み、一緒に歩んでいくパートナーでありたいと考えています。最適なクラウ
ド技術や製品と組み合わせたAWSやSaaSの導入コンサルティング・運用保守を提供し、お客さま
のサスティナブルな成長をサポートしていきます。

●会社概要
　（1）会　社　名：ネクストモード株式会社
　（2）本社所在地：東京都港区西新橋1丁目1-1 日比谷フォートタワー 26階
　（3）資　本　金：1.5億円
　（4）株　　　主：東日本電信電話株式会社、クラスメソッド株式会社
　（5）設立年月日：2020年7月1日
　（6）Webサイト：https://nextmode.co.jp/

●事業内容
　○AWSなどのクラウドの導入コンサルティング・構築
　　�　高い技術力で最も適した技術を活用してクラウドならではの柔軟なシステムをより多くのお

客さまにとって使いやすい形で構築します。また、ゼロトラストネットワークを含めたクラウ
ド利用に最適なネットワークも含めた構築やオンプレミスからのデータ移行を支援していきま
す。

　　＜https://nextmode.co.jp/services/aws_consulting/＞

　○AWSなどのクラウドの運用・保守代行
　　�　お客さまが事業成長に専念できるように、またIT専担者を有していないお客さまに安心して

クラウドを活用していただけるように、24時間365日での監視・保守体制の提供や、仮想サーバー
のスペック変更（CPU、ストレージ領域の変更など）、セキュリティパッチ適用などの面倒な
クラウドの運用・保守代行を提供します。運用の中で得られたデータを基に、コスト削減、シ
ステム改善の提案もし、このサイクルをお客さまと一緒に歩むことで、お客さまの事業と一緒
に成長するクラウドサービスを提供していきます。

　　＜https://nextmode.co.jp/services/aws_operation/＞

　〇SaaSの導入・運用支援
　　�　「柔軟なリモートワーク環境とセキュリティを両立したい」「SaaSを導入して業務効率化した

いが、どのように導入していいかわからない」などのお客さまの抱える課題を、ネクストモー
ド自らが使用し、良さを実感しているSaaSのみを提供することで解決していく、SaaS導入・運
用支援サービスを提供していきます（Netskope、Asana、Okta、DocuSign、Google Workspace、
Notion、Keeper、SentinelOne）。

　　＜https://nextmode.co.jp/services/saas/＞

　私たちは「効率性と安全性を両立できる環境によって、自分らしく働く」という企業風土を愛し
ています。最新のクラウドサービスを活用することで、ビジネスの課題に真摯に向き合い、日本の
働き方を次のモードへ進化させます。



文化芸術分野におけるNTT ArtTechnologyの取り組み
●事業コンセプト
　守　る：‌�さまざまな文化財をデジタル化し、NTT東日本の堅牢な通信ビルにデータを保管するこ

とで文化財を守ります。
　活かす：高速かつ閉域のネットワークで配信することでさまざまな場所で文化財を活かします。
　つなぐ：それらを通じて地域と地域、さらには日本と世界をつなぎます。

＜新しい形の文化芸術集積・発信＞

地域の価値ある文化や芸術を集積して「守り」
先進テクノロジーを用いて発信することで「活かし」

NTT東日本がつなぎ役となり、地域と地域、地域と世界を「つなぐ」

×パートナー企業

守る 手間なく＊セキュアに集積
＊新たにサーバーなどの設置が不要

NTT東日本通信ビル

活かす 発信し、魅せる・体感させる

博物館

美術館

学校 企業

自治体

交通機関
など

つなぐ 文化芸術の流通・連鎖

AR VR 3Dサイネージ プロジェクション
マッピング

デジタル化

有形無形の
文化財

熟練技術工芸 祭り 絵画 史料 建造物

●会社概要
　（1）会社名：株式会社NTT ArtTechnology
　（2）本社所在地：東京都新宿区西新宿3-20-2　東京オペラシティタワー 4階
　（3）資本金：2.4億円
　（4）株主：東日本電信電話株式会社（100％）
　（5）設立年月日：2020年12月1日
　＜https://www.ntt-arttechnology.com/＞

●事業概要
　〇文化財のデジタル化
　　�　現在は絵画、版画などの二次元の作品のデジタル化を行っていますが、今後立体物や建築物

のデジタル化にも対応します。また無形文化財のデジタル化についても取り組み始めています。
　　メリット①　貴重な文化財の保存・後世への継承
　　�　文化財の経年劣化は不可避ですが、デジタル化により永遠に保存することが可能になります。

万が一、災害などで損壊した場合に、デジタル化されたデータを参考に復元することができます。
　　メリット②　鑑賞機会の増加・鑑賞体験の質的向上
　　�　たとえば浮世絵は長い間空気に触れていると色があせてしまうため、展示期間が限られ展示

する際は照明を暗くする必要があります。一方でデジタルデータを基に作成され所蔵元が原画
と同等と認定した複製画では、長期間の展示が可能となり明るい環境で細部までじっくり鑑賞
することができますし、モニター上でデータを拡大することにより、さらに詳細な鑑賞が可能
となります。

　　メリット③　さまざまなアプリケーションの制作・鑑賞体験の拡張
　　�　デジタル化したデータを活用して作品を動画化したり、VRのような没入型の作品を開発し

たりすることにより、これまでにない鑑賞体験を提供し、作品の理解を深め、鑑賞者の層を拡
大することが可能になります。

　　�　なお絵画・版画などのデジタル化については微細な凹凸までデータ化するとともに、印刷や
モニター表示の際に、その凹凸が実際にあるかのように表示する高度な技術（特許取得済）を
有する株式会社アルステクネと提携しています。

　〇「ArtTechView（オンラインデジタル絵画サービス）」の提供
　　�　閉域ネットワークで作品データをセキュアに配信し、額装したモニターでご鑑賞いただく

サービスです。あたかも本物の絵を鑑賞しているかのような体験を提供します。
　　　下記の施設に配信を行っています（洋画の配信サービス開始予定）。
　　　・東京海上日動ベターライフサービスが運営する介護付き有料老人ホーム「ヒルデモア」
　　　・秋葉原UDX（5F オフィスロビー）
　　　・シーバンスN館（1F オフィスロビー）
　　　・役員応接室（本社ビル 28F）

�
	 ヒルデモア	 秋葉原UDX

�
	 シーバンスN館	 役員応接室



NTT東日本の文化芸術に関する取り組み
●�「第179回 NTT東日本 N響コンサート」における低遅延通

信技術を活用したリアルタイム・リモート演奏の実施
　（2022年11月7日）
●�ArtTechView（オンラインデジタル絵画サービス）メニュー

追加（西洋画）、料金改訂
　（2022年12月1日〜）
●企画展「多層世界とリアリティのよりどころ」の開催
　（2022年12月17日〜2023年3月5日）
●�⻘森-東京-ベトナムを繋いだオンラインねぶた制作教室の

開催
　（2022年12月17日）
●�大田区　特集展示『川瀬巴水×高橋松亭 伝統と革新』第1

期「川瀬巴水 名作とDigital作品」でのデジタル作品展示
協力

　（2023年1月7日〜2023年2月5日）
●�「距離をこえて響きあう　未来の音楽会Ⅱ」の開催（東急

文化村との共催）
　（2023年2月10日）
●�「8Kだから見えてくるルーブル美術館　空間を超えた映像

アート体験」の開催
　（NHKとの共催）
　（2023年2月14日〜2023年3月1日）
●枚方市「Digital×浮世絵」展でのデジタル作品展示協力
　（2023年2月22日〜2023年2月26日）
●ダムタイプ コンサート
　�「DUMB TYPE｜AUDIO VISUAL LIVE 2022：remix」

の開催
　（2023年3月11日、12日）
●�ちばぎんひまわりギャラリー「デジタルアート展〜Digital

×浮世絵〜」でのデジタル作品展示協力
　（2023年4月18日〜2023年5月21日）
●「Digital×北斎【急章】」その1」展の開催
　（2023年4月29日〜2023年10月1日）
●「ICCアニュアル2023　ものごとのかたち」展の開催
　（2023年6月24日〜2024年1月14日）
●�長野県立美術館「葛飾北斎と3つの信濃」展でのデジタル

作品展示協力
　（2023年7月1日〜2023年8月27日）
●�「ソール・ライターの原点　ニューヨークの色」展でのオ

ンライン絵画配信システムの提供
　（2023年7月8日〜2023年8月23日）
　バーチャルミュージアムの開催
　（2023年7月7日〜2024年3月31日）
●「キッズ・プログラム2023　こんにちは、もうひとりのじぶん」の開催
　（2023年8月1日〜2023年8月20日）

　〇NTTインターコミュニケーション・センター（ICC）の運営
　　�　ICCは日本における電話事業100周年を記念して1997年に設立された

文化施設で、科学技術と文化芸術の融合をテーマとしています。メディ
アアートを中心に活動を展開してきており、国内外から高い評価を得
ています。2021年4月にNTTラーニングシステムズから運営を引き継
ぎ、2023年に設立26周年を迎えました。

　　＜https://www.ntticc.or.jp/＞�
ICCロゴ　  　

　〇ICTと文化芸術を活かした地域活性化事業
　　�　文化財のデジタル化、デジタル化した文化財を活用したサービスの開発・提供、さらには26

年にわたるICCの運営を通じて蓄積した知見・ノウハウを活用して、地方自治体をはじめとす
るさまざまなお客さまにサテライトミュージアム、バーチャルミュージアムの構築や、それら
を活用した地域活性化事業の提案を行います。

●ビジョン「分散型デジタルミュージアム構想」
　さまざまな場所でサテライトミュージアムを展開することにより、場所の制約を超えて鑑賞でき
るようになります。またバーチャルミュージアムの展開により、自宅で時間に制約を受けることな
く鑑賞することも可能になります。将来はオンライン上で現実では実現し得なかったような展覧会
やイベントを楽しむことも夢ではありません。
　文化財を所有する地域にとっては、ネットワークで作品をさまざまな地域に有料で配信すること
により、鑑賞に応じて利用料が新たな収入として入ります。
　また文化芸術を鑑賞することで鑑賞者とその地域の間に共感が醸成され、つながりが生まれます。
その共感・つながりをもとに鑑賞者は複製作品や関連のある製品などを購入し、新型コロナウイル
スの影響が落ち着けば、その地域を訪れる可能性も見込め、地域の活性化が図られると考えています。
　さらには海外と作品のデータを交換することにより、日本文化の海外に向けた発信や海外との文
化交流を実現し、日本と海外の結びつきの強化を図ることをめざしていきます。

＜分散型デジタルミュージアム構想＞

Satellite Museum

Virtual Museum
HARD MUSEUM

地域への送客

送客

送客
送客

美術館・博物館・図書館・文学館 など

自治体
施設 地域祭事

作品ゆかりの地

オフィス

病院
教育機関

交通ターミナル

介護施設

ICCアニュアル2023

未来の音楽会Ⅱ

「Digital×北斎【急章】その1」展



社会課題の解決に資するドローンの社会実装を推進する 
「NTT e-Drone Technology」

　ドローンソリューションを通じた地域経済・産業の活性化への貢献を目的に、NTT東日本、株式
会社WorldLink＆Company、株式会社オプティムの3社による共同出資のもと、新会社を設立。株式
会社エンルートから一部事業譲渡を受け、2021年2月1日から事業を開始しました。

　各社それぞれが持つ強みと志を結集し、産官学ならびに地域のパートナーとの連携を通じ、純国
産の日本品質のドローンを創出していくことに加え、NTTグループのAIや5Gなどのネットワーク
技術、クラウド技術などを融合させ、地域社会の課題解決に向けたドローンやロボティクスなどの
実装をめざしていきます。

●会社概要
　（1）会　社　名：株式会社NTT e-Drone Technology
　（2）本社所在地：埼玉県朝霞市北原2-4-23
　（3）資　本　金：4.9億円
　（4）株　　　主：東日本電信電話株式会社
　　　　　　　　　株式会社オプティム
　　　　　　　　　株式会社WorldLink＆Company
　（5）設立年月日：2020年12月10日

＜農業用ドローン「AC101」＞

�

●事業内容
　（1）機体開発製造販売事業
　　�　日本の利用シーンに適したペイロード4kg〜8kgの産業用中型機を開発・製造し、農業用を主

軸に提供しています。徹底した軽量化と電力消費効率重視の制御技術による長時間フライトを
実現しました。今後は、NTTグループのAIや5Gなどのネットワーク技術、クラウド技術など
を融合させながら、出資3社の強みを活かしたドローンサービスの開発を継続強化していきま
す。

　（2）ドローンスクール事業
　　�　自らドローンを開発製造している当社が、ドローンを正しく扱う技術とノウハウを伝えるた

め、農薬散布・インフラ点検・災害対策の現場で必要とされる技術を伝えるドローンスクール
「E.R.T.S」を運営しています。

　（3）運用受託・ソリューション等事業
　　�　機体をシェアリング型で提供することで課題解決をサポート、農薬散布、点検・測量、セン

シングや画像解析などを受託することやパイロット派遣も行います。また、セキュリティとサ
ポートを重視した公共向け機体の販売とサポートも提供しています。

●今後の展開
　NTTグループがこれまで築き上げてきた地域社会や多様なパートナー企業とのつながりと地域ア
セットを最大限に活かし、持続可能な社会の実現に向けて出資会社と共にドローンの社会実装を推
進していきます。また、国産ドローンをみずから開発・製造できる強みを生かし、産学官との連携
やテクノロジーパートナーとの共創を通じて、NTTグループのDNAである「つなぐ」力で驚きのド
ローンを創出していきます。



DXコンサルティング、デジタルプラットフォームを通じた、
地域の企業、大学、自治体の事業変革を支援する「NTT DX
パートナー」
●設立背景
　現在、社会全体がSDGsへの対応やリモートを中心とした新たな社会生活へのシフトなど、大き
な環境変化に直面しています。このような変化に対応するべく、企業は従来のIT化に留まらずデジ
タル変革（DX）の必要性に迫られています。その一方で、大企業と異なり、地域の中小企業や自
治体などでは、DXに十分取り組めていない実態があります。

　こうした背景を踏まえ、NTT DXパートナーでは、これまでNTT東日本で培ってきたICT活用の
ノウハウ、地域社会との深いつながり、豊富なアセットなどを活かし、地域企業や大学などに対す
る通信分野に留まらないDXコンサルティングと、その先のデジタルプラットフォームやシステム
実装・推進までを共創・伴走型でワンストップ支援に取り組んでいきます。

●NTT DXパートナーの事業内容

業界／テーマ別
DX推進 地域課題解決

地域課題解決

地域企業のDX推進 地域DXコミュニティ

社会課題解決
…

…

DX推進支援・事業共創
― DX人材育成、ビジョン構築、課題分析、計画策定、実装（開発）、運用まで ―

ビジネス
パートナー

NTT DX
パートナー

お客さま
（業界リーダー
企業など）

連携から共創へ 連携から共創へ

T E A M

農林水産製造・建設 流通・
サービス

SHOP
￥

公共・
インフラ 医療・健康エネルギー 都市開発 教育

交通・観光防災・減災 担い手不足

コミュニティを形成してアプローチ
ビジネスパートナーやお客さまと

新規事業開発

スポーツ

●会社概要
　（1）会　社　名：株式会社NTT DXパートナー
　（2）本社所在地：東京都新宿区西新宿3-19-2
　（3）資　本　金：4.9億円
　（4）株　　　主：東日本電信電話株式会社（100％）
　（5）設立年月日：2022年1月31日

●事業内容
　デジタル変革（DX）を通じて通信分野に留まらないコンサルティング業務、その先のデジタル
プラットフォームやシステム実装・推進まで協創していきます。
　〇地域循環型価値創造モデルの開発、実装支援
　　（1）産官学を巻き込んだ地域循環型での課題解決モデルの開発、伴走支援
　　（2）地域DXコミュニティの形成とコミュニティ参画企業へのDX推進支援
　〇DXコンサルティングを中心とした企業、大学、自治体の事業変革支援
　　（1）DX構想・戦略策定、実行計画策定と伴走支援
　　（2）DX人材育成および育成のためのノウハウ提供
　　（3）�地方創生・SDGs・脱炭素を実現するためのSX（サステナビリティトランスフォーメーショ

ン）戦略の立案・伴走支援
　〇ビジネスパートナーやお客さまと共創する新規事業開発の支援
　　（1）�CX ／ UX（カスタマーエクスペリエンス／ユーザーエクスペリエンス）デザインのモデ

ル構築などによる顧客再創造を通じた新規事業開発支援
　　（2）業種／分野ごとの業界DXに向けたアプリケーションなどの開発、運用、保守
　〇デジタルプラットフォームやシステムの構築、運用、保守事業
　　（1）プラットフォーム構築、AI活用、データ収集・分析を活かしたサービス開発・技術支援
　　（2）NTT東日本グループの技術・ノウハウを活用した業務改革・BPR支援

●今後の展開
　地域全体のDX推進による地域企業の事業変革や住民起点での価値の再創造を実現し、地域（まち）
に住む人々のウェルビーイングの最大化にも取り組んでいきます。

　また、DXの先にあるSX領域についても、伴走者としてすべてのステークホルダーに対して持続
可能な事業運営を実現するためのサポートにチャレンジしていきます。



地域社会の安心・安全の実現に向けて 
リスクマネジメントに関するコンサルティングからサービスの 
開発・提供までのリスク対策支援をワンストップで提供する 
新会社「NTT Risk Manager」
　ESG経営の進展や個人情報保護法の改正などを背景にリスクマネジメントの重要性が高まってい
ます。加えてサイバー空間における攻撃の高度化・多様化、サプライチェーンの分断に伴う自社業
務への連鎖的影響など、企業を取り巻く脅威はより複雑化しています。
　一方で、地域の中小企業やコミュニティでは、複雑化する脅威への対策の検討や実行に十分取り
組めていない課題を抱えており、リスクマネジメントプランの立案や人材育成、有事対応（保険など）
などを含むトータルなリスク対策支援が求められています。
　このような背景を踏まえ、これまでICTを通して地域の課題解決を進めてきたNTT東日本および
損害保険の分野で広範囲にリスク対策に取り組んでいる東京海上日動火災保険、サイバーセキュリ
ティ分野を中心に卓越した技術を有するトレンドマイクロとの3社が共同出資し、2022年7月に、リ
スクマネジメントに関するコンサルティングからサービスの開発・提供までのリスク対策支援をワ
ンストップでご提供する新会社「NTT Risk Manager」を設立しました。

＜事業イメージ図＞
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連鎖的影響
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法令違反

詐欺や犯罪

大規模な
自然災害

未知の
感染症

ランサムウェアなど
高度化するサイバー攻撃

個人情報
漏えい

出資各社が保有するリスクマネジメントの知見など
を活かしたサービスをワンストップで提供

●会社概要
　（1）会　社　名：株式会社NTT Risk Manager
　（2）本社所在地：東京都新宿区西新宿3-19-2
　（3）資　本　金：2.5億円
　（4）株　　　主：東日本電信電話株式会社
　　　　　　　　　東京海上日動火災保険株式会社
　　　　　　　　　トレンドマイクロ株式会社
　（5）設立年月日：2022年7月1日

●事業内容
　○リスクマネジメント分野に関するコンサルティング事業
　　＜情報セキュリティ対策コンサルティング＞
　　　・‌�ISMS、プライバシーマーク認証取得の支援や情報セキュリティポリシー策定／運用コン

サルティング、各省庁・サプライチェーンなどのガイドラインに適合したセキュリティ対
策の策定・運用などを実施します。

　　＜監査・点検支援＞
　　　・内部監査や点検の支援、監査結果に基づく対策ソリューションの提供などを行います。
　　＜リスクマネジメント分野における人材育成＞
　　　・‌�組織向けの専門性の高い研修プログラムや地域コミュニティなどへの防犯／防災訓練の提

供、新たな教育ビジネスの創出や講演活動、書籍や教育教材の制作などを実施します。
　〇損害保険代理業
　　・‌�情報漏えいや他人の業務阻害などに対して損害賠償責任や事故対応費用、営業継続費用など

を補償するサイバーリスク保険など、各種損害保険の販売代理を行います。
　〇リスク対策サービス開発事業
　　・‌�サイバー空間だけではなく、特殊詐欺などのリアルも視野に入れたリスク対策サービスの開

発に取り組みます。
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●今後の展開
　コンサルティング、損害保険販売、サービス開発の3つの事業を柱に、東京海上日動火災保険株
式会社、トレンドマイクロ株式会社およびNTT東日本グループ企業と連携して地域社会の自助・公
助の支援と共助の仕組構築を行い、安心・安全の実現および地域活性化に貢献していくことをめざ
します。



特殊局の発足とオープンな開発プロジェクト 
〜シン・テレワークシステム〜
●NTT東日本　特殊局について
　○特殊局　発足の経緯、活動目標
　　�　2020年4月1日、日本が誇るプログラマーとして名高い登大遊氏がNTT東日本に入社しまし

た。登氏は、NTT東日本のほか独立行政法人情報処理推進機構（以下、IPA）の産業サイバー
セキュリティセンターのサイバー技術研究室長、ソフトイーサ株式会社の代表取締役、筑波大
学の産学連携准教授という複数の肩書を持ち、活躍しています。NTT東日本への入社と同時に
特殊局が設けられ、これと同時に特殊局員という肩書を持つこととなりました。

　　�　特殊局では、有志によるオープンなプロジェクトを立ち上げ、オープンな開発体制による新
たなサービス開発を志向することを活動目標としていました。その共通概念は、開発中の様子
やベータ版を積極的にオープンにし、開発中であってもある程度の品質に達したらとにかく動
くものを出してユーザーの人気を集めるなど、コミュニティを意識した開発を実施することで
す。

　○主な取り組み
　　実証実験「シン・テレワークシステム」への参画

●新型コロナウイルス対策リモートワーク実証実験
　NTT東日本-IPA「シン・テレワークシステム」
　○提供開始年月日
　　2020年4月21日
　○開発経緯
　　�　NTT東日本とIPAは、新型コロナウイルスに関する政府の緊急事態宣言や在宅勤務への社会

的要請を受け、国内の多くの方々の感染拡大防止と事業継続を支援するため、契約不要・ユー
ザー登録不要の、直ちに利用可能な、無償のシンクライアント型VPNを活用しテレワークを支
援する「シン・テレワークシステム」を迅駛に開発し、提供を開始しました。

　　�　本システムは、NTT東日本コロナ対策プロジェクト 特殊局（仮設）およびIPA 産業サイバー
セキュリティセンター サイバー技術研究室が共同で構築し、筑波大学OPENプロジェクト、
KADOKAWA Connected、ソフトイーサ社などの複数組織の連携協力により、実現するものです。

　○システムの概要
　　�　「シン・テレワークシステム」は、簡単で安全なリモートアクセスシステムです。
　　�　インターネットに接続されているパソコンであれば、離れたところにあるパソコンに対して

どこからでも接続ができ、すべての通信がSSLにより強力に暗号化されますので安心してご利
用いただけます。

　　�　グローバルIPやルーター／ファイアウォールの設定は一切不要です。
　　�　一般的な企業で導入されているHTTPプロキシ型のファイアウォールにも対応しています。
　　�　NTT東日本の「フレッツ回線」に限らず、各種インターネット回線でも利用可能です。NTT

東日本との契約やユーザー登録は、一切不要です。
　　  ※�連携協力組織で研究、開発または整備されてきた各種ソフトウェア技術や実験用通信インフラを1つに統合して、

緊急に構築をしたものであり、無保証かつ非営利で、一時的に開放するものです。

　　�　2021年8月5日より、ブラウザーからの接続を可能とするHTML5版が提供開始になりました。
　　�　これによって、今までご利用いただけなかったChromebookやMacBookなどからも会社のパ

ソコンにアクセスできるようになります。

インターネット

リモート
デスクトップ接続

自宅など 大学ネットワーク・社内ネットワークなど

リモートアクセス先のパソコン

サーバー用アプリケーションを
インストール

クライアント用アプリケーションを
インストール

SSL-VPNトンネル

　○関連URL
　　「シン・テレワークシステム」紹介ページ
　　＜https://business.ntt-east.co.jp/service/thintelework-system/＞



サービス一覧表
フレッツ・アクセスサービス

サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

フレッツ 光ネクスト 2008年3月31日
加入者光ファイバーを複数のお客さまで共用し、お客さまが契約するISP事業者などへ
上り下り最大概ね100Mbps〜1Gbpsの通信速度で接続するベストエフォートサービス

https://flets.com/next/

フレッツ 光ライト 2011年6月1日

ベストエフォート型のIP通信サービス（IPv4／IPv6）に加え、帯域確保型のアプリケー
ションを利用可能であり、お客さまのご利用量に応じた料金でお使いいただける二段階
定額料金の光ブロードバンドサービス
※2023年3月31日新規申込受付終了、2025年3月31日サービス提供終了予定

https://flets.com/light/

フレッツ 光ライトプラス 2016年3月1日

ベストエフォート型のIP通信サービス（IPv4／IPv6）に加え、帯域確保型のアプリケー
ションを利用可能であり、お客さまのご利用量に応じた料金でお使いいただける二段階
定額料金の光ブロードバンドサービス
※2023年3月31日新規申込受付終了、2025年3月31日サービス提供終了予定

https://flets.com/lightplus/

フレッツ 光クロス 2020年4月1日
加入者光ファイバーを複数のお客さまで共用し、お客さまが契約するISPなどへ上り下
り最大概ね10Gbpsの通信速度で接続するベストエフォートサービス

https://flets.com/cross/

（参考）
インターネット（IPv6 IPoE）接続方式

2011年7月21日
「フレッツ 光クロス」「フレッツ 光ネクスト」「フレッツ 光ライト」「フレッツ 光ライトプ
ラス」において、IPoE接続事業者のネットワークを介しISP事業者が提供するインター
ネット（IPv6）への接続を可能とするサービス

https://flets.com/next/ipv6/

（参考）
インターネット（IPv6 PPPoE）接続方式

2011年6月1日

「フレッツ 光クロス」「フレッツ 光ネクスト」「フレッツ 光ライト」「フレッツ 光ライトプ
ラス」の基本機能として、IPv6によるPPPoE接続により、IPv6トンネル対応アダプター
などを用いて、ISP事業者が提供するインターネット（IPv6）への接続を可能とするサー
ビス

https://flets.com/next/ipv6/

フレッツ・ADSL 2000年12月26日

アクセスラインにADSL技術を用いフレッツ網（地域IP網）へ接続することにより、下り
（データ受信）最大47Mbpsの高速通信を定額料金でご利用いただけるベストエフォート
型サービス
※2023年1月31日サービス提供終了（「フレッツ光」未提供エリアは除く）
※2025年1月31日サービス提供終了予定（2023年提供終了エリア以外）

https://flets.com/adsl/

フレッツ・ISDN 2000年7月17日

インターネットなどへの接続時の通信料金を完全定額制にするサービス
※2018年11月30日新規申込受付終了（「フレッツ光」未提供エリアは除く）
※2024年3月31日新規申込受付終了予定（2018年提供終了エリア以外）
※2026年1月31日サービス提供終了予定

https://flets.com/isdn/



ひかり電話サービス

サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

ひかり電話

　　●集合住宅向け：
　　　2004年9月1日
　　●戸建て向け：
　　　2005年2月1日

「フレッツ光」を利用することにより、加入電話・携帯電話などへ低廉な通話料金での発
信、および従来の加入電話などと同じ電話番号での着信を可能とする光IP電話サービス

https://flets.com/hikaridenwa/

ひかり電話ネクスト 2023年3月31日
「フレッツ光」（インターネット接続サービス）の契約なく､「ひかり電話ネクスト」（電話
サービス）の契約だけで光IP電話をご利用いただけるサービス

https://web116.jp/shop/annai/hdn/hdn_00.html

ひかり電話オフィスタイプ 2006年5月8日
「フレッツ 光ネクスト」を利用することにより、加入電話・携帯電話などへ低廉な通話料
金での発信、および従来の加入電話などと同じ電話番号での着信を可能とする光IP電話
サービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/hikari_of/

ひかり電話オフィスA（エース） 2010年3月30日
「フレッツ 光ネクスト」または、「ビジネスイーサ ワイド」を利用することにより、加入電
話・携帯電話などへ低廉な通話料金での発信、および従来の加入電話などと同じ電話番
号での着信を可能とする光IP電話サービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/hikari_ofa/



映像サービス

サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

フレッツ・テレビ伝送サービス 2008年7月1日
NTT東日本の提供する電気通信サービス「フレッツ光」「ひかり電話ネクスト」または光
コラボレーション事業者が提供する光アクセスを用いたサービスを利用して、登録一般
放送事業者が提供する一般放送サービスを伝送するサービス

−

（参考）フレッツ・テレビ 2008年7月1日

NTT東日本の提供する電気通信サービス「フレッツ光」「ひかり電話ネクスト」または光
コラボレーション事業者が提供する光アクセスを用いたサービスおよび「フレッツ・テ
レビ伝送サービス」と、スカパーJSAT（株）の提供する放送サービス「テレビ視聴サービ
ス」のご契約により、地上／BSデジタル放送が受信できるようになるサービス

https://flets.com/ftv/

（参考）ケーブルテレビ&フレッツ光

●�ダイバーシティメディア&フレッツ光
　�2009年9月1日　ケーブルテレビ山形&

フレッツ光提供開始
　�2016年1月1日　ダイバーシティメディ

ア&フレッツ光にサービス名称変更
●�青葉ケーブルテレビ&フレッツ光
　�2009年12月1日　ニューデジタルケーブ

ル&フレッツ光提供開始
　�2011年7月1日　青葉ケーブルテレビ&

フレッツ光にサービス名称変更
●�宮城ケーブルテレビ&フレッツ光
　2010年8月4日　提供開始
●�飯田ケーブルテレビ&フレッツ光
　2016年4月27日　提供開始
●�さやまケーブルテレビ&フレッツ光
　2017年3月25日　提供開始
●�行田ケーブルテレビ&フレッツ光
　2018年10月1日　提供開始
●�岩手ケーブルテレビジョン&フレッツ光
　2020年11月1日　提供開始
●蓼科ケーブルビジョン＆フレッツ光
　2022年10月20日　提供開始

NTT東日本の提供する電気通信サービス「フレッツ光」「ひかり電話ネクスト」または光
コラボレーション事業者が提供する光アクセスを用いたサービスおよび「フレッツ・テ
レビ伝送サービス」と、登録一般放送事業者が提供する放送サービスをご契約いただく
ことで、登録一般放送事業者が提供する「地上デジタル放送」をはじめ、「BSデジタル放
送」「多チャンネル放送」、地域に密着した「コミュニティチャンネル」やNTT東日本が提
供する光ブロードバンドサービス「フレッツ光」「ひかり電話」という充実したトリプル
プレイサービスをお楽しみいただけるサービス

●ダイバーシティメディア&フレッツ光 
　https://flets.com/catv/yamagata/
●青葉ケーブルテレビ&フレッツ光
　https://flets.com/catv/aoba/
●宮城ケーブルテレビ&フレッツ光 
　https://flets.com/catv/miyagi/
●飯田ケーブルテレビ&フレッツ光
　https://flets.com/catv/iida/
●さやまケーブルテレビ&フレッツ光
　https://flets.com/catv/sayama/
●行田ケーブルテレビ&フレッツ光
　https://flets.com/catv/gyoda/
●岩手ケーブルテレビジョン&フレッツ光
　https://flets.com/catv/iwate/
●蓼科ケーブルビジョン&フレッツ光
　https://flets.com/catv/tateshina/

（参考）フレッツ・テレビ 建物一括契約プラン 2009年12月1日

「フレッツ 光ネクスト ファミリー・ハイスピードタイプ」および「フレッツ・テレビ伝送
サービス 建物一括契約プラン」、スカパーJSAT（株）の提供する放送サービス「テレビ視
聴サービス」を契約することにより、各入居者が「地上／BSデジタル放送」などを受信で
きるようになるサービス

https://flets.com/ftv/owner/



サポート・セキュリティサービス

サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

ITサポート&セキュリティ 2010年6月30日
SOHO、中小企業向けにICT機器やネットワークに関する設定や操作方法、トラブル復旧
など、導入から運用管理にいたるまで幅広くサポートするサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/itss/

ダイヤモンドサポート 2018年10月1日
お客さまに代わって運用・保守をトータルサポートすることで最適なICT環境を実現し、
お客さまの本来業務を支えるサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/diamondsupport/

おまかせサイバーみまもり 2017年6月29日

お客さまのオフィス内に不正通信の検知・遮断機能を搭載した専用BOXを設置すること
でネットワークセキュリティを強化
NTT東日本のセキュリティサポートデスクがお客さまのネットワーク環境における通
信状況を監視し、不正通信を検知した場合など、有事の際にはウイルスの駆除や端末復
旧をサポートするサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/cybermimamori/

おまかせアンチウイルス 2017年4月24日

パソコンやタブレットなどの端末向けクラウド型ウイルス対策ソフトサービス
NTT東日本のセキュリティサポートデスクにて監視・設定代行のサポート。有事の際に
はウイルスの駆除や端末復旧をサポートするサービス
※サポートが不要という方には「おまかせアンチウイルスライト」も提供中

https://business.ntt-east.co.jp/service/antivirus/

おまかせクラウドアップセキュリティ 2021年9月30日
クラウドアプリケーション（Microsoft 365、Google Workspace、Dropbox、Box）の法人向
けプランをご利用中のお客さまに対する、巧妙なメール攻撃をクラウドメール上で検知
し防御するセキュリティ対策サービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/cas/

スマートデバイスマネジメント 2015年4月7日
専用エージェントを導入したタブレット・スマートフォンなどの端末情報（各端末の利
用者・OSなど）の管理や各種機能の制御、アプリケーションの管理・メッセージの一斉配
信などを可能とする、デバイスマネジメントサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/sdm/

リモートサポートサービス 2007年10月1日
ブロードバンドを楽しむために必要なさまざまな機器やサービスの利用方法などに関
するお問い合わせにワンストップでお応えするサポートサービス

https://flets.com/osa/remote/

セットアップサービス
訪問サポートサービス

●セットアップサービス：
　2008年6月1日
●訪問サポートサービス：
　2007年6月1日

●セットアップサービス
　�「フレッツ光」（光コラボレーション事業者の光回線含む）の新規お申し込み、移転、プ

ラン変更、機器の変更などの派遣工事と同時に、インターネット接続設定やメール設
定、無線LAN設定などを行うサービス

●訪問サポートサービス
　�「フレッツ 光クロス」「フレッツ 光ネクスト」（光コラボレーション事業者の光回線含

む）「Bフレッツ」をご契約中のお客さまに対して、訪問にてインターネット接続設定や
メール設定、無線LAN設定などを行うサービス

●セットアップサービス
　https://flets.com/osa/setup/s_outline.html
●訪問サポートサービス
　https://flets.com/osa/houmon/s_outline.html



サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

クラウド導入・運用サービス 2019年6月28日

IT専担者を有していないお客さまも安心してパブリッククラウドをお使いいただける
よう、「Amazon Web Services（AWS）」「Microsoft Azure」のクラウドサービスの設定代
行・監視保守・運用代行を行い、セキュアなクラウド環境構築やIT業務効率化を可能とす
るトータルサポートサービス

https://business.ntt-east.co.jp/content/cloudsolution/cloud-consul.html

なおせ〜る 2016年1月20日

「フレッツ光」またはNTT東日本より光アクセスサービスの提供を受けた事業者が提供
する「コラボ光」に接続された補償対象機器が故障・破損などにより使用不可となった場
合、補償上限金額の範囲で修理、または新品機器と交換する、個人のお客さまを対象とし
たサービス

https://flets.com/osa/naoseru/

なおせ〜るPRO 2017年10月23日
「フレッツ光」または「コラボ光」をご利用の中小企業・SOHOのお客さま向けに、お客さま
の過失が原因で故障・破損したパソコン・タブレットを、修理もしくは新品に交換する機
器補償サービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/naoserupro/

フレッツ・ウイルスクリア 2007年2月27日

インターネットに設置された専用サーバーからセキュリティ対策ファイルを更新す
ることで、お客さまのパソコン、タブレット、スマートフォンでウイルス検索・駆除や
フィッシング詐欺対策などのセキュリティ対策が実施できる、「フレッツ光」（一部対象
外）をご利用のお客さま向けのセキュリティ対策サービス

https://flets.com/fvc/offer.html

標的型攻撃メール訓練 2018年7月31日
従業員などが利用しているパソコン、タブレット端末、スマートフォンなどへ疑似的な
攻撃メールを送付し、不審メールを受信した際に安易に開封しないように、人的な側面
から企業の情報セキュリティレベルを高めるサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/mailtraining/

クラウドサービス

サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

ギガらくWi-Fi 2014年12月1日
オフィスや店舗で役立つ機能に加え、プロによる導入から運用までのサポートが付い
た、安心・簡単・すぐに使えるWi-Fiサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/gigarakuwifi/

ギガらくWi-Fi IoTサポートオプション 
農業タイプ

2018年1月18日
「ギガらくWi-Fi」をIoTゲートウェイとし、IoTセンサー装置やネットワークカメラなど
のIoTデバイスと、データ可視化用のIoTクラウド、それらの運用サポートをセットにし
た、農業用のIoTパッケージサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/gigarakuwifi/iot/iot_agriculture.html

ギガらくWi-Fi IoTサポートオプション 
工場タイプ

2018年11月21日
「ギガらくWi-Fi」をIoTゲートウェイとし、IoTセンサー装置やネットワークカメラなど
のIoTデバイスと、データ可視化用のIoTクラウド、それらの運用サポートをセットにし
た、工場用のIoTパッケージサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/gigarakuwifi/iot/iot_factory.html



サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

ギガらくVPN 2019年11月11日
ネットワークの一元管理やインターネットVPNの構築が簡単に行えるマネージドルー
ターサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/gigarakuvpn/

ギガらくスイッチ 2019年11月11日
NTT東日本サポートセンターが遠隔でスイッチ設定を実施し、設置拠点の接続機器の一
元管理ができるマネージドスイッチサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/gigarakuswitch/

ギガらくサイネージ 2015年9月1日
セットトップボックスで映像・画像を活用したコンテンツやさまざまな情報をディスプ
レイにタイムリーに表示できるクラウド型サイネージサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/signage/

ギガらくカメラ

　●クラウドプラン：
　　2018年11月26日
　●端末セットプラン：
　　2019年7月8日

対応するネットワークカメラと接続して、インターネットを介した映像のリアルタイム
確認や録画ができるクラウド型カメラモニタリング・録画サービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/gigarakucamera/

フレッツ・あずけ〜る 2013年7月29日
オフィスやご家庭のパソコン、スマートフォンなどのモバイル端末にお持ちの写真・動
画・音楽・各種文書ファイルなどのデータをお預けいただける「フレッツ光」ご契約者向
けのオンラインストレージサービス

https://flets.com/azukeru/azukeru.html

フレッツ・あずけ〜るPROプラン 2014年6月24日
「フレッツ・あずけ〜る」の機能に加え、ログインIDやパスワードでの認証だけでなく、
「フレッツ光」の回線認証や端末認証、モバイル端末紛失時などの遠隔アクセスロックな
どの機能を追加する「フレッツ光」ご契約者向けのオンラインストレージサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/azukerupro/

MS Office Online on あずけ〜る 2015年4月15日
オンラインストレージサービス「フレッツ・あずけ〜る」上に保存しているMicrosoft® 
Word、Excel®、PowerPoint®文書を直接編集すること、かつ新規に文書を作成することが
できる「フレッツ・あずけ〜る」のオプションサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/azukeru_ms/

ひかりクラウド スマートスタディ 2015年11月13日

「研修をオンライン化したいけれど何から始めたらいいかわからない」という不安を解
決するための「ラーニングマネジメントシステム（LMS）」。研修担当者は受講してほし
い人に向けて動画、ドキュメントを配信することができ、確認テストなども実施可能。ま
た、いつだれが受講したか履歴なども管理することが可能

https://l-cloud.jp/

ひかりクラウドＰＢＸ

●ひかりクラウドＰＢＸ：
　2016年1月21日
●ひかりクラウドＰＢＸ
（まるらくオフィス対応）：
　2017年3月31日

従来のPBXやビジネスフォンなどの通信機器が備えている内線通話機能、グループ着
信機能、転送機能などに加え、スマートフォンやパソコンなど多様なデバイスで、ロケー
ションを問わず内線電話を利用できるクラウドサービス
※「ひかりクラウドＰＢＸ（まるらくオフィス対応）」は、2024年6月30日サービス提供終了

https://business.ntt-east.co.jp/service/pbx/



サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

オフィステレフォン 2017年7月31日
ルーター機能を持ったビジネスフォンシステム（外線2チャネル、電話機8台まで）を月額
制でレンタルできる、店舗・オフィス向けのサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/officetelephone/

まるらくオフィスサービス 2017年3月31日
中小企業向けに、NTT東日本がお客さまの「オフィスのICT担当者」のような存在となっ
て、ICT環境の構築・運用・管理にかかわる業務を一元的に対応するサービス
※2024年6月30日サービス提供終了

https://business.ntt-east.co.jp/service/maruraku-office/

ロボコネクト 2016年9月1日
施設案内、オフィスの受付、多言語でのお客さまへのおもてなしなどに対応した、ロボッ
ト型の通信端末（コミュニケーションロボット）向けのクラウド型ロボットプラット
フォームサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/roboconnect/

クラウドゲートウェイ クロスコネクト 2016年10月11日

信頼性の高い閉域ネットワーク経由でクラウドサービスを利用したい法人のお客さま
向けに、クラウドサービス（Amazon Web Services、Google Cloud Platform™、Microsoft 
365、Microsoft Azure、NIFCLOUD、Oracle Cloud）およびNTT東日本のデータセンター
への接続を可能とする定額制のネットワークサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/crossconnect/

クラウドゲートウェイ アプリパッケージ 2016年9月1日
Amazon Web Servicesなどのクラウドと閉域ネットワークをダイレクトに接続し、高速
かつセキュアにクラウドサービスを導入いただけるパッケージサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/applipackage/

クラウドゲートウェイ サーバーホスティ
ング

2017年5月19日
法人のお客さま向けに、閉域ネットワークやインターネットを経由し、クラウド上で
ファイルサーバーやアプリケーションサーバーなどのお客さまのシステムを、簡単・セ
キュアに構築・運用できるクラウドサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/serverhosting/

おまかせデータレスPC 2019年6月24日

中小企業・SOHOのお客さま向けサポート付きレンタルPCサービス。PC本体にデータを
残さずクラウドに自動保存される「データレス機能」搭載
※2023年4月30日新規販売終了（2023年5月31日までを利用開始期限）
※2028年5月31日サービス終了予定（契約者数が0になった場合、前倒しの可能性あり）

https://business.ntt-east.co.jp/service/dlpc/

万引き抑止AIサービス「AIガードマン」 2018年7月30日
AIカメラが不審行動を検知し、検知情報を契約者に通知するなど、万引き対策を目的と
したAIカメラ用のプラットフォームサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/ai-guardman/

おまかせRPA 2019年1月23日 サポート機能のついた業務自動化（RPA）サービス https://business.ntt-east.co.jp/service/omakase_rpa/

AIよみと〜る（インターネット接続タイプ） 2019年1月23日 手書き書類や帳票の文字読取を行い、データ化するAI技術を使ったOCRサービス https://business.ntt-east.co.jp/service/rpa_aiocr/

AIよみと〜る（LGWAN接続タイプ） 2019年12月1日
手書き書類や帳票の文字読取を行い、データ化するAI技術を使ったOCRサービスを、自
治体の総合行政ネットワークで利用可能とするサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/rpa_aiocr/lgwan/



サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

おまかせ はたラクサポート 2020年6月30日

「おまかせ はたラクサポート クラウドサービス」および「おまかせ はたラクサポート サ
ポートサービス」で構成され、総務・人事・労務・経理・契約・請求書授受業務を効率化する
クラウドサービスの提供と、各クラウドサービスの初期設定やデータ投入支援、利用中
のトラブル対応などのお困りごとをトータルでサポートするサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/ohs/

コワークストレージ 2021年4月8日
使い勝手や情報セキュリティなどストレージへの不安や不満を徹底的に解消し、「簡単
に操作できて誰もが使いやすい」「セキュアで、安心して使える」ことを追求したスト
レージサービス

https://business.ntt-east.co.jp/content/coworkstorage/

ひかりクラウド電話
（for Microsoft Teams／for Webex Calling
／for MiiTel）

　●for Microsoft Teams：
　　2021年4月26日
　●for Webex Calling：
　　2022年6月30日
　●for MiiTel：
　　2023年6月16日

Microsoft社が提供する「Microsoft Teams」またはシスコシステムズ合同会社が提供する
「Webex Calling」またはRevComm社が提供する「MiiTel」にて「03番号」などの電話番号の
発信・着信を可能とするサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/cloud_denwa/

Bizひかりクラウド おまかせ校務 2013年8月23日 小中学校の教職員の校務にかかる負担を削減するクラウド型校務支援サービス https://business.ntt-east.co.jp/service/omakase-koumu/

Bizひかりクラウド お出かけデマンド 2012年4月1日
バスとタクシーのメリットを活かし、利用者が希望する場所から目的地まで、ドアtoドア
の移動を実現する新しい公共交通サービスをサポートするサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/odekake-demand/

Bizひかりクラウド 被災者生活再建支援シ
ステム

2014年6月20日
自治体が行う「り災証明書発行」などの被災者生活再建支援業務を円滑に遂行できるよ
う、業務のボトルネックを総合的にフォローするクラウド型サービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/saiken/

IoT温度管理サービス 2019年9月30日
冷凍冷蔵庫や保管室などにセンサーを設置することで、温度や湿度を自動で記録し、ク
ラウド上で一元的に管理するサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/iot-ondokanri/

映像AIサービス 2022年2月28日
お客さま拠点のIPカメラ端末の映像をNTT東日本ビルに設置したGPUサーバー上のAI
でリアルタイムに解析し、解析結果を通知、あるいはWebシステム上で表示するサービ
ス

https://business.ntt-east.co.jp/service/eizou-ai/

地域エッジクラウド 2022年7月25日

NTT東日本の通信インフラで培った信頼性、堅牢なデータセンターに、マイクロソフト
の高いシェアを誇るパブリッククラウド「Microsoft Azure」と同様のGUI（グラフィカル
ユーザーインターフェース）を使用した「Microsoft Azure Stack Hub」基盤を配備し、格
納するデータの所在を明確にした地域のクラウドサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/rec/



サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

おまかせITマネージャー 2023年6月29日

お客さまの業務に合わせてLAN環境の設計・構築を支援する「おまかせLAN構築プラン」
と、お客さまに代わってネットワークのリモート監視を行い、トラブル予兆を通知し、改
善に向けた提案を行う「おまかせ監視サポートプラン」の2つのプランにより、IT管理者
の稼働削減・スキルを支援するマネージドLANサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/omakase_it/

法人向けネットワークサービス

サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

ビジネスイーサ プレミア 2015年12月21日
従来の広域イーサネットサービスを超え、高セキュリティ・高信頼といった高いサービ
ス品質を実現したイーサネット通信サービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/premier/

ビジネスイーサ ワイド 2008年3月31日
デュアルアクセスやイーサOAM技術（監視用フレームによる疎通確認）などの採用によ
り、さらなる信頼性向上を実現しているNGN広域イーサネットサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/wide/

高速広帯域アクセスサービス 2019年12月2日
お客さまの指定する同一都道県内の拠点をPoint to Pointで接続する、高速・大容量の
イーサネット通信サービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/koutaiikiaccess/

フレッツ・VPN プライオ 2014年8月20日 NTT東日本エリアの「フレッツ 光ネクスト」の拠点間通信を可能とするVPNサービス https://business.ntt-east.co.jp/service/vpnprio/

フレッツ・VPN ワイド 2008年8月18日
NTT東日本エリアの「フレッツ 光ネクスト」や「フレッツ・ADSL」「フレッツ・ISDN」を
利用して、複数の拠点を接続することが可能なVPNサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/vpnwide/

フレッツ・VPN ゲート 2008年3月31日
お客さまのネットワークやサーバーなどを「フレッツ・VPN ゲート」契約者回線に接続
することで、「フレッツ 光ネクスト」などのフレッツ・アクセスサービス契約者との間で
センター-エンド型の通信を実現するVPNサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/vpngate/

Managed SD-WAN 2020年7月21日
セキュアな拠点間通信、柔軟なネットワークの設定変更、経路制御が可能な日本全国対
応の閉域ネットワークサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/sd-wan/

Interconnected WAN 2021年4月1日
最大100Gbpsまでの高速・大容量のネットワークを、距離や利用エリアによらず、速度品
目ごとに一律料金でご利用いただける高速・大容量のビジネスネットワークサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/interconnected-wan/

フレッツ・キャスト 2008年3月31日
各種コンテンツ提供事業者やISPなどが、自社のコンテンツサーバーなどをNTT東日本
ビル内にハウジングすることにより、NGNに接続し、「フレッツ 光ネクスト」などに対し
て、IPv6を用いたデータ配信を行うことを可能にするネットワークサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/cast/



サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

フレッツ・ジョイント 2011年8月2日
NTT東日本が設置するソフトウェア配信サーバーにお預かりしたサービス事業者独自
のソフトウェアを、お客さまのホームゲートウェイなどへ配信するサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/joint/

ギガらく5G 2022年5月30日
キャリアグレードの本格的な5Gスタンドアローン機能と、事前手続きから設計・構築・運
用までのトータルITアウトソーシング（トータルITO）をワンパッケージ化して提供す
る、マネージド型ローカル5Gサービス

https://business.ntt-east.co.jp/service/gigaraku5g/

APN IOWN 1.0 2023年3月16日
通信ネットワークの全区間で光波長を専有し、「高速・大容量」「低遅延・ゆらぎゼロ」を実
現するオールフォトニクス・ネットワーク

https://business.ntt-east.co.jp/content/reiwa/service/

IPv6 ダイナミック DNS 2021年7月1日 フレッツ光のIPv6閉域ネットワーク内で利用可能なダイナミックDNSサービス https://business.ntt-east.co.jp/service/ddns/

加入電話／INSネットサービス

サービス名 サービス開始年月日 サービス概要 サービスホームページURL

加入電話

●加入電話：
　1890年12月16日
●加入電話・ライトプラン：
　2002年2月12日

通話やファクスなどにご利用いただける電話回線サービス。施設設置負担金のお支払い
を伴う「加入電話」とお支払いを伴わない「加入電話・ライトプラン」を有する

https://web116.jp/shop/annai/sin/sinki_00.html

INSネットサービス
（総合ディジタル通信サービス）

●INSネット64：
　1988年4月19日
●INSネット64・ライト：
　1997年7月7日
●INSネット1500：
　1989年6月27日

ISDNサービス（サービス総合ディジタル網）。第1種総合ディジタル通信サービス（INS
ネット64、INSネット64・ライト）と第2種総合ディジタル通信サービス（INSネット
1500）の2種を有する
※ディジタル通信モードは、2024年1月サービス提供終了

●INSネット64：
　https://web116.jp/shop/annai/i64/i64_00.html
●INSネット64・ライト：
　https://web116.jp/shop/annai/i64l/i64_00.html
●INSネット1500：
　https://web116.jp/shop/50list/summary.html#12



　「行政サービスのデジタル化」「行政運営の効率化」が求められる中、ガバメントクラウド・働き方改革・DX
ニーズにより自治体においてもクラウド利活用が徐々に活性化しています。NTT東日本では、自治体のクラウド
リフト・クラウドシフトに合わせた庁内環境の高度化・セキュリティ対策や、自治体DX推進の伴走支援など、地
域に密着したICT企業として地域の皆さまの課題解決をサポートします。

●取り組み方針
　〇�これまでの地域に根ざした活動で培った豊富な知見と、NTT東日本グループ各社のアセットも活用し、公

共・自治体の皆さまの多種多様なニーズに対応したソリューションを提供します。
　○�特定ベンダーにとらわれない中立的な立場で、コンサルティングから構築、保守・運用のトータルソリューショ

ンを提供します。

●代表的な公共・自治体ソリューション
目的・ニーズ ソリューション 概　要

●�ICTをどのように導入すれば地
域に有用な政策となるか、具体
的なアクションプランを立案した
い

●�自らがDXを推進できるよう職員
育成を含め自走化に向けた体
制を整えたい

自治体
コンサルティング

・�自治体の情報化計画やネットワーク最適化計画、職員業務
BPR（業務の可視化・改善）に基づく自治体DX計画をはじ
め、グランドデザインからシステム構築、職員育成までトータルで
支援します。

●�自治体庁内環境のセキュリティ
を確保しつつ利便性の向上を
図りたい

庁内情報基盤
ソリューション

・�ガバメントクラウドの利活用を踏まえた庁内ネットワー
クの再構築や、利便性向上に向けたSaaS利用、リモート
アクセス環境、IT統合運用サービスなど、お客さまの環
境・働き方に合わせた最適なソリューションを組み合わ
せ、庁内環境の整備をお手伝いします。

●�職員の働き方を改善したい・効
率化したい

●�庁内DXを内製化・自走化でき
るよう職員を育成したい

自治体DX
ソリューション

・�業務の可視化・分析に基づき、多様なプロセスが存在する自
治体の業務にローコード開発を適用し、業務DXを支援しま
す。

・�地域に根差したNTT東日本の人材が密着型で導入・自走化
をサポートします。

●�情報政策の企画立案に注力
する稼働を確保したい

●�住⺠からのお問い合わせ業務
を効率化したい

BPO
ソリューション

・�原課からの問い合わせ対応、障害時の切り分けや運用統括
業務などをNTT東日本に一括してアウトソースいただくことで、
情報政策の企画立案に注力できる環境を提供します。

・�住⺠からのお問い合わせ業務について、コールセンターやAI
チャットボットを活用いただくことで開庁時間に限らず応対が可
能となるうえ、住⺠の声を統計⽴てて分析することで住⺠サー
ビス向上につなげることができます。

●�地域のデジタル基盤を整備し、
ブロードバンド・ゼロ地域の解消
および、デジタル田園都市国家
構想の実現に寄与したい

●�地域や分野ごとに分散された
データの相互連携を通じて地
域課題の解決に寄与したい

地域ネットワーク
基盤（有線／ロー
カル5G・LPWA・
Wi-Fiなど）およ
びデータ連携基
盤

・�ブロードバンドのみならずローカル5GやLPWAなどの無線を含
む新たな技術を活用し、地域課題の解決に資するネットワーク
基盤整備をお手伝いします。

・�社会のDX化によって日々生成されるデータを一カ所に集積・
分析するプラットフォームを構築し（データ連携基盤）、EBPM
の実現をサポートします。

　＜代表的な公共・自治体ソリューションイメージ＞

可視化 原因／課題特定

計画
実行

業務

A B
C D C

DX

DX DX

地域ネットワーク基盤およびデータ連携基盤

クラウド接続・管理

DaaS

認証・SSO・ID管理

ゼロトラストセキュリティ

ヘルプデスク運用代行

庁内情報基盤ソリューション

自宅

庁内
NW

出先機関 庁舎内 SOC/NOC

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
系

L
G
W
A
N
系

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
系

クラウド
（SaaS／IaaS）

仮想基盤
データセンター

ローコード・ノーコードツール×自治体密着型 DX伴走支援

自治体コンサルティング
・自治体の情報化計画やネットワーク最適化計画、自治体DX計画策定を支援
・業務を可視化し、BPR推進をお手伝い
・庁内DX推進に向けたDX人材育成支援

・住民からのお問い合わせに対し、的確かつタイムリーに回答

AIチャットボット

コールセンター

質
問

回
答

コンタクトセンター（マイナンバー、粗大ごみ、市政）

電話

WEB
SNS

BPOソリューション自治体DXソリューション

サービス（アプリ） 防災
安全 教育 観光 環境

脱炭素
医療
介護

都市OS（基盤） データ連携基盤

インフラ 地域デジタル基盤、地域ネットワーク基盤（L5G、LPWAなど）

・ローコード・ノーコードツール
　Microsoft 365
　kintone
　RPA/AI-OCR

・地域人材による
  業務DXの伴走支援

※詳細につきましては、以下のURLをご参照ください。
　＜https://business.ntt-east.co.jp/service/industry/gov.html＞

公共・自治体ソリューション

業種別ソリューションビジネスの取り組み



�　自治体などが、観光拠点・防災拠点などに公衆Wi-Fiの整備を行い、地域の観光資源に関する情
報を発信したり、災害時の情報発信入手拠点としたいというニーズが増えています。
　こうした“街Wi-Fi”の整備は、「自治体などが主導的に整備する箇所」「民間の施設所有者に働
きかけ整備する箇所」を計画し、官民連携で実行していくことが必要とされています。
　NTT東日本は、ギガらくWi-Fi ハイエンド6プラン、ハイエンドプラン、ハイエンドExプランを
組み合わせて、官民連携で一体的な“街Wi-Fi”を整備するご提案で自治体などのニーズにお応え
します。

●特長
　○�Japan Wi-Fi連携
　　�　エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドプラットフォーム株式会社が提供する、日本全国のフリー

Wi-Fiに接続できる無料アプリ「Japan Connected-free Wi-Fi」に対応するSSIDを設定可能
　○ブラウザ認証（メール&SNS）
　　　メールアドレスやSNSからWi-Fiに簡単に接続可能
　　（総務省の無線LANビジネスガイドラインで推奨している認証方式に対応）
　　�　5言語（日本語、韓国語、中国語（簡体、繁体）、英語）に対応しており、日本人だけでなく、

訪日外国人にも安心して提供可能
　○�屋外も対応可能
　　�　屋外などの防水・防じん性能が求められる場所でも、多くのモバイル端末が接続しても安定

利用可能なハイエンドExプラン＊で提供可能
　　＊�IP67相当の防水・防じん性能。動作温度：-40℃〜55℃、湿度：5％〜95％まで対応、接続推奨台数50台、電波カバー

半径50m

　※総務省「防災等に資するWi-Fi環境の整備計画」
　　https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/kyouzinkasinsei.html

地域密着の営業体制を活用し、官民連携の街Wi‐Fi整備をサポート

Japan
Connected-free

Wi-Fi

○○地域
観光情報サイト

観光拠点・防災拠点
（自治体などが整備）

商店街の店舗など
（民間が整備）

地域共通SSIDの設定
地域共通サイトへのリダイレクトによる情報配信

Japan Connected-free Wi-Fiアプリによる認証手順の共通化

○○ City Wi-Fi

ハイエンドプラン

ハイエンドプラン

ハイエンドプラン

ハイエンドプラン

ハイエンドExプラン

ハイエンドExプラン
ハイエンドExプラン

街Wi-Fiソリューション



　文部科学省の掲げる「GIGAスクール構想」を踏まえ、官民を挙げた教育の情報化が進められて
います。新学習指導要領では、主体的かつ対話的で深い授業には、効果的なICTの活用が前提となっ
ています。学習環境のデジタル化が大幅に進む中、校務DXの推進による教職員の負担軽減も求め
られています。
　NTT東日本は、個々の学校の現状、政府の方針や学校・教育委員会のご要望に応じて、ICT環境
の構築から運用、活用までをトータルにご提案いたします。具体的には、ネットワーク、情報セキュ
リティ対策、教室のICT化、教職員の働き方改革を支援する校務の情報化などのソリューションを
提供しています。また、ヘルプデスクやICT支援員、リモート支援員などによるICT環境の利活用
のサポートも行います。
●情報セキュリティ対策
　文部科学省が策定した「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」第3版では、
GIGAスクール構想による1人1台端末を活用する上で必要なセキュリティ対策や、クラウドサービ
ス活用時の課題に対応した内容に改定されました。
　ローカルブレイクアウト構成や認証によるアクセス制御を用いることにより、ネットワーク分離
の必要なく安全にクラウドの利活用が可能となります。これにより、学校外からの校務情報へのア
クセスの実現や端末持ち帰り時のリスク軽減、将来的な校務・学習系の連携が実現できます。
　NTT東日本は学校現場におけるICT環境を安心・安全に利用するために、利用するネットワーク
や場所にとらわれないセキュリティ対策をご提案します。
●ICT利活用
　全国の学校現場では、2019年度からの
GIGAスクール構想に関わる整備に関連
し、今後は多様な子どもたちを誰ひとり取
り残すことのない、個別最適化された学び
の持続的な実現が求められています。
　NTT東日本は、1人1台端末の整備に加
え、AIドリルなどの各種アプリケーショ
ンや電子黒板などのICT機器、安定的に使
える最適な通信環境、ヘルプデスクや先生
向けの研修会など、環境整備から運用サ
ポートまでトータルコーディネートします。
　特に1人1台端末活用の“日常化”に向け、GIGAスクール特別メニューを用意し、学校現場に精
通したヘルプデスクやリモートによる教員向けのミニ勉強会（リモート支援）など、利活用をサポー
トするメニューを豊富に提供しています。
●学校の働き方改革（校務の情報化）
　校務情報化の推進により、多忙感を抱えていると言われる教職員の事務負担を軽減し、校務事務
の効率化による教育の質の向上が期待できます。
　校務の情報化ソリューションでは、統合型校務支援システムの構築・運用のみならず、学校に必
要なセキュリティ対策からネットワーク環境までをトータルで提供するとともに、多くの実績で
培ったノウハウを導入後の運用サポートに活かしています。また、初期導入費を低廉化するなど、
より手軽に導入できるクラウドサービス「Bizひかりクラウド おまかせ校務」も提供しております

（P.222参照）。

※詳細につきましては、以下のURLをご参照ください。
　＜https://business.ntt-east.co.jp/service/industry/edu.html＞

●初等中等ソリューション

出 勤

08：46 26
20XX.04.20（MON）

ピッ
無線LAN（Wi-Fi）

大型提示装置

書画カメラ

充電保管庫

先生用タブレット

ICT支援員

テレワーク

家庭学習

児童生徒用タブレット

GIGAスクール構想に適した教育ICT環境の整備や
学校の働き方改革をお手伝いします。教育の

情報化

一元受付

学習アプリケーション

利活用向上に向けた
サポート

安定的な通信環境

自宅インターネット

自宅インターネット

個々の習熟度に合わせたドリル学習や
グループワークでの協働学習

大容量通信を安定的に使える
通信環境

ICT支援員や
ヘルプデスクなど、
活用促進を支えるサポート

校務の効率化 勤怠管理

情報セキュリティ

教職員の出退勤をログ管理・
自動集計することで
勤務状況を
見える化

IT資産管理

産官学連携

自治体・学校・大学との協業や
実証実験による地域の活性化

通知表など個別実施している
業務をシステム統合することで
業務を効率化

仮想デスクトップや二要素認証
などの情報セキュリティ対策

IT資産運用の最適化や
私物USBや端末の禁止、
ログ管理

他校や有識者などとの
遠隔授業

遠隔授業

出勤 退勤

教 室 職員室

ネットワーク

自治体 学校・大学 NTT東日本

共同利用のご提案も可能

児童生徒
アカウント
ID/PW

児童生徒
アカウント
ID/PW

管理者
アカウント
ID/PW

管理者
アカウント
ID/PW

管理者
アカウント
ID/PW

管理者
アカウント
ID/PW

教員
アカウント
ID/PW

教員
アカウント
ID/PW

教員
アカウント
ID/PW

教員
アカウント
ID/PW

児童生徒
  アカウント
ID/PW 

児童生徒
  アカウント
ID/PW 

教職員の自宅

子どもたちの自宅

教育委員会

学　校

オンラインサポートも
充実

クラウド環境（プライベート・パブリック）

（校務用・学習用・ファイルストレージなど）

セキュアアクセス制御

ID管理・認証アカウント確認

組織外部からのアクセス

インター
ネット

※文部科学省「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」
（2021年5月版）ハンドブックP.18：図表10を参考にNTT東日本が作成

情報セキュリティ対策
ガイドラインに沿った整備を行うことで、
情報セキュリティの対策をお手伝いします。

1人1台端末時代の
学習におけるICT利活用

デジタル教材やタブレット活用による、子どもたちに分かりやすい
授業を提供するお手伝いをします。 学校の働き方改革 勤怠管理やスケジュール・成績管理などのシステム化により、

教職員の負担を軽減して、児童生徒と向き合う時間を増やすお手伝いをします。

教職員や家庭からの
お問い合わせを一元受付
▪故障受付
▪ヘルプデスク
▪利活用促進（リモート）
▪運用支援

▪プライベートクラウドを利用した
　校務支援システムによる情報の一元化
▪児童生徒情報の物理的な漏えい防止

パブリッククラウドを利用した
デジタル教材や授業支援アプリの活用

校務系学習系のデータを集約し、
分析／可視化

目的・ニーズ ソリューション 概　要

●�セキュリティを強
化し、個人情報な
どの情報漏えいを
なくしたい

情報セキュリ
ティ対策

「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」に
沿ったシステムのセキュリティ対策を実現できます。
・ID管理、認証、アクセス制御による機微情報の保護
・多要素認証によるなりすまし・不正アクセスの防止
・シングルサインオンによる利便性確保
・通信暗号化によるデータへのセキュアアクセス
・Webフィルタリングによる不適切サイトへのアクセス防止
・MDM・EDRなどの端末におけるセキュリティ対策
・データ暗号化による情報漏洩対策

●�児童生徒の学習意
欲を高める協働学
習や個別学習を実
現したい

ICT利活用

学校では、多様な子どもたちを誰ひとり取り残すことのな
い、個別最適化された学びの持続的な実現が求められてお
り、ICTは必要不可欠になっています。
・端末や電子黒板などの授業用ICT機器
・最適なネットワーク環境
・ヘルプデスクや研修などの利活用サポート

●�教職員の校務負担
を軽減し、児童生
徒と向き合う時間
を増やしたい

働き方改革

学校の基本情報（人・教科・時間）を核とした学校業務全般に
わたるシステムが統合型校務支援システムです。
・統合型校務支援システム（構築／運用サポート）
・保護者連絡ツール
・デジタル採点システム
・教育ダッシュボード

初等中等ソリューション

教室のICT化

ICT支援員

遠隔授業

デジタル教科書

大型提示装置

無線LAN
（Wi-Fi）

先生用
タブレット

児童生徒用
タブレット

書画カメラ
充電保管庫



　大学は、変革の時期を迎えており、大学を取り巻くさまざまな環境に対応した革新を推進しています。NTT東
日本では、大学教育にかかわるすべての方々の「顧客満足」を追求し、現場で抱える課題やニーズにお応えし、
大学の教育力・競争力の向上をめざし、コンサルティングから構築、保守・運用までトータルでサポートしています。

●特長
　○�トータルサポート ： 情報基盤からアプリケーションまでをトータルコーディネートしたICT教育環境をコンサルティ

ングから構築、保守・運用まで一貫して実施します。
　○�マルチベンダー ： メーカーに捉われずお客さまの環境に合った製品を選定し、大学に適したICTキャンパス

を構築します。
　○�地域密着 ： 身近な総合ICT企業としてきめ細かなサポートとクラウドサービスや光ネットワークインフラを活用

し大学運営をサポートします。
　○�導入実績 ： 大学への豊富な構築・運用実績で培った確かな信頼とノウハウで、大学の付加価値を高める

理想のICTキャンパスを創造します。

●代表的な大学ソリューション

　＜代表的な大学ソリューションイメージ＞

※詳細につきましては、以下のURLをご参照ください。
　＜https://business.ntt-east.co.jp/service/industry/edu.html＞

就職 募集

入試
入学

学務
教務

学生教員

IR

•LMSなど、
 学修サービス
•事務システム
•クラウドPBX

自宅 学内

LMS（学習管理システム）
／eポートフォリオ 遠隔授業環境整備 メタバース

（AR／MR／VR） 電子教科書・教材配信 AIを活用した大学IR テレワーク 証明書発行サービス

学生への新たな学修環境の提供をサポート

学内インフラのさらなる増強および
クラウドサービスを用いた、

フレキシブルなシステム運用環境を実現

大学の経営改革およびさらなる効率化に寄与するソリューションを提供

アップロード ダウンロード

パブリッククラウドの導入サポート

パブリッククラウド

閉域接続 固定・モバイル
接続など

アクセス回線サービス
・高速広帯域アクセス
・Interconnected WAN

閉域接続

ローカル
5G基地局

Bキャンパス

Aキャンパス

プライベートクラウド
（DCハウジング／地域エッジクラウド）  

総合的な情報セキュリティ
対策をご提案

総合的に情報セキュリティ
の運用管理をサポート
（SOC※など）

ICT環境の
保守サポートを
一元対応

キャンパス間ネットワーク
（VPN など）

フレッツ・VPN プライオ
フレッツ・VPN ワイド
Managed SD-WAN

学内ネットワーク（有線／無線）・
認証基盤から、次世代無線インフラとして
期待されているローカル5Gまで
統合的なインフラ整備をご提案

高速かつ広帯域な
アクセス回線サービスのご提供

Amazon.com,Inc.のアマゾン ウェブ サービス（AWS）およびAmazon 
Web Servicesロゴ、日本マイクロソフト株式会社のMicrosoft Azure
は各社の商標または登録商標です。

学内外にかかわらず、学修活
動を一元管理

収録・配信を含む遠隔授業、ハイ
ブリッド型授業のための教室環
境整備を実現

AR／MR／VRなどの技術を活
用したメタバースによる質の
高い学修環境を実現

独自教材配信や利用ログを活
用した学修行動分析など、新
たな付加価値を提供

学務システムをはじめ、大学内に蓄積さ
れたデータを活用した大学IR（教育研究、
経営）の推進をサポート

教職員のさまざまな働き方に柔軟に対応
したテレワーク環境を実現

身近なコンビニで各種証明書を印刷発
行。在学生、卒業生の利便性向上や、職
員の業務効率化を実現

2022年
3月現在

SINET

既存のICT環境再整備から新キャンパス建替えまで、ICT設備導入で課題となる
仕様検討やスケジュール管理・事業者間調整などの対応をサポート　 

戦略的なICTの利活用による大学全体のDX推進をお手伝いします！

インターネット

印刷先選択

コンビニ
学内発行

郵送

※SOC：
　Security Operation Center

ヘルプ
デスク

自宅・外出先

SOC※

目的・ニーズ ソリューション 概　要
●�高速かつ将来性に優

れたネットワークを
構築したい

●�利便性を向上しつつ
セキュリティを担保
したい

●�運用コストを大幅に
削減したい

ネットワーク回線
情報基盤
・ネットワーク基盤
・サーバー基盤
・認証基盤
クラウド・データセ
ンター

高いセキュリティを維持しながら利便性を向上し
ます。加えてサーバー集約や統合認証により消費
電力や運用稼働を大幅に削減します。

●�システム運用負担と
コストを削減したい

●�災害時でも学生・保
護者と連絡をとりた
い

●�セ キ ュ ア な 環 境 で
サービス提供したい

クラウド・データセ
ンター

利用シーンに合わせて、パブリッククラウドとプ
ライベートクラウドを使い分けるハイブリッドク
ラウドを活用することで、システム運用の軽減や
コスト削減、災害時のBCP対策を実現します。
また、学術情報ネットワーク（SINET）などのネッ
トワークを利用することでセキュアなクラウド
サービスを提供します。

●�学生へ新たな学修環
境を提供したい

●�学修活動を管理・記
録・蓄積したい

●�学修の質を向上させ
たい

LMS（学習管理シ
ステム）／ eポート
フォリオ

学内外にかかわらず、学修活動を一元管理します。

遠隔授業環境整備
収録・配信を含む遠隔授業、ハイブリッド型授業
のための教室環境整備を実現します。

メタバース
（AR ／ MR ／ VR）

AR ／ MR ／ VRなどの技術を活用したメタバース
による質の高い学修環境を実現します。

電子教科書・
教材配信

独自教材配信や利用ログを活用した学修行動分析
など、新たな付加価値を提供します。

●�大学の経営改革およ
び、さらなる業務の
効率化をしたい

AIを活用した
大学IR

学務システムをはじめ、大学内に蓄積されたデー
タを活用した大学IR（教育研究、経営）の推進を
サポートします。

テレワーク
教職員のさまざまな働き方に柔軟に対応したテレ
ワーク環境を実現します。

証明書発行サービス
身近なコンビニで各種証明書を印刷発行できます。
在学生、卒業生の利便性向上や、職員の業務効率
化を実現します。

大学ソリューション



　NTT東日本は、誰もが安心して医療サービスを受けられる時代をめざして、「人×医療機関×地域」を「つな
ぐ」医療・ヘルスケアICTを促進いたします。
　クラウドやデータセンター、ネットワーク技術を活かし、医療アプリケーションサービスを提供する事業者との連携提
案も行っております。つなぐノウハウを活用し、お客さまに合わせた最適なサービスをご提案いたします。

●NTT東日本がめざす姿
　医療機関などのDX化の推進および地域・家庭・高度医療機関を「つなぐ」ことで、医療現場の課題解決や
最適な医療サービスの提供を支援します。

DX化

家庭と「つなぐ」

地域と「つなぐ」

高度医療機関と「つなぐ」

地域中核病院家庭

薬局 介護施設

診療所 行政

高度医療機関

●NTT病院の院内ICT環境の構築・
　運営、DX化推進によるノウハウ

●医療分野におけるネットワークの
　構築・運用保守の実績／技術

●地域や医療機関のニーズ・課題に
　寄り添った医療ICTの提案ノウハウ

ベンダーフリーの目線での適切な設計・導入支援

NTT東日本

医療現場の「DX化」＋地域・家庭・高度医療機関を「つなぐ」

病院ICTノウハウ 通信キャリアとしての技術力 地域に寄り添う課題解決力

●代表的な医療・ヘルスケア分野ソリューション

目的・ニーズ ソリューション 概　要
●�院内コミュニケーションを円

滑に行いたい
●�音声通話だけではなく、院

内アプリなどのコミュニケー
ションツールを1つのデバイス
に統一したい

●�ナースコールの一斉呼出し
を実現したい

PBX×スマート
フォン×ナース
コール連携

院内のコミュニケーションツールとしてスマートフォンを導入
することで、内線電話通話やチャットなどによる、より円滑・
効率的な院内コミュニケーションや、スマートフォンでのナー
スコール受信・一斉呼出しなどを実現。

●�施設内のネットワーク構成、
機器構成を把握したい

●�施設内のセキュリティ上の脆
弱点を明らかにしたい

●�「医療機関向けセキュリティ
ガイドライン＊1」に対する適合
状況を把握したい

医療機関等向
けセキュリティソ
リューション

昨今の医療機関に対するサイバー攻撃を背景に、医療機
関におけるセキュリティリスクが高まっていることを受け、以
下のソリューションを提供。

【ICT見える化調査】
医療機関などへの現地訪問・ヒアリングを行い、医療機関
内のネットワーク構成、接続機器構成を見える化。

【セキュリティガイドライン適合調査】
「医療機関向けセキュリティガイドライン＊1」との適合状況を
明らかにし、必要な対策などをコンサルティング。

●�医療現場での働き方改革・
生産性を向上させたい

●�感染症予防対策の一環と
して、オンラインで診療できる
環境を用意したい

オンライン診療
サービス

遠隔から患者を診察する「オンライン診療サービス」を提供
（提供元事業者へ取次）。
診療予約、問診、診察、請求などの一連の流れをオンライ
ンにて実施することが可能。

●�医療現場での働き方改革・
生産性を向上させたい

●�待ち時間の削減、院内感染
防止にも貢献

AI問診サービス
（ユビーAI問診＊2）

患者ごとにAIが最適な質問を自動生成・聴取し、医師のカ
ルテ記載業務の効率化を実現するAI問診システム（提供
元事業者へ取次）。
従来の紙からAIを活用したデジタルでの問診とすること
で、患者の主訴や回答に応じてAIが疑わしい疾患を考え
ながら質問を変化させることにより、詳細な事前問診が可
能。

●�住民の健康意識の向上、行
動変容を促したい

●�自治体における医療・健康
の課題分析をしたい

スマートシティに
向けた健康医
療データプラット
フォーム

住民、行政、企業・医療機関を“つなぎ”、各々が保有する
データを利活用することで、医療・ヘルスケア分野を起点と
して、子育て、防災、地域活性化などさまざまな分野におい
て、より暮らしやすい街づくりを提案。
健康・医療・介護・行政データを地域で守り発展させていく

「医療健康データ地域循環モデル」により、住民や地域
社会に対する新たなサービス創出・価値の提供を地域で
完結するモデルを実現。

●�住民・従業員の睡眠改善を
図りたい、健康意識を向上
させたい

スリープテック
睡眠をテーマとした事業コンサルティング、測定デバイスに
よる睡眠の可視化、睡眠改善動画コンテンツやオンライン
セミナーなどの企画を実施。

＊1 厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」
＊2 医療機関での既存システムなどとの連携については、取次先の提供元事業者などとの調整が必要となります。

医療・ヘルスケア分野ソリューション



　災害時の被害軽減には、迅速な情報の収集、膨大な情報の管理・分析、そして、的確な情報の配信が必要
不可欠です。国・地方自治体・民間企業が一体となって、効率的・効果的な防災対策を進める中、NTT東日本
では、これまで培ってきた災害対策のノウハウを最大限に活用し、ICT技術を活かして多くの人 を々災害から守
るための仕組み作りを支援しています。コンサルティングからシステム構築、運用・保守までトータルにご提案し、誰
もが安心・安全に暮らせる社会をめざし、トータルサポートを実現しています。

●取り組み方針
　○�地域が抱えるさまざまな災害などの脅威・不安に対し、それぞれの環境・課題などに応じた解決策をICTを

活用してサポートします。
　○�電気通信事業者としてのノウハウをもとに、万一の際にも、住民の皆さまへサービスが滞らない防災・減災シ

ステムを体系的にご提案します。

●代表的な防災・減災分野ソリューション

　＜代表的な防災・減災分野ソリューションイメージ＞

道路情報
国土交通省

河川情報

気象情報

港湾情報

総合型道路情報システム
●監視カメラ
●気象観測
●路面観測
●トンネル情報
●道路情報板
●パトロール・除雪車管理
●道路GIS

河川情報システム
●堤防決壊監視
●水位観測
●水位警報
●河川監視カメラ
●河川情報板
●河川GIS

防災センター

オペレーター

●緊急情報
●避難場所指示
●映像

●緊急情報配信
●避難場所指示
●安否確認 など

●避難誘導
●安否確認 など

●福祉コミュニケーション
●自治体情報
●緊急情報配信

●避難場所指示
●映像
●安否確認 など

●職員呼び出し
●職員安否確認
　など

港湾情報システム

災害情報管理
●GPS携帯電話・スマートフォン画像
●監視カメラ映像
●被害情報

観測情報管理
●気象情報　　●道路情報
●河川情報

被災地
土砂災害、
道路災害、
河川災害
情報
　　 など

観測地
気象、
地震情報
　　 など

他組織
（国土交通
省、市町村、
消防 など）
避難所、
安否情報
　　 など

住民

市町村、
ボランティア

他組織
（国土交通
省、市町村、
消防 など）

災害対策管理
●職員参集／安否確認
●TV会議　　●災害対応状況

他組織連携管理
●災害広域連携  ●被害・対応情報共有

災害広報管理
●防災情報提供

総合防災システム

●監視カメラ
●セキュリティ

防災情報支援サービス
●気象庁の予測情報を
　見える化

都道府県

市町村

情報伝達
制御システム

防災行政無線 ミニFMラジオ

自治体
ホームページ

防災メール
配信

職員呼び出し 福祉コミュニケーション
端末

●アプリケーションへの配信
●SNSへの配信

●固定電話への架電
●ガラケー・スマホへの架電
●SMS配信

電話 IP網配信

災害情報のシームレス化による
住民への速やかな情報の提供を実現

被害状況などを迅速かつ的確に把握
することで、関係機関への適切な指示
伝達や住民への情報配信を実現

収　集 管　理

配　信

防災トータル
ソリューション

災害時の緊
急・災害情報
の提供や、平
常時におけ
る地域コミュ
ニティにおけ
る情報伝達・
共有サービ
スを実現

災
害
情
報

災
害
情
報

観
測
情
報

他
組
織
か
ら
の
情
報

状
況
報
告

災
害
情
報

対
策
指
示

各種ＮＷ

目的・ニーズ 概　要

収　
　

集

●�道路・河川の維持
管理を効率的に行
いたい

●�災害の予兆を迅速
に提供する必要が
ある

道路、河川の管理者には平時から管轄する道路、河川の維持管理を
行うとともに、災害の予兆をとらえ、必要な情報を利用者へ提供し
ていくことが望まれます。また、災害発生時には、警察、消防、沿道・
流域周辺の自治体および住民へ対しても速やかに情報を提供し、災
害対策の支援を行うことも求められます。
NTT東日本の情報収集ソリューションは、情報のスムーズな伝達を
実現する統合型情報システムです。

管　
　

理

●�災害対策に必要な
情報を把握するの
に時間がかかる

●�状況認識の統一を
図りたい

災害発生時には、災害対策本部が効果的に機能し、被災状況や避難
状況などを迅速かつ的確に把握し、関係機関への適切な指示伝達、
住民への積極的な情報配信が求められます。NTT東日本は自身が克
服してきた災害の経験を生かし、すべてが有機的に機能する総合的
な防災システムの構築をお手伝いいたします。

配　
　

信

●�多種多様なメディ
アを介して住民に
迅速・確実に災害
情報を届けたい

●�災害対応に必要な
人員を確保するた
め職員の呼び出し
を行いたい

自治体による住民などへ緊急・災害情報を迅速、確実に伝えるため
防災行政無線や自治体ホームページ、緊急情報配信など多種多様な
メディアを活用し、かつ、簡易な操作で配信できることが望まれます。
また、非常時に職員の安否や出勤可否を確認し、災害対応が可能な
人員の確保も求められます。
NTT東日本では、地域ブロードバンドといった情報基盤の整備に加
え、多種多様な情報配信システムの構築・運用まで、トータルでお
手伝いいたします。

防災・減災分野ソリューション



取り組み 概要

農村地域に対する
通信施設の整備・
スマート農業の推
進支援

【背景】
　農村地域では、少子高齢化、人口減少の進行などにより、農業水利施設
や農業集落排水施設などの農業農村インフラの維持管理体制の脆弱化や農
業生産における労働不足などが懸念され、ICTの活用に期待が高まってい
ます。また、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、テレワークなど
多様な働き方が広まりつつあり、こうした流れを田園回帰に結びつけるう
えで、農村に安心して住み続けられるための生活インフラとして情報通信
環境の重要性が高まっています。

【取り組み概要】
　NTT東日本では、地域と連携しながら農村地域のICT利活用のための通
信施設（光ファイバー・無線基地局・通信機器など）の整備を一体的に支
援するとともに、整備した通信施設を活用して、地域のニーズに沿ったス
マート農業や地域活性化のためのソリューション（圃場センシング・気象
観測システム・水田の水位・水温監視など）を幅広く提供しています。

JAグループへの
情報通信サービス
の提供やDX推進
支援

【背景】
　NTT東日本では、東日本エリアの約300近くの単位農協をはじめとして、
全国連や県連組織、JAグループ会社へ電話回線や通信機器、社内ネットワー
クを提供させていただいています。そんな中JAでは、大規模合併や支所統
合が進んでおり、合わせて業務の効率化も課題になっています。また、身
近なDX化といった機運も高まってきており、組合員とのコミュニケーショ
ン強化やあらゆる原課でのデジタル化推進のニーズも増えています。

【取り組み概要】
　NTT東日本では、今までの情報通信サービスの提供のほかに、JAの職員
業務のDX化を中心としたご支援を実施しています。事務所、外出先など場
所を問わず円滑な会議の実現や各種基幹システムへの投入自動化や組合員
との連絡ツール（ビジネスチャット）の提供、あるいは営農指導における
IoTツールの活用など、多岐にわたるICTソリューションで、JAのDX推進
を後押しいたします。

　「地方創生」に向けた農山漁村活性化施策として、「所得向上と雇用確保」「住みよい生活環境」「地
域資源の維持管理」などの取り組みが推進される中で、その取り組み基盤を下支えする施設整備や
インフラ整備にICT利活用が大いに期待されています。NTT東日本の農業分野における取り組みは、
JAグループへの情報通信サービスの提供を原点として30年近くの歴史があります。地域密着型体制
にて農業経営の効率化、生産性向上および生産者と消費者をICTでつなぐ仕組みのお手伝いをいた
します。

●取り組み方針
　〇�食の安全・安心の確保や生産者の皆さまの生産性の向上、収益拡大をお客さまの環境・状況に

応じた最適なICT利活用でお手伝いいたします。
　〇�地域に密着した営業体制により、コンサルティングから構築・保守・運用に至るまで自治体・

農業関連団体（JAなど）の皆さまの取り組みをトータル的にサポートし、農業および農山漁村
活性化に向けたお手伝いをいたします。

　＜NTT東日本における農業分野の取り組みイメージ＞

農村地域に対する
通信施設の整備・
スマート農業の
推進支援

●圃場センシング
●気象観測システム
●水田の水位・水温監視
●ため池・河川の水位監視
●鳥獣の捕獲通知
●崖地の地崩れ検知　など

●AI
●ビッグデータ解析
●栽培データの蓄積
●IoTデータ活用
●遠隔支援

高収量・
品質 省力化 人材育成 安心・安全

な食の提供

広域ネットワーク

JAグループへの
情報通信サービス
の提供やDX推進

支援

●紙削減の取り組み（電子
化やネットワーク環境整備
＋ペーパーレス会議の推
進）

●基幹システムへの入力自
動化

●組合員との連絡ツール
●営農指導におけるIoTツー
ルの活用　など

サーバー

クラウド基盤

ストレージ

農村地域 NTT東日本データセンター JA

（参考：農業関連グループ会社）
●NTTアグリテクノロジー（P.188参照）	 ＜https://www.ntt-agritechnology.com/＞
●ビオストック（P.192参照）	 ＜https://www.biostock.co.jp/＞
●NTT e-Drone Technology（P.200参照）	 ＜https://www.nttedt.co.jp/＞

●代表的な農業分野の取り組み

農業分野ソリューション



ユースケースの共創・社会実装に向けた「ローカル5Gオープンラボ」による実証実験

2020年2月25日～

　昨今、5Gを活用した新たなビジネスやサービスを創出するための共創活動が盛
んに行われています。その中でも企業や自治体などが周波数を取得できるローカ
ル5Gは、地域や産業個別ニーズに応じて、高度な無線環境を局所的に構築するこ
とができることから、地域の課題解決やイノベーションの創出に大いに貢献する
ものと期待されております。
　一方で、ローカル5Gを活用して新たなビジネスやサービスを創出するためには、
多様なプレーヤーと共同で検証を行う必要があります。こうした背景を踏まえ、
NTT東日本では、東京大学とともに産学共同としては国内初となる「ローカル5G
オープンラボ」を設立し、多様な産業プレーヤーとローカル5Gを活用したユース
ケースの共創や、これらの社会実装に向けた先端技術の育成の取り組みを進めて
おります。

　「ローカル5Gオープンラボ」は、NTT中央研修センタと東京大学本郷キャンパ
スの大学院情報学環中尾研究室においてローカル5G・プライベートLTE（sXGP）
の通信環境（コア、基地局、端末）を提供いたします。

参加団体 スマートイノベーションラボ
（企業・自治体・大学…）

etc.
GPUサーバー

＊1「ローカル5Gオープンラボ」は商標登録済みです。

共創 セキュア・低遅延
ローカル5Gオープンラボ＊1

ローカル5G・プライベートLTE（sXGP）環境

NTT東日本

本郷キャンパス中尾研究室 NTT中央研修センタ

多様なユースケースの創出

●主な提供内容（NTT中央研修センタ）
【検証ルーム】
　機器の持ち込みの可能な約100平方メートルのクローズな検証スペースを提供
　＜提供内容＞
　・ローカル5Gシステム（ミリ波・Sub6）＊2

　・ローカル5G対応端末（CPE）＊2

　・シールドボックス（電波暗箱）
　  ＊2 複数メーカーの機器を整備、今後も順次拡大予定

実 施 期 間

背 景、 目 的

実証実験の内容

【オープンスペース】
　集中して作業できる個別ブースに加え、コワーキングスペースやソリューショ
ン展示スペースを提供

【カンファレンスルーム】
　検証後の打ち合わせや、商談などが行えるスペースを提供

【その他】
　AIやIoT技術の社会実装に向けた共同実証環境「スマートイノベーションラボ」＊3

との連携が可能
＊3 スマートイノベーションラボ HP　＜https://business.ntt-east.co.jp/service/sil/＞

� オープンスペース

�
　　　　　　　　　　　  　検証ルーム� カンファレンスルーム

＜NTT東日本＞
　ローカル5Gの試験環境の構築を中心に行い、ブロードバンドアクセスの提供で
得られた知見を活かしながら、ご参加いただく企業の皆さまと一緒にユースケー
スの実現をめざします。

＜東京大学＞
　長年取り組んできたネットワークの仮想化・スライシングに関する研究から得
られた知見を活かしながら、ローカル5Gの普及に向けてコスト効率・柔軟性の高
い基盤技術の研究開発を進める予定です。

　ローカル5Gを活用したユースケースとして、高精細映像とAI分析を組み合わせ
たニーズが顕在化してきており、それらに関する実証の事例をローカル5Gオープ
ンラボを起点に積み上げています。
　また、「ギガらく5G」を2022年5月30日に提供開始したことに加え、競合他社か
らも価格をおさえたサービスが出始めており、ローカル5G市場がさらに注目され
ています。今後もローカル5Gの特性を活かしたユースケースの創出、構築実績の
積み上げに向け、NTTグループ全体での総合力を活かし、ローカル5Gなどの「技術」
と、農業、eスポーツ、文化・芸術、など「事業」との両輪で、地方創生・地域
DX化に貢献していきます。

各 社 の 役 割

今 後 の 予 定

社会課題の解決に向けたIoTトライアルの取り組み



地域の産地形成や食の安定供給をめざしたデータ駆動型 
「遠隔営農支援プロジェクト」

　農業分野における急速な農業従事者の減少・高齢化に伴う担い手の確保
や技術継承、世界レベルで起きている感染症や地政学リスク、気候変動の
深刻化などによる食の安定供給に対するリスク課題に立ち向かうため、
NTT東日本およびNTTアグリテクノロジーが有するICTを活用した遠隔営
農支援の実績やノウハウと、専門家が有する知見や農業データ連携基盤（以
下、「WAGRI」）の仕組みを組み合わせることで、データ駆動型の「遠隔
営農支援プロジェクト」の全国展開を進めてきました。

●‌�遠隔営農支援の仕組み
　農研機構＊、株式会社みらい共創ファーム秋田と共に実現した遠隔営農支
援の仕組みでは、生産者の農場や作物の映像・環境データを遠隔にいる専
門家とリアルタイムで共有し、当該農場の土壌、気象、生育情報、作業履
歴などのデータに基づき、農研機構の標準作業手順書（SOP）に即した支援・
指導を双方向のコミュニケーションにより行います。
＊農研機構：�国立研究開発法人　農業・食品産業技術総合研究機構のコミュニケーション

ネーム（通称）。

＜取り組みイメージ＞

生育モデル

土壌データ

過去の収量
病虫害

農地

気象

専門家

生産者

スマートグラス
など

最適なネットワーク

データに基づく
予測・診断を提示

リアルタイムで
生産現場の映像や
データを共有 生産者

遠隔営農支援プラットフォーム

AI

追肥は
いつ頃にしたら
いいのかな

病虫害の
被害を
特定したい

背 景

取 り 組 み

�
	 「コックピット」と呼ばれる	 遠隔地にある
	 遠隔営農指導の様子	 タマネギ圃場のイメージ

●病虫害診断APIと発育予測APIの活用
　新規就農者にはわかりづらい病虫害への対応については、病虫害診断
APIを活用することで、どのような病虫害かを診断した上で、その特性や
対応する農薬の情報を得ることが可能です。発育予測APIでは定植日と気
象APIで得た気象予報データを使って、いつ頃どれくらい収穫できるかを
シミュレーションすることができ、営農計画に反映可能です。

＜AI病虫害診断APIイメージ＞

12品目

生産者

撮影

ICTベンダー
農薬メーカーほか

病虫害診断アプリ

機能提供・開発促進

病虫害診断結果
病虫害の説明
推奨する農薬

高い精度の情報が示され、
熟練農業者でなくても的確な防除が可能に

農研機構サーバー

画像
診断器

農研機構統合DB

画像DB

病虫害小図鑑

農薬DB

WAGRI

病虫害診断API

病虫害発生予察API

病虫害予測API

病虫害予測アラート

病虫害予測アラートとセンシング・薬剤散布で
効果的で無駄のない農薬散布と労力削減

発育予測API

1kmメッシュ
気象データ

病虫害小図鑑API

農薬情報提供API

病虫害対応の農薬情報

コントラクター

ドローンによる
センシングと薬剤散布

　上記のAIを併用し、経験の浅い、新しい産地の新しい就農者に対して、
熟練技術の継承に取り組みます。また、これらの課題は全国共通であるこ
とから、今後は対象エリアや対象作物を拡大する動きが加速していくでし
ょう。近い将来、データやAIを活用するこの仕組みが、最新技術を正確に、
早く、省力的かつ低コストで現場に伝えることができる“新たな社会実装
ツール”として、新規参入と定着をもたらすことが見込まれます。

今 後 の 展 開



好適環境水®を用いた完全閉鎖循環式陸上養殖の事業化

　昨今の海面漁業では、温暖化に伴う高水温化などの環境変動や世界的な
魚介類に対する需要増加などのさまざまな要因が複合的に影響して、生産
拡大余地のある漁場資源の割合は2017年時点で6％程度と水産資源の枯渇
が危ぶまれています。また、日本国内の漁業・水産業界では高齢化や人手
不足が深刻化しており、水産従事者・技術者の経験に基づく判断・作業が
主流の従来の方法では、今後の水産業全体の活性化に向けて限界がありま
す。
　こうした状況を踏まえ、株式会社いちい・岡山理科大学・NTT東日本が
手を携え、ICT利活用による生産環境のマネジメントが可能な、好適環境
水®を用いた完全閉鎖循環式陸上養殖のビジネス化をめざしてきました。

　好適環境水®を用いた完全閉鎖循環式陸上養殖プロジェクトは、国内外で
人気の高い魚種（サケ・マス類）のうち、「ベニザケ」を選定しています。
ベニザケは病気に弱く、成長が遅いことが理由で、これまで事業規模の養
殖の成功例は見られませんでしたが、3者共同実証の成果を2023年7月に発
表しました。

＜完全閉鎖循環式陸上養殖の仕組みイメージ＞

ICT活用によるスマート陸上養殖

・水質および魚・プラントの様子を各種IoT機器で監視・制御しリアルタイムにデータ連携
・ベニザケ養殖経験のない飼育員でも、飼育困難といわれるベニザケの飼育を実現

セキュアな
クラウド環境

映像データ 水質データ
生産者・指導員が管理・確認可能なダッシュボード

アップロード
福島プラント

ネットワークカメラ
（24時間365日監視）

水質センサー
（異常検知時アラート通知）

遠隔指導
（チャット・通話）

飼育関連データのチェック
岡山理科大学（岡山）

養殖ノウハウ・技術指導

将来的には、多拠点間の遠隔指導体制を構築することで養殖産業発展に貢献
（指導員不足解決・飼育員育成の両立）

背 景

取 り 組 み

●養殖の成果
　○�一般的な成育環境では稚魚から出荷できる成魚になるまで概ね4年か

かるといわれているところを、好適環境水®を用いた完全閉鎖循環式陸
上養殖環境下で育てたベニザケは約1年半という期間で、およそ体長
50cm、重さ1.2kgまで成長し、出荷・販売可能な大きさとなり、高い
生産性を実現しました。

　○�完全閉鎖循環式環境では飼育水の入れ替えを行わないため、アニサキ
スなど人の健康へ被害をもたらす寄生虫などに感染するリスクをなく
すことができ、生食での提供が可能な安全で安心なベニザケを飼育す
ることにも成功しました。

　○�岡山理科大学が保有している飼育ノウハウや飼育手技などをNTTアグ
リテクノロジーが構築したICT環境を用いて遠隔飼育指導を行うこと
で、ベニザケ飼育経験のない生産者でも生産難易度の高いベニザケを
成魚まで飼育することができました。

�
＜好適環境水®の中で約1.2㎏まで成育したベニザケ＞

●販売の成果
　いちい店舗で試験販売を行い、地域の皆さまへ安全・安心な環境で養殖
した生食可能なベニザケを提供しました。試験販売を通じて、消費者のご
意見やマーケティングデータの収集・分析を行い、最適な事業や販売の仕
組みを検討します。
　○成果報告
　　＜https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/pdf/20230720_01_01.pdf＞

　今後もNTTアグリテクノロジーでは、陸上養殖の事業化を通じて、新た
な地域振興や水産業の課題解決に取り組み、安心・安全な食の安定供給に
向けて取り組んでいきます。

今 後 の 展 開



持続的な地方都市型スマートシティモデルの創出に向けて

　近年、少子高齢化に伴う人口減少、地域の担い手不足や財政的な

制約など、従来型の経済や社会システムでは立ち行かないさまざま

な課題が顕在化しています。また、日本の自治体の多くが人口10万

人以下の中小規模の自治体である中で、山形県長井市も人口約2.7万

人の地方都市として同様の課題を抱えています。

　長井市は、人口の急減に対応するため、2015年度に策定した「長

井市まち・ひと・しごと創生総合戦略」で、「教育・子育て」をメイ

ンテーマに、教育・子育て環境の充実をはじめ、移住交流の促進、

働く場の創出、中心市街地の活性化、公共交通の利便性向上などに

取り組んできました。また、2020年度より始まった「第2期長井市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」では、これまでの取り組みに加え、

新たに未来への取り組みとして「Society5.0の実現」に向け、未来技

術を活用した地域課題の解決に取り組むことを掲げています。推進

機能としては、長井市では内閣府の「デジタル専門人材派遣制度」

を活用し、NTT東日本から人員を受け入れ、市のデジタル化を推進

する「デジタル推進室」を発足させました。

　これをきっかけに、これまで地域インフラを支えてきた高品質で

安定した通信ネットワークやICT技術に加え、近年は従来の発想に

とらわれない新たな分野の地域課題の解決に取り組んできたNTT東

日本と、「Society5.0の実現」をめざす長井市が連携し、交通、小売、

産業、教育、文化、医療・福祉、生活・娯楽などの幅広い分野での

横断的なスマートシティの社会実装に取り組んでいます。すでに両

者は「地域活性化を目的とした地方都市型スマートシティの社会実

装に向けた連携協定」を締結し、施策検討や実証を進めています。

●これまでの取り組み：

　デジタル地域通貨「ながいコイン」の実証実験

　�　地域通貨やプレミアム商品券事業などの展開に伴う行政の運用

コストや稼働負担の軽減、市民の利便性向上、購買行動履歴や傾

向の把握による行政施策への反映を目的に、2021年2月〜3月にデ

ジタル地域通貨「ながいコイン」の実証実験を行い、多くの住民

の方々にご利用いただきました。

背 景

取 り 組 み

＜実証実験イメージ＞

おらんだ市場　
菜なポート川のみなと長井 MANY’S CAFE

はぎ苑

利用可能店舗・施設

キャッシュレスの推進 データ利活用地域循環経済の推進

ながいコイン1,000円相当

電子地域通貨

タスパークホテル 伊佐沢コミュニティ
センター

道の駅

ホテル内ジム・飲食店

直売所

ホテル内売店など

カフェ

日用品販売

NTT東日本
・店舗・施設環境の配備
・実証全体のマネジメント
　（NTTカードソリューション）
・地域通貨サービスによる実証の展開＊

長井市

・モニターの募集
・利用可能店舗・施設の開拓
・現地でのPR

市民モニター

・ながいコインの提供
⇒地元消費の意欲向上

・アンケートの
　ご協力依頼
⇒市民視線での改善

地域産業の活性化
地域づくり活動の充実

旅行客モニター
（TAS＋はぎ苑の宿泊者）

・ながいコインの提供
⇒誘客、満足度向上

・アンケートへの
　ご協力依頼
⇒観光客誘致の改善

関係人口の創出・拡大
観光交流の充実

＊‌�電子地域通貨の提供主体は株式会社NTTカードソリューションであり、サービ
スは「おまかせeマネー」を利用。

　‌�NTT東日本としてはWi-Fiなど通信環境整備を中心に地域通貨の展開に貢献予定。

●これからの取り組み：

　�MaaS型コンパクトシティや幅広い分野の横断的なスマート化に着手

　�　地域住民に必要とされる生活関連施設の機能をスマートストア

を起点に特定のエリアに集約し、MaaSにより集約エリアへの移動

の最適化を図る「MaaS型コンパクトシティ」を実現、コンパクト

シティ経済圏の創出をめざします。これにより、免許を返納した

高齢者などの交通弱者や、居住区域では買い物ができない買い物

弱者を支援できる地域づくりを推進します。

　今後も、長井市とNTT東日本は、前述の協定に基づき、MaaS型コ

ンパクトシティや先行して実証を進めている電子地域通貨に関する

取り組みに加え、地方都市型スマートシティのモデルケースの創出

に向けた、eスポーツやドローンの活用など、さまざまな分野のデジ

タルトランスフォーメーションを推進していきます。



人口減少社会の到来を見据えた「スマートストア」事業の展開

　日本の少子高齢化率は主要先進国で高い水準にあり、なかでも小
売・卸売業は、製造業と並んで産業別の労働人口が多い業種となっ
ていることから、労働力不足が深刻化していくことが予想されます。
　また新型コロナウイルスの影響により、来店客と従業員の双方の
安全と安心を守るため、人を介さない現場オペレーションや購買行
動が求められています。
　NTT東日本では、このような社会課題や環境の変化を踏まえ、無
人でも運営可能なスマートストアの実現に向けた実証実験を開始し、
入店から商品選択、決済までをスマートフォンで完結する「スマー
トストア」の実験店舗として、2020年11月19日からNTT東日本本社
ビルにスマートストア1号店をオープンしました。
　1号店での検証結果を踏まえ、他社企業や自治体と共同した店舗を複
数出店するなど実証実験のフィールドも拡大してきました。そして、
2022年7月から、NTT東日本グループのテルウェル東日本が、本格的に
スマートストア事業を開始しています。

　2021年度までの実証結果を踏まえ、NTT東日本グループのテル
ウェル東日本にて商用サービス（サービス名称：ピックスルー、
SMARTORE［スマートア］）として2022年7月より提供開始してい
ます。
　NTT東日本の自社ビル内の店舗でも「ピックスルー」というブラ
ンドでNTTグループ売店をスマートストア化し、本格展開を開始し
ています（2022年7月〜）。
出店店舗数：8店舗（NTT東日本初台本社ビル、NTT横須賀総合研
究所、札幌14丁目・4丁目・西ビル、テルウェル東日本深川本社ビル、
NTT東日本福島支店大町ビル、NTTe-City Labo）（2023年6月30日
現在）
　また、オフィスビルや工場などの売店提供事業者との提供店舗拡
大を軸に、自治体などの地域活性化につながる店舗の拡大のほか、
コワーキングスペースなどマイクロマーケットへの提供により、導
入店舗数は57店舗（2023年6月30日現在）まで拡大しています。

�
	 ＜スマートストア初台店＞	 ＜スマートストア横須賀店＞

取り組みの背景

取り組みの概要

＜小売業の業務フロー最適化のイメージ＞

商品のバーコードをスキャン レジなし決済スマホをかざして入店

￥150
SALE

アプリ決済 AI予測ツール 陳列最適化ツール 電子棚札

今後DX化を検討中

Push通知

フロント業務 バックヤード業務

仕入れ 陳列 値付け 販促レジ業務・売上管理

　NTT東日本のデジタル技術や分析技術を強みとしながらも、NTT
東日本グループの売店事業のノウハウや、施設建設・改修、コールセ
ンター運営などの非通信分野のノウハウとのシナジーにより、人口減
少や人手不足問題、事業の立て直しなどの課題解決をはじめ、新たな
顧客ニーズへの対応など、地域のさまざまな事業者のオフィスビル、
工場や物流倉庫、市役所や公共施設、道の駅、ホテルなどへ店舗を拡
大することで、リテール分野のデジタルトランスフォーメーションや、
地方創生・地域活性化を引き続きサポートしていきます。

�
	 ＜上士幌町「かみしほろマルシェ」＞	 ＜長井市「伊佐沢スマートストア」＞

今 後 の 展 開



ローカル5GとAI画像分析技術を活用した『物流現場における人の
動態把握』の実証実験

2021年3月

　昨今の物流現場では、労働力人口の減少やインターネット通販での買い
物需要が高まったことによる出荷件数の増加に伴い、最適な現場レイアウ
トの設計、人員配置の適正化などに加え、煩雑な物流倉庫業務をシステム
化するなど、大幅な作業効率化が求められています。
　システム導入などが少しずつ進む一方で、物流倉庫内における作業スタ
ッフの業務は複雑かつ多様化し、作業スタッフの運営管理については、管
理者がシフトの作成から実際の作業工数の把握などを手入力でアナログ管
理しているのが実情です。
　作業スタッフの稼働をリアルタイムに見える化し管理していくことは、
物流倉庫内における作業進捗の把握や人員配置の適正化といったメリット
に加え、業務量や作業の生産性をデータとして取得・蓄積していくことに
より、作業効率の向上や、今後の省人化への投資を判断していく重要なデ
ータとなっていくと考えています。
　これらを踏まえ、本取り組みでは、物流業務の見える化によるスマート
物流の実現に向け、ローカル5GとAI画像分析技術を活用した人の動態把握
ソリューションに関する検証を行いました。

　ローカル5Gオープンラボにおいて、物流倉庫を模した疑似的な環境とロ
ーカル5Gを通じた高精細カメラでの撮影環境を構築し、物流現場で想定さ
れる動作を複数人で行い、その映像データをAIで分析しました。その結果、
ローカル5Gの安定した高速大容量の通信を活用したAI分析により、人物の
検知・特定および追跡（動線把握、ヒートマップ化）において物流現場へ
の適用可能性を確認しました。
　当技術を活用し、『誰が、どこで、どの経路で動き、どのくらいの時間滞
在していたか』というデータを取得・蓄積し、見える化することで、物流
倉庫における最適な現場レイアウトの設計、人員配置の適正化などが可能
となり、物流業務の効率化が期待できます。

＜実証イメージ＞

●実際の物流倉庫内を想
定し、同一の服装をした人
物を高精細カメラで検出
し、個人を特定

●人物を特定したままリアル
タイムに追跡し続け、それ
らのデータを元に個人ごと
の動線およびヒートマップ
を作成

＜ローカル5Gオープンラボ環境イメージ＞

エッジサーバーカメラ

カメラ

ローカル5G

（1）人物の検知・特定

（2）人物の追跡

（1）人物の検知・特定

（2）人物の追跡

実証概要：ローカル5Gを活用した人物の動態把握

AI

実 施 期 間

背 景、 目 的

実 証 実 験 の 
内 容・ 結 果

＜実証模様＞

�
実際の人物の特定・検知

�
	 個人の動線把握	 ヒートマップ

＜東急不動産＞
　・‌�物流施設におけるローカル5G実用化の検証
　・‌�ローカル5G利用検討テナントへの、課題事項整理およびフィードバック
　・‌�実際の倉庫オペレーションを想定した設備レイアウトなどの提案
＜NTT東日本＞
　・‌�本実証における全体管理
　・‌�ローカル5G検証環境の提供（ローカル5Gオープンラボ）
　・‌�ローカル5Gに関わる技術的支援
＜PAL＞
　・‌�物流現場における課題の特定から、課題解決に対するソリューション

の企画
　・‌�テクノロジーの探索からパートナー企業の選定
　・‌�実証実験における全体設計から検証実施
　・‌�商用化に向けたソリューションの企画と開発

　今後も、AIをはじめとする最先端技術の実用化に取り組む企業や団体と
技術連携を図りながら、自動検品や自動搬送機（AGVなど）の運転・遠隔
制御などに関する実証実験を行い、2022年度には実際の物流倉庫・現場で
の運用・実装をめざし、物流業務の新たな省人化・デジタル化ソリューシ
ョンの実現に向けて取り組んでいきます。

各 社 の 役 割

今 後 の 予 定



データセンター
●特長
　○東日本エリアの全都道県に1拠点以上、全36拠点設置
　○停電・地震対策、入退室管理など安全性の高い施設
　○保守・運用からセキュリティ対策まで24時間365日ノンストップサービス
　○‌� アイルキャッピングを採用した高発熱対応ラックの設置
　　‌�（駒込DC、練馬DC、蔵前DC、池袋DC、霞ヶ関DC、埼玉DC、千葉第1DC、千葉

第2DC、茨城第2DC、群馬第1DC、新潟DC、宮城第1DC、宮城第3DC、福島DC、
山形DC、岩手DC、青森DC、北海道第2DCにて対応）

　○NTT東日本の光ネットワークによるセキュアなアクセス環境
　○通信インフラで培ったNTT東日本独自の運用ノウハウ
　〇各種認証取得
　　‌�（ISO27001（ISMS）取得：全33拠点、SOC1（Type2）取得：駒込DC、ISO20000

（ITSMS）取得：全9拠点）

お客さまの要望・お困りごと NTT東日本データセンターでの解決方法 詳細

自社の情報システムやサーバーなど
を、24時間365日安定運用できる場
所に預けたい（または、バックアッ
プしたい）

・ハウジングサービス P.255へ

サーバーなどの運用管理をアウト
ソースしたい

システム管理者の負担軽減を図りたい
・マネージドサービス P.256へ

ハウジングサービス
　�　NTT東日本の堅牢なデータセンターにお客さまのネットワーク機器、サーバー類

をお預かりするサービスです。

●特長
　○多段階のセキュリティ
　　・生体認証、非接触ICカードなどを利用した入退室管理 
　　・監視カメラによりデータセンター内の状況を24時間365日監視
　○高品質なファシリティ
　　・�震度７の地震＊にも倒壊しなかった実績を持つ建築構造（二重床、サーバーラッ

クも同様）
　　　　＊震度７は兵庫県南部地震規模

　　・�主電源を複数系統で受電するとともに、UPS、予備電源（自家発電供給）の冗長
化による安定した電源供給

　　・高信頼の空調システムにより、最適な温湿度を保持
　　・ガス消火設備、排煙設備、防火区画設備などの万全な防火対策
　○豊富なネットワークサービス
　　・�NTT東日本が提供する各種ネットワークサービス（I-WAN、ビジネスイーサ、

フレッツサービスなど）をはじめ、さまざまな回線をご利用可能
●提供メニュー
　＜ラックタイプ＊＞
　　データセンターの標準ラックにお客さまのシステムをお預かりするサービス
　＜ケージタイプ＞
　　データセンターのケージにお客さまのシステムをお預かりするサービス
　＜オーダーメイドタイプ＞
　　フロア単位のオープンスペースを提供するサービス
　　　＊ラックタイプには、マネージド基本サービス（故障受付など）が標準提供されます。

＜イメージ図＞

データセンター

安定した電源供給

オペレーション
ルーム

マネージドサービス
監視カメラ

生体認証
非接触カード

予備電源・UPS

ハウジングラック
ネットワークサービス

フレッツサービス等

ビジネスイーサ

空調設備

ビジネスイーサ

フレッツサービスなど

北海道電力供給地域
東北電力供給地域
東京電力供給地域
中部電力供給地域

・駒込DC
・国分寺DC
・練馬DC
・蔵前DC
・霞ヶ関DC
・丸の内DC

・茅場兜DC
・九段DC
・池袋DC
・テレコムセンタDC
・新有明DC

青森DC秋田DC

群馬DC（2拠点）

栃木DC

山梨DC

山形DC

埼玉DC

新潟DC

長野DC

北海道DC（2拠点）

岩手DC

宮城DC（3拠点）

福島DC

茨城DC
（2拠点）

千葉DC
（3拠点）
横浜DC（3拠点）

データセンター等



マネージドサービス
　NTT東日本のデータセンターにお預かりしたシステムに対して保守・監視・運用な
どの作業をお客さまに代わり実施するサービスです。

●特長
　○システム担当者が煩雑な運用管理から解放され、運用の効率化を実現
　○�コンサルティングから構築・運用を一括で提供し、効率的なシステム運用を提供
　○�基本サービスに加え、マネージドサービス（オプション）からお客さま要望にあっ

たメニューを提供

お客さま装置類

■複数ベンダー手配代行サービス
■故障時エラーログ送付
■故障時ケーブル切替え
■故障時リブート操作　など

■ping監視
■リソース監視
■ログ監視
■プロセス／サービス監視　など

■サーバー・ルーターモニターサービス＊
■定期報告書（インシデント報告）　など

故障対応サービス

監視サービス

その他・付加サービス

■定期リブート
■定期点検
■メディア交換サービス
■運用代行サービス　など

運用サービス

●サービスメニュー
　○基本サービス

項　目 内　容

アテンド対応 入館申請受付、アテンド

故障対応 故障機器のランプ確認、故障時電源OFF／ON、
お客さま指定窓口エスカレーション

　○マネージドサービス（オプション）
　　マネージドサービスは、お客さま要望に応じ、対応項目を追加選択可能
　　機器ごとに対応項目を変えることも可能
　　＜マネージドサービス例＞

項　目 内　容

故障対応サービス 複数ベンダー手配代行サービス、故障時エラーログ送付、
故障時ケーブル切替え、故障時リブート操作　など

監視サービス ping監視、リソース監視、ログ監視、プロセス／サービス
監視　など

運用サービス 定期リブート、定期点検、メディア交換サービス、運用代
行サービス　など

その他・付加サービス サーバー・ルーターモニターサービス＊、定期報告書（イ
ンシデント報告）　など

＊お客さまシステムの監視状況を、Webで提供するサービス。



（1）電話料金（加入電話）は、
　①新規契約時などに支払う「一時払い金」
　②通話量にかかわらず毎月一定額支払う「基本料金」
　③通話量に応じて支払う「通話料金」
　の3本立ての料金体系となっています。
　　①の一時払い金には、
　　●電話の新規取り付けに要する事務的な手続きの費用にあてる「契約料」
　　●�電話の新規架設工事の費用（電話局からお客さま宅までの設備の建設費用）の一部に充当さ

れる「施設設置負担金」
　　●屋内配線などの工事に必要な「工事費」
　　などがあります。
　　②の基本料金には、
　　●次の3種類の費用に対応して必要な「回線使用料」（基本料）
　　　・�各お客さまが専用的に利用する設備（電話局からお客さま宅までの加入者回線設備）の減

価償却費、保守費などの費用（施設設置負担金により充当した費用を除く）
　　　・�加入者交換機などの加入者対応設備に係る減価償却費、保守費などの費用（NTSコスト＊と

いいます）
　　　・通話回数にかかわらず、お客さまごとに個別に発生する費用
　　　 （116の受付、料金の請求・収納などに関する費用）
　　●�「ナンバー・ディスプレイ」や「キャッチホン」などの付加機能を利用する場合に必要な「付加機能使

用料」
　　●�ユニバーサルサービス基金制度による支援に必要な費用を賄うために、お客さまにご利用の電

話番号数に応じてご負担いただいている「ユニバーサルサービス料」
　　●�電話リレーサービスの提供を確保するために、お客さまにご利用の電話番号数に応じてご負担

いただいている「電話リレーサービス料」
　　●�屋内配線（お客さま宅の保安器から、ジャックまたはローゼットまでの配線）をレンタルで利用する

場合に必要な「配線設備使用料」
　　●端末機器をレンタルで利用する場合に必要な「機器使用料」
　　などがあります。
　　③の通話料金は、基本料金、施設設置負担金の対象費用以外の費用に対応しています。
　 　（P.260「加入電話の設備構成と料金の範囲」参照）

（2）�新規契約時の施設設置負担金の支払いを要せず、月々の回線使用料に一定額を加算した「加
入電話・ライトプラン」も提供しています。

（3）�公衆電話の料金は、性格上、基本料金や施設設置負担金はなく、通話料だけとなっているため、 
加入電話の通話料より高い水準に設定しています。

＊NTSコスト：�Non-Traffic Sensitive Costの略。交換機などの費用のうち、通信量に依存しないコスト（回線数の増減に
依存する費用）です。従来、接続料（通話料）で回収していましたが、2005年度以降、段階的に接続料（通話
料）から基本料費用に付替えています。2023年度は、当該NTSコストの内、き線点RT〜加入者交換機間伝
送路の一部の費用を除いた総額を付け替えます。

電

話

料

金

一時払い金

基本料金

通話料金

その他（番号案内料）

契約料

施設設置負担金

工事費

線路設置費

回線使用料（基本料）

付加機能使用料

ユニバーサルサービス料

電話リレーサービス料

配線設備使用料

機器使用料

通常時通話

閑散時割引

選択制割引（例：イチリッツ、タイムプラス）

区域内通話

隣接区域内通話

区域外通話

夜間割引

深夜・早朝割引

土曜・日曜・祝日割引

電話料金
加入電話の料金体系



加入電話の設備構成と料金の範囲

加入者交換機

保安器 MDF 加入者ポート

中継交換機

・加入者線路設備に係る費用
・加入者交換機などの加入者対応設備に係る費用
　（加入者ポートなどのNTSコスト＊）
・通話の多寡に係らないお客さまからのお問い合わせ
　に要する費用、料金関係費用など

基　　　本　　　料　　　金
（施設設置負担金を含む）

・交換網設備に係る費用
・通話に関連するトラヒック管理費用など
　（NTSコストは除く）

通　話　料　金

県
間
設
備
な
ど
へ

＊NTSコスト：�Non-Traffic Sensitive Costの略。交換機などの
費用のうち、通信量に依存しないコスト（回線
数の増減に依存する費用）です。従来、接続料（通
話料）で回収していましたが、2005年度以降、
段階的に接続料（通話料）から基本料費用に付
け替えています。2023年度は、当該NTSコスト
の内、き線点RT〜加入者交換機間伝送路の一部
の費用を除いた総額を付け替えます。



区　分
（
プ
ッ
シ
ュ
回
線
用
）

単
独
電
話

事務用 2,750円

3,025円

1,870円

2,145円

2,640円

2,915円

1,760円

2,035円

3級局 2級局 1級局
（月額・税込）

（税込）

加入電話・ライトプラン

住宅用
加入電話・ライトプラン

（
ダ
イ
ヤ
ル
回
線
用
）

単
独
電
話

事務用 2,750円

3,025円

1,870円

2,145円

2,585円

2,860円

1,705円

1,980円

2,530円

2,805円

1,595円

1,870円

加入電話・ライトプラン

住宅用
加入電話・ライトプラン

契　　約　　料

施設設置負担金

加　　入　　電　　話

単独電話 ビル電話
着信用電話

	 880円	 880円	 880円

	 39,600円	 39,600円	 39,600円

加入電話等新設料金
＜東京（03エリア）の住宅用（ダイヤル回線用）のお客さまの例＞

回線使用料（基本料）

※臨時電話の場合を除きます。
※上記のほか、工事内容によって別途工事費が必要になる場合があります。

※�上記基本料金に加え、2023年1月ご利用料分から2023年12月ご利用料分までは、1番号ごとにユ
ニバーサルサービス料2.2円（税込）／月が必要となります。

　�加えて、2023年4月ご利用料分から2024年1月ご利用料分までは、電話リレーサービス料1.1円（税
込）／月が必要となります。

※＜加入電話・ライトプランの場合：2,145円（税込）＞

1,870円
（税込）

198円
（税込）

施設設置負担金
39,600円
（税込）

：1,870円（税込）
＜加入電話・ライトプランの場合：2,145円（税込）＞

：1,936円（税込）
＜加入電話・ライトプランの場合：2,211円（税込）＞

＜加入電話・ライトプランの場合：2,409円（税込）＞

＜加入電話・
ライトプランの場合＞

＜施設設置負担金を
お支払いいただく場合＞

契約料
880円
（税込）

契約料
880円
（税込）

工事費
2,200円
（税込）

電話機などの工事費
（工事の内容により異なります）

電話機などの工事費
（工事の内容により異なります）

66円
（税込）

屋内配線
使用料回線使用料

回線部分

モジュラー
ジャック

端末設備部分

機器
使用料

：2,134円（税込）



（月額）

改定時期

契約数

1953年
8月改定

1962年
9月改定

1969年
10月改定

1976年
11月改定

1977年
4月改定

1985年
4月改定＊1

1990年
12月改定

1995年
2月改定

1995年
10月改定

2005年
1月改定＊3

事務用 住宅用 事務用 住宅用 事務用 住宅用 事務用 住宅用 事務用 住宅用 事務用 住宅用 事務用 住宅用 事務用 住宅用 事務用 住宅用 事務用 住宅用

3,000,000以上
2,000,000以上
1,000,000以上

400,000以上

—— ——

1,300円
1,200円
1,100円
1,000円

910円
840円
770円
700円

1,300円 900円 1,950円 1,350円 2,600円 1,800円
2,350円

180円
70円

1,550円
180円
70円

2,350円
180円
60円

1,550円
180円
60円

2,600円
180円
60円

1,750円
180円
60円

2,600円
180円
60円

1,750円
180円
60円

2,500円
180円
60円

1,700円
180円
60円

250,000以上
150,000以上
50,000以上

1,000円
900円
800円

700円
630円
560円

900円
800円

630円
560円

1,150円 800円 1,720円 1,200円 2,300円 1,600円
2,050円

180円
70円

1,350円
180円
70円

2,050円
180円
60円

1,350円
180円
60円

2,350円
180円
60円

1,600円
180円
60円

2,450円
180円
60円

1,600円
180円
60円

2,350円
180円
60円

1,550円
180円
60円

8,000以上 700円 490円 700円 490円 1,000円 700円 1,500円 1,050円 2,000円 1,400円
1,750円

180円
70円

1,150円
180円
70円

1,750円
180円
60円

1,150円
180円
60円

＊2

2,100円
180円
60円

＊2

1,450円
180円
60円

＊2

2,300円
180円
60円

＊2

1,450円
180円
60円

＊2

2,300円
180円
60円

＊2

1,450円
180円
60円

2,000以上

800以上

600円

500円

420円

350円

600円

500円

420円

350円
850円 600円 1,270円 900円 1,700円 1,200円

1,450円
180円
70円

950円
180円
70円

1,450円
180円
60円

950円
180円
60円

400以上
200以上
100以上
25以上
25未満

—— ——

440円
380円
340円
300円
260円

310円
270円
240円
210円
180円

700円 500円 1,050円 750円 1,400円 1,000円
1,150円

180円
70円

750円
180円
70円

1,150円
180円
60円

750円
180円
60円

（参　考）
級局区分数

6区分 14区分 5区分 5区分 5区分 5区分 5区分 3区分 3区分 3区分

＊1 �基本料は1985年4月より、回線使用料（上段）、機器使用料（中段）：ダイヤル式黒電話の場合、および配線設備使用
料（下段）に分けられました。

＊2 �1995年2月改正前の旧2級局（加入数800以上、8,000未満）および旧1級局（加入数800未満）については、料金を据
え置きました。

＊3 �2005年1月改定以降の料金については、ダイヤル回線用の料金。
※級局については、2005年1月1日に固定しました。
※金額は税抜（1989年4月1日以降）

基本料の推移（加入電話）



区　　　分 ダイヤル通話の課金秒数：�11円（税込）＜区域内は9.35円（税込）＞でかけ
られる秒数

時間帯

距離段階

昼　　間 夜　　間 深夜・早朝

午前8時〜午後7時 午後7時〜午後11時
（土曜・日曜・祝日の昼間を含む）

午後11時〜午前8時

区　域　内   3分［9.35円（税込）］   4分［9.35円（税込）］

隣接・〜20kmまで 90秒［   22円（税込）］   2分［   22円（税込）］

20kmを超え60kmまで   1分［33円（税込）］ 75秒［33円（税込）］
90秒［22円（税込）］

60km超え 45秒［44円（税込）］   1分［33円（税込）］

区　　　分 公衆電話の課金秒数：税込10円でかけられる秒数

時間帯

距離段階

昼　　間 夜　　間 深夜・早朝

午前8時〜午後7時 午後7時〜午後11時
（土曜・日曜・祝日の昼間を含む）

午後11時〜午前8時

区　域　内 56.0秒［税込  40円］ 76.0秒［税込  30円］

隣接・〜20kmまで 39.5秒［税込  50円］ 52.0秒［税込  40円］

20kmを超え30kmまで 26.0秒［税込  70円］ 35.5秒［税込  50円］

30kmを超え40kmまで 21.5秒［税込  90円］ 26.5秒［税込  70円］

40kmを超え60kmまで 16.0秒［税込110円］ 20.0秒［税込  90円］

60kmを超え80kmまで 11.5秒［税込150円］ 15.5秒［税込120円］ 17.0秒［税込110円］

80kmを超え100kmまで 10.0秒［税込180円］ 15.5秒［税込120円］ 17.0秒［税込110円］

100kmを超え160kmまで   8.0秒［税込220円］ 14.0秒［税込130円］ 15.5秒［税込120円］

160km超え   8.0秒［税込230円］ 12.0秒［税込150円］ 13.5秒［税込140円］

通話料金
＜県内通話＞
通話料金は、区域内通話料、隣接区域内通話料および区域外通話料の3つに区分されます。

　①区 域 内 通 話 料：�単位料金区域（MA）の通話に適用される通話料金です。単位料金区

域とは、社会的経済的諸条件、地勢および行政区画などからみて通話

の交流上おおむね一体とみられる地域からなるものであり、2023年3月

31日現在、全国を561の区域（東日本エリア内で251の区域）に分けて

設定しています。

　②隣接区域内通話料：�隣接する単位料金区域相互間の通話に適用される通話料金です。社

会的なつながりなどを考慮して、距離に関係なく一律の料金としています。

　③区 域 外 通 話 料：�①・②以外の通話に適用される通話料金です。単位料金区域相互間の

距離が大きくなるほど料金が高くなるような料金体系となっています。

※［　］内の数字は、3分間通話した場合の料金です。
※公衆通話は、硬貨またはテレホンカードでご利用になる場合（内税）のものです。

0時 8 19 23 24

深夜・早朝 昼　　間 夜　間
は夜間割引
は深夜・早朝割引

（参考）夜間割引および深夜・早朝割引の時間

例：東京MAの場合

立川
区域

八王子
区　域

国分寺
区　域

武蔵野
三鷹
区域 東京

区域

区域内通話
隣接区域内通話
区域外通話



　NTT東日本は、固定電話＊1から携帯電話への通話料金については、2021年9月まで、中継

事業者のサービスを利用する場合＊2を除き、携帯電話事業者が設定してきたところですが、

2021年10月よりNTT東日本が新たに通話料金を設定し、着信事業者によらず一律の料金と

しました。

　あわせて、0036通話＊3の場合や、ひかり電話＊4から携帯電話への通話料金についても、同

料金に値下げしました。

　NTT東日本では今後とも、お客さまにご利用いただきやすいサービスを提供できるよう

努めていきます。
＊1 加入電話、INSネット、公衆電話から発信する通話
＊2 加入電話、INSネットから、中継事業者の事業者識別番号を携帯電話番号の前につけて発信する通話
＊3 加入電話、INSネットから、「0036」を携帯電話番号の前につけて発信する通話
＊4 ‌�ひかり電話、ひかり電話オフィスタイプ、ひかり電話オフィスA、ひかり電話応急仮設住宅タイプ、光回

線電話から発信する通話

固定電話･ひかり電話から、携帯電話へかけた場合の通話料金

発信側 発信方法
着信側

（主な携帯電話事業者）
通話料金（税込）

～ 2021年9月 2021年10月～

①加入電話
　INSネット

事業者識別番
号をつけない
通話＊1

NTTドコモ、KDDI、
ソフトバンク

携帯電話事業者が
設定する料金

17.6円／分＊2、＊3
楽天モバイル 19.25円／分

0036通話＊1

NTTドコモ 17.6円／分

KDDI、ソフトバンク、
楽天モバイル

19.25円／分

②公衆電話
NTTドコモ、KDDI、

ソフトバンク
携帯電話事業者が

設定する料金    10円／ 15.5秒＊2

楽天モバイル 10円／ 15.5秒

③ひかり電話
NTTドコモ 17.6円／分

17.6円／分＊2、＊4
KDDI、ソフトバンク、

楽天モバイル
19.25円／分

＊1 「0036」以外の事業者識別番号を付与した場合は、中継事業者各社が設定する料金となります。
＊2 MVNO各社への通話料金も同料金です。
＊3 NTTコミュニケーションズが提供するメンバーズネットを利用する場合は11円（税込）／ 37.5秒です。
＊4 携帯電話発フリーアクセス・ひかりワイド着の通話料金も同料金です。

●提供開始日

　2021年10月1日

＜固定電話・ひかり電話から携帯電話への通話料金の新たな設定および値下げについて＞



� （2023年10月1日現在）

NTT東日本と接続する
事業者名 事業者識別コード＊1

ダイヤル通話（3
分間までごとの
通話料金）

公衆通話（税込
10円でかけられ
る秒数）

ソフトバンク株式会社＊2 1000〜1699、1810〜1812

11.55円（税込） 18.0秒

楽天モバイル株式会社＊3

5210〜5299、5301〜5311、
5316〜5320、5323〜5330、
5333〜5375、5384、5385、5432〜
5539、5570〜5587、5589〜5597、
5600〜5607、5777〜5899

中部テレコミュニケーション
株式会社 7770〜7777

東北インテリジェント通信株
式会社 7786〜7789

株式会社STNet 8800〜8810
株式会社QTnet 6619〜6622
株式会社オプテージ 7100〜7132

株式会社エネルギア･コミュ
ニケーションズ

8008、8015、8017、8018、8023〜
8025、8028、8029、8032、8033、
8200〜8203

エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社

3300〜3862、3900、8600、8601、
2403、5540〜5566

11.88円（税込）

17.5秒

株式会社エヌ・ティ・ティ・
ドコモ 9000〜9015

KDDI株式会社

3000〜3005、3007〜3102、3104、
3106〜3129、3131〜3194、
3196〜3202、3204〜3207、5004、
5005、5200〜5202、5204、5205、
5207、5208、7000、7001

ZIP Telecom株式会社 4462〜4464、6860〜6893
ソフトバンク株式会社＊4 1700〜1809、2000〜2036

アルテリア・ネットワークス
株式会社

7300〜7303、7500〜7508、
7510〜7513、7515〜7522、
7524〜7530、7532、7534、7535、
7537〜7544、7546、7547、7550、
7551、7554、7555、7558〜7562、
7566〜7568、7570〜7587、
8880〜8892

楽天モバイル株式会社＊3
8000〜8007、8009〜8014、8016、
8019〜8022、8026、8027、8030、
8031、8034〜8038

17.0秒
Coltテクノロジーサービス株
式会社 4560〜4563

株式会社アイ・ピー・エス 5050〜5059
株式会社コムスクエア 1820〜1879
株式会社ハイスタンダード 2300〜2305

＊1 050-CDEF-GHJKのうち、CDEFの4桁の番号
　   ‌�なお、着信先のお客さまが契約しているIP電話事業者とNTT東日本と接続する事業者とは異なる場合が

あります。
＊2 旧ソフトバンクBB株式会社の流れを汲むもの
＊3 旧楽天コミュニケーションズ株式会社
＊4 旧ソフトバンクテレコム株式会社の流れを汲むもの

＜IP電話（050番号）への通話料＞ ※曜日・時間帯にかかわらず、同一料金です。



１
９
７
２
年
11
月

昼間

昼間

昼間

夜間

夜間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

１
９
７
６
年
11
月
１
９
８
０
年
11
月

県
内
・
県
間
通
話

１
９
８
１
年
８
月

	

平
日	

日
曜
・
祝
日	

平
日	

日
曜
・
祝
日	

平
日	

日
曜
・
祝
日

１
９
８
３
年
７
月

距離区分 区域内

（�隣接区域
内通話）

80秒

80

80

80

80

80

80

80

80

80秒

80

80

80

80

80

80

80

80

38秒

38

38

38

38

38

38

38

38

30秒

30

30

30

30

30

30

30

30

21秒

21

21

21

21

21

21

21

21

15秒

21

15

21

15

21

15

21

21

21

15

21

21

13秒

21

13

21

13

21

13

21

21

21

13

21

21

10秒

18

10

18

10

18

10

18

18

18

10

18

18

8秒

15

8

15

8

15

8

15

15

15

8

15

15

6.5秒

12

6.5

12

6.5

12

6.5

12

12

12

6.5

12

12

5秒

9

5

9

5

9

5

9

9

9

5

9

9

4秒

7

4

7

4
7

8.5
4
7

8.5
7
7

8.5

3秒

5

3

5

3
5

7.5
3.5
6
8
6
6
8

2.5秒

4

2.5

4

2.5
4

6.5
3
5

7.5
5
5

7.5
4.5
7.5
8.5

7.5

8.5

隣　接
区域内

区　　　域　　　外　　　通　　　話
	 〜20㎞	 〜30㎞	 〜40㎞	 〜60㎞	 〜80㎞	 〜100㎞	 〜120㎞	 〜160㎞	 〜240㎞	 〜320㎞	 〜500㎞	 〜750㎞	 750㎞超

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

１
９
８
４
年
７
月

15.5

21

21

13.5

21

21

10.5

18.5

18.5

7

12.5

12.5

4.5
7.5
8.5

7.5

8.5	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

80

80

80

80

38

38

30

30

21

21

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

１
９
８
６
年
７
月

15.5

21

21

13.5

21

21

10.5

18.5

18.5

7

12.5

12.5

4.5
7.5
8.5

7.5

8.5

ダイヤル通話料の推移

1：72

1：45

1：72

1：45

1：72
1：45
1：28
1：60
1：36
1：24
1：36
1：36
1：24
1：40
1：24

15

15

15

15

13
1：22

1：24

1：22

遠近
格差

距離
段階

改 定 の 概 要 概　　　　　要

1：40
1：24
1：22

1：24

1：22

11

11

1：40
1：24
1：22

1：24

1：22

・広域時分制の採用

・単位料金の改定

・夜間割引時間の拡大

・深夜割引制度の新設

・�500㎞を超える遠距離通
話料金の値下げ

・�日曜・祝日割引制度の新
設

・�遠距離通話料金の値下げ

・�中距離通話料金の値下げ

単位料金改定（7円180秒→10円180秒へ）〔43％値上げ〕

夜間割引（昼間料金の4割引）の時間帯
午後8時〜午前7時を午後7時〜午前8時へ拡大
320㎞を超える区域への通話料につき、午後9時〜午前6時の間は昼
間料金の約6割引とする深夜割引制度を新設

500㎞を超える区間への通話料昼間3分間600円から520円に値下げ
750㎞を超える区間への通話料昼間3分間720円から600円に値下げ

（遠近格差1：72から1：60）

日曜・祝日の60㎞を超える区間への通話料（昼間）を夜間割引と同額
とする日曜・祝日割引制度の新設

320㎞を超える遠距離通話の距離区分3段階を1つに統合、従来昼間
3分間450円〜600円を一律400円に値下げ

（遠近格差1：40）

60㎞を超え320㎞までの中距離ダイヤル通話料金の値下げ
　（例）東京〜名古屋　昼間3分360円が260円
　　　　　　　　　　 夜間3分200円が150円

距離段階の統合
100㎞〜120㎞を100㎞〜160㎞に統合
160㎞〜240㎞を160㎞〜320㎞に統合

・�土曜日割引制度の新設 土曜の60㎞を超える区間への通話料（昼間）を日曜・祝日と同様と
する割引制度を新設

広域時分制の採用
　・市内通話と市外通話の区分廃止＝市内通話の定額制廃止
　・�最低通話料金（7円180秒）でかけられる範囲を単位料金区域まで拡大
隣接MA間通話料値下げ（7円60秒→7円80秒）

（区域内通話）

180秒
7円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

］［



	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

１
９
９
２
年
６
月

１
９
９
３
年
10
月

距離区分 区域内
隣　接
区域内

区　　　域　　　外　　　通　　　話
	 〜20㎞	 〜30㎞	 〜40㎞	 〜60㎞	 〜80㎞	 〜100㎞	 〜120㎞	 〜160㎞	 〜240㎞	 〜320㎞	 〜500㎞	 〜750㎞	 750㎞超

180秒
10円 80秒

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

80

80秒 38秒 30秒 21秒

80 38 30 21

90 90 38 30 21

90

90

90

90

38

38

30

30

21

21

15.5秒

21

13.5秒

21

10.5秒

18.5

7秒

12.5

21 21 18.5 12.5

5秒
8.5

9

8.5

9

15.5

21

21

13.5

21

21

10.5

18.5

18.5

7

12.5

12.5

5.5
9.5

10

9.5

10

１
９
８
８
年
２
月

１
９
８
９
年
２
月

１
９
９
０
年
３
月

180秒
10円

240秒

180秒
10円

240秒
180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

120 120

90 90

120 120

90 90

120 120

90 90

120

90

120

90

120

90

120

90

120

120

50

38

50

40

30

40

30

40

30

40

28

21

28

21

28

21

28

15.5

21

22.5

21

13.5

15.5 13.5

21

22.5

22.5 22.5

22.5 22.5

22.5 22.5

21

21 21

21 21

15.5 13.5

22.5 22.5

22.5 22.5

21 21

21 21

10.5

18.5

20

18.5

20

7

12.5

13

12.5

13

6.5

10.5

12

10.5

12

45

60

45

60

90

120

90

120

30

40

30

40

21

28

21

28

45

60

45

60

90

120

90

120

36

60

36

60

22.5
30
45

30

45

13
22.5
30

22.5

30

10
18

22.5

18

22.5

45

60

45

60

10.5
18.5
20

18.5

20
10.5
18.5
20

18.5

20

7.5
13
14

13

14
9

15.5
17

15.5

17

１
９
９
１
年
３
月

県
内
・
県
間
通
話

昼間
夜間

深夜

昼間
夜間

深夜

昼間
夜間

深夜

昼間
夜間

深夜

	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

1：36
1：22

1：20

1：22

1：20

1：33
1：19

1：18

1：19

1：18

1：28

1：18

1：15

1：18

1：15

1：18
1：10
1：8

1：10

1：8

1：24
1：14
1：13

1：14

1：13
1：20
1：12
1：11

1：12

1：11

11

11

11

10

10

8

・�遠距離通話料金の値下げ

・�離島通話料金の値下げ

320㎞を超えるダイヤル通話（移動体との通話を除く）の料金について、
昼間、夜間（土曜・日曜・祝日の昼間を含む）、深夜とも約1割値下げ

（遠距離格差1：36）
離島など通話料金の改善のため、離島と通話需要などの面で最も緊
密な関係を有する近隣MA1カ所とのダイヤル通話料金を80秒までご
とに10円（隣接通話料金と同水準）とする
沖縄県については、特例として九州本土最南端のMAに位置するもの
とみなして、全国との料金距離を算定
また、沖縄県内のMA相互間の通話は80秒までごとに10円とする

・�遠距離通話料金の値下げ

・�近距離通話料金の値下げ

・�離島通話料金の値下げ

320㎞を超えるダイヤル通話料金について昼間、夜間（土曜・日曜・祝
日を含む）、深夜とも約1割の値下げ
・昼間〔午前8時〜午後7時〕　5秒（3分360円）→5.5秒（3分330円）
・夜間〔午後7時〜午後9時〕〔午前6時〜午前8時〕
　8.5秒（3分220円）→9.5秒（3分190円）
・深夜〔午後9時〜午前6時〕　9秒（3分200円）→10秒（3分180円）
隣接〜20㎞の通話料金について約1割の値下げ
80秒（3分30円）→90秒（3分20円）
同一都道府県内にある離島間の通話を90秒までごとに10円に値下げ

・�遠距離通話料金の値下げ

・�全距離段階に深夜割引を
拡大

 　（午後11時〜午前6時）

320㎞を超える通話料金について約15％の値下げ
・昼間（3分間）：330円→280円（遠距離格差1：28）
・夜間（3分間）：190円→180円・深夜（3分間）：180円→150円
深夜割引の拡大
・�新たに市内および60㎞以下の近距離区間について深夜25％の割

引を行うなど、深夜割引を全距離段階に拡大。例えば区域内通話の
場合、3分間10円から4分間10円とする

・�深夜割引の対象時間帯は、全距離段階とも午後11時〜午前6時
・�公衆電話についても遠距離通話料金の値下げおよび深夜割引の

拡大をするとともに、移動体通話（自動車電話、船舶通話、列車公
衆通話および航空機公衆通話）についても深夜割引の拡大を行う

・中距離通話料金の値下げ

・近距離通話料金の値下げ
・深夜割引時間帯の拡大
 （�深夜・早朝割引へ名称変

更）
 （午後11時〜午前8時）

「320㎞超え」および「160㎞を超え320㎞まで」の距離段階のダイヤル
通話料金を値下げ、160㎞を超える区域を一律料金

「20㎞を超え30㎞まで」のダイヤル通話料金の値下げ
・昼間、夜間（3分間）：50円→40円（約16％値下げ）
・深夜（3分間）：40円→深夜・早朝30円（約17％値下げ）
   深夜割引時間帯を午前6時から午前8時までとし、名称を深夜・早
   朝割引とする

・�遠距離通話料金の値下げ

・�市外通話料金の値下げ

・距離区分の統合

「160㎞を超える」距離段階のダイヤル通話料金を値下げ（約17％値
下げ）

「30㎞を超える」距離段階のダイヤル通話料金を値下げ、深夜割引の
拡大（平均21.4％の値下げ）
・「30㎞を超え40㎞まで」と「40㎞を超え60㎞まで」 
　→「30㎞を超え60㎞まで」
・「60㎞を超え80㎞まで」と「80㎞を超え100㎞まで」 
　→「60㎞を超え100㎞まで」

遠近
格差

距離
段階

改 定 の 概 要 概　　　　　要

※金額は税抜（1989年4月1日以降）



	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

90秒

120

90

120

90秒

120

90

120

36秒

60

36

60

22.5秒
30
45

30

45

13秒
22.5
30

22.5

30

13秒
18

22.5

18

22.5

45秒

60

45

60

県
内
・
県
間
通
話

県
内
通
話（
再
編
成
後
）

距離区分 区域内
隣　接
区域内

区　　　域　　　外　　　通　　　話
	 〜20㎞	 〜30㎞	 〜40㎞	 〜60㎞	 〜80㎞	 〜100㎞	 〜120㎞	 〜160㎞	 〜240㎞	 〜320㎞	 〜500㎞	 〜750㎞	 750㎞超

１
９
９
６
年
３
月

180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

90

120

90

120

90

120

90

120

36

60

36

60

22.5
30
45

30

45

16.5
22.5
30

22.5

30

16.5
18

22.5

18

22.5

45

60

45

60

１
９
９
７
年
２
月

180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

90

120

90

120

90

120

90

120

36

60

36

60

22.5
30
45

30

45

20
22.5
30

22.5

30

45

60

45

60

１
９
９
８
年
２
月

	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

90

120

90

120

90

120

90

120

45
60
90

60

90

60
75
90

75

90

２
０
０
０
年
10
月

	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

180秒
9円

240秒
180秒
9円

240秒

90秒
10円
120秒
90秒
10円
120秒

90

120

90

120

45
60
90

60

90

60
75
90

75

90

２
０
０
１
年
1
月

	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

180秒
8.5円

240秒

180秒
8.5円

240秒

90秒
10円

120秒

90秒
10円

120秒

90

120

90

120

45

60
90

60

90

60

75
90

75

90

２
０
０
１
年
５
月

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間

夜間
深夜
早朝

昼間

夜間
深夜
早朝

	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日	

平
日	

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

1：14
1：10
1：8

1：10

1：8

8

・�遠距離通話料金の値下げ 平日昼間の「160㎞を超える」距離段階のダイヤル通話料金を値下げ
（約23％値下げ）

1：11
1：10
1：8

1：10

1：8

8

・�遠距離通話料金の値下げ 平日昼間の「100㎞を超える」距離段階のダイヤル通話料金を値下げ
（約21％値下げ）

1：9
1：8
1：6

1：6

7

・�遠距離通話料金の値下げ

・距離区分の統合

距離区分の統合（〜160㎞区分の廃止）および平均約16％の値下げ

1：4
1：3
1：2

1：3

1：2

5

・�市外通話料金の値下げ

・距離区分の統合

距離区分の統合（〜30㎞・〜100㎞区分の廃止）および夜間割引の拡
大

（平均約40％の値下げ）

1：4.4
1：3.3
1：2.2

1：3.3

1：2.2

5

・�市内通話料金の値下げ 10％の値下げ

自動コレクト通話および電話会議機能を利用して行う会議通話 
（会議参加回線から発信するものは除く）については料金改定
の対象外とする

1：4.7

1：3.5
1：2.4

1：3.5

1：2.4

5

・�市内通話料金の値下げ 約6％の値下げ

自動コレクト通話および電話会議機能を利用して行う会議通話 
（会議参加回線から発信するものは除く）については料金改定
の対象外とする

1：8

遠近
格差

距離
段階

改 定 の 概 要 概　　　　　要

※金額は税抜



円
700

650 

600

550

500

450 

400

350

300

250

200

150

100

  50

区域内 隣接・～20㎞  ～30㎞  ～40㎞　　～60㎞　　　～80㎞　　～100㎞　  ～120㎞

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

　　　～160㎞　　　　 　～240㎞　　　　   ～320㎞　　　　　　 ～500㎞　　　　　 　～750㎞　  750㎞ 超　　　

10円　
30円

50円
60円

90円

50円

30円

40円

120円

140円

140円

110円

90円

180円

230円

280円
260円（1984年7月改定）

360円　

400円（1983年 7月改定）

360円（1988年２月改定）

330円（1989年２月改定）

280円（1990年 3月改定）

240円（1991年 3月改定）

200円（1992年 6月改定）

180円（1993年10月改定）

140円（1996年 3月改定）

450円

520円

600円

720円
（1981年8月以前）

600円
（1981年8月改定）

1981年 8月 遠距離通話料金値下げ

1983年 7月 遠距離通話料金値下げ
1984年 7月 中距離通話料金値下げ
1988年 2月 遠距離通話料金値下げ

1989年 2月 遠・近距離通話料金値下げ
1990年 3月 遠距離通話料金値下げ

1991年 3月 近・中・遠距離通話料金値下げ

1992年 6月 遠距離通話料金値下げ

1996年 3月 遠距離通話料金値下げ
1993年10月 市外通話料金値下げ

〔凡例〕

20円

2000年10月 市外通話料金値下げ

2001年１月・5月 市内通話料金値下げ

〔再編成後〕

80円

1997年 2月 遠距離通話料金値下げ
1998年 2月 遠距離通話料金値下げ

110円（1997年 2月改定）

90円（1998年 2月改定）

  ［最大時の1/18］
40円（2000年10月改定）

（ 

通　

話　

料　

金 

）

 9円 （2001年1月改定）
 8.5円（税抜） （2001年5月改定）

1980年11月 1981年8月 1986年7月 1990年3月

・夜間割引制度の拡大
・深夜割引制度の新設
・320㎞超え6割引
・午後9時〜午前6時

・�日曜・祝日割引制度の
新設
・日祝の昼間60㎞超え
　　　　……4割引

・土曜割引制度の新設
・土曜日の昼間60㎞超え
　　　　　……4割引

・深夜割引制度の拡大
・区域内・近距離2割5分引
・中・遠距離4割5分引
・午後11時〜午前6時［ ］［ ］［ ］［ ］

1991年3月 1993年10月 2000年10月

・深夜割引制度の拡大
・午後11時〜午前8時

・深夜割引率の拡大
・中・遠距離
　5割〜5割5分引［ ］

・夜間割引制度の拡大
・20km〜60km区間
   2割引［ ］［ ］

（参考）県内ダイヤル通話料金の推移（平日昼間3分間通話の場合）

曜日別・時間帯別割引制度

※金額は税抜（1989年4月1日以降）



MA（単位料金区域）
　MA（Message Area 単位料金区域）とは、市内通話料金（昼間3分9.35円（税込））で通話できる
区域のことです。また、MAによって月々お支払いいただく基本料の額が異なります。
　MAは、社会的経済的諸条件、地勢および行政区画などからみて通話の交流上おおむね一体とみ
られる地域からなるものであり、1962年9月に設定されました。2023年3月31日現在、東日本エリ
アで251のMA（全国では561のMA）があります。
　MAについては、現在の社会経済圏・通話交流圏にそぐわないといった問題点が指摘されており、
従来、郵政省および総務庁（現：総務省）からも、通話圏の拡大に合わせたMAの見直しや行政区
域の不一致の解消の必要性を指摘されておりました。
　しかしながら、MAのあり方は、（1）地域事情などによりお客さまによって意見が異なる事態が
想定され、また、（2）すべての通信事業者が通話制度の基礎として使っているという面もあります。
このため、現行のMAを継続しつつ、社会生活圏の拡大などに対応し、料金面でのお客さまの利便
性を向上させる方策として、1997年12月より、月々定額料220円（税込）の支払いで「隣接・20km
まで」の通話料金を区域内通話料と同額とする料金割引サービス「エリアプラス」の提供を開始し
ました。さらに、2005年1月より、県内通話料を一律（NTT東日本およびNTT西日本のマイライン
プラスに「市内通話」「県内市外通話」の2区分ともにご登録いただいているお客さまは、定額料な
しの場合一律9.35円（税込）／ 3分）とする選択性の料金割引サービス「イチリッツ」の提供を開
始し、MAの在り方について、一定の解決を図りました。

●MAと行政区域の不一致について
　MAは原則として行政区域（市町村区域）と一致するように設定していますが、一部行政区画と一致して
いない箇所があります。
　NTT東日本では、こうした不一致箇所について、当該地域のお客さまのご要望をもとに解消を図っています。
＜不一致解消の基準＞

① 行政区域に合わせる変更であること。

② 行政区域の主たる地域が所属するMAへの変更であること。

③ �当該地域のお客さま（ご契約者）全員が要望されており、かつ電話番号の変更、料 

金負担の変動についてご了解いただいていること。

　MAの境界変更にあたっては、当該地域のお客さま全員のご要望である旨の書類を提出していただきます。

（参考）
　行政区域と一致するようMAの境界を変更する場合には、当該地域のお客さま（ご契約者）に、一般
に次のようなメリットおよびデメリットが生じるため、お客さまの同意をいただいて実施しております。

＜不一致解消のメリット＞

　①  同一市町村内への通話が、区域内通話となる。
　②  同一市町村内に通話する際に、市外局番が不要となる（一部例外があります）。

＜不一致解消のデメリット＞

　①  基本料、通話料が変動する（料金負担増となる場合がある）。
　②  電話番号が変更となる。
　③  ②に伴い、看板・名刺などの書き換えが必要となる（お客さまの自己負担）。

●「エリアプラス」「イチリッツ」について

※�上記割引サービスをご契約いただくには、NTT東日本のマイラインプラスまたはマイライン
のご登録が必要となります。

サービス名

エリアプラス・
INSエリアプラス

イチリッツ1

イチリッツ2

割引内容

「隣接・20kmまで」の市外通話／通信について、昼間・
夜間帯（朝8時～夜11時）は3分までごとに9.35円（税
込）、深夜・早朝帯（夜11時～翌朝8時）は4分までごと
に9.35円（税込）の料金を適用。

同一県内の通話／通信（全曜日・全時間帯）について、
3分までごとに9.35円（税込） の料金を適用。

同一県内の通話／通信（全曜日・全時間帯）について、
3分までごとに8.25円（税込） の料金を適用。

回線ごとに220円（税込）／月
※マイラインプラスにご登録いただいているお

客さまの場合▲110円引

回線ごとに220円（税込）／月
※マイラインプラスにご登録いただいているお

客さまの場合▲220円引

回線ごとに330円（税込）／月
※マイラインプラスにご登録いただいているお

客さまの場合▲220円引

定額料



旭川
芦別
厚岸
網走
石狩
石狩深川
今金
岩内
岩見沢
浦河
江差
えりも
遠軽
奥尻
興部
小樽
帯広
上川

上士幌
木古内
北見
北見枝幸
釧路
倶知安
熊石
栗山
札幌
鹿部＊2

静内
士別
斜里
白糠
寿都
滝川
伊達
千歳

天塩
弟子屈
当別
十勝池田
十勝清水
苫小牧
中標津
中湧別
名寄
根室
根室標津
函館
羽幌
浜頓別
早来
広尾
美深
美幌

富良野
本別
松前
鵡川
室蘭
森
紋別
門別富川
焼尻
八雲
夕張
余市
利尻礼文
留萌
稚内

青森
鰺ケ沢
蟹田
五所川原
三戸
十和田
野辺地
八戸
弘前
むつ

秋田
大館
大曲
男鹿
角館
鹿角
鷹巣
能代
本荘
湯沢
横手

一関
岩泉
岩手
大船渡
釜石
北上
久慈
遠野
二戸
花巻
水沢
宮古
盛岡

酒田
寒河江
新庄
鶴岡
長井
村山
山形
米沢

石巻
岩沼
大河原
気仙沼
白石
仙台
築館
迫
古川

会津山口
会津若松
石川
いわき
磐城富岡
喜多方
郡山
白河
須賀川
田島
二本松
原町
福島
三春
柳津

10MA 11MA 13MA 8MA 9MA 15MA

10MA 11MA 14MA 11MA 15MA 7MA 10MA 8MA 17MA 13MA

69MA

伊勢崎
太田
桐生
渋川
高崎
富岡
長野原
沼田
藤岡
前橋

足利
今市
宇都宮
大田原
小山
鹿沼
烏山
黒磯
佐野
栃木
真岡

石岡
潮来
笠間
古河
下館
高萩
大子
土浦
常陸太田
常陸大宮
鉾田
水海道
水戸
竜ケ崎

浦和
川口
川越
久喜
熊谷
草加
秩父
所沢
飯能
東松山
本庄

市川
市原
大原
柏
鴨川
木更津
佐原
館山
千葉
銚子
東金
成田
船橋
茂原
八日市場

大月
鰍沢青柳
甲府
韮崎
身延
山梨
吉田

伊豆大島
青梅
小笠原
国分寺
立川
東京
八王子
八丈島
三宅
武蔵野三鷹

厚木
小田原
川崎
相模原
平塚
藤沢
横須賀
横浜

新井
糸魚川
柏崎
小出
佐渡＊1

三条
新発田
上越
津川
十日町
長岡
新潟
新津
巻
六日町
村上
安塚

阿南町
飯田
飯山
伊那
上田
大町
木曾福島
小諸
佐久
諏訪
中野
長野
松本

北 海 道 青 森

群 馬 栃 木 茨 城 埼 玉 千 葉 山 梨 東 京 神奈川 新 潟 長 野

秋 田 岩 手 山 形 宮 城 福 島

＊1 2005年6月1日　MA統合　両津・佐和田→佐渡
＊2 2006年10月1日　MA名変更　南茅部→鹿部

区域内通話

通話の種類 例 通話料（加入電話）

　　内の通話
E単位料金区域内に終始する
通話

3分までごとに9.35円
（税込）

90秒までごとに11円
（税込）

区域外通話地域間
距離に応じたそれぞ
れの秒数までごとに
11円（税込）

E単位料金区域内とC・D・G・
Hの各単位料金区域との間の
通話

E単位料金区域内とE単位料金
区域に隣接していないその他の
単位料金区域（A・B・F・I・J単
位料金区域）との間の通話

隣接区域内通話
と

との間の通話

区域外通話
と

との間の通話

F

G

E

H

J

I

A

D

C

B

…単位料金区域名
…単位料金区域界

県内通話料の適用区分例単位料金区域（MA)名



凡例

90秒で11円（税込）
［3分で22円（税込）］

：MA界

八丈島MA

小笠原MA

小笠原諸島

硫黄島など

三宅MA

伊豆大島MA

東京

伊豆諸島

離　　島

利尻礼文島 稚　　内

江　　差

新　　潟

東　　京

90秒

［22円（税込）］

奥 尻 島

佐 渡 島

伊 豆 大 島

三 宅 島

八 丈 島

小笠原諸島

ＭＡ名

利尻礼文

奥　　尻

佐　　渡

伊豆大島

三　　宅

八 丈 島

小 笠 原

特例扱いの対地
と な る Ｍ Ａ

11円（税込）で
かけられる秒数

［　］内は平日昼間3分間通話した場合の料金

［　］内は平日昼間3分間通話した場合の料金

離島MA名

焼　　尻

奥　　尻

利尻礼文

三　　宅

八 丈 島

小 笠 原

伊豆大島

11円（税込）で
かけられる秒数

90秒
［22円（税込）］

90秒
［22円（税込）］

北
海
道

東
京
都

　離島にあるNTT東日本指定の単位料金区域（MA）と、その離島と社会的・経済的諸

条件および通話の交流上密接な関係にあるNTT東日本指定のMAとの相互間の通話につ

いては、特例として隣接区域内における通話料金を適用しています（離島へは、海底ケー

ブルを敷設するなど、通常よりも多くのコストがかかっていますが、離島振興および

ユニバーサルサービスの観点から特例扱いとしています）。

特例扱いの対象となるMA

同一都道府県内にある離島MA相互間の通話料金

　　
離島と通話需要などの面で最も
緊密な関係を有する近隣MA1
カ所に対して、隣接料金を適用。

（例）

90秒で11円（税込）
［3分で22円（税込）］

利尻礼文MA

稚内MA

浜頓別MA

離島通話料



＊1 �MA：単位料金区域
＊2 �市町村合併に伴う市外局番の変更です。日立市十王町（0293−20−2×××、0293−20−6×××、0293−

32−××××）のみ番号が変わりました。
＊3 �市町村合併に伴う市外局番の変更です。旧茅部郡南茅部町（01372−2−××××、01372−3−××××）

のみ番号が変わりました。
＊4 �市町村合併に伴う市外局番の変更です。旧香取郡大栄町（0478−70−0×××、0478−70−3×××、

0478−73−2×××〜9×××）のみ番号が変わりました。
＊5 �市町村合併に伴う市外局番の変更です。（旧山口村馬籠地区は、0264－××−××××が0573−××－×

×××）に変わりました。
※特に記述がない限り、変更前市外局番の後部は、変更後市内局番の頭に移ります。
　［例］02955−×−×××× → 0295−5×−××××
　　　0462−××−×××× → 046−2××−××××

B地域

②

＜閉番号化＞

B地域

A地域
0482

0484

①

② A地域
①

①A地域内で電話を
かける場合

②A地域からB地域に
電話をかける場合

  ××－××××        

 0484－××－×××× 
   

2××－××××

4××－××××

閉番号化前 閉番号化後

これまで市外局番が必要だったA－B間の通
話について、市外局番をダイヤルせずにか
かるようになります。

A－B間は、市外局番からダイヤルする必要が
あります。

ダイヤル手順

※「閉番号化」については、単位料金区域を閉番号化対象区域として実施しています。
※太線：単位料金区域（MA）
　実線（および点線）：番号区画エリアを示しています。

閉番号化

8
0 4

県　名 MA＊1名 変更前市外局番 変更後市外局番 実施時期
新　潟 安 塚 02559 025 2004年  2月11日
新　潟 小 出 02579 025 2004年  2月11日
北海道 石 狩 01337 0133 2004年  6月  1日
北海道 石 狩 013379 0133 2004年  6月  1日
北海道 当 別 01332 0133 2004年  6月  1日
北海道 夕 張 01235 0123 2004年  9月  1日
北海道 栗 山 01237 0123 2004年  9月  1日
北海道 栗 山 01238 0123 2004年  9月  1日
北海道 岩 見 沢 01266 0126 2004年11月  1日
北海道 早 来 01452 0145 2005年  2月  1日
北海道 浦 河 01462 0146 2005年  2月  1日
北海道 浦 河 01463 0146 2005年  2月  1日
北海道 静 内 01464 0146 2005年  2月  1日
千　葉 鴨 川 0470 04 2005年  2月11日
新　潟 糸 魚 川 0255 025 2005年  2月22日
新　潟 十 日 町 0257 025 2005年  2月22日
北海道 芦 別 01242 0124 2005年  5月  1日
北海道 中 標 津 01537 0153 2005年  5月  1日
北海道 根 室 標 津 01538 0153 2005年  5月  1日
北海道 弟 子 屈 01548 015 2005年  6月  1日
北海道 羽 幌 01646 0164 2005年  6月  1日
北海道 北 見 枝 幸 01636 0163 2005年  7月  1日
北海道 利 尻 礼 文 01638 0163 2005年  7月  1日
北海道 士 別 01652 0165 2005年  8月  1日
北海道 士 別 016528 0165 2005年  8月  1日
北海道 士 別 01653 0165 2005年  8月  1日
北海道 士 別 016532 0165 2005年  8月  1日
北海道 士 別 016534 0165 2005年  8月  1日
北海道 八 雲 01376 0137 2005年  9月  1日
北海道 松 前 01394 0139 2005年10月  1日
北海道 江 差 01395 0139 2005年10月  1日
北海道 江 差 01396 0139 2005年10月  1日
北海道 鵡 川 01454 0145 2005年11月  1日
北海道 十 勝 池 田 01557 015 2005年11月  1日
北海道 本　　 別 01562 0156 2005年12月  1日
北海道 十 勝 清 水 01566 0156 2005年12月  1日
茨　城 高 萩 0293の一部＊2 0294 2005年12月  4日
北海道 斜 里 01522 0152 2006年  2月  1日
北海道 美 幌 01527 0152 2006年  2月  1日
茨　城 大 子 02957 0295 2006年  2月26日
北海道 紋 別 01582 0158 2006年  3月  1日

県　名 MA＊1名 変更前市外局番 変更後市外局番 実施時期
北海道 紋 別 015829 0158 2006年  3月  1日
北海道 遠 軽 01584 0158 2006年  3月  1日
北海道 興 部 01588 0158 2006年  3月  1日
東　京 八 王 子 0426 042 2006年  3月  5日
東　京 武蔵野三鷹 0424 042 2006年  4月29日
新　潟 津 川 02549 0254 2006年  5月17日
北海道 今 金 01378 0137 2006年  9月  1日
北海道 南 茅 部 01372の一部＊3 0138 2006年10月  1日
千　葉 佐 原 0478の一部＊4 0476 2006年10月  1日
長　野 木 曾 福 島 0264の一部＊5 0573 2009年  3月  1日

最近の市外局番変更状況 （2023年7月31日現在）



バスケット 具体的な料金
音声伝送役務

（加入電話、ISDN）
通話料、通信料、公衆電話料、
番号案内料、基本料、施設設置負担金　など

●NTT東日本の料金改定
料金の改定

●プライスキャップ制について
　プライスキャップ制（上限価格方式）とは、NTT東日本・NTT西日本が提供する特定電気通信役務について、
料金水準の上限（基準料金指数）の範囲内であれば、個々の料金は総務大臣への届出により自由に設定でき
る料金規制方式です。
　2000年10月1日のプライスキャップ制適用開始に伴い、個別の料金変更は、基準料金指数以下であれば、従
来の認可制ではなく、届出により可能となりました。
　なお、専用バスケットについては2009年4月より、加入者回線サブバスケットについては2023年10月よりプライス
キャップ制の対象外です。

［基準料金指数］

＜基準料金指数を定める区分（バスケット）＞

当期の基準料金指数の算定式＝
前期の基準料金指数×「1＋前年度の消費者物価指数（CPI）変動率−生産性向上見込率（いわゆるX値）」

※適用期間は、毎年10月1日から1年間。

(参考)民営化後から再編成前までの料金改定

凡例
▲：年間に直した場合の値下げ額
〈　〉内は内訳
（　）内は民営化以降の累計

＊1990年度の自動車電話の料金値下げ額には1991年度実施の通話料値下げ分を含んでいる。

＊

0

－1,000
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－6,000

－7,000

－8,000

－9,000

－10,000

－11,000

－12,000

－13,000

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1992 1993 1995 1996 1997
（年度）

（▲60）

・自動車電話
  〈▲60〉

（▲560）

（▲500）

・土曜日料金の値下げ
  〈▲500〉

（▲1,530）

（▲970）

・遠距離値下げ
  〈▲700〉

・離島通話料改善
  〈▲100〉

・専用線
  〈▲170〉

（▲2,790）

（▲1,260）

・遠距離値下げ
  〈▲600〉

・近距離値下げ
  〈▲300〉

・離島通話料改善
  〈▲数億円〉

・専用線（H1.5）
  〈▲180〉

・その他
  〈▲180〉

（▲4,190）

（▲1,400）

・遠距離値下げ
  〈▲900〉

・深夜割引拡大
  〈▲200〉

・ポケットベル
  〈▲100〉

・付加機能使用料
  〈▲100〉

・専用線
  〈▲100〉

（▲6,490）

（▲2,300）

・中距離値下げ
  〈▲1,200〉

・近距離値下げ
  〈▲200〉

・深夜割引拡大
  〈▲100〉

・工事費〈△200〉

・自動車電話
  〈▲400〉

・ポケットベル
  〈▲50〉

・専用線
  〈▲150〉

（▲7,690）

（▲2,790）

（▲10,480）
（▲1,085）

（▲11,565） （▲600）

（▲12,165）

（▲12,965）

（▲800）

（▲1,200）

・遠距離値下げ
  〈▲1,200〉

・市外通話料値下げ
  〈▲2,700〉

・専用線〈▲90〉

・遠距離値下げ
  〈▲600〉

・専用線
  〈▲485〉

・遠距離値下げ
  〈▲600〉

・遠距離値下げ
  〈▲800〉

億円

料金値上げ

料金値下げ

実施時期 料金改定の内容 値上げ額（億円） 備　　　考
1990年度 ・番号案内の費用負担額の適正化    200 —

1993年度 ・公衆電話料金の値上げ    700
1993年10月、1994年4月の2段階で実
施

1994年度
・基本料金の値上げ

・番号案内料の値上げ

1,900

   100

1995年2月、1995年10月の2段階で実
施

〃

1996年度

・専用線（高速ディジタル）の値上げ
・公衆電話発信のクレジット通話・フリー
　ダイヤル通話への公衆電話料金適用
・専用線（一般専用〈50bps〉）の値上げ

     65

     70

   110

1996年4月、1997年4月、1998年4月の
3段階で実施

—
1996年12月、1997年12月、1998年12
月の3段階で実施

1998年度 ・番号案内料の改定    150 1998年5月、1999年5月の2段階で実施
合　計 3,295 —

事項

区分

基準料金指数
2000.10
〜2001.9

2001.10
〜2002.9

2002.10
〜2003.9

2003.10
〜2004.9

2004.10
〜2005.9

2005.10
〜2006.9

2006.10
〜2007.9

2007.10
〜2008.9

2008.10
〜2009.9

2009.10
〜2010.9

2010.10
〜2011.9

2011.10
〜2012.9

音声伝送役務
（通話料など） 97.8 95.5 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7

加入者回線
サブバスケット 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

専用役務
（専用料など） 97.6 95.1 92.2 90.4 89.3 88.3 87.6 87.3 87.2 — — —

事項

区分

基準料金指数
2012.10
〜2013.9

2013.10
〜2014.9

2014.10
〜2015.9

2015.10
〜2016.9

2016.10
〜2017.9

2017.10
〜2018.9

2018.10
〜2019.9

2019.10
〜2020.9

2020.10
〜2021.9

2021.10
～2022.9

2022.10
〜2023.9

2023.10
～2024.9

音声伝送役務
（通話料など） 92.7 92.7 92.7 94.8 94.6 94.1 94.4 94.9 95.2 95.1 95.1 98.0

加入者回線
サブバスケット 100 100 100 102.3 102.1 101.6 101.9 102.4 102.7 102.6 102.6 —

専用役務
（専用料など） — — — — — — — — — — — —

※料金の基準時点（2000年4月1日）を100としている。

実施時期 料金改定の内容

2000年度
県内市外通話料金値下げ
県内専用線値下げ
市内通話料金値下げ

2001年度 市内通話料金値下げ（8.5円（税抜）/3分）

2004年度
基本料（回線使用料）値下げ
プッシュ回線使用料廃止
施設設置負担金およびライトプラン加算額値下げ

2006年度 固定電話（0036通話）およびひかり電話から携帯電話への通話料金値下げ

2021年度 固定電話から携帯電話への通話料金設定権の移行に伴う固定電話およびひ
かり電話から携帯電話への通話料金値下げ



1. 電話加入権と施設設置負担金の関係について（参考1〜3参照）
　電話加入権とは、「加入電話契約者が加入電話契約に基づいて加入電話の提供を受け
る権利」（電話サービス契約約款第21条）です。
　一方、施設設置負担金は、加入電話等の新規契約の際にお支払いいただく料金であり、
加入電話（単独電話）の場合で現行36,000円（税抜）となっています。
　この施設設置負担金は、加入電話等のサービス提供に必要なNTT東日本の市内交換局
ビルからお客さまの宅内までの加入者回線の建設費用の一部を、基本料の前払い的な位
置付けで負担していただくものであり、お客さまがお支払いいただいた額を加入者回線
設備の建設費用から圧縮することにより、月々の基本料を割安な水準に設定することで
お客さまに還元しており＊、解約時等にも返還しておりません。
　したがって、施設設置負担金は、NTT東日本が電話加入権の財産的価値を保証してい
るものではありませんが、社会実態としては、電話加入権の取引市場が形成されていま
す。また、質権の設定が認められ、法人税法上非減価償却資産とされる等の諸制度が設
けられています。
＊2019年度以降の新規取得の施設設置負担金については、圧縮記帳を廃止。

2. 施設設置負担金を取り巻く市場環境の変化について（参考4〜7参照）
　お客さまにお支払いいただいた施設設置負担金は、電話の早期普及のための設備建設
資金の調達手段として、電話網の建設に大きな役割を果たしてきましたが、電話の加入
数が減少に転じる中で、その意義が低下してきていると考えています。
　NTT東日本は、お客さまの初期負担を軽減するため、施設設置負担金相当額を月々の
基本料に加算してお支払いいただく「ライトプラン」を、INSネット64（1997年7月〜）・
加入電話（2002年2月〜）を対象に選択制サービスとして提供していますが、現在では、
新規契約のお客さまのうちの大半の方がライトプランを選択しています。
　また、最近では、競争事業者が施設設置負担金のような初期負担を設けない電話サー
ビスを開始する等、市場環境が著しく変化してきており、NTT東日本としても、新たな
事業環境に適応するために、施設設置負担金の見直しが必要な状況になってきておりま
した。

3. 施設設置負担金の見直しについて（参考8、9参照）
　こうした施設設置負担金を取り巻く市場環境の変化を背景に、総務省情報通信審議会
において、施設設置負担金に関して、「既存契約者や電話加入権取引市場等に対して一
定の配慮をしつつ、NTT東日本およびNTT西日本が廃止も選択肢とした見直しを欲する
のであれば、容認されるべき」とする答申［「2005年度以降の接続料算定の在り方」最終
答申（2004年10月）］が出されました。

　NTT東日本は、上記の答申の内容を踏まえて、当時72,000円（税抜）となっていた施
設設置負担金を関係各方面への影響等に配慮し、当時の電話加入権取引市場の売買価格
に直接影響を与えない範囲内で、値下げ（ライトプランの加算額を含む）を実施いたし
ました。また、値下げの実施時期については、お客さまへの事前の周知期間を十分確保
するとともに、電話の新規契約が多い転勤・新入学卒業期に間に合うよう、2005年3月1
日からといたしました。
　また、今後の施設設置負担金の見直しについては、お客さまのご理解を得つつ、電話
加入権取引市場の動向や関連諸制度の見直しとの関係を見極めて、検討してまいります。

4. お客さまへの周知について
　2005年3月の施設設置負担金の見直しにあわせて、施設設置負担金に関するお客さま
のご理解を深めていただくよう、電話料金の請求書等に同封するハローインフォメー
ションや新聞広告等を用いてお客さまへの周知を図ることにより、お客さまへの適切な
説明に努めました。

施設設置負担金について（※2004年11月5日公表の資料を一部修正）



｝

［ ］
［ ］

1952年当時

1953年  1月

1960年  4月

1968年  5月

1971年  6月

1976年11月

1983年  3月

1985年  4月

1989年  4月

2005年  3月

年　月 施設設置負担金の料金水準（1契約当たり） （参考）電信電話債券（1契約当たり）

装置料　  4,000円
負担料　30,000円

　　↓

設備料　10,000円
　　↓
設備料　30,000円
　　↓
設備料　50,000円
　　↓
設備料　80,000円

　　↓

工事負担金　72,000円

　　↓

（施設設置負担金に名称変更）

　　↓

施設設置負担金 36,000円（税抜）

　　↓

  （現在）

電信電話債券　   60,000円
　　　　　↓
電信電話債券 　150,000円

　　　　　↓

　　　　廃　止

合計　34,000円

※�80,000円に含まれていた宅内工事
費8,000円を差し引いたものです。
したがって、宅内（配線・機器）
の工事を行う場合には、実質負担
額に変化はありません。

※�償還期間満了後に資金を償還する性格のもの
です。

（東京・単独電話の場合）

	「電信電話設備の拡充のための暫定措置［	に関する法律（拡充法）」の廃止　  　   ］

1997年7月にINSネット64･ライト、
2002年2月に加入電話・ライトプランを提供
ライトプラン基本料加算額　640円（税抜）

2005年3月ライトプラン基本料加算額料金改定
ライトプラン基本料加算額　250円（税抜）

・�施設設置負担金は、加入電話などサービスの提供に必要なNTT東日本の市内交換局
ビルからお客さまの宅内までのお客さまに専有して敷設される加入者回線設備（線
路設備など）の建設費用の一部を賄っています。

市内
交換機MDF

とう道 マンホール

電柱
保安器

管路 ケーブル
宅内
設備

宅内
設備

大口お客さまビル
一般事業所
一般住宅

MDF＝主配線盤
市外中継
交換機

交換・伝送路設備

通話料金で費用回収
施設設置負担金で費用の一部を回収

加入電話の場合、1回線当たり39,600円（税込）

月々の基本料で、施設設置負担金で賄った残りの費用を回収

加入者回線設備

モジュラー
ジャック

（参考1）加入電話の施設設置負担金の変遷

（参考2）施設設置負担金の料金設定の考え方
・�固定電話施設数は、1997年度まで増加基調にありましたが、1997年度をピークに、し

ばらく横這い傾向であったものの、最近では減少に転じております。
・施設設置負担金の受入額は、近年減少し、2003年度で64億円になっています。

（参考）施設設置負担金受入額の累計：約4兆7千億円〔民営化以降：約2兆2千億円〕
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※固定電話施設数のうちINSネット1500施設数はINSネット64ベースとし、10倍換算しています。
※施設数、施設設置負担金受入額はNTT東日本・NTT西日本の合計。

1955
年

1997
年

施設数
ピーク時

（民営化）

固定電話施設数
（加入電話＋ISDN）
＜左目盛＞

施設設置負担金受入額
＜右目盛＞

固
定
電
話
施
設
数
（
年
度
末
）

施
設
設
置
負
担
金
受
入
額

64

6,0076,322
（1997年11月）

（参考4）固定電話施設数および施設設置負担金受入額の推移

（加入者回線設備コストの回収の仕組み）

・�施設設置負担金の受入額を加入者回線の建設費用から圧縮することにより減価償却
費が軽減され、月々の基本料が割安に設定されています。

　 ※2019年度以降の新規取得の施設設置負担金については、圧縮記帳を廃止。

サービス提供
に必要なコスト

建設費用

更改費用
保守費用

116の受付
（申し込み､移転など）、
料金の請求･収納
などに関する費用

加入者回線
設備コスト

料金請求など
に関する
コスト

施設設置負担金
　

会計上発生
するコスト

対応する
料金

　

費
用
を
圧
縮

会
計
上
の

費用の圧縮に
伴う減価償却
費の減少分

月々の基本料
で回収

事務用
2,750円/月
（税込）
住宅用

1,870円/月
（税込）

＜割安に
　　設定＞

※料金額は加入電話プッシュ
　回線用・3級局の場合

39,600円
（税込）

（参考3）施設設置負担金と基本料の関係について



基本料加算額

施設設置負担金

ライトプラン
　（値下げ前）　640円/月
→（値下げ後）　250円/月
　　　　　　　＜2005年3月＞

施設設置負担金の値下げに連動させるとともに、利
回り低下による金利相当額の減少やシステム開発費
の抑制効果を織り込む。

不　要＊

不　要

　（値下げ前）　72,000円
→（値下げ後）　36,000円
　　　　　　　＜2005年3月＞

（参考）通常の加入電話・INSネット64

41

30

19

9
5

35

52 51

84
90

0

20

40

60

80

100

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年

（万契約）

ライトプラン
の申し込み数

施設設置負担金をお支払い
いただいた申し込み数

※新規申し込み数はNTT東日本・NTT西日本の合計。

加入電話・ライト
プラン提供開始
（2002年2月）

▽

・ライトプランの基本料加算額は、以下の費用をもとに設定。
　①�施設設置負担金相当額の加入者回線設備にかかる法定耐用年数（平均14年）によ

り算定される減価償却費
　②上記①の加入者回線設備にかかる金利相当額
　③ライトプラン提供に必要なシステム開発費
・�新規契約時の初期負担の軽減を目的に、通常の加入電話やISDNとの選択制サービス

として提供。
（参考）1．ライトプランの料金額� （税抜）

　　　  2．ライトプランの提供時期
　　　　　 INSネット64・ライト	 ：1997年7月〜
　　　　　 加入電話・ライトプラン	：2002年2月〜

（参考5）ライトプランの基本料加算額の料金設定の考え方

・�全日本電話取引業協会の調べによると、電話加入権取引市場の売買価格は、年々低
下してきており、2004年10月時点では約1万円程度（取引業者間の仲値）となってい
ます。

11,000
2004年10月

19,000
2004年3月

21,000
2003年3月

20,000
2002年3月

38,000
2000年3月

34,000
1999年3月

38,000
1998年3月

43,000
1997年3月

51,000
1996年3月

55,000
1995年3月

35,000取引価格
2001年3月年月

（円）

※電話取引業者間の仲値気配値（買値と売値の中間相場）［東京の場合］。
※全日本電話取引業協会調べ。

（単位：円）
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（参考8）電話加入権取引市場における売買価格の推移

（円）

～～～～～～
75,000

20,000

10,000

0

30,000

40,000

2,000
6,099

11,760 13,083

5,213 6,987

72,800

20,295

NTT東日本・NTT西日本 アメリカ
移転時 住宅用 事務用 住宅用 事務用新規

フランス ドイツ

※為替レートは、1ドル＝110.89円、1ポンド＝205.00円、1ユーロ＝135.20円（2004年6月1日為替レート）。
※各国の料金は、アメリカはベライゾン・ニューヨーク、イギリスはBT、フランスはフランステレコム、ドイツはドイツテレコムの料金。
※NTT東日本・NTT西日本の新規加入時の費用は、施設設置負担金と契約料の合計。移転時の費用は、局内工事のみ実施する場合。
※NTT東日本・NTT西日本以外は新規と移転の場合の料金は同じ。
※NTT東日本・NTT西日本、フランステレコム、ドイツテレコムは住宅用、事務用の料金は同じ。

＜値下げ前＞ 【出典：総務省内外価格差調査（2004年8月31日）】

イギリス

＜値下げ後＞＜値下げ後＞
（2005年3月）（2005年3月）
36,80036,800

＜値下げ後＞
（2005年3月）
36,800

（加入電話＋INSネット64）

・�施設設置負担金相当額を月々の基本料に加算してお支払いいただくライトプランの
提供に伴い、新規契約のお客さまの大半の方がライトプランを選択しています。（2003
年度で約95％のお客さまがライトプランを選択）

（参考6）過去5年間の固定電話の新規申し込み数の推移

（為替レート換算）

・�電話加入時における一時金は、移転時における負担は低廉なものの、欧米主要国と
比較しても高い水準にあると指摘されています。

（参考7）欧米主要国との加入時一時金、移転時の費用の比較

＊工事費2,000円（税抜）が必要［宅内工事（例：屋内配線工事）が必要な場合には、別途工事費が必要］



（参考9）総務省情報通信審議会答申の概要
　　　　　　　　　　　　（施設設置負担金部分の抜粋）
1. 施設設置負担金の見直しについての考え方
　以下のことに鑑みれば、「既に本来の意義を失い、新規加入の妨げとなり得る施設設置
負担金については、NTT東日本およびNTT西日本が自らの料金戦略として、廃止も選択
肢とした見直しを欲するのであれば、それは容認されるべきものと考える。」

（1）施設設置負担金の現時点における意義
　�　契約者数が増えていた時代には、ネットワークの円滑な拡張のための資金調達の観点

から一定の意義がありましたが、近年固定電話の契約者数が減少傾向にあり、加入者
回線設備の新規投資も減少していることから、前払いの形で投資資金を調達する意味
が低下してきたと言えます。最近では、新規加入時にライトプランを選択するお客さ
まが圧倒的に多いことから、加入者にとって大きな負担となっていると推測されます。

（2）電話加入権の市場価格への影響について
　●�施設設置負担金の見直しを行った場合、電話加入権市場における取引価格等に影響

を与えることが予想されますが、次の点から、それを理由に施設設置負担金の額の
見直しが妨げられるものではないと考えられます。

　　　・�施設設置負担金を見直したとしても、電話加入権が消滅したり、既存加入者の
加入電話契約に基づく権利を制限するものではない。

　　　・�質権法や税法等における電話加入権の取扱いは、市場の需給関係に応じて価格
が設定されることを前提としており、これらの法律によって電話加入権の価格
が保証されていると解することはできないと考えられる。

　　　・�施設設置負担金の額は電話加入権の価格ではなく、施設設置負担金の見直しに
より、事実上電話加入権の市場価格が低下しても、その市場価格まで保証すべ
き義務は契約上存在しない。

　●�NTTドコモの携帯電話の新規加入料の廃止に関する裁判においても、「税法上の規
定から直ちにその財産の私法上の性質を論じ得るものではない」とし、「携帯電話
の利用権が一定の財産的価値を有する資産と社会的に認められていたというにすぎ
ず、そのことをもって携帯電話の新規加入料を値下げしたり、廃止することが許さ
れないとまでいうことは無理である」との判断が示されています。

（3）既存の加入者との公平性について
　�　合理的な理由をもって施設設置負担金の見直しを行った結果、既存加入者と新規加

入者との間で費用負担に差異が生じることは、電気通信事業法に規定する利用の公平
に反する、あるいは、不当な差別的取扱いに当たるとは言えないと考えられます。

（4）競争環境の変化について
　�　NTT東日本・NTT西日本以外の直収電話サービス等は、加入時に施設設置負担金を

徴収する必要がないことから、NTT東日本・NTT西日本にとっては、競争対抗の観点
から、できる限り早期に見直しを実施する必要性が高まっています。

2．見直しに当たっての留意点
　●NTT東日本およびNTT西日本に対して
　　・施設設置負担金の見直しは、NTT東日本・NTT西日本の経営判断の問題。
　　・�既存の電話加入者や電話加入権取引市場の動向、自社の財務への影響等に配慮し

つつ、今後の競争環境へ対応するための自らの料金戦略として判断することが適
当。

　　・�社会的コンセンサスを得るために、事前に十分な情報開示に努めるとともに、そ
の算定根拠についても、国民の理解を得られるような十分な説明責任を果たすこ
とが求められる。

　　・�見直しに当たっては、既存加入者や関連市場等に対し一定の配慮（例えば、十分
な周知および実施までの期間を取り、段階的に実施）を行うことが必要。

　　・�周知を始めてから廃止するまでの期間は、例えば、電話担保金融における貸付期
間は概ね8割が5年以下であること、携帯電話の新規加入料の廃止は5〜6年かけて
段階的値下げの末実施したこと等も参考になる。

　　・�施設設置負担金の性格等を日頃から利用者に対して説明することが必要。特に、
施設設置負担金に対する誤った認識が生じないよう、ユーザに対する制度の適切
な説明、職員の適切な対応への措置等に早急に取り組むことが求められる。

　●関係法令の変更等（政府における措置）
　　・�施設設置負担金を見直すこととなった場合、必要に応じ、質権法等、施設設置負

担金・電話加入権の取扱いに関する規定が設けられている関連法令について、適
切な見直しを行うことが求められる。

　　・�非減価償却資産とされている電話加入権の税法上の取扱いについて、施設設置負
担金を廃止することとなった場合には、政府は、過去の措置等も参考に、必要な
措置を検討することが求められる。

　　・�総務省は、NTT東日本・NTT西日本の施設設置負担金の見直しの動向を踏まえつ
つ、関連法令の改正等の必要な措置について、関係機関との調整を行うことが求
められる。



●ユニバーサルサービス料について
　NTT東日本では、110番や119番などの緊急通報、公衆電話、山間部や離島を含む地域における固定
電話通信などのユニバーサルサービスを、いつでも、どこでも、誰もが利用可能な料金でお客さまに
ご利用いただけるように、通信網の維持・保守に取り組んでいます。このユニバーサルサービスを維
持するために、2007年1月より各電話会社が「ユニバーサルサービス支援機関」＊1を通じて費用を出し
合う「ユニバーサルサービス基金制度」がスタートしました。
　NTT東日本は従来から経営効率化に取り組み、人件費や経費の削減など、あらゆる費用を対象に大
幅なコスト削減を実施しておりますが、ユニバーサルサービスを取り巻く環境は、
①�携帯電話の普及拡大および光IP電話やアプリケーションサービスなどの他事業者が提供するサー

ビスとの競争の進展
②�従来、NTT東日本と接続事業者が応分に負担してきたコストの一部を基本料コストに付け替える

という制度変更＊2

などがあり、ユニバーサルサービスの収支は2021年度で▲226億円の赤字となっております。
　一方、ユニバーサルサービス基金制度により支援される額は、実際のサービス提供に要した費用を
用いて算定するのではなく、長期増分費用モデル＊3に基づく費用で算定しており、かつ、加入電話につ
いては、著しい高コストの地域＊4に対象が限定されていることなどから、実際の赤字の一部となって
います。
　今般、ユニバーサルサービス支援機関が定める各電話会社の1電話番号あたりの負担額（番号単価）
は、2023年1月からも現行と同額の月額2円となりました。これに伴いまして、引き続きお客さまには1
電話番号あたり月額2.2円（税込）の「ユニバーサルサービス料」をご負担いただきます。
　NTT東日本は、基金制度の下で、今後もユニバーサルサービスの維持につとめてまいります。皆さ
まのご理解とご協力のほど、よろしくお願い申し上げます。

＊1 一般社団法人電気通信事業者協会が総務大臣より指定されています。
＊2 �2005年度から交換機コストの一部を段階的に基本料コストに付け替えるものです（2009年度以降は全額付け替え）。な

お、このコストのうち、き線点RT（メタルケーブルに収容する電話などの通信を加入者交換機まで光ファイバーで伝送
するための多重化装置）から加入者交換機間の伝送路のコストの一部については、2008年度より基本料コストから段階
的に交換機コストに戻すこととされております（2011年度以降は全額付け替え）。

＊3 �通信網の費用を実際の費用発生額ではなく、現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と技術で新たに構築し
た場合の費用額に基づいて計算する方式です。

＊4 全国の加入数の4.9％の地域とされています。

（1）料金額

料金額（1電話番号あたり月額） 2.2円（税込）

　  ※ユニバーサルサービス料は、ユニバーサルサービス支援機関が定める番号単価と同額です。
　  ※適用する電話番号は、加入電話サービスなどの契約者回線に係る電話番号および付加サービスに係る電話番号です。

（2）その他
　�　支援機関が定める番号単価については、一般社団法人電気通信事業者協会のホームページ＜https://

www.tca.or.jp/universalservice/＞において公表されています。

●ユニバーサルサービス確保の仕組み

　ユニバーサルサービスの費用は、NTT東日本とNTT西日本2社の負担から、2007年1月より、高
コスト地域のユニバーサルサービスの赤字の一部については、電気通信事業者が負担しあう仕組み
に変わりました（2023年7月1日現在 約20社）。

●ユニバーサルサービスとは

　NTT東日本およびNTT西日本は、NTT法＊においてユニバーサルサービスを提供する責務を果た
しております。
　＊�NTT法とは、「日本電信電話株式会社等に関する法律」をいい、NTT（持株会社）、NTT東日本、NTT西日本の目的、

責務などを定める法律です。

　・�ユニバーサルサービスとは、電気通信事業法において、「国民生活に不可欠であり、あまねく
日本全国における提供が確保されるべき」と定められているサービスです。

　・�NTT東日本およびNTT西日本は、山間地や離島などの高コスト地域を含む日本全国において、
ユニバーサルサービスを提供しています。

ユニバーサルサービスの具体的な範囲

・アクセス回線部分に当たる
基本料（回線使用料）

＊2010年12月の情報通信審議会答
申を踏まえ、2011年4月より、加入
電話に相当する光IP電話が新た
にユニバーサルサービスの対象とし
て追加されました。

第一種公衆電話 災害時用公衆電話緊急通報加入電話および加入電話に
相当する光IP電話＊

・災害時に避難所などに
おける電話の利用を確
保するためにあらかじ
め設置する電話

※2022年2月の電気通信事業
部会答申を踏まえ、2022年
4月より、災害時用公衆電
話が新たにユニバーサルサ
ービスの対象として追加さ
れました。

・社会生活上の安全お
よび戸外での最低限
の通信手段を確保す
る観点から一定の基準
で設置される公衆電話

・警察110番、海上保安庁118番、
消防119番

加入者
交換機

警察
110番

海上保安庁
118番

消防
119番

新たなユニバーサルサービス
確保の仕組み

NTT東日本
のお客さま

NTT西日本
のお客さま

NTT東日本
および

NTT西日本
の負担

基金からの
支援

（背景）

①携帯電話・IP
電話の普及
による固定電
話の減少

②採算性の良
い都市部を
中心とした競
争事業者の
参入

③競争事業者
が負担してい
た交換機コス
トの一部を基
本料に付け
替える制度変
更の実施

高コスト地域の
ユニバーサルサービスの赤字

電話番号の利用数に応じて費用を負担

NTT
東日本

NTT
西日本

これまでのユニバーサルサービス
確保の仕組み

NTT東日本
のお客さま

NTT西日本
のお客さま

高コスト地域の
ユニバーサルサービスの赤字

NTT東日本
および

NTT西日本の
2社が費用を負担

NTT
東日本

NTT
西日本

他の
電話会社
携帯電話
事業者など

他の電話会社
のお客さま

（　　　　）

ユニバーサルサービス（※2022年12月1日公表の資料を一部修正） 



●固定電話回線数などの推移
　携帯電話の普及拡大および光IP電話やアプリケーションサービスなどの他事業者が提供するサー
ビスとの競争の進展により、NTT東日本・NTT西日本の固定電話が減少しています。

●2021年度におけるNTT東日本のユニバーサルサービス収支の現状
　収益の減少による収支の悪化を補うための継続的なコスト削減に取り組んでおりますが、NTT東
日本と接続事業者が応分に負担してきたNTSコスト＊の負担方法の変更などにより、2021年度におけ
るユニバーサルサービス収支は▲226億円の赤字となっております。
＊NTSコスト（Non-Traffic Sensitive Cost）とは、交換機設備のうち、通信量の増減によって変化しない装置のコストを指します。
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※総務省の公表資料（電気通信サービスの契約数およびシェアに関する
　四半期データの公表）をもとに作成

※固定電話は、加入電話とISDNの合計
※IP電話は、050番号と0AB～J番号（光IP電話含む）によるものの番号数の合計
※数値は、NTT東日本・NTT西日本エリアの合計

携帯電話
＋ＰＨＳ

NTT東日本・ＮＴＴ西日本
の固定電話

ＩＰ電話＋他事業者
の固定電話

（万回線）

●2021年度に実施したNTT東日本の経営効率化
　2021年度についても一層の経営効率化に取り組み、大幅なコスト削減を実施しており、2000年度
からの21年間で約▲1兆4,460億円の費用を削減しています。

営業費用の推移 2021年度に実施した主な経営効率化施策
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○固定電話網の新規投資の原則停止を継続

○資産のスリム化のさらなる推進
　・集約に伴い廃止した拠点の建物スペースを貸付
　・遊休不動産の売却により保有コストを削減
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○116業務の見直し
　・アウトソーシングによる効率化を実施

○Web受付の推進による効率化

○経費全般にわたるコスト削減
　・＠ビリングの利用による料金請求コストの抑制

○印刷用紙・事務用品経費および電気使用料
の削減など
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サービス名

加入電話・基本料

第一種公衆電話
（市内、離島通信）

緊急通報

合　　計

2020年度

・IP電話などの普及拡大や競争の
　進展に伴う収益の減少　　　　　：▲98億円
・経営効率化などによるコスト削減：＋102億円

主
な
要
因

営業収益 営業費用 営業利益

1,457億円

3億円

1,461億円

̶

2021年度

1,662億円

23億円

1億円

1,686億円

▲205億円

▲19億円

▲1億円

▲226億円

1,556億円

3億円

1,559億円

1,764億円

23億円

1億円

1,789億円

▲208億円

▲20億円

▲1億円

▲230億円

営業収益 営業費用 営業利益

̶

＋4億円

●NTT東日本へのユニバーサルサービス基金制度による支援額
　支援額は、実際のサービス提供に要した費用ではなく、長期増分費用モデル＊1に基づく費用を用い
て算定しており、かつ、加入電話については、著しい高コストの地域＊2に対象が限定されていることな
どから、ユニバーサルサービス収支の赤字の一部である、37億円が支援されることになります。
＊1 �通信網の費用を実際の費用発生額ではなく、現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と技術で新たに構築し

た場合の費用額に基づいて計算する方式です。
＊2 �全国の加入数の4.9％の地域とされています。

※記載の数値は億円未満を四捨五入した数値となっており、表記上の合計値と合わない場合があります。

長期増分費用モデルに基づき算定

支援対象の地域と費用の絞り込み

○支援額の算定は、実際にかかったコストではなく、
長期増分費用モデルを用いることにより、現時点
で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と技
術で新たに構築した場合のコストとなっています。

＊3 平均コストに標準偏差の2倍を加えた額とされています。

○加入電話（基本料・緊急通報）の支援対象は、著し
い高コストの地域に限られており、さらに加入電話・
基本料の支援される費用の範囲は、著しい高コス
トの水準＊3を上回る部分に限られています。

サービス名

加入電話・基本料

第一種公衆電話
（市内、離島通信）

緊急通報

合　　計

2021年度の
営業利益

▲205億円

▲19億円

▲1億円

▲226億円

基金による
支援額

17億円

20億円

0.3億円

37億円

支援を受けても残りの赤字（▲189億円）は
NTT東日本自身が負担



●ユニバーサルサービス料とユニバーサルサービスコストの負担について
　ユニバーサルサービスの維持に必要な費用を賄うための各電話会社の1電話番号あたり負担額（番
号単価）は、2023年1月からも現行と同額の月額2円となりました。これに伴いまして、引き続きお
客さまには1電話番号あたり月額2.2円（税込）の「ユニバーサルサービス料」をご負担いただきます。

料金額

（1電話番号
    あたり月額）

携帯電話事業者など

ＮＴＴ西日本
のお客さま

他の電話会社
のお客さま

他の電話会社

○ユニバーサルサービスコストの負担について○ユニバーサルサービス料

基金からの支援
64億円

5億円
を拠出

4億円
を拠出

55億円
を拠出

NTT東日本
のお客さま

ＮＴＴ
西日本

NTT
東日本

NTT東日本・
NTT西日本の
負担460億円

NTT東日本・NTT西日本のユニバーサルサービスの赤字：
▲524億円（うち、NTT東日本：▲226億円）

※事業者別の拠出額は、2022年6月30日の電話番号利用数に基づく試算値です。

2.2円（税込）

※ユニバーサルサービス料は、ユニバーサルサービス支
援機関が定める番号単価と同額です。
※適用する電話番号は、加入電話サービスなどの契約
者回線に係る電話番号および付加サービスに係る電
話番号です。

お客さまに「ユニバーサル
サービス料」としてご負担を
いただいております

毎月の電話番号利用数に応じて、1電話番
号あたり2円を拠出



ご希望のお客さまに「通話明細内訳書」を送付します。
なお、お客さまの送付希望の内容により、表示内容および送付方法などは次のとおりです。
・表示内容
　�通話明細内訳書には、1カ月分の通話月日、通話先電話番号、通話時間などを1通

話ごとに表示します（携帯電話などへの通話含む）。
・送付方法
　�NTTファイナンスより発行される請求書または口座振替のご案内に同封して送

付します。
　 ※�ご利用サービスの状況によってはNTT東日本料金請求などに同封させていただく場合もあります。

・通話明細内訳作成料
　通話明細内訳書の作成枚数に応じて作成料がかかります（郵送料は無料です）。
　�9枚まで110円（税込）、50枚まで264円（税込）、100枚まで781円（税込）、800枚

まで1,177円（税込）。
　（なお、「@ビリング（アットビリング）」をご利用の場合は無料です。）

（3）料金明細内訳サービスの提供状況
　1986年3月に東京で最初に導入し、1995年3月に全国への導入が完了しました。

「フレッツ光」における料金案内方法等の変更について
●�NTT東日本は、環境保護の取り組みとして紙媒体による請求書などを削減するために、
「フレッツ光」をご利用のお客さまへ、紙媒体が発行されない料金案内方法（お支払い
方法は「口座振替」または「クレジットカード」によるお支払い、ご利用料金のご案内
はWeb明細サービス「＠ビリング」）でのご案内を標準といたします。

●�「フレッツ光」をご利用の個人名義のお客さまの、紙媒体による「口座振替のお知らせ」
もしくは「料金請求書」の発行には、実費見合いとして発行手数料をご負担いただきます。

　 ※加入電話などは対象外となります。
　 ※契約者名義が法人・公共機関などのお客さまは対象外となります。
＜ご利用料金のご案内方法と発行手数料などについて＞� （税込）

お支払い方法 ご利用料金のご案内
発行手数料

2023年11月に
発行の請求分まで

2023年12月に
発行の請求分より

クレジットカード Web明細サービス「@ビリング」に
よるご案内 無料 無料

口座振替
紙の発行によるご案内

110円／月 165円／月
請求書支払い 165円＊1 ／月 220円＊1 ／月

＊1 ��コンビニエンスストア・各種金融機関窓口でお支払いいただく場合の窓口払い手数料55円（税
込）を含む金額です。

＜紙媒体が発行されない料金案内方法への変更手続きについて＞
（1）変更手続きが必要なお客さまおよびその内容

変更手続きが必要なお客さま　 変更手続きの内容

「料金請求書」をご利用のお客さま
・お支払い方法の変更
　（口座振替＊2またはクレジットカード）
・「＠ビリング」のご利用登録

「口座振替のご案内」をご利用のお客さま ・「＠ビリング」のご利用登録
＊2 ‌�口座振替に変更する場合に、「口座振替のお知らせ」を希望されますと、上記の発行手数料を

ご負担いただきます。

＜電話料金請求のサイクル＞

●毎月の料金のご請求
　毎月のご利用料金などについてのお客さまへの請求は、NTTグループ100％出資会社の
NTTファイナンスよりさせていただきます。
※ご利用サービスの状況によっては、NTT東日本から請求させていただく場合もございます。

●料金月制度の理由
　電話料金は、ご契約者ごとに料金を計算し請求書を発行することにより、請求させていた
だいておりますが、多くのお客さまへ一斉に請求書を発行しますと、発行作業が一時に集中
し、請求書の発行遅延が起こることも予想されます。
　そのため上記のとおり、A〜Fの6ブロックに分け、請求書の発行日および支払期限を異にす
る分散発行を行い、効率的で経済的な料金事務を実施しております。

ダイヤル通話の料金明細内訳サービス
（1）サービス概要
　お客さまが“いつ、どこへ、どれだけ”ダイヤル通話をご利用になったかを記録しておき、お
客さまからの料金のお問い合わせにお答えできるようにするサービスです。

（2）通信の秘密確保およびプライバシーの保護
　実施にあたっては通信の秘密確保およびプライバシー保護のため、次のように厳正・慎重に対処し
ます。
●�通話明細内訳の記録開始に先立って、ご契約者の方に個別に次の意向照会を行い、そのご希

望に基づいて、通話明細内訳を記録します。

●�意向照会に対してご回答のなかったお客さまについては、上記②の方法で記録しますが、お客さ
まのご意向によりいつでも変更できます。なお、日別の利用度数は、すべてのお客さまについて記
録します。

●�通話明細内訳の説明に際しては、自動車運転免許証、各種保険証などにより、お客さまご本人
であることの確認を行います。

　�　電話による通話明細内訳のお問い合わせに対する説明は、ご本人であることの確認が困難で
あるため、行いません。

●通話明細内訳は、原則として支払期限の2カ月後に消去します。
●通話明細内訳書の送付

※上記の支払期限が土曜・日曜・祝日の場合は、翌営業日を支払期限とします。

計　　　算　　　期　　　間

A
B
C
D
E
F

前々月 前　月 当　月 翌　月
21日
26日

6日

16日

1日

11日

20日
25日

5日

15日

末日

10日

5日
10日

20日

末日

15日

25日

◆
◆

◆

◆

◆

◆

20日
25日

5日

15日

末日

10日

★
★

★

★

★

★

（凡例） 基本料金 通話料金 ◆ 請求書発行予定日 ★ 支払期限

ダイヤル通話料金の請求

①通話明細内訳の記録を希望する。
②通話明細内訳の記録を希望するが、通話相手の電話番号の下4ケタは消去する。
③通話明細内訳の記録を希望しない。



（2）各種手続き方法
　インターネットからのお手続きまたはお申し込み書によるお手続きが可能です。
　※�「クレジットカード」のお手続きにはインターネット、お電話によるお手続きともに約2週間、

「口座振替」のお手続きにはインターネットの場合約2週間、お申し込み書の場合約2カ月を要
しますのでご留意ください。

　＜インターネットからのお手続き＞
　　https://web116.jp/ryoukin/payment/index.html

料金への消費税転嫁の方法
　具体的な方法は、下記のとおりとなっています。

●その他
・端数処理…料金の1円未満の端数については、切り捨てで対処します。
・テレホンカード…NTT東日本発行時は課税されません（使用時に課税）。
・保証金、延滞利息、割増金…�保証金、延滞利息については課税されません。割増金については課税

対象となります。

サービスの利用停止および契約解除
1. 利用停止

　料金＊1の支払期限を経過しても、お支払いいただけなかった場合は、当該サービスの利
用を停止させていただきます。
　なお、利用を停止するにあたっては、あらかじめ、利用停止の予定日を通知させてい
ただきます。

2. 契約解除
　利用停止後もなお料金＊1をお支払いいただけない場合は、当該サービスの契約約款に基
づき契約を解除させていただきます。
　なお、契約を解除するにあたり、あらかじめ、そのことを通知させていただきます。

＜標準スケジュール＊2＞

＊1  回収代行サービス料金を除きます。
＊2  標準的なスケジュールであり、日程が前後する場合があります。

支払期限後の
経過日数

支
払
期
限

利
用
停
止
予
告

14日目

利
用
停
止

25日目

契
約
解
除
予
告

40日目

契
約
解
除

61日目

●請求書によるお支払い
例：�加入電話の基本料・ダイヤル通話料など、

専用線の月額使用料　など

●公衆電話の通話料金
全体として消費税相当額の転嫁となるよう課金秒数を
設定しています。

請求書上において消費税相当額を明示して請求させ
ていただいています。

翌月合算請求（隔月請求）
　2018年11月請求分より、奇数月（1・3・5・7・9・11月）のご請求額が5,000円未満（税
込）の場合は、翌月の偶数月（2・4・6・8・10・12月）に2カ月分をまとめて請求いたし
ます。
●対象となるお客さま
　�　NTT東日本、NTTファイナンス株式会社からご請求するサービス＊1＊2をご利用のお客

さま。
　＊1 ‌�加入電話、INSネット、フレッツ光、フレッツ光のオプションサービス、フレッツ・ADSL、

フレッツ・ISDNなど。
　＊2 ‌�光コラボレーションモデルは対象外。ただし、フレッツ光のオプションサービスを個別にご

利用いただいている請求は、翌月合算の対象。
●�主な対象外請求（以下の事由の場合は、請求額に関わらずこれまでどおり毎月請求とな

ります。）
　・複数回線を1請求にまとめて一括でご請求している場合
　・複数回線の請求書などをひとつの封筒にまとめてご請求している場合
　・ご請求額に料金回収代行サービスご利用分が含まれている場合
　・NTTファイナンス株式会社の「おまとめ請求」をご利用されている場合
　・通話明細を紙様式でご提供している場合
　・フレッツ光の工事料金を分割してお支払いされている場合
　・ひかり電話A（エース）をご利用で＠ビリングをご利用されていない場合　　など
●毎月請求をご希望される場合のお手続き方法
　＜インターネットからのお手続き＞
　　https://web116.jp/ryoukin/statement/kakugetsu.html



概要
●�固定電話のコアネットワークをPSTN＊からIP網に移行するにあたって、現行のIP網

では提供していない機能・サービスの扱い等について、以下の観点を踏まえて、2010
年11月に『PSTNのマイグレーションについて 〜概括的展望〜』を公表しました。

　＜概括的展望の要旨＞
　　○�IP系サービスへの需要のシフトおよびPSTN交換機の寿命等を勘案し、2020年

頃から、PSTNからIP網への移行を開始し、2025年1月までの完了を想定。
　　○�PSTNからIP網への移行にあたり、一部提供を終了するサービスがある。2010

年11月においてその内容を公表し、お客さまへの十分な周知期間を取ったうえ
で、お客さま対応を実施。

　　○�現在PSTN交換機を介して接続しているIP電話のIP網同士の接続の実現等に向
け、多数の関係事業者間で意識合わせを行うことを提案。

●�また、2015年11月に固定電話を維持するための見直しとして、『「固定電話」の今後
について』を公表しました。

　＜公表要旨＞
　　○現在ご利用いただいている「固定電話」を逐次IP網へ移行することにより維持
　　　・基本的な音声サービスはご利用可能
　　　　�（基本的な通話に加え、ISDNの通話モード、キャッチホン、ナンバーディスプ

レイ、公衆電話 等）
　　　・お客さま宅での工事は不要で電話機等はそのままご利用可能
　　　・‌�基本料は可能な限り現状と同等の水準を維持（既存のメタルケーブルを継続利

用）
　　　・通話料は距離に依存しないIP網の特性を活かし、よりわかりやすい料金へ
　　　　（ひかり電話と同様に全国一律のフラットな料金へ）
　　　・��2025年頃に中継／信号交換機が維持限界を迎える中、IP網への移行時期につ

いては、関係事業者との対応を踏まえて別途公表
●�その上で、音声通信市場が縮小していく中、IP網へ移行後も引き続き固定電話をご

利用されるお客さまのために、いかにそれを維持していくかという点を考慮し、IP
網の特性を活かし、できる限りお客さまにご負担をおかけしないよう、最小限の追加
コストで「2024年以降の固定電話」を提供していく必要があるとの考えの下、料金・
提供条件、IP網への具体的な移行工程・スケジュール、移行に伴い終了予定のサー
ビス・機能の扱い等について、現時点の考えを表明しました。

●�「2024年以降の固定電話」（IP網への移行後の固定電話）の提供条件などについては、
2022年1月に公表しました。

●�2024年以降の固定電話の提供条件に加え、IP網への移行スケジュールを2022年12月
に公表しました。

＊�PSTN［公衆電話交換網：Public Switched Telephone Network］

「固定電話」の今後について
2024年以降の固定電話の料金・提供条件（基本料）
●�IP網への移行後も、既存のメタルケーブルを継続利用する考えであり、市場環境が

著しく変化しない限り、基本料は、現在の加入電話・INSネットの基本料と同額とす
る考え。

　（級局別／事住別の料金体系は維持）

現状 IP網への移行後

（月額）
事務用 住宅用

加入電話＊

3級局 2,750円 1,870円
2級局 2,585円 1,705円
1級局 2,530円 1,595円

INSネット64 3,883円 3,058円

▲ （月額）
事務用 住宅用

加入電話
相当

3級局

現状と同額
2級局
1級局

INSネット64相当
＊ダイヤル回線用の場合 　

2024年以降の固定電話の料金・提供条件（通話料）
●�通話料は、距離に依存しないIP網の特性＊を活かし、全国一律3分9.35円とする考え。
●�国際通話は、ひかり電話と同様にNTT東日本が提供（国内通話を含め、「00XY」を

ダイヤルする事業者選択は引き続き可能）。
＊�IPルーター等で構成。距離にほとんど依存しないフラットなネットワーク構成。

現状 IP網への移行後

距離段階 通話料＊

＜＞は3分間通話した場合の料金

区域内 9.35円／ 3分＜9.35円＞
隣接・〜20kmまで 11円／ 90秒＜22円＞

20kmを超え60kmまで 11円／ 60秒＜33円＞
60km超え 11円／ 45秒＜44円＞

県間通話 提供していない

国際通話 提供していない

▲

通話料

全国一律
9.35円／3分

提供
（ひかり電話と同等、料金は対地別）

＊平日昼間の場合 　



PSTNからIP網への移行スケジュールについて
●�2025年頃にPSTNの信号交換機、相互接続交換機、中継交換機が寿命を迎えることか

ら、2021年1月よりIP接続を開始。
●�「固定電話」発信の通話のIP網経由への切替（下図、工程Ⅴ）は、確実に2025年1月

までに切替完了させるため、1年前の2024年1月1日より地域ごと、呼種ごとに段階的
に移行を開始。

●�工程Ⅴの開始時、加入電話・INSネットについて、2024年1月1日より、新たな料金を

適用。
●�現在の加入者交換機は、お客さまを収容しながらIP網への収容装置として継続利用。
●�NTT網と他事業者との接続については、現在の相互接続交換機を介した接続から、

IP網同士の直接接続へ移行。
　�移行にあたっては、当該事業者と連携することにより、お客さまにご迷惑をおかけし

ないよう実施。

東京、大阪にPOIビル環境構築
（電源工事などを含めたフロア整備）

Ⅲ．変換装置を設置し、
　　加入者交換機との間で結線

Ⅱ

Ⅰ

Ⅳ

　Ⅲ. 加入者交換機を
IP網に接続

網内呼（ひかり電話発PSTN着）の
 経路を変換装置経由に先行切替え

Ⅴ. 「固定電話」発の
通話を順次IP網経由へ移行

ひかり電話・「固定電話」着の
一括切替がいずれのタイミングでも可能

Ⅳ. 他事業者発
「固定電話」着のIP接続

2021年1月 2022年6月

IP接続開始

2025年1月

切替完了関係する事業者＊
の着信側準備完了

2024年1月
「固定電話」発 
の切替開始

「固定電話」

加入者
交換機

中継
交換機

信号
交換機

相互接続
交換機

PSTN
接続

メタル 光 メタル メタル光 光 メタル 光

PSTN

収容
ルーター

中継
ルーター

IP網

POIビル

「ひかり電話」

変換
装置

「固定電話」

中継
交換機

信号
交換機

相互接続
交換機

PSTN
接続

PSTN
SIP

サーバー
SIP

サーバー

収容
ルーター

IP網

POIビル
IP
接続

「ひかり電話」

変換
装置
変換
装置

中継
ルーター

加入者
交換機

「固定電話」

＊サービス呼における着信事業者

中継
交換機

信号
交換機

相互接続
交換機

PSTN
接続

PSTN
SIP

サーバー

収容
ルーター

IP網

「ひかり電話」

変換
装置 中継

ルーター

加入者
交換機

変換
装置

「2024年以降の固定電話」

中継
交換機

信号
交換機

相互接続
交換機

PSTN
接続

PSTN
SIP

サーバー

収容
ルーター

IP網

「ひかり電話」

変換
装置 中継

ルーター

メタル
収容装置

変換
装置

Ⅰ. 「ひかり電話」発
他事業者着のIP接続

Ⅱ. 他事業者発
「ひかり電話」着のIP接続　および　他事業者間のIP接続

事業者B事業者A事業者B事業者A事業者B事業者A事業者B事業者A

POIビル
IP
接続 POIビル

IP
接続

Ⅴ．加入者交換機（メタル収容装置）
　　ごとに順次移行



IP網への移行におけるサービスの扱い
●�PSTNで提供している基本的なサービスについては、IP網への移行後においても、IP

網で提供を継続していく考えです。
●�IP網での提供が困難なサービスやお客さまの利用の減少が見込まれるサービスにつ

いては、提供を終了します（2024年1月1日より利用できなくなります）。必要に応じて、
代替サービスの提案を行うとともに、責任を持ってお客さま対応を実施していきます。

●�その際、お客さまの端末交換やシステム更改が必要となる場合がありますが、極力お
客さまの負担増にならないように、お客さまの端末の更改時期に合わせて取替えてい
ただけるよう、十分な期間をとって対応していきたいと考えています。

提供を継続する
サービス

基本的な音声サービスのほか、INS ネット（音声通話のみ）、公衆
電話、110（警察）、118（海上保安）、119（消防）、117（時報）、
177（天気予報）、104（番号案内）、115（電報）、ナンバー・ディ
スプレイ、ナンバー・リクエスト、迷惑電話おことわりサービス、
キャッチホン、ボイスワープ、ボイスワープセレクト、フリーアク
セス、＃ダイヤル、代表、ダイヤルイン、ピンク電話　等

提供終了する
サービス

INS ネット（ディジタル通信モード）、ビル電話、着信用電話、支
店代行電話、有線放送電話接続電話、短縮ダイヤル、キャッチホン・
ディスプレイ、ナンバー・アナウンス、でんわばん、トーキー案内、
発着信専用、ノーリンギング通信　等

●�通話料をシンプルでフラットな料金体系とすることに伴い、現状の通料金割引サービ
スすべて提供を終了いたします（2024年1月1日より割引を適用いたしません）。

●�「マイライン／マイラインプラス」「INSネット（ディジタル通信モード）」については、
2024年1月1日以降、IP網への移行に合わせて終了した後、それぞれ「新しい通話サー
ビス」「切替後のINSネット上のデータ通信サービス（補完策）」へ移行いたします。



2022年度 電気通信役務通信量等状況報告

加入電話・ISDN別通信量

区　　　分 年 度 通信回数
（百万回）

通信時間
（万時間）

収入
（百万円）

平均通信
時間（秒）

加 入 電 話
2022年度
2021年度

〈増減率〉

546（68.1％） 1,768（73.4％） 7,187（72.0％） 117
618（67.8％） 2,092（74.1％） 8,267（72.1％） 122

〈▲ 11.7％〉 〈▲ 15.5％〉 〈▲ 13.1％〉 〈▲ 4.3％〉

I S D N
2022年度
2021年度

〈増減率〉

255（31.9％） 641（26.6％） 2,800（28.0％） 90
293（32.2％） 730（25.9％） 3,206（27.9％） 90

〈▲ 12.8％〉 〈▲ 12.1％〉 〈▲ 12.7％〉 〈0.8％〉

加入電話
＋ISDN

2022年度
2021年度

〈増減率〉

801（100.0％） 2,409（100.0％） 9,987（100.0％） 108
911（100.0％） 2,822（100.0％）11,474（100.0％） 112

〈▲ 12.0％〉 〈▲ 14.6％〉 〈▲ 13.0％〉 〈▲ 2.9％〉

※（　）内は構成比。〈　〉内は対前年度増減率。

ひかり電話

2022年度
2021年度

〈増減率〉

3,319 9,256 − 100
3,421 9,772 − 103

〈▲ 3.0％〉 〈▲ 5.3％〉 〈▲ 2.4％〉

※〈　〉内は対前年度増減率。

加入電話および総合ディジタル通信（ISDN）の通信利用状況



　お名前とご住所からお問い合わせの電話番号をご案内するサービスです。
●ご利用料金
　電話番号をご案内した場合は、1案内ごとに番号案内料がかかります。
＜番号案内料＞� （税込）

※公衆電話からは、利用回数、利用時間帯にかかわらず0円／案内です。
※�電話番号をご案内できなかったお問い合わせ、緊急通報用電話番号（110番・119番・118番）のお問

い合わせおよび災害時において臨時に設置される公衆電話から104番をご利用になった場合は、無料
とさせていただきます。

●ご利用上の注意
・�電話帳登録のある方、もしくは事前に番号案内をお申し込みされた方の電話番号をご

案内します。
・�一度に複数のお問い合わせをされる場合、ご案内した1電話番号ごとに1案内としてカ

ウントします。
・�ピンク電話からは、ご利用いただけない場合があります。
・�NTT東日本・NTT西日本以外の電話回線および携帯電話・PHSからのご利用の可否・

利用料金などについては、ご契約の通信事業者にお問い合わせください。
・‌�発信者電話番号通知が必要となるため、以下の発信方法ではご利用いただけません。
　（1）特定番号通知機能が有効の状態での発信
　（2）非通知設定が有効の状態での発信
　※対応方法および最新情報：https://web116.jp/phone/numguide/
●番号案内の利用状況

金額
66円／案内
66円／案内
99円／案内

165円／案内

昼間・夜間
（午前8時〜午後11時）

月に1案内の場合
区　　　　　分

1案内分
1案内を超える部分

深夜・早朝（午後11時〜午前8時）

月に2案内以上の
場合

番号案内（104番） ふれあい案内

番号案内

※1999年度は、1999年７月１日〜2000年３月31日の数値です。
※1999年度を除く数値は各年度末のもの。

年度
区分 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

番号案内呼 12.811.5 8.9 8.9 8.8 8.6 8.6 8.4 8.1 6.9
年度

区分 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

番
号
案
内
呼

東 2.1 2.8 2.7 2.5 2.4 2.2 2.0 1.6 1.4 1.1 1.0 0.9 0.8 0.6 0.5 0.4 0.3 0.3
西 2.9 3.7 3.4 3.1 2.9 2.7 2.4 2.0 1.7 1.5 1.3 1.2 1.0 0.8 0.7 0.6 0.5 0.4

合計 5.0 6.5 6.1 5.6 5.3 4.9 4.4 3.6 3.1 2.6 2.3 2.1 1.8 1.4 1.2 1.0 0.8 0.7

年度
区分 2017 2018 2019 2020 2021 2022

番
号
案
内
呼

東 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1
西 0.3 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1

合計 0.5 0.4 0.4 0.3 0.2 0.2

（単位：億回）

　目・耳・言葉・上肢などの不自由な方、知的障がい、精神障がいのある方を対象に、
無料で電話番号をご案内します（ご利用には事前に登録が必要です）。

●ふれあい案内の対象となるお客さまの範囲
・身体障害者手帳をお持ちで、次のいずれかの障がいのある方

区　分 等級表による級別
視　覚　障　が　い 1〜6級
肢体不自由（体幹）
肢体不自由（上肢）
肢体不自由（�乳幼児期以前の非進行性の脳病

変による運動機能障がい）

1、2級

聴　覚　障　が　い 2級、3級、4級、6級（1級、5級はなし）
音声機能、言語機能またはそしゃく機能の障がい 3級、4級（1級、2級はなし）

・戦傷病者手帳をお持ちで、次のいずれかの障がいのある方

区　分 障がいの程度
視 力 の 障 が い 特別項症〜第6項症
上 肢 の 障 が い 特別項症〜第2項症
聴 覚 障 が い 第2項症、第4項症
音声機能、言語機能またはそしゃく機能の障がい 第1項症、第2項症、第4項症

・療育手帳（愛護手帳、愛の手帳、みどりの手帳と呼ばれる場合もあります）をお持ちの方
・精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方

●ふれあい案内のご利用方法
　104番をご利用される際は、最初に「ふれあい案内」とお申し出いただき、お届けいただいてい
る登録電話番号と暗証番号をオペレーターに告げてください。オペレーターはお申し出内容を確
認のうえ、無料でご案内します。公衆電話からも同様です。
※�ふれあい案内のご登録方法などは、以下のフリーダイヤルへお問い合わせください。

ふれあい案内に関するお問い合わせ先

NTT東日本ふれあい案内事務局
電話によるお問い合わせ　フリーダイヤル　0120-104174
FAXによるお問い合わせ　フリーダイヤル　0120-104134

FAXによるお問い合わせ注意事項：
　�お問い合わせ内容・お客さまのお名前・折り返しのファクス番号を記載して送信してください。
　�お申込書、障害者手帳などは送付いただいても受付られません。誤って送付された場合は破棄させていた

だきます。
　�お客さまが送信してから、3営業日以上折り返しがない場合は通信機器のトラブルなどが考えられますの

で再度送信をお願いします。
　�返信はFAXで行いますので、FAXを受信できる方のみのお問い合わせとさせていただきます。
受付時間：�午前9時から午後5時　月曜から金曜（土曜・日曜・祝日および年末年始（12/29から1/3）を除く）



1. 1998年/1999年の料金改定
　これまでも、番号案内業務の大幅な合理化を行うとともに、2度にわたる料金改定

（1995年2月、10月）を実施し、1989年度で約2,490億円の赤字を1996年度で約950億円
にまで改善してきました。さらに赤字解消に向けて経営効率化を進めていましたが、な
お赤字の解消は困難な状況でした。
　また、番号案内費用のうち、お客さまからの料金で賄いきれない部分は、NTT東日本・
NTT西日本および長距離系事業者の通話料で補填していました。これは通話料金の低
廉化の妨げになるとともに、番号案内のご利用は、一部のお客さまに偏っているため、
番号案内をご利用するお客さまがそのコストを負担する「受益者負担の原則」が図られ
ない状況でした。
　1998年5月1日および1999年5月1日の料金改定は、こうした負担の公平性が損なわれ
ている状況を改善し、番号案内サービス自体で収支相償をめざすためのものでした。

2. これまでの経緯
（1）1990年　費用負担の適正化（有料化）
　1988年8月の調査によると、「104番」を「毎日ないし、週に数回利用する人」は全体
の17％程度であるにもかかわらず、この方たちのご利用が取り扱い全体の78％を占め
るという偏った利用実態になっていました。ご利用にこうした偏りがあること、さらに
は諸外国でも有料で提供されているということから、ご利用する方がその利用度合いに
応じた費用を負担するという「受益者負担の原則」に基づき、1990年12月1日から、番
号案内の費用負担適正化を実施することとしました。
　なお、目や上肢などが不自由なために、電話帳の利用が困難な方については、無料で
電話番号をご案内しています。

（2）1995年　料金改定
　番号案内のご利用には、なお偏りがあり、また、深夜・早朝（午後11時〜午前8時）
のご利用は、全体の約5％に過ぎず、月に1回もご利用にならないお客さまがほとんど（約
98％）ですが、24時間サービスを確保するために、常時オペレーターを配置しなけれ
ばならず、多大な費用を要する状況にありました。
　一方、電子電話番号案内システムの改良による、より一層の拠点集約、広域受付体制
の拡大、オペレーター業務のパート化などによる合理化を推進してきましたが、なお抜
本的な収支の改善を図ることは困難な状況にありました。
　そこで、番号案内利用の偏在などによるお客さま負担の不公平性を是正するため、
1995年2月1日から多数利用（月2回以上）について、および1995年10月1日から深夜・
早朝利用（午後11時〜午前8時）について、割増料金制を導入しました。

（参考）番号案内料の推移
1990年

12月1日〜
1995年

2月1日〜
1995年

10月1日〜
1998年

5月1日〜
1999年

5月1日〜
2023年

9月20日～

番号案内
「104」

（1案内当
たりの料
金）

昼間・夜間
（午前8時

〜
午後11時）

月に1案内の場合

30円
※�時間帯、

利用回
数の区
別なし

30円
※�時間帯

の区別
なし

30円 50円 60円 60円

月に
2案内
以上の
場合

1案内分

30円
※�時間帯

の区別
なし

30円 50円 60円 60円

1案内を超
える部分

60円
※�時間帯

の区別
なし

60円 80円 90円 90円

深夜・早朝
（午後11時〜午前8時） 60円 120円 150円 150円

公衆電話 30円（税込） 100円（税込） 0円

※�年次により税率が異なるため、料金は税抜で表記しています。
※�公衆電話は電話機で料金を徴収するため、内税方式となっており、税込の表記として

います。

番号案内料の改定について



1890年	 東京と横浜で電話交換業務開始。同時に、197の加入者を対象に番号
などの案内も開始

1896年	 案内受付用番号「500番」を設定（東京）。手動交換の頃は、相手の電話
番号を交換台に伝えなければ電話がつながらない仕組みになっており、あ
らかじめ自分で調べるのが原則になっていたので、「500番」は電話交換
についての苦情や要望、各種の問い合わせが主体になっていた

1926年	 自動交換になり、今日のような集中案内台が創設されて、番号案内は局
番なしの「100番」に統一（統一終了は1937年）

1953年	 東京で局番の大がかりな再編成が行われたとき、市内番号案内が「104
番」、市外番号案内が「105番」になる

1972年	 市外局番＋104番のダイヤル方式を導入
1984年	 市外局番＋104番方式を全国に拡大
1986年10月10日	 コンピューターによる案内業務の開始（03エリア）
1987年3月21日	 同じく大阪（06エリア）に導入
1988年12月19日	 ・コンピューターによる案内業務の拡大
	 ・自動音声回答の開始
1989年	 ・コンピューターによる案内業務、全国拡大完了
	 ・ランダム受付の導入
1989年11月1日	 全国の電話番号を「104番」で案内
1990年12月1日	 ・費用負担適正化実施（有料化）
	 ・「自動案内(ANGEL LINE)」サービス開始
1994年1月25日	 掲載省略案内サービスの開始（全国12支店エリア）
1995年2月1日	 多数利用（月2回以上）などについて割増料金制を導入
1995年10月1日	 深夜・早朝利用（23時〜翌朝8時）について割増料金制を導入
1996年3月25日	 掲載省略案内サービスの全国拡大
1996年6月28日	 新オペレーターサービスシステムの導入
1998年5月1日	 ・番号案内の収支相償に向けた料金改定実施（1段階目）
	 ・「あんないジョーズ」サービス開始
1998年9月30日	 オペレーション業務の全面委託完了
1998年12月4日	 情報案内・電話帳業務の一体的事業化に向け「NTT番号情報株式会

社」設立
1999年3月1日	 「NTT番号情報株式会社（現：NTTタウンページ株式会社）」に番号案内

業務を委託開始

1999年5月1日	 番号案内の収支相償に向けた料金改定実施（2段階目）
2007年3月31日	 「あんないジョーズ」サービス終了
2007年7月1日	 「DIAL104」サービス開始
2011年1月31日	 「自動案内（ANGEL LINE）」サービス終了
2015年7月31日	 「DIAL104」サービス終了
2017年4月1日	 番号案内業務の委託先を「NTTソルコ＆北海道テレマート株式会社（現：

株式会社NTTネクシア）」に変更

番号案内の主な歴史



「タウンページ」「ハローページ」
　ほしい商品やサービスがあるのにお店や会社の名前がわからないとき、思いついた職業名や
サービス名から電話番号や広告情報を探せるのが「タウンページ」です。
　相手の名前と住所がわかっているとき、名前から50音順に電話番号を探せるのが「ハローペー
ジ」です。
　「ハローページ」には、「企業名編」と「個人名編」がありましたが、通話アプリやSNSなどの
コミュニケーション手段の多様化、個人情報保護に関する社会的意識の高まりなどの環境変化に
より配布数・掲載数が大きく減少していることから、2023年2月をもってすべての版の発行が終
了しました。

（参考）点字電話帳
　NTT東日本では、目の不自由な方の日常の電話利用にお役立ていただくため、点字電話帳を原則3年ご
とに発行しています。
　発行地域は全エリアで、発行版数は28版、発行部数は11千部です。配布方法は、社会福祉法人日本盲
人会連合に加盟している協会などの関係団体や地方自治体などを通じて、ご希望される方に無料で提供し
ています。
　掲載されている情報は、公共機関、福祉施設、電気・ガス・水道、医療機関、交通機関など暮らしに関わる
情報のほか、緊急ダイヤルや各種相談、テレホンサービスなどの収録地域全体に共通する情報を市町村別に
掲載しています。

環境に配慮した電話帳の発行

　電話帳用紙は、木材を原料とする純正パルプと、古紙を原料とする再生パルプからつくられます。
純正パルプは、紙をつくるために植えて育てた木材（植林木）や、家を建てたときに余った木材な
どを原料としたものを使用しており、この純正パルプの使用を減らし、再生パルプの配合率（古紙
配合率）を高めていくことにより環境に配慮しています。
　また、電話帳印刷には植物油インキを使用するとともに、背のりなどの購入時には、有害な化学物
質を含まないものを選ぶよう電話帳印刷会社に協力を呼びかけ、環境負荷低減を推進しています。

タウンページデータベース

　「タウンページデータベース」とは、「タウンページ」に掲載される情報を、地域別・業種別など
に加工・編集したリストとして、CD-Rをはじめとする各種の媒体で提供するサービスです。
　「タウンページデータベース」は、お客さまが自社顧客データベースの構築やDM・テレマなどの
営業活動に活用されるほか、国産カーナビや110番の通信指令台などで導入されています。

（参考）企業情報 約580万件、約1,900業種（2023年3月31日現在）

iタウンページ【NTTタウンページ（株）提供】

　「iタウンページ」は、全国のさまざまな業種のお店や施策などの情報を提供しているポータルサ
イトで、スマートフォンのブラウザーや専用アプリからも利用することができます。また、お店・
施設の情報に加えて、病院探しや症状チェック、薬を調べることができる「病院検索iタウン」、街
の情報を提供する「発見iタウン」など、利用者・消費者にとって「嬉しい、良かった」と感じても
らえる便利な情報により、地域とくらしのメディアとして、役立つサービスを提供しています。

○iタウンページ	 https://itp.ne.jp/

○病院検索iタウン	 https://medical.itp.ne.jp/

○発見iタウン	 https://hakken.itp.ne.jp/

（参考）月間ページビュー数　　：295,362千PV
 　　　月間ユニークユーザー数：    3,362千UU（2022年度平均）

発行状況等

電話帳

項　　目 タウンページ ハローページ 合　　計

発行版数
（版）

東日本 167 360 527
西日本 242 426 668
合計 409 786 1,195

発行部数
（千部）

東日本 14,050 522 14,572
西日本 17,310 641 17,951
合計 31,360 1,163 32,523

本文掲載数
（千件）

東日本 1,918 4,821 6,739
西日本 3,098 6,982 10,080
合計 5,016 11,803 16,819

総ページ数
（百万ページ）

東日本 2,114 32 2,146
西日本 2,869 41 2,910
合計 4,983 73 5,056

広告掲載数
（千件）

東日本 50 0 50
西日本 87 0 87
合計 137 0 137

用紙量
（千トン）

東日本 3.5 0.1 3.6
西日本 4.8 0.1 4.9
合計 8.3 0.2 8.5

※上記の数値については、2022年度に発行した電話帳のもの。



電話帳の主な歴史
1890年	� 電話開通と同時に日本で最初の電話帳「電話加入者人名表」を発行（電話番

号順、縦書き）

1897年	‌� 「電話番号簿」の名称が電話交換局事務規定で制定され、統一的に使用される

1898年	 「電話番号簿」の本文の配列を電話番号順からイロハ順に改正

1925年	� 本文配列を50音順（アイウエオ順）に改正。また、形式も縦書きから横書きとなる

1931年	 「電話番号簿」に初めて「広告」を掲載

1951年	� 職業別分類の電話番号簿が生まれ、「職業別電話番号簿」「人名別電話番号
簿」の2つの電話番号簿が発行されるようになる

1959年	 「人名別電話番号簿」を「50音別電話番号簿」と名称を変更

1971年	‌� 「電話番号簿」を「電話帳」と改称し、「職業別電話帳」「50音別電話帳」となる

1974年	� 73年秋の石油ショック以降、電話帳の用紙節減のため、収録区域の分割による
分冊化と、発行周期の延長（1年から1年半）を実施

1983年	‌� 「職業別電話帳」をタウンページ、「50音別電話帳」をハローページとする愛称の
決定

1984年	 「タウンページ」の発行周期を1年半から1年に短縮

1985年	 各種「ニューページ」の発行開始

1986年	 「CDタウンページ」を開発

	 東京23区に電話帳のコンピューター編集システムを導入

1989年	� タウンページのレイアウト・職業分類改善
	 タウンページ情報販売開始

1990年	� 104の費用負担適正化に伴い、希望する地域のハローページの全国・全版無
料提供の開始

	 点字電話帳の全地域における発行

1992年	 64頁輪転印刷機の導入

1993年	� マルチメディア電話帳誕生（パソコンネットでタウンページ検索サービスを開始）

1994年	 新キャラクター「タウンページ君」登場

1995年	� 阪神・淡路大震災被災地に「フッキュウライン電話帳」「ライフライン電話帳」を緊
急配布

	 電話帳統合システムサービス開始（北陸・東北）

1996年	� タウンページに4色カラー広告登場（黒・赤のほかに、青・緑を追加）
	 「インターネットタウンページ＊」サービス開始（東京23区）

1998年	� インターネットタウンページ＊で全国のタウンページ情報が検索可能となる
	 ＊2000年より「iタウンページ」としてサービス提供

	 128頁輪転印刷機の導入

2000年	 「ホワイトノックアウト広告」「フォトカラー広告」登場

2001年	 ハローページ個人名編の希望者への配達実施

2002年	 「フルカラー広告」登場
	 「ジャンプ広告」「フェイスオン広告」「特集広告」登場

2003年	 �「デイリータウンページ」「ビジネスタウンページ」順次全国導入開始（広島県から
順次）

	 ディスプレイ1／1見開き広告登場

	 ハローページ「2色広告」登場

2006年	� タウンページに職業分類のグルーピング導入

2007年	� 「URL広告・E-mail広告」「ディスプレイ3／8広告」「ディスプレイ3／4見開き広
告」「アイコン（インコラム広告・コメント広告オプション）」登場

	� タウンページの職業分類グルーピングページへサイドカラーを導入開始

2011年	 �タウンページのWeb閲覧サービス「タウンページライブラリー」提供開始

2012年	 「タウンページ＋行政情報」発行開始
	� 編集方法の見直しにより、デイリータウンページとビジネスタウンページを合冊化開

始

2013年	� ディスプレイ広告とスマートフォンと連動した「つながるタウンページ」サービス開始

2014年	� 行政情報をはじめとした地域情報を充実させるとともに、生活シーン別の目次を
設けるなどの編集改善による新タウンページ発行（高崎市、甲府市）

2015年	 新タウンページ　全国導入

2019年	 電話帳の発行周期の見直しにより、順次18カ月周期化開始

2020年	 ハローページは2021年10月以降に発行・配布する最終版をもって終了すること
を公表

2023年	 ハローページはすべての版で発行を終了



公衆電話の設置状況

公衆電話の通話サービス

公衆電話の概要
公衆電話の歴史
　1900年9月、上野・新橋の両駅構内の2カ所に、「自働電話」と呼ばれる最初の公衆電

話が設置されました。

　公衆電話が世の中に浸透していくきっかけになったのは、1951年12月に登場した、

商店などの店先に黒電話機を設置した「委託公衆電話」の登場でした。1953年にはよ

く目立つようにと赤く塗られた「赤電話」となり、この赤電話の登場以来、公衆電話の

利用は急激に増加しました。

　さらに、ほぼ同時期にボックス用として「青電話」が登場、1972年には100円硬貨も使

える「黄電話」が登場するなどますますカラフルに、かつ便利になりました。

　1982年には、キャッシュレス時代の先駆けとなった「カード式公衆電話」が登場。

1995年にはすべての公衆電話がカード式になりました。

　1999年には、「ICカード公衆電話」が登場しましたが、2005年2月下旬より順次、磁

気カード公衆電話へ一本化を進め、2006年3月末をもってICカード公衆電話のすべての

サービスを終了しました＊。

＊�ICカード公衆電話は磁気カード公衆電話と比べてご利用が少なく、また、カードの互換性がない2種類の公衆
電話（ICカード公衆電話・磁気カード公衆電話）が混在することが、結果としてお客さまにご不便をおかけし
ていることを踏まえるとともに、公衆電話サービスの維持に向けたコスト削減の観点から、ICカード公衆電話を
磁気カード公衆電話へ一本化させていただきました。

※番号案内は、サービス提供料以上のカードの挿入または硬貨の投入が必要です。

1900年 9月

1951年 12月

1953年 1月

1953年 8月

1972年 12月

1982年 12月

1990年 3月

1995年 3月

1999年 3月

2006年 3月

自働電話（公衆電話）登場

委託公衆電話の登場

青電話の登場

赤電話の登場

黄電話の登場

磁気カード公衆電話、磁気テレホンカードの登場

磁気ディジタル公衆電話の登場

公衆電話のカード化完了

ICカード公衆電話の登場

ICカード公衆電話のすべてのサービスを終了

・�戸外における最低限の通信手段確保のため、市街地にあっては
概ね1km四方、その他の区域にあっては概ね2km四方を設置対
象エリアとして、法令に基づいた設置基準で設置しています。

・�常時利用することができる場所または容易に出入りすることがで
きる施設内の目につきやすい場所に設置することとしています。

第一種公衆電話

設置の考え方区分

・�公衆電話の利用が多く見込まれる場所に、利用の実態に応じて
設置しています。

第二種公衆電話

公衆電話

主な通話サービス

ダイヤル通話

緊急通報（110、118、119）

災害用伝言ダイヤル（171）

番号案内（104）

故障受付（113）

電報（115）

時報（117）

天気予報（177）

消費者ホットライン（188）

児童相談所全国共通ダイヤル（189）

フリーアクセス（0800、0120）

フリーダイヤル（0120）

利用可否

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

●公衆電話の設置場所公開について
　�　NTT東日本ではお客さまが災害など緊急時の通信手段確保に備えることができるよう、また、日常的に公衆電話

をご利用いただくお客さまが、便利に公衆電話の設置場所をご確認できるよう、2012年6月より公衆電話の設置場
所をNTT東日本公式ホームページ内で公開しています。

　�　詳しくはNTT東日本公式ホームページ内の公衆電話インフォメーション＜https://www.ntt-east.co.jp/ptd＞にて
ご確認ください。



第一種公衆電話の削減計画等について 子ども向け利用啓発活動

　近年、大規模な災害などの発生を通じ、改めて公衆電話の重要性が注目
されています。
　NTT東日本では、公衆電話の認知度向上施策として子ども向け利用啓発
に取組んでいます。

　「もっと楽しみながら学びたい」という子どもたちの声と「子どもの印象
に強く残るツールがほしい」
　という保護者の声に応え、以下のツールを導入しています。
　　・キッズページ
　　・公衆電話フィギュア
　　　（「公衆電話のかけ方」説明書がセットになっています。）
　　・チラシ
　　・クリアファイル

　 　キッズページTOP　　  　キッズページVR　　　　フィギュア

　　　　　　　　　チラシ　　　　　　　　　　　　クリアファイル

公衆電話キッズページ
＜https://www.ntt-east.co.jp/ptd/kousyukids/＞

QRコード

活 動 概 要
　総務省「電気通信事業法施行規則の一部改正を踏まえた第一種公衆電話の削減計画等に
関し講ずべき措置について（要請）」（2022年2月28日）に基づき、削減計画等を報告

1．公衆電話を取り巻く環境変化
　�　公衆電話は、これまで「社会生活上の安全及び戸外における最低限の通信手段」として、

第一種公衆電話がユニバーサルサービス交付金制度による補填の対象とされてきました。
　�　一方、近年モバイル端末の保有は急激に増加しており、スマートフォンの普及に伴う

SNSやチャットなどによるコミュニケーションが主流となってきていることから、公衆
電話の利用は大きく減少しています。

　�　これらに伴い、公衆電話の利用は約20年間で▲98%と激減、公衆電話の台数は約71万
台から約14万台へと▲81%減少している一方、災害時での公衆電話の利用が増えている
という現状を踏まえ、公衆電話の社会的役割に大きく変化が生じてきています。

　�　また、東日本大震災を契機に災害時用公衆電話の設置を推進し、約8.8万台（2021年度
末）を設置してきました。

　�　こうした公衆電話を取り巻く環境変化を踏まえ、
　・�第一種公衆電話の効率化のためには、現在設置を求めている台数を緩和することが適当。
　�・‌�利用者の利便性低下を軽減するため、第一種公衆電話がより必要とされる場所に重点

的に残されるべき。
　�との答申＊を踏まえ、2022年4月1日に電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）

が一部改正され、第一種公衆電話の設置に関する基準が緩和されました。
　�　なお、上記答申において、
　�・‌�災害時用公衆電話は、災害時における第一種公衆電話が果たしている役割を代替する

ものとしての位置づけを高めておりユニバーサルサービスとして位置づけることが適
当とされ、同じく2022年4月1日の電気通信事業法施行規則の一部改正によりユニバー
サルサービスの対象とされています。

　　 ＊「社会経済環境の変化に対応した公衆電話の在り方」（2021年7月7日情報通信審議会答申）

2．削減方針および設置台数見込み
　�　2022年4月1日の電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）の一部改正によ

り第一種公衆電話の設置基準が緩和されたことに伴い、設置の対象となるメッシュ数が
概ね3分の1程度、設置台数の下限は2.7万台となります。

　�　NTT東日本としては、災害や故障、道路工事などの外生的な要因による撤去も不可避
的に発生することから、そのような場合でも設置基準を下回らないよう、都道府県ごとに
概ね1割程度の余剰が必要と見込んでおり、最終的な設置台数を3.0万台とする考えです。

　�　最終的な設置台数の削減に至るまで一定の期間が必要になりますが、NTT東日本とし
ては、2031年度（令和13年度）末までに削減を完了するよう計画的に実施していく考え
です。

　�　削減対象とする第一種公衆電話は、「社会生活上の安全及び戸外における最低限の通信
手段」としての位置づけを踏まえ、「メッシュカバー」と「社会的必要性（＝利用頻度）」
を考慮して決定します。

　�　現在の設置場所は以下をご参照ください。
�　NTT東日本　＜https://www.ntt-east.co.jp/univs/univ-sub1.html＞
�　NTT西日本　＜https://www.ntt-west.co.jp/info/support/univ/pt/01.html＞

NTT東日本公式ホームページ（第一種公衆電話の削減計画等について）
　＜https://www.ntt-east.co.jp/ptd/info/detail/20220701.html＞



提 供 条 件 等

そ の 他

料 金

サービスの概要

サービス開始年月日

　自治体などが提供するWi-Fi設備の屋外設置場所の確保およびWi-Fi設
備の災害などによる長時間停電時に通信手段を確保するための蓄電池設置
をそれぞれ公衆電話ボックスの一部スペースを有料で貸し出すサービスで
す。自治体およびサービス事業者が設置するWi-Fi設備、蓄電池を収納す
るための取付金物、ラックをNTT東日本が設置し、貸し出しております。

詳細は、設置イメージを参照。

＜設置イメージ＞

●貸し出し料金
　‌�　公衆電話ボックスの設置してある場所や設置するWi-Fi機器などに

よって提供料金が異なります。
●初期費用
　不要

●貸し出し条件など
　○‌�自治体などが主導して設置する公共性の高いWi-Fiアンテナなどの設

置に限ります。
　○‌�土地所有者から設置許可が得られない場合など、条件によりお貸しで

きない場合もあります。
●提供エリア
　　NTT東日本エリア

●‌�サービス内容、提供条件など詳細につきましては、以下のURLをご参照
ください。

　＜https://www.ntt-east.co.jp/ptd/info/detail/boxspace.html＞

Wi-Fi設備	：2016年3月4日
蓄電池	 ：2020年7月30日

公衆電話ボックスのスペース貸し出し

Wi-Fi
アンテナ

②ラック

Wi-Fi設備附属
機器収納用

③ラック

蓄電池収納用

蓄電池

①、②、③はNTT東日本で設置
Wi-Fiアンテナ、蓄電池は自治体、サービス事業者で設置

①Wi-Fi
アンテナ
取付金物



（単位：個）

区分 1985
年度

1986
年度

1987
年度

1988
年度

1989
年度

1990
年度

1991
年度

1992
年度

1993
年度

1994
年度

1995
年度

1996
年度

1997
年度

1998
年度

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本

合計 合計 合計 合計 合計

コイン式
公衆電話 848,269 685,409 537,757 419,556 298,946 190,631 135,392 82,906 44,770 27 − − − −

− − − − − − − − − −
− − − − −

磁気カード
公衆電話 61,301 148,698 290,443 407,611 530,031 641,379 694,807 743,371 775,361 800,745 799,306 793,870 777,200 753,654

348,729 368,741 327,295 345,746 305,610 323,974 253,362 270,949 214,028 231,950
717,470 673,041 629,584 524,311 445,978

（再）ディジタル
公衆電話 − − − − 359 910 2,807 8,630 22,110 35,469 47,180 71,992 97,464 115,421

58,237 53,148 56,812 52,586 54,270 51,245 52,046 48,964 50,813 47,903
111,385 109,398 105,515 101,010 98,716

ICカード
公衆電話 − − − − − − − − − − − − − 217

8,096 10,246 17,466 16,726 27,703 23,348 31,996 27,855 30,683 26,474
18,342 34,192 51,051 59,851 57,157

合　　計 909,570 834,107 828,200 827,167 828,977 832,010 830,199 826,277 820,131 800,772 799,306 793,870 777,200 753,871
356,825 378,987 344,761 362,472 333,313 347,322 285,358 298,804 244,711 258,424

735,812 707,233 680,635 584,162 503,135

（単位：個）

区分
2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本
合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計

コイン式
公衆電話

− − − − − − − − − − − − − − − − − − − −
− − − − − − − − − −

磁気カード
公衆電話

191,513 206,516 187,436 205,630 172,188 188,631 157,836 171,465 147,620 159,567 137,992 145,169 121,508 131,267 110,242 120,796 100,564 109,884 93,424 102,090
398,029 393,066 360,819 329,301 307,187 283,161 252,775 231,038 210,448 195,514

（再）ディジタル
公衆電話

50,123 46,853 59,443 52,218 57,791 49,961 54,258 46,735 51,779 44,796 49,861 42,360 46,139 40,387 44,051 38,627 42,673 37,246 41,965 36,214
96,976 111,661 107,752 100,993 96,575 92,221 86,526 82,678 79,919 78,179

ICカード
公衆電話

21,885 22,388 − − − − − − − − − − − − − − − − − −
44,273 − − − − − − − − −

合　　計
213,398 228,904 187,436 205,630 172,188 188,631 157,836 171,465 147,620 159,567 137,992 145,169 121,508 131,267 110,242 120,796 100,564 109,884 93,424 102,090

442,302 393,066 360,819 329,301 307,187 283,161 252,775 231,038 210,448 195,514

（単位：個）（参考）

区分
2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

施設数の最大
（1984年度）東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本

合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計

コイン式
公衆電話

− − − − − − − − − − − − − − − − − −
916,096

− − − − − − − − −

磁気カード
公衆電話

87,785 95,870 78,199 92,980 71,434 89,941 70,402 87,473 69,951 85,263 69,325 81,988 69,110 76,533 67,959 69,690 59,850 62,032
  18,807

183,655 171,179 161,375 157,875 155,214 151,313 145,643 137,649 121,882

（再）ディジタル
公衆電話

41,251 35,504 39,370 35,779 34,975 33,571 32,321 31,430 29,879 29,558 25,877 27,954 22,516 26,058 19,522 23,610 16,699 20,984
—

76,755 75,149 68,546 63,751 59,437 53,831 48,574 43,132 37,683

ICカード
公衆電話

− − − − − − − − − − − − − − − − − −
—

− − − − − − − − −

合　　計
87,785 95,870 78,199 92,980 71,434 89,941 70,402 87,473 69,951 85,263 69,325 81,988 69,110 76,533 67,959 69,690 59,850 62,032

934,903
183,655 171,179 161,375 157,875 155,214 151,313 145,643 137,649 121,882

公衆電話施設数の推移



（単位：個）

区分
新会社発足時 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国

車イス利用者用
公衆電話ボックス 1,576 1,861 3,437 1,596 1,884 3,480 1,604 1,880 3,484 1,638 1,880 3,518 1,639 1,864 3,503 1,637 1,858 3,495 1,641 1,849 3,490

音声調整機能
付き公衆電話 82,861 84,413 167,274 87,155 92,016 179,171 93,975 96,757 190,732 99,855 100,262 200,117 100,155 99,183 199,338 95,492 94,066 189,558 84,625 86,736 171,361

（単位：個）

区分
2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国

車イス利用者用
公衆電話ボックス 1,641 1,842 3,483 1,624 1,819 3,443 1,619 1,804 3,423 1,610 1,790 3,400 1,610 1,776 3,386 1,617 1,765 3,382 1,580 1,757 3,337

音声調整機能
付き公衆電話 70,946 68,658 139,604 68,155 65,136 133,291 63,766 60,560 124,326 60,736 57,396 118,132 58,176 54,059 112,235 53,270 51,011 104,281 50,297 48,070 98,367

（単位：個）

区分
2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国

車イス利用者用
公衆電話ボックス 1,539 1,740 3,279 1,500 1,726 3,226 1,474 1,712 3,186 1,449 1,699 3,148 1,410 1,673 3,083 1,383 1,644 3,027 1,367 1,621 2,988

音声調整機能
付き公衆電話 48,212 45,554 93,766 46,924 43,610 90,534 45,768 42,172 87,940 43,234 42,197 85,431 41,174 41,707 82,881 41,612 41,465 83,077 42,194 41,672 83,866

（単位：個）

区分
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度    

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国          

車イス利用者用
公衆電話ボックス 1,354 1,592 2,946 1,333 1,557 2,890 1,308 1,505 2,813 1,291 1,432 2,723          

音声調整機能
付き公衆電話 42,483 41,905 84,388 42,730 41,223 83,953 42,677 40,212 83,889 39,778 37,470 77,248          

福祉関連数値



（単位：万枚）

年度
区分 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

一般カード 7 155 852 3,712 8,607 15,331 18,753 22,452 26,524 30,448 31,779 31,410 34,092 34,875 32,429 26,054 17,725 11,404 7,401 5,059 3,837 2,992 2,147 1,775 1,462 1,225 991 825 674 517 411 337 259 213

デザインカード − − 83 2,324 6,259 7,496 6,905 7,540 7,971 8,261 7,502 6,733 6,117 5,478 5,564 5,044 2,817 1,551 760 318 142 73 45 29 19 9 10 9 9 3 2 1 0 0

販売合計 7 155 935 6,036 14,866 22,827 25,658 29,992 34,495 38,709 39,281 38,143 40,209 40,353 37,993 31,098 20,542 12,955 8,162 5,377 3,979 3,065 2,192 1,804 1,481 1,234 1,001 834 683 520 413 339 259 213

（単位：万枚）

種　
　
　

別

50度数 4 97 616 4,477 11,470 18,247 19,213 21,776 24,222 26,086 25,189 24,048 24,545 25,015 24,503 20,663 12,880 7,170 3,920 2,250 1,709 1,312 852 718 570 508 429 389 335 255 202 158 108 83

105度数 2 52 290 1,448 3,200 4,311 6,043 7,595 9,391 11,992 14,092 14,095 15,664 15,338 13,490 10,435 7,662 5,785 4,241 3,127 2,269 1,753 1,340 1,085 911 726 572 445 348 265 211 181 151 130

320度数 − 4 20 76 133 181 276 441 616 399 − − − − − − − − − − − − − − − − − − − − − − − −

540度数 − 2 9 35 63 88 126 180 266 232 − − − − − − − − − − − − − − − − − − − − − − − −

（単位：億円）

販売金額 0.6 12 71 414 969 1,443 1,712 2,075 2,466 2,741 2,666 2,612 2,793 2,784 2,574 2,077 1,410 937 620 425 312 241 177 144 119 98 79 64 52 39 31 26 20 17

（単位：万枚）

年度
区分 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022                            

一般カード 178 158 149 140 144 130 103                            

デザインカード 0 0 0 0 0 0 0                            

販売合計 178 158 149 140 144 130 103                            

（単位：万枚）

種　
　
　

別

50度数 68 60 56 53 49 43 25                            

105度数 110 98 93 87 95 87 78                            

320度数 − − − − − − −                            

540度数 − − − − − − −                            

（単位：億円）

販売金額 14 13 12 11 12 11 9                            

（単位：万枚）

区分� 年度 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

一般カード 2 66 204 257 314 273 203 55
デザインカード 0 19 23 15 11 0 0 0

販売合計 2 85 227 272 325 273 203 55
（単位：万枚）

種　
　
　

別

30度数 0 12 14 9 9 0 0 0
50度数 0 6 9 5 1 0 0 0
105度数 1.6 65 202 256 312 273 203 55
210度数 0.1 1 1 1 1 0 0 0
320度数 0.1 1 1 1 1 0 0 0

（単位：億円）
販売金額 0.2 8 22 27 32 27 20 5

※�ICテレホンカードの販売は2005年度をもって終了し、また、ICテレホンカードから磁気テレホンカードへの交換
についても、2016年9月30日をもって交換期限が満了となったため、交換終了させていただいております。

テレホンカード販売数の推移
●磁気テレホンカード販売状況（東西計）

●ICテレホンカード販売状況（東西計）

○磁気テレホンカードについては、磁気不良などの不具合に応じ、引き続き交換対応をさせていただいております。
・お問い合わせ先
　テレホンカード交換センター ： 0120-145472
　　受付時間 ： 平日午前9時〜午後5時
　　　　　　　※�土日・祝日および年末年始を除きます。

・交換手数料
　‌�不良磁気テレホンカードからの交換は、1枚につき55円
（税込）の手数料が必要となります。

　※‌�磁気テレホンカードについては、有効期限を設定しておりません。



お申し込み方法 お申し込み先 受付時間など＊

NTT東日本また
はNTTドコモの
電話回線から

局番なしの「115番」
●�NTT東日本の加入電話、ひかり

電話、NTTドコモの携帯電話、
その他一部事業者からご利用で
きます。お客さまのご利用回線
によってはNTTの115番以外に
接続される場合があります。

午前8時〜午後7時（年中無休）
●�携帯電話からのご利用は、月間6通以上電

報をお申し込みになる場合、6通目以降は
クレジットカード払いを前提に受付をいた
します。

●�光コラボレーション事業者回線をご利用の
場合、電話料金との合算払いがご利用いた
だけない場合があります。

「115番」でお申
し込みができな
い電話および公
衆電話

0120-759-560
●�電報料金は、クレジットカード

でのお支払いとなります。

午前8時〜午後7時（年中無休）
●�ご利用可能クレジットカード種類：VISA、

Master、JCB、アメリカン・エキスプレス、
ダイナースクラブ。

電報申込
サイト

「D-MAIL」

パソコン・スマートフォン
https://www.ntt-east.co.jp/dmail/
 

24時間

耳や言葉が不自
由なお客さまの
ためのファクス

FAX 0120-789-379
（全国共通）
●�耳や言葉が不自由なお客さまは

ファクスでのお申し込みを承り
ます。

午前8時〜午後7時（年中無休）

＊当日配達をご希望の場合、午後2時までの受付となります。

電報の概要
　電報事業は、1869年12月25日（新暦1870年1月26日）にサービスが開始、緊急時の通
信手段として広く利用され、重要な役割を果たしてきました。
　現在、電話やインターネットなど、通信手段の多様化により、電報の役割や利用形態
は大きく変化し、結婚・誕生日・記念日などのお祝いで「言葉のギフト」として幅広い
層のお客さまにご利用いただいております。
　また、電報台紙は、キャラクター電報をはじめ、プリザーブドフラワー DENPO、う
るし電報、グリーティングDENPO、線香電報、刺しゅう電報、おし花電報などをライ
ンアップし、真心を贈るさまざまな利用シーンに合わせお選びいただけます。
　お申し込み方法は、電報台紙やお届けイメージを画像で確認でき、文例などを選ぶだ
けで簡単に申し込みができるインターネット電報申込サイト「D-MAIL」、敬称や言葉
遣いなどをオペレーターと相談しながら申し込みができる「電話」からお選びいただけ
ます。
　今後も、お客さまにご満足いただけるよう、新たな利用機会の提案、新しい電報台紙
の検討・開発を行っていきます。

電報



名　称 金　額 内　容

慶
祝
用

キャラクター電報 ハローキティ＆ディアダニエル
（ラベンダーハート） 電報料＋  4,180円

ラベンダー色のサテンのドレスを身に纏ったハローキティと濃紺のサテンのスーツにラベンダー
色のベストを着たディアダニエルをペアにした電報台紙です。それぞれ単体でもご利用できます

（電報料＋2,200円）。

プリザーブドフラワー
DENPO プレミアムローズメッセージ 電報料＋17,050円 9輪の真っ赤なバラを贅沢に使用しアレンジした高級感漂うプリザーブドフラワーと、バラの彩り

を引き立たせるシックな木目調フレームの調和が美しい上品な電報台紙です。

うるし電報 鶴　プリザーブドフラワー付き 電報料＋  6,930円 羽ばたく鶴を金色の蒔絵で描いた高級感のある、うるし蓋の電報台紙です。真紅のバラ一輪のプリ
ザーブドフラワーを添えてお届けします。

刺しゅう電報 祝福 松竹梅 電報料＋  1,760円 金色の箔押しを台紙全体に豪華にあしらい、亀甲をモチーフにデザインした中央の窓枠内に、色鮮
やかな松竹梅の刺しゅうを施した電報台紙です。

グリーティング
DENPO

チェリーブロッサム（さくらの木）_
Lovepop 電報料＋  2,002円

アメリカブランド「Lovepop」の精巧な3Dカードです。日本の切り絵をベースにデザインした満開の
桜の木のカードは、春のお祝いにぴったりです。
※詳細につきましては、以下のURLをご参照ください。
　＜https://www.ntt-east.co.jp/dmail/g-denpo/＞

弔
慰
用

七宝電報 哀悼　白百合 電報料＋  4,400円 精巧で美しい七宝焼きで白百合を描いた高級感のある電報台紙です。深緑を基調としたフレームに
は銀色の箔押しを施しています。

プリザーブドフラワー
DENPO 祈り 電報料＋16,500円 濃淡を効かせた紫色のバラのプリザーブドフラワーを贅沢に使用した電報台紙です。

うるし電報 菊あかり　線香「哀星」付き 電報料＋  6,930円 黒塗りの漆の上に、繊細な菊や螺鈿風の装飾を加えた桔梗の蒔絵を施した、高級感と上品さのある
弔慰用のうるし電報です。

刺しゅう電報 つゆ菊 電報料＋  1,760円 薄いグレーの表紙に銀色の箔押しで菊の花をあしらい、中央の窓に二輪の菊の花を刺しゅうで表現
した電報台紙です。

おし花電報 慕情 電報料＋  3,520円 淡い紫を基調とした清楚できよらかな彩りが美しいおし花の電報台紙です。

※その他多数電報台紙を取りそろえております。詳細は以下のURLをご参照ください。
　電報申込サイト「D-MAIL」＜https://www.ntt-east.co.jp/dmail/＞
※�複数の商品をお買い求めいただいた場合、お手元で計算された額と実際の請求額が異なる場合がありま

す。
※デザインは予告なく変更する場合があります。
※掲載内容は2023年8月1日現在の情報です。

電報料金� （税込）

ページ数 Web 電話

1ページ目
（300文字［30文字×10行］） 1,320円 1,760円

2ページ目～
（420文字［30文字×14行］）

※1ページ単位の料金です。
   330円    330円

主な電報台紙 （税込）



※�表示価格は台紙料金です。別途電報料金（お申し込み方法・ページ数に応じた料金）
がかかります。

※ほかの商品や詳細については、
　電報申込サイトD-MAIL（https://www.ntt-east.co.jp/dmail/）をご確認ください。

■主なお悔み電報商品

プリザーブドフラワー　
祈り

プリザーブドフラワー　
追悼花

寝かせる線香皿　清香 プリザーブドフラワー　
想藍

16,500円（税込） 13,750円（税込） 11,000円（税込） 9,130円（税込）

うるし　菊あかり 七宝　哀悼　白百合 おし花　慕情 刺しゅう　永菊

5,830円（税込） 4,400円（税込） 3,520円（税込） 2,420円（税込）

■主なお祝い電報商品

漆磨ステンレスカップ
白檀　赤黒ペア

能作プライムローズ・
スクエアセット

プリザーブドフラワー　
プレミアムローズ

メッセージ

プリザーブドフラワー　
オルゴールホワイト

ボックス

27,500円（税込） 27,500円（税込） 17,050円（税込） 11,000円（税込）

うるし　鶴 おし花　七彩 刺しゅう　鳳凰 おし花　はなやか

5,830円（税込） 3,520円（税込） 2,420円（税込） 1,155円（税込）

電報台紙のラインナップ例� ※2023年7月時点の商品の一部です。



取扱通数 

弔慰電報

おし花系

刺しゅう系

うるし系

フォーマル系

ベーシック系

種　　　　類

電　　　　報

一般電報

慶祝電報

おし花系 

刺しゅう系 

うるし系 

フォーマル系 

メロディ系 

キャラクター系 

カジュアル系 

ベーシック系

2021年度
販売通数

合計

198

9

44

15

9

1

2

0

2

3

12

145

64

32

4

10

35

95.5%

206

28

57

21

14

1

2

0

2

2

15

121

54

28

2

8

29

86.4%

404

37

101

36

23

2

4

0

4

5

27

266

118

60

6

18

64

90.8%

376 

33 

92 

35 

23 

2 

0 

0 

4 

3 

25 

251 

109 

54 

7 

20 

61 

91.3%

西日本東日本 合計

192 

25 

52 

20 

14 

1 

0 

0 

2 

1 

14 

115 

52 

26 

3 

7 

27 

87.0%

184 

8 

40 

15 

9 

1 

0 

0 

2 

2 

11 

136 

57 

28 

4 

13 

34 

95.7%

東日本 西日本

2022年度
販売通数

慶弔比率

※各数値は年度末のもの。

D-MAIL
利用状況 合計

1997年度   5
1998年度 15

1999年度
1社体制時＊1     5

  25東日本＊2   13
西日本＊2     7

2000年度
東日本   31

  57
西日本   26

2001年度
東日本   66

131
西日本   65

2002年度
東日本   90

182
西日本   92

2003年度
東日本 110

220
西日本 110

2004年度
東日本 132

256
西日本 124

2005年度
東日本 150

291
西日本 141

2006年度
東日本 161

313
西日本 152

2007年度
東日本 171

339
西日本 168

2008年度
東日本 168

343
西日本 175

2009年度
東日本 162

334
西日本 172

2010年度
東日本 160

335
西日本 175

2011年度
東日本 154

321
西日本 167

2012年度
東日本 146

305
西日本 159

2013年度
東日本 142

297
西日本 155

2014年度
東日本 142

286
西日本 144

D-MAIL
利用状況 合計

2015年度
東日本 136

278
西日本 142

2016年度
東日本 134

268
西日本 134

2017年度
東日本 127

253
西日本 126

2018年度
東日本 120

249
西日本 129

2019年度
東日本 115

229
西日本 114

2020年度
東日本 99

198
西日本 99

2021年度
東日本 106

208
西日本 102

2022年度
東日本 114

219
西日本 105

（参考）D-MAILでのお申し込み状況

※各数値は年度末のもの。
＊1 �1社体制時の数値は、1999年4月1日〜1999年6月30日のもの。
＊2 �東日本、西日本の数値は、1999年7月1日〜2000年3月31日のもの。

（単位：万通）
（単位：万通）



（参考）電報発信通数の推移

年　度 慶　弔 一　般 総合計
電
電
公
社
時
代

1953 323 8,745 9,068

1954 442 7,854 8,296

1955 548 7,564 8,112

1956 624 7,775 8,399

1957 828 7,641 8,469

1958 790 7,621 8,411

1959 879 7,897 8,776

1960 793 8,170 8,963

1961 860 8,503 9,363

1962 1,032 8,005 9,037

1963 1,331 8,130 9,461

1964 1,549 7,492 9,041

1965 1,777 6,748 8,525

1966 1,948 6,188 8,136

1967 2,126 5,641 7,767

1968 2,259 4,987 7,246

1969 2,422 4,722 7,144

1970 2,668 3,980 6,648

1971 2,954 3,438 6,392

1972 2,714 2,876 5,590

1973 2,761 2,055 4,816

1974 2,845 1,783 4,628

1975 2,905 1,620 4,525

1976 2,749 1,440 4,189

1977 2,667 1,222 3,889

1978 2,744 1,175 3,919

1979 2,986 1,119 4,105

1980 3,000 1,104 4,104

1981 3,093 1,103 4,196

1982 3,269 1,062 4,331

1983 3,412 1,041 4,453

1984 3,403 765 4,168
※
Ｎ
Ｔ
Ｔ
発
足

1985 3,539 527 4,066

1986 3,572 433 4,005

1987 3,721 383 4,104

1988 3,781 366 4,147

1989 3,971 367 4,338

年　度 慶　弔 一　般 総合計

1990 4,080 369 4,449

1991 4,289 407 4,696

1992 4,276 397 4,673

1993 4,140 360 4,500

1994 4,016 313 4,329

1995 3,813 326 4,139

1996 3,659 361 4,020

1997 3,361 395 3,756

1998 3,215 403 3,618
＊
１ 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
分
社
化

1999 3,008 400 3,408

2000 2,718 394 3,112

2001 2,506 377 2,883

2002 2,308 413 2,721

2003 2,157 375 2,532

2004 1,976 204 2,180

2005 1,877 149 2,026

2006 1,740 121 1,861

2007 1,683 89 1,772

2008 1,521 68 1,589

2009 1,368 52 1,420

2010 1,230 49 1,279

2011 1,110 35 1,145

2012 1,007 29 1,036

2013 921 29 950

2014 840 34 874

2015 759 40 799

2016 673 44 717

2017 609 50 659

2018 538 57 595

2019 476 49 525

2020 373 33 406

2021 367 37 404

2022 343 33 376

　  （参考）取扱通数のピーク

1963 9,461

1953年度
1954年度
1955年度
1956年度
1957年度
1958年度
1959年度
1960年度
1961年度
1962年度
1963年度
1964年度
1965年度
1966年度
1967年度
1968年度
1969年度
1970年度
1971年度
1972年度
1973年度
1974年度
1975年度
1976年度
1977年度
1978年度
1979年度
1980年度
1981年度
1982年度
1983年度
1984年度
1985年度
1986年度
1987年度
1988年度
1989年度
1990年度
1991年度
1992年度
1993年度
1994年度
1995年度
1996年度
1997年度
1998年度
1999年度
2000年度
2001年度
2002年度
2003年度
2004年度
2005年度
2006年度
2007年度
2008年度
2009年度
2010年度
2011年度
2012年度
2013年度
2014年度
2015年度
2016年度
2017年度
2018年度
2019年度
2020年度
2021年度
2022年度

慶弔

一般

（1999年）
NTT東日本・NTT西日本

分社化

（1994年）
漢字電報
サービス開始

（1998年）
キャラクター
電報販売開始

（1984年）
ファクスによる
電報受付開始

（1997年）
インターネットによる
電報受付開始

（2022年）
文字課金からページ課金へ

料金体系見直し

（1985年）
・NTT発足
・付加価値電報＊2
販売開始

（1973年）
慶弔電報が一般
電報を超える

（1963年）
取扱通数のピーク
9,461万通

10,0000 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 （万通）

　 1953年からの経年別電報通数（全国）� （単位：万通）

　  ＊1 記載数値は、1999年以降、NTT東日本、NTT西日本の取扱通数合計数値
＊2 付加価値電報→�メロディ電報、おし花電報、刺しゅう電報、うるし電報、七宝電報、キャラクター電

報などの導入



明治9年 特徴
1837年、ペイジ（米）は、磁力が鉄片をひきつ
け、音を発する｢流電音（ペイジ音）｣を発見、ま
た、1861年、フィリップ・ライス（独）は、いかなる音
も電気的に伝送・再生することができることを証
明、その自作装置に｢テレフォーネ」と名づけ、電
話の理論を発表した。
しかし、対話できる実用的な電話機は、1876
（明治9）年、アレキサンダー・グラハム・ベル（米）
によって発明され、写真は、その原形である。わ
が国に電話機が渡来したのは、ベルの発明から
わずか1年後の1877（明治10）年である。
当時、横浜にあったバヴィア商会によって、商品
化されていた2個の電話機が輸入されたといわ
れている。
音声による振動板の振動に伴って空気の圧力
が変化し、永久磁石と巻線が構成する磁力線
に変化を与えることにより音を電流に変え、ま
た、到着した電流の変化による巻線と永久磁
石の磁力線の強弱によって振動板を振動さ
せ、音を再生する。

送話器・受話器が同形
である。
電池を使用しないので、
微かな音しか発生せ
ず、数十メートルの近距
離にしか通話できない。
(注)送話器は、その後
種々の改良が試みられ
たが、受話器は、この原
理が現在でも使われて
いる。

明治23年 特徴
1887（明治20）年、イギリスからガワー
ベル電話機が輸入され、創業前の電
話機選定試用に終止符が打たれた。
1889（明治22）年、東京−熱海間
で行われた長距離通話実験(初の一
般公衆通話となる)に使用され好結果
を示し、翌1890（明治23）年12月16
日の電話創業時に採用され、わが国
最初の実用機として1896（明治29）
年までの6年にわたり活躍した。
1879（明治12）年、ガワー(英)が発
明した送話機とベル電話機を組み合
わせて作られたので、ガワーベル電話
機と呼ばれた。

ガワー送話器は、音声に敏感
に応じる炭素棒を使用し、かつ
通話回路と炭素棒との接触点
を多くして安定度を高めている。
電話局の呼び出しはボタンを押
し、ダニエル電池10個による直
流電流を送る。局からの呼び
出しは継電器と羽子板電鈴で
受ける。

明治11年 特徴
輸入されたベルの電話機は、さっそく
工部省で通話実験された。一方、電
信局製機所では、この電話機をもとに
模造を企て、1878（明治11）年6月、
2台の電話機を完成させた。これが、
わが国最初の国産電話機となった。
このあと、同一のものを約5年間に41
台製作したが、音声微弱などの理由
で1883（明治16）年に製作を中止し
た。その後、1887（明治20）年頃ま
での間、エジソンの炭素電話機、アー
デル電話機などの模造を行っている。

送話器が永久磁石を中心とし
た構成で、電池を使用していな
いため、受話がどうしても微弱
となる欠点を持っている。

明治29年 特徴
1896（明治29）年7月、これまでのガ
ワーベル電話機に代わり、より高感度
のデルビル送話器を用いたデルビル磁
石式電話機が採用された。
このデルビル電話機は、その後、共
電式・自動式と並行して小規模局で
1965（昭和40）年頃まで約70年間
使用された。
一般に｢磁石式電話機｣という名称が
固定して使われるようになったのは、
磁石式発電機を持つこの電話機以後
で、以前のものは単にガワーベル電話
機、エジソン電話機などと呼ばれた。

ガワー送話器に用いられていた
炭素棒を炭素粒にかえ、接触
点をさらに増して感度を高くする
とともに、送話回路に誘導線輪
を挿入して通話電流を大きくし
た。
電話局の呼び出しは、電話機
内部の磁石発電機を回し、電
流を送る。また、局からの呼び
出しも初めは手回し発電機、後
に交流発電機によってベルを鳴
らした。

ベ
ル
電
話
機

ガ
ワ
ー
ベ
ル
電
話
機

国
産
１
号
電
話
機

デ
ル
ビ
ル
磁
石
式
壁
掛
電
話
機

電　

話　

料　

金

1890（明治23）年 1892（明治25）年 1897（明治30）年 1899（明治32）年
電話創業 長距離市外通話開始

市内
通話

東京　年額使用料　40円
横浜　年額使用料　35円

全国均一定額料金
年額使用料　35円

都市によって異なる電話使用料金（3種類）となる
例）東京、大阪で
　　　年額使用料　66円
　　京都、横浜、名古屋、神戸で
　　　年額使用料　54円
　　その他　年額使用料　48円

市外 東京〜横浜間通話料　（5分）15銭 東京〜横浜間通話料　（5分）20銭 東京〜大阪間で長距離市外通話が始まる
通話料金（5分）1円60銭

電話機のあゆみ



明治30年 特徴
1897（明治30）年12月、初めての
卓上形電話機としてデルビル磁石式
甲号、乙号の２種が登場した。
当時、電話機の発達にエポックを画し
たものといわれ、電話の実用価値を
増すと同時に装飾品としても役立つよ
うデザイン面にも細かい注意が払われ
ている。
なお、付加使用料年額6円を要した。
甲号電話機には、当初のものと1916

（大正5）年から登場した四角いきょう
体の新形と2つの形態があり、写真は
新形である。

送受話器は、デルビル壁掛形
と同性能。甲号は送受話器を
同一把手で連結してあるが、
乙号は壁掛形と同様別々と
なっている。
いずれも発電機、誘導線輪お
よび磁石電鈴を同一の箱に納
め、性能は同じである。
＊同系機種
デルビル磁石式乙号卓上電話
機

明治36年 特徴
1903（明治36）年5月、初の英国製
共電式交換機が京都局に導入され、
同時に付随してグースネック共電式電
話機が購入・採用された。
共電式は、利用者が受話器をとるだ
けで局を呼び出せるという便利な点の
ほか、電源を局内に集中してあるため、
電話機障害が少なく、保守・交換作
業が能率化され、また、発電機、電
池が不要のため電話機の小型化・簡
素化が図れるなどの利点を持ってい
る。反面、当初、湿気などが原因で
起こる線路の絶縁低下による疑似信
号の発生が問題とされた。このため、
湿気の少ない京都局が最初の共電式
局となった。

送話器にはソリッドバック送話器
を、受話器には2本の棒状永
久磁石を結合した双極形のもの
を使用した。
腕金の先端に送話器をつけた
格好が“ガチョウの首”に似て
いるところから“グースネック”
と呼ばれた。

明治32年 特徴
1899（明治32）年2月、東京−大阪
間の長距離電話回線の完成により、
長距離通話用としてソリッドバック電話
機が採用された。
当時長距離通話の利用者は、年額6
円の付加使用料を支払い、長距離通
話加入者となる必要があった。
開通当初、東京・大阪とも各178加
入者でスタート、通話は近距離に劣ら
ず良好であった。その後、神戸、京
都などサービス対地も広がり、利用者
も増大した。

ソリッドバック送話器は、炭素粒
の前後に振動板を配して感度
の上昇と雑音の排除を効果的
にしている。
また、電池は、フーラー電池を
使って電圧を上げるなどして電
流を大きくしたので、長距離用
に適した。

明治42年 特徴
京都に続いて1909（明治42）年、東
京、大阪、名古屋の一部で共電式
が採用された。この頃には共電式の
欠点であった線路の絶縁低下の問題
はエナメル線などの開発によって解決
され、以後、大正期を通じ次々と共
電式に改められていった。2号共電式
電話機は、本格的な共電式時代を迎
え国産化した最初の共電式電話機で
ある。

送話器にはソリッドバック送話器
を使用、受話器は有極電磁石
を使った回路が採用されている
ほか、形態が簡素なものとなっ
た。
＊同系機種
2号共電式卓上電話機
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1920（大正9）年 1924（大正13）年 1942（昭和17）年 1944（昭和19）年 1946（昭和21）年

市内
通話

東京年額基本料　45円
東京、横浜、名古屋、大阪、京都、神戸の６大都市で市内通
話料が度数制となる
度数料　2銭（市内通話1度ごと）

度数料　3銭
（市内通話1度ごと）

東京年額基本料金　60円
度数料　5銭

（市内通話1度ごと）

度数料
東京　10銭

（市内通話1度ごと）

東京月額基本料　24円
度数料　20銭

（市内通話1度ごと）

市外 東京〜大阪間3分ごとに2円 東京〜大阪間3分ごとに7円50銭



昭和２年 特徴
関東大震災以後の復旧を機会に、こ
れまで限界にあった手動交換方式を
自動交換方式の導入によって解決す
ることになった。
1926（大正15）年1月、初めて東京
にA形、横浜にH形の自動交換局が
設けられた。
最初の自動式電話機は、それぞれの
交換機に付随したものであり、その後
の増加分は2号共電式電話機に1号ダ
イヤルを組み合わせたものであったが、
ダイヤルすると受話器に雑音が入る欠
点があった。
1927（昭和2）年、これを改良した2
号ダイヤルを取り付けたA形・H形共
用の2号自動式電話機が採用された。

自動式電話は電圧が48V(H形
は60V)と高く、当時、電話機
の選定には、かなりの論議を呼
んだが、電話機製造の経済化、
機種の統一化などの面でできる
だけ2号共電式と共通のものを
用いることとした。したがって、
形態は2号共電式にダイヤルを
つけた形となっている。
＊同系機種
2号自動式壁掛電話機

昭和25年 特徴
戦後、従来の3号電話機の性能をさら
に上回る新形電話機の研究開発が進
められ、1950（昭和25）年、性能、
デザインともに世界の水準をしのぐ電
話機として、4号自動式電話機が誕生
した。
“ハイ・ファイ電話機”といわれるほど
感度が高く、そのためケーブルの細芯
化にも大きな効果をあげた。
同年、東京・丸の内局など6局で商
用試験が行われ、1952（昭和27）
年から本格的な4号化が進められた。

送・受話器内の振動板を従来
の軟鉄振動板から軽量なジュラ
ルミン製を用いて共振周波数を
高くし感度をあげている。
ケーブルは、従来の最小線径
0.5ミリ（1,800対 ） を0.4ミリ

（2,400対）に細芯化することが
でき、ケーブルの経済化・多対
化が可能となった。
＊同系機種
4号自動式壁掛電話機
4号共電式卓上・壁掛電話機

昭和8年 特徴
1933（昭和8）年、送・受話器を連
結した斬新なスタイルの3号電話機が
誕生、以降いろいろな電話機のスタイ
ルの原形となった。
以来、わが国の代表的な標準電話機
として約30年にわたって活躍した。
戦後、電話の復旧に標準電話機の
生産が間に合わず、応急処置として、
メーカーの私設交換機用在庫の中から
標準機と同等の性能のものを購入し
使用した。これらに“富士形”“イ−
661”などがあった。

きょう体にベークライトが初めて
使用され、送話器には、炭素
粉を使ったソリッドバック形を用
い、炭素粉の凝固、低感度を
解決するため、防じん・防湿
措置のほか、側音防止回路を
初めて採用した。
＊同系機種
3号自動式壁掛電話機
3号自動式富士形電話機
3号共電式卓上・壁掛電話機
3号磁石式卓上・壁掛電話機

昭和28年 特徴
1950（昭和25）年頃は自動改式当
初の2号自動式壁掛電話機が旧形の
まま20万台弱使われていた。
しかし、この電話機は、伝送特性が悪
く、また、部品材料も旧形のままであっ
たため、1953（ 昭和28）年7月、3
号自動式電話機と同一の伝送特性お
よび品質に改善し、23号自動式電話
機として使われた。1959（昭和34）
年頃から順次淘汰された。

改善部品は、送話器、誘導
線輪、端子板および回路など
である。
＊同系機種
23号共電式壁掛電話機
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1947（昭和22）年 1948（昭和23）年 1951（昭和26）年 1953（昭和28）年 1962（昭和37）年
市外通話料に距離別時間差法導入

市内
通話

東京月額基本料
住宅用　  75円
事務用　120円
度数料　  50銭

（市内通話1度ごと）

東京月額基本料
住宅用　300円
事務用　480円
度数料　    2円

（市内通話1度ごと）

東京月額基本料
住宅用　380円
事務用　540円
度数料　    5円

（市内通話1度ごと）

東京月額基本料
住宅用　   700円
事務用　1,000円
度数料　       7円

（市内通話1度ごと）

東京月額基本料
住宅用　   700円
事務用　1,000円

市外 東京〜大阪間
3分ごとに38円

東京〜大阪間
3分ごとに152円

市外通話は即時扱いと
待時扱いを料金区別

東京〜大阪間
4秒7円



民営化以降については、本文をご参照ください。

昭和37年 特徴
1962（昭和37）年3月、東京都下昭
島局での商用試験を皮切りに登場し
た600形電話機は、通話性能と経済
性の上で完成された電話機といわれ
ている。
その後、全国的な商用試験を経て、
1963（昭和38）年から全面的な600
形電話機の導入が図られ、1971（昭
和46）年からは、ホワイト、グレー、グリー
ン3色によるカラー化も始められた。
ここに通話機能においてほとんど申し
分のない電話機の出現を見ることがで
きた。

4号電話機の3倍以上も感度が
高く、これによりケーブルの細
芯化は、さらに0.32ミリ(3,600対)
まで可能となった。
また、初のプリント配線の導入
により信頼性、量産性を増して
いる。デザイン面では送受話器
が自然に正しい位置に収まるよ
うにし、また、ダイヤル面もボディ
に埋め込むなど細かい配慮がな
されている。
＊同系機種
600形自動式壁掛電話機

昭和60年 特徴
1985（昭和60）年4月から本電話機が
自由化され、自分の好みの電話機を
選べるようになり、さまざまな形や機能
を持った電話機が登場した。

｢レポンス｣は、留守番電話機
能を備えた電話機で、応答専
用機、マイクロカセットテープ1本
の応答録音機、標準カセットテー
プ2本を使用する応答録音機
の3タイプがあった。

昭和44年 特徴
コンピューターの開発は、データ通信と
いう新しい通信分野を生み出した。こ
うしたコンピューターと連結できる電話機
として、通話以外の機能を持つ新しい
電話機“プッシュホン”が誕生した。
短縮ダイヤルなど従来の電話機のイ
メージを変える機能を持っている。
また、1972（昭和47）年9月からは、
従来のグレーに、ホワイト、グリーン、レッ
ドを加えて4色となった。

ダイヤリングは、数字ボタンを押
すだけでよく、これによって特
定の周波数の音声信号を発信
し、これが交換機を作動させる。
ダイヤル数字のほか、2つの機
能ボタンがあり、これは短縮ダイ
ヤルなどのキー・ボタンの役を果
たす。
＊同系機種
プッシュ式ホームテレホン
プッシュ式ビジネスフォン

昭和62年 特徴
1983（昭和58）年12月から単体電話
機のメイン商品としてプッシュホンハウ
ディシリーズを提供してきたが、デザイン
重視・OPD電話機およびスイッチャブ
ル電話機が主流である単体電話機市
場に対応するため、プッシュホンハウディ
シリーズの後継機種として、ハウディ・
セレクトとともにクローバーホンを5月から
発売した。

シンプル＆リーズナブルなデザイ
ンに加え、低価格であるため、
単体電話機の中でも特に人気
がある。タイプには、クローバー
ホンyou(ヨコ形)とクローバーホン
me(タテ形)があり、色はクリアホ
ワイトほか6色と豊富である。
機能面では、(1)DP/PBスイッ
チャブル(2)再ダイヤル(3)着信
音量切替(4)保留音送出(ノク
ターン/メヌエット)と簡易な機能
で経済化を図り、販売価格は
12,800円と手ごろである。
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1969（昭和44）年 1972（昭和47）年 1976（昭和51）年 1977（昭和52）年 1983（昭和58）年 1985（昭和60）年
級局を5段階とする 広域時分制の導入 長距離市外通話開始 端末機器の開放

市内
通話

東京月額基本料
住宅用　   900円
事務用　1,300円

市内通話の料金度数制を改
め時間制（3分）を採用

東京月額基本料
住宅用　1,350円
事務用　1,950円
度数料　10円

東京月額基本料
住宅用　1,800円
事務用　2,600円

東京の回線使用料
住宅用　1,550円
事務用　2,350円

市外 東京〜大阪間
4秒10円

東京〜大阪間
4.5秒10円



昭和63年 特徴
1980（昭和55）年5月、初めて登場
したコードレスホンは、普通の電話機が
持ち運べるという形のものだった。
レンタル商品としてのみ提供してきた
コードレスホンは、1987（昭和62）年
10月に電波法改正により自由化された
ことからお買い上げいただくことができ
る商品が登場した。

｢ハウディ・コードレスホンパッセ｣
は、小電力タイプのコードレスホ
ンで、通話可能範囲は接続装
置から半径100メートル程度(見
通し距離)でフル充電しておけ
ば、連続4時間程度通話可能。

平成8年 特徴
1991（平成3）年から｢でんえもん｣の
愛称で提供してきたホームファクスは、
留守番電話機能やコードレス子機を付
加しながら普及していった。

｢でんえもん219CL｣は、留守
番電話機能とコードレス子機を
搭載したホームファクス。コードレ
ス子機個別にダイヤルインを設
定できる｢子機別ダイヤルイン機
能｣やマイクロカセットを使用しな
いIC録音方式による｢ディジタ
ル留守録｣機能を搭載。

平成7年 特徴
1995（平成7）年７月、ディジタルコー
ドレスホンの子機を屋外に持ちだせる
PHS(パーソナルハンディホンシステム)
サービスを開始した。

｢ディジタルコードレスホンピエット
S100-Sセット｣は、PHSサービ
スに対応できるほか、同一の接
続装置に登録した2台を持ち出
しトランシーバのように使用するこ
とも可能。
｢ピエット｣とは、“Personally I 
Enjoy Talking”の頭文字を
とって｢Piet｣とし、｢街角でお
しゃれな電話機を持ちながら、
自由に会話を楽しむ｣という意
味。また、英語(スコットランド地
方)の俗語では、鳥類の“カサ
サギ”から転じて｢おしゃべり｣と
いう意味もある。

平成9年 特徴
1998（平成10）年2月のナンバー・ディ
スプレイ提供開始に先駆け、1997（平
成9）年11月、ナンバー・ディスプレイ
対応ディジタルコードレスホンが登場し
た。

｢ハウディ・ディジタルコードレスホ
ンDCP-4100｣は、 親 機、 子
機のディスプレイに、かけてきた
方の電話番号が表示され、あ
らかじめ登録した方からの電話
は、名称も表示し、しかも、着
信音も変えられる。
また、かかってきた方の電話番
号を5件まで蓄積できるなど、ナ
ンバー・ディスプレイをより便利
に使うためのディジタルコードレス
ホン。
なお、ディジタルコードレスホンは、
アナログ方式に比べ、通話品
質や盗聴に対する防止機能も
格段に向上した商品。
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平成12年 特徴
2000（平成12）年10月、ナンバー・ディ
スプレイやキャッチホン・ディスプレイに
対応したハウディ ディジタルコードレスホ
ンの最新機種に、オプションのアダプ
ターを接続することにより、ワイヤレスで
インターネットも楽しめるタイプが登場し
た。

「ハウディ ディジタルコードレスホ
ン DCP-4400」は、「可動式
大画面」を搭載し、ナンバー・ディ
スプレイやキャッチホン・ディスプ
レイ対応機能をより便利に使うこ
とができます。また、オプション
の「ワイヤレスモデムアダプタA」
を利用することにより、モデム
内 蔵 パソコンやBSデジタル
チューナーをワイヤレスで接続す
ることが可能となり、わずらわし
い配線なしで家中どこででもイン
ターネット通信ができる商品。

平成10年 特徴
1998（平成10）年11月、誰にでも簡
単にインターネットが利用可能な大型
ディスプレイを搭載したマルチメディアホ
ンが登場した。

「マルチメディアホン テレッセ」
はディスプレイのアイコンメニュー
をタッチすることでホームページ
へのアクセスや電子メールの送
受信、留守番録音、ファクシミ
リの送受信などが簡単に操作
可能なマルチメディアホン。
低価格なISDN端末であり、イ
ンターネットを行いながら電話で
お話ができたり、インターネットタ
ウンページからの電話番号検索
など多彩なサービスで女性層か
ら好評を得ている。

平成13年 特徴
2001（平成13）年6月に家庭の電話
機からも簡単にメールやインターネットが
楽しめる「Lモード」サービスの提供開
始に先駆け、2001（平成13）年5月、

「Lモード対応コードレス」シリーズが登
場した。

「ディジタルコードレスホンDCP-
550L」は、Lモードを契約する
ことにより、コンテンツ提供者の
サイトの閲覧、Eメールの送受
信が可能。はじめて漢字対応
の可動式大画面も搭載した「ダ
ブルあんしんコードレス」。
オプションの「ワイヤレスモデム
アダプタA」にBSデジタルチュー
ナーなどを接続することにより、
電話回線のない部屋でも双方
向サービスやインターネットを楽し
むことが可能な商品。

平成11年 特徴
1999（平成11）年5月、ISDN専用
の電話機としては、初めてコードレスホ
ンにDSUとターミナルアダプター機能を
内蔵したタイプが登場した。

「i・トレンビー」シリーズは、こ
れまでISDNを利用する際に不
可欠であった回線終端装置

（DSU）とターミナルアダプター
をコードレスホンに内蔵したタイ
プ。オプションの「ワイヤレスパ
ソコンアダプタ」を接続すること
により、「インターネット配線いら
ず」をコンセプトにわずらわしい
配線なしにワイヤレスで家中どこ
でもインターネットも楽しめるように
した商品。

ハ
ウ
デ
ィ 

デ
ィ
ジ
タ
ル

コ
ー
ド
レ
ス
ホ
ン 

Ｄ
Ｃ
Ｐ︲４
４
０
０

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
ホ
ン

テ
レ
ッ
セ

デ
ィ
ジ
タ
ル
コ
ー
ド
レ
ス
ホ
ン

Ｄ
Ｃ
Ｐ
︲
５
５
０
Ｌ

Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｎ
コ
ー
ド
レ
ス
ホ
ン

「
ｉ
・
ト
レ
ン
ビ
ー
Ｗ
︲
１
０
０
０
Ｐ
」



平成16年 特徴
2004（平成16）年9月からフレッツサー
ビスに対応した新たなIPテレビ電話端
末「フレッツフォン VP1000」が登場。

「フレッツフォン VP1000」は、
「Bフレッツ」および「フレッツ・
ADSL」 に対 応し、 従 来の
ISDN対応テレビ電話機をはる
かに上回る高品質の映像・音
声通信を可能としたIPテレビ電
話端末。
専用のWebブラウザやメールソフ
トを搭載しているため、インターネッ
トコンテンツの閲覧やメールの送
受信も可能。
タッチパネルによる簡易な操作
性により、パソコンを使ったこと
がない方でも安心して簡単にご
利用いただける「ブロードバンド
時代の黒電話」を創出するこ
とをめざした商品。

平成14年 特徴
2002（平成14）年7月からサービス開
始のナンバー・ディスプレイのオプション
サービスであるネーム・ディスプレイに先
駆け、2002（平成14）年5月、ネーム・
ディスプレイ対応のデジタルコードレスホ
ンが登場した。

「デジタルコードレスホンDCP-
560L」は、ネーム・ディスプレ
イを契約することにより、かけて
きた相手の「会社名」や「名
前」がディスプレイに表示される。
また、Lモードを契約することに
より、生活に役立つ情報を閲
覧したり、メールの送受信が可
能な商品。
コードレス電話機での通話は、
デジタル方式を採用しているた
め、アナログ方式に比べて雑
音が少なく、オプションの「ワイ
ヤレスモデムアダプタA」にBS
デジタルチューナーなどを接続す
ることにより、電話回線のない
部屋でも双方向サービスやイン
ターネットを楽しむことが可能な
商品。

平成17年 特徴
2005（平成17）年11月より、Bフレッ
ツのIP電話サービス「ひかり電話」
の新たな付加サービス「複数チャネル

（ダブルチャネル）」、「追加番号（マイ
ナンバー）」に対応した無線IP電話機

「ひかりパーソナルフォンWI-100HC」
が登場。

「ひかりパーソナルフォンWI-
100HC」 は「ひかり電話」、
および「ひかり電話」の新た
な付加サービス「複数チャネル

（ダブルチャネル）」、「追加番号
（マイナンバー）」を組み合わせ
ることで、ご家族やSOHO事業
所で個人ごとに電話番号を使
い分けることを可能とした。
また、携帯電話と同程度のコン
パクトなデザインで、ご家庭や
事業所内で常時携帯可能な商
品。

平成15年 特徴
2003（平成15）年7月から提供開始
の「Lモード」の新サービス「写真Lメー
ル」に対応した、「写真Lメール」機
能および「イラストLメール」機能対応
Lモード対応ファクスが登場した。

「でんえもん760LC」は、ファク
ス本体に脱着可能なカメラを搭
載し、「写真Lメール」を利用
して、撮った写真を送信するこ
とを可能とした。この「写真Lメー
ル」はすべてのLモード対応機
器、パソコン、携帯電話で見る
ことができるため、パソコンなど
が苦手な方でも、気軽に写真
の送受信ができるようになり、よ
り幅広い層の人々が、写真を
用いたメールを楽しめるように
なった。

Ｉ
Ｐ
テ
レ
ビ
電
話
端
末

フ
レ
ッ
ツ
フ
ォ
ン 

Ｖ
Ｐ
１
０
０
０

デ
ジ
タ
ル
コ
ー
ド
レ
ス
ホ
ン

Ｄ
Ｃ
Ｐ
︲
５
６
０
Ｌ

無
線
Ｉ
Ｐ
電
話
機

ひ
か
り
パ
ー
ソ
ナ
ル
フ
ォ
ン
Ｗ
Ｉ
︲
１
０
０
Ｈ
Ｃ

Ｌ
モ
ー
ド
対
応
ホ
ー
ム
フ
ァ
ク
ス

で
ん
え
も
ん
７
６
０
Ｌ
Ｃ



平成19年 特徴
2007（平成19）年3月にひかり電話・
フレッツサービスに対応した簡単にIPテ
レビ電話が始められる「フレッツフォン 
VP100」が登場。

「フレッツフォンVP100」 は、
FOMAとのテレビ電話、フレッ
ツ・ドットネットナンバーに対応し
た低価格な普及版のIPテレビ
電話専用端末。
ユーザーの使いやすさを重視し、
これまでの電話機と同じインター
フェースを継承することで安心し
て簡単に利用することが可能。
ブロードバンド時代、ブラウザや
メールはパソコンで、テレビ電話
は専用機でと使い分ける贅沢
を、お求めやすい価格で提供
する商品。

平成21年 特徴
2009（平成21）年2月にNGNサービス

「フレッツ 光ネクスト」において「ひか
り電話」をご利用のお客さま向けに高
音質電話機 ひかりクリアフォン「HQ-
100」が登場。

高音質電話機 ひかりクリアフォン
「HQ-100」は、「フレッツ 光ネ
クスト」の「ひかり電話」に対
応した、個人向けIP電話機。
従来の電話機で使用している
周波数帯（300Hz〜3.4kHz）
よりも広帯域（100Hz〜7kHz）
での音声通話ができるため、ク
リアで聞き取りやすい音声で会
話を楽しむことができる。
また、通話先が従来の電話機
であっても、高音質電話機 ひ
かりクリアフォン「HQ-100」に
備わった擬似広帯域通話機能
により、従来の通話に比べ高
音の帯域を広げた、300Hz〜
約6kHzの擬似広帯域音声で
の通話も可能な商品。

平成20年 特徴
2008（平成20）年3月に最大2ch/5
番号を利用可能でユニバーサルデザイ
ンにも配慮した誰にでも使いやすい
「IPテレホンUD」が登場。

「IPテレホンUD」は、ユニバー
サルデザインに配慮して作られ
た、誰にでも使いやすいIP電
話システム。
主装置配下に内線端末を最大
8台接続することができ、最大
で2ch/5番号を利用可能。
また、主装置配下にUD映像ア
ダプターを接続することで、カメ
ラドアホンからの着信をFOMA
端末に転送することも可能。多
機能性と使いやすさをめざした
商品。

平成23年 特徴
2011（平成23）年2月に「フレッツ光」
のひかり電話サービスに対応した簡単
な操作かつ高音質・高品質なテレビ
電話が利用可能な「ひかりフレッツフォ
ン VP3000」が登場。

「ひかりフレッツフォン VP3000」
は「フレッツ光」を利用し、簡
単タッチパネル操作の「テレビ
電話」や「デジタルフォトフレー
ム」などの機能を搭載したお求
め易い価格のIPテレビ電話端
末。
誰もが使いやすく利用しやすい
を理念としてデザインしており、
2010年度の「グッドデザイン賞」
を受賞。
またカスタマイズすることで、
IRUエリアの自治体などに「IP
告知端末」などのさまざまな用
途にご活用いただくことが可能
な商品。
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1900（明治33）年
初めて京橋際に建て
ら れ た、公 衆 電 話
ボ ッ ク ス 第1号。六
角錐形、白塗りのモ
ダンな建物で｢自働
電話」と呼ばれた。

明治末期
明治末期の赤塗りの
六角形ボックス。
全国で200カ所に建
てられ、庶民の電話
として活躍した。

1927（昭和2）年
四角形でグレーの昭
和初期のボックス。
窓も線も細く、しゃ
れたスタイルで親し
まれた。

1964（昭和39）年
東京オリンピック大
会会場付近で試用
し、1969（昭和44）年
から全国的に使用さ
れた組み立て式ボッ
クス。組み立て、解体
が簡単で、四方とも
透明なガラスであ
り、盗難・いたずらな
どの防止に役立って
いる。

1985（昭和60）年
街の景観になじみや
すく、ガラス以外の
部分は、ライトブラ
ウン、ダークブラウ
ン、グレーのカラー
バリエーションに。
旧形ボックスよりも
広く、耐震、防暑、遮
音、防雨、照明などに
気を配り、使いやす
さをさらに追求して
いる。

1991（平成3）年
ディジタル公衆電話
に接続する携帯端末
操作用大型テーブル
を標準装備し、電話帳
ホルダー、腰掛けなど
の内装設備も充実さ
せることにより、街の
サテライトオフィス
化を実現。さらに通気
口の拡大や照明の
アップなど快適性を
も備えている。

1945（昭和20）年
被災地に建てられた
組み立てバラック式
ボックス。ガラスの
節約で窓は小さく太
い格子が入り、暗い
感じであった。

1954（昭和29）年
初の鋼製ボックスが
お目見え。クリーム
色のボディと赤い屋
根から“丹頂形”と呼
ばれた。戦後色を一
掃、街角を彩った。

公衆電話ボックスのうつりかわり



公衆電話機のうつりかわり

明治33年 特徴
1900（明治33）年9月、それまで電
信局・電話局内の電話所だけにしか
なかった公衆電話が、初めて街頭に
進出した。まず、上野・新橋の両駅
構内の2カ所に設けられ、翌10月には、
最初の屋外用公衆電話ボックスが京
橋のたもとに建てられた。
以後、その数は次第に増え、明治末
には全国で463台を数えた。当時、「自
働電話」と呼ばれていたが、これはア
メリカの街頭電話に表示されていた
「オートマティックテレホン」をそのまま直
訳したといわれている。
1925（大正14）年、自動式の導入
を機会に現在の「公衆電話」に改め
られた。

5銭、10銭と2つの硬貨投入口
があり、料金が落下する途中、
5銭はゴング（チーンという音）、
10銭はらせん状の鐘（ボーンと
いう音）を鳴らし、料金投入を
交換取扱者に知らせた。

昭和28年 特徴
戦災による電話の破壊、さらに復興へ
の動きと電話需要の増大などが相まっ
て電話不足の悩みは深刻となった。
このようなことから通信機関の拡張を図
る目的で考えられたのが公衆電話機の
店頭設置であった。
この制度は2種類あり、1つは「簡易
公衆電話」で、一般の加入電話を
店頭に出してもらい公衆の利用に供す
るもの［1951（昭和26）年11月施行］、
いま1つは公社の電話機を店頭に置い
てもらう「委託公衆電話」［1951（昭
和26）年12月施行］である。これら
の電話機は普通の4号電話機が使わ
れていたが、1953（昭和28）年8月
からは、よく目立つ赤色に変えられた。
このうち、委託公衆電話が後の「赤
電話」となった。

加入者用4号自動式卓上電話
機のきょう体、送受話器および
コードなどを赤色にしたもの。

明治36年 特徴
共電式交換方式の採用に伴い、共
電式公衆電話機が登場した。これは、
以後1952（昭和27）年頃まで長期
にわたり使用された代表的な公衆電
話機である。
この間、自動交換方式の採用により、
公衆電話機のダイヤル化が検討され、
1930（昭和5）年、M-28形自動式
公衆電話機5台をドイツから輸入、これ
をもとにSH形自動式公衆電話機55台
が試作された。
東京、大阪などで試験的に使用され
たが、料金収納装置などに不備な点
が多く、公衆電話の自動化は、つい
に戦後に持ち越された。

外観は磁石式公衆電話機と類
似しており、交換局を呼び出
す磁石発電機がないのでハンド
ルが付いておらず、やや小型
である。

昭和28年 特徴
戦後、硬貨の流通不足から、公衆電
話料金の収納に紙幣を使わざるを得な
くなり、硬貨投入口を紙幣用に改造し
た共電式公衆電話機が使用された。
これは、回路的に料金投入と通話に
関連がなく、無料通話が可能であった。
しかし、1952（昭和27）年から10円
硬貨が流通し始めたため、翌年1月、
硬貨による公衆電話機として4号自動
式ボックス公衆電話機が採用された。
これが青電話機の第1号である。なお、
10円玉を入れる委託公衆電話である
赤ダルマは翌1954（昭和29）年11月、
新宿に第1号が設置された。

青電話には当初「ボタン付後
払式」が採用された。これは、
ダイヤルして相手が出たらボタン
を押し、10秒以内に10円硬貨
を投入して通話した。しかし、
10秒以内なら無料通話となる
欠点があった。
＊同系機種
4号自動式委託公衆電話機
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1890（明治23）年 1897（明治30）年 1899（明治32）年 1900（明治33）年 1903（明治36）年 1906（明治39）年 1924（大正13）年
電話所において開始 自働電話と称す

市内
1通話時

（5分以内）
5銭

1通話時
（5分以内）
10銭

1通話時
（5分以内）
15銭

特別加入区域内との通話
　　　　10銭
その他　  5銭

1通話
（5分）5銭

市内通話を市外通話と同様通話
時分を3分制に改めた

市外
1通話25銭以下

（100km以内）の区間との
市外通話の取り扱い



昭和30年 特徴
1955（昭和30）年5月、これまでの
料金後納式に代え料金前納式公衆
電話機の設計・検討が始められた。
後納式の場合、硬貨投入が遅れると
片通話のまま相手が切ってしまい、さ
らに相手が出たことによって通話したと
みなし、局の度数計が作動し登算され
るなどの欠点があった。
同年12月、料金前納式による5号自
動式卓上公衆電話機、5号自動式ボッ
クス公衆電話機が登場した。

この方式は、話し中などの場合、
継電器が作動しないため、料
金は収納されず、送受話器を
戻せば、フックレバーとの連動
により料金は返却される。
以後、公衆電話機は、すべて
この料金前納式となる。
＊同系機種
5号自動式ボックス公衆電話機

昭和41年 特徴
市外間のダイヤル化が進み、“0”発
信による対地が増えるにしたがって、
全国へダイヤルで通話できる新しい公
衆電話機が望まれるようになった。
そこで、1965（昭和40）年、これら
の機能を持つ大形赤電話機の試作機
が東京駅に設置され、翌1966（昭和
41）年6月から正式に採用された。
従来の赤電話機より背が高く、｢ダイ
ヤル市外用｣と書いた金色のベルトが
巻かれた。

料金投入は、一度に10円硬
貨6枚が可能。

昭和34年 特徴
1959（昭和34）年、赤電話機、青
電話機に加えて新しく「特殊簡易公
衆電話」制度が施行され、通称「ピ
ンク電話」と呼ばれる公衆電話機が
登場した。
この電話機は、一般加入電話を公衆
電話としても利用できるようにしたもの
で、アパート、病院、喫茶店など比較
的人の出入りの多い場所にお客さま
サービス用として設けられた。
純然たる公衆電話ではなく、加入者
の希望により、建物の内部に設置され
るなどの性格を持っている。

“0”発信によるダイヤル市外の
通話ができないように防止機構
がつけられている。

（ただし、加入者手持ちの鍵を
使用すれば一般電話並みにダ
イヤル“0”発信の市外通話も
可能）

昭和43年 特徴
1968（昭和43）年、大形赤電話機
と同様の機能を持つボックス用公衆電
話機が登場、東京、大阪、札幌など
で商用試験を終え、同年12月から正
式採用された。
この大形青電話機は、夜間でも使える
ように、街角や駅前に多く設置され、
ボックス内（一部ポール）に取り付け
られていた。

料金投入は、一度に10円硬
貨10枚が可能。また、104番・
105番へ通話が可能（硬貨は
返却される）。
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1925（大正14）年 1936（昭和11）年 1941（昭和16）年 1944（昭和19）年 1945（昭和20）年 1946（昭和21）年 1947（昭和22）年
公衆電話と改称 通話時分制の撤廃

市内 市内通話1度につき5銭
度数料と同額
1 級局　10銭
その他　  5銭

一律　10銭 度数料と同額
20銭

度数料と同額
50銭

市外 市外通話の通話範囲を普通通話料50銭
の区間（200km以内）まで拡大 簡易電話所からの市

外通話は所定の通話
料のほかに1度数に
つき10銭を加算

簡易電話所設立 簡易電話所

簡易電話所からの市
外通話は所定の通話
料のほかに1度数に
つき30銭を加算



昭和46年 特徴
小型軽量で、デザインを一新した新形
赤電話機が1971（昭和46）年11月
に登場した。
大形赤電話機に比べ、受話器を置く
部分が5センチ低く、重さは3キロも軽く
なり、店頭での出し入れが容易となっ
た。また、変形貨幣や異物などによる

“貨幣づまり”をフックボタンの操作で
除去できるようになった。

料金投入は、一度に10円硬
貨6枚が可能。
ダイヤル通話のほか、店の人
に申し出れば110番・119番・
104番・105番・100番への通
話が可能。

昭和48年 特徴
1973（昭和48）年3月に新形青電話
機が登場した。
従来の青電話機はボックスに入れら
れ、道路、公園などに設置された。
道路交通事情の悪化に伴い、ボック
ス設置のスペース確保が次第に困難に
なった。一方、赤電話機は夜間にな
るとほとんどが店の中にしまい込まれ、
これらの問題を解決するため登場した
のが新形青電話機で、終日使用でき
る屋外用委託公衆電話。
小さなキャビネットに入れられ、店先な
どに設置された。

110番、119番へは左下の赤ボ
タンを押してダイヤルすると、お
金や鍵を使わなくとも通報でき
る。
料金投入は、一度に10円硬
貨6枚が可能。
すべてのダイヤル通話が可能。

昭和47年 特徴
1972（昭和47）年12月から100円硬
貨も使用できる黄色の公衆電話機が
登場した。“追加投入の手間が省ける”

“催促音が気にならない”と好評。

料金投入は、一度に10円硬貨
が10枚、100円硬貨が9枚となっ
ており、10円硬貨と100円硬貨
を同時に投入した場合は、10
円硬貨のほうから先に収納され
る。
また、100円硬貨を使用した場
合には、料金が100円単位で
収納され、これに満たない時分
で通話を終了しても100円分が
収納される。

昭和50年 特徴
100円公衆電話機の回転ダイヤル部
分の代わりに、押しボタンダイヤルを取
り付けたプッシュ式公衆電話機が、
1975（昭和50）年9月から登場した。
この電話機は100円公衆電話機と部
品の共用化を図ったため、形状・大き
さ・色彩は同じとなった。

料金の投入・収納については、
100円公衆電話機と同じであ
る。110番・119番へは新形青
電話機と同様、赤ボタン（緊
急通報用ボタン）を押して番号
をダイヤルすれば硬貨なしで通
報できる。

新
形
赤
電
話
機

新
形
青
電
話
機

100
円
公
衆
電
話
機

プ
ッ
シ
ュ
式
100
円
公
衆
電
話
機

公 

衆 

電 

話 

料 

金

1948（昭和23）年 1951（昭和26）年 1953（昭和28）年 1955（昭和30）年 1969
（昭和44）年

市内 度数料1円 簡易電話所廃止・委託、簡易公衆電話制度導入、度数料5円 加入区域内から市内1度数　10円
加入区域外からの発信市内1度数　15円

市内通話
3分 打 ち
切り

市外
加入区域内からの市外通話は一般市外通話料を3分ま
たはその端数ごとに課する
加入区域外からの市外通話は加入区域内からの市外通
話料（公衆電話）に10円を加算

指定通話区間の市外通話料を5
円未満の端数を減額し、14円
は10円、21円は20円とする

簡易電話所

簡易電話所からの市
外通話は所定の通話
料のほかに１度数に
つき１円20銭を加算



昭和57年 特徴
1982（昭和57）年12月から“テレホ
ンカード”を使って通話ができる新しい
公衆電話機がお目見えした。
テレホンカードを利用すれば、小銭がな
くてもかけられ、長距離通話の時でも
続けて硬貨を入れなくてもよい、という
利点がある。
写真は、硬貨と併用であるが、1984

（昭和59）年にはテレホンカード専用機
も導入された。

カードを電話機に差し込むと、
カードに記録されている残度数
が電話機前面にディジタル表示
され、通話時間に応じて減算
表示される。
残度数が0になるまで繰り返し
利用できる。硬貨を併用した時
はテレホンカード、10円、100円
の順で収納される。

平成3年 特徴
1991（平成3）年10月から、従来のディ
ジタル公衆電話機に新たな機能を追
加し、デザインも一新した。

ディスプレイが大きくなり、ボタン
操作で操作案内を表示するな
ど、ガイダンス機能が充実。
番号案内（104）を利用中に、
ダイヤルボタン操作により電話
番号をディスプレイに表示し、リ
セットボタンにより表示した番号
に自動発信することもできる。
カード挿入口は2個設置。受話
音量調節も可能。また、デザイ
ンは丸みを持たせ、色はライトグ
レーを採用した。

平成2年 特徴
1990（平成2）年3月からISDN回線
を使ったディジタル公衆電話機がお目
見えした。
これまでの公衆電話の機能に加え、
ISDN端末やアナログ端末（ラップトッ
プ・パソコン、ハンディターミナルなど）を、
この公衆電話機に接続し、データ通
信や画像通信などを行うことができる。

通信機能付きパソコンやワープ
ロを接続するだけで送受信が
可能。電話機の中央にプラグ
の差し込み口があり、直接接続
し、テレホンカードか硬貨を入れ
てからダイヤルする。料金はこ
れまでのアナログ公衆電話と同
じ。
この公衆電話は、受話器を上
げずにダイヤルもできる。フリー
ダイヤルやコレクトコールなど料
金先方払いならテレホンカードや
硬貨を挿入する必要がない。

平成8年 特徴
1996（平成8）年5月から、従来のディ
ジタル公衆電話機に比べ、小型化す
るとともに変造テレホンカード対策として
カードユニットのハイセキュリティ化を図っ
た。

大型ディスプレイを装備し、操
作ガイダンスや、通話先電話番
号のほかにカード残度数、硬貨
残枚数、通話可能時間(残り3
分を切った場合)、音量レベル
などを表示。
操作ボタンを9個から5個へ、カー
ド挿入口2個から1個へ変更。
ダイヤルボタンを白地に黒文字と
した。
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1972（昭和47）年 1976（昭和51）年 1993（平成5）年 1994（平成6）年 1997（平成9）年 2014（平成26）年 2019（令和元）年
単位料金の改定 通話料金の改定 通話料金の調整

市内 広域時分制の採用 加入電話と同額に 1993（平 成5）年10月
から90秒につき10円

1994（平成6）年4月か
ら1分間につき10円

2014（平成26）年4月から57.5秒に
つき10円

2019（令和元）年10月から56.0秒
につき10円

市外 同上
1993（平成5）年10月
から距離別に3分間
に つ き10円 〜20円
の値上げ

1997（平成9）年4月から市内
含め公衆電話料金全体として、
税率変更相当分が適正に転嫁さ
れるよう、距離段階・時間帯ご
との課金秒数を調整。

2014（平成26）年4月から市内
含め公衆電話料金全体として、
税率変更相当分が適正に転嫁さ
れるよう、距離段階・時間帯ご
との課金秒数を調整。

2019（令和元）年10月から市
内含め公衆電話料金全体とし
て、税率変更相当分が適正に転
嫁されるよう、距離段階・時間
帯ごとの課金秒数を調整。



平成11年 特徴
1999（平成11）年3月から、非接触
式のICテレホンカードを使って通話する
新しい公衆電話機がお目見えした。従
来の公衆電話機に比べ、小型化する
とともに、抜本的な変造テレホンカード
対策を図った。

日比野克彦氏によるカラフルな
カラーデザイン（2種類）を採用。
赤外線通信機能（IrDA)を標
準搭載し、携帯情報端末とケー
ブルレスで通信が可能。ICテレ
ホンカードはカードポケットに2枚ま
で同時に入れることが可能。

平成17年 特徴
2005（平成17）年2月から、ユニバー
サルデザインを採り入れた新しいディジ
タル公衆電話機を導入した。

大きく見やすいダイヤルボタンと
文字、凹凸でわかりやすく、
投入しやすいガイド付きコイン投
入口、暗い場所でも見やすい
オレンジバックライトの液晶ディス
プレイなど、だれもが使いやす
いユニバーサルデザインとなって
いる。
また、一目で公衆電話とわかる
グリーンのカラーリングを採用し
た。

平成28年 特徴
2016（平成28）年2月から、新形ディ
ジタル公衆電話機の筐体を流用したア
ナログ公衆電話機を導入した。

新形ディジタル公衆電話機と同
様の外観を流用し、操作説明
板のディスプレイ表示の注意書
きを追加した。
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電信電話のあゆみ ※1999（平成11）年7月1日以降はNTT東日本のあゆみです。
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1900（明治33）年

1903（明治36）年

1905（明治38）年

1906（明治39）年

1908（明治41）年

1909（明治42）年

1910（明治43）年

1916（大正５）年

1917（大正６）年

1920（大正９）年

1922（大正11）年

1923（大正12）年

1924（大正13）年

1925（大正14）年

モールス（米）が電信機を発明（8）

ペリー（米）が電信機を幕府へ献上（1）

東京・横浜で電信線架設工事に着手（9）

東京・横浜で電報取り扱い開始（日本の電信創業）（12）

モールス印字電信機を英国より輸入、使用開始

外国との電報送受を開始（6）

グラハム・ベル（米）が電話機を発明（3）

逓信省設置（工部省廃止）（12）

東京〜熱海間で公衆用市外通話の商用試験開始（1）

電報の電話託送用にカタカナ番号表制定（9）

初めての電話番号簿「電話加入者人名表」発行（10/9）

東京・横浜で電話開通（日本の電話創業、単線式単式交換機、ガワー

ベル電話機使用）

加入者数＝東京155、横浜42、電話所（公衆電話）数16で電話交換業

務を開始（12/16）

東京「辰の口」の電話交換局で、初めて直列複式交換機を試用

電話料金値下げ（7/1）

大阪・神戸両市内および両市間の電話開通

（加入者数＝大阪141、神戸74）（3/25）

このころ「モシモシ」という言葉流行

加入者電話機に筒形受話器を採用

マルコーニ（伊）が無線電信を発明

東京〜大阪間の長距離市外通話の試験実施（12）

ガワーベル電話機に代わり、デルビル磁石式壁掛電話機とソリッドバック

電話機の採用を決定（7）

電話料金値下げ（12/1）

加入電話からの電報受付開始（12/1）

電話番号簿が電話番号順からイロハ順となり、屋号などの掲載を認める

（12/1）

モールス音響通信開始（11）

電話番号簿の様式改正（長距離には 特 の印をつけた）（1/9）

東京〜大阪間で長距離市外通話開始（日本の長距離通話のはじめ）

（2/1）

日本において無線電信に成功

札幌の電話開通（3/1）

関門海峡に初めて市外電話回線用として、海底ケーブル敷設（5）

新橋、上野両停車場構内に自働電話（公衆電話）登場（9/11）

電話呼び出しの取り扱い始まる（9/11）

京橋のたもとにボックス型自働電話（公衆電話）登場（10）

京都局で日本で初めての共電式交換機採用（5/17）

東京〜佐世保間長距離電話線開通（約1,550km）（3/31）

日本銀行と横浜正金銀行との間に市外専用電話を設置（専用サービス

のはじめ）（7/20）

海底線による対米直通電信連絡開始（8）

銚子無線局にて船舶用無線電報取り扱い開始（5）

至急開通料（185円）によって、申し込み順によらず優先的に開通（5/1）

市外通話料金を遠距離逓減制、夜間逓減料金制実施（4/23）

至急開通料185円を300円に値上げ（4/1）

ハワイ経由対米無線電信開始（11）

電話で、“火事”といえば交換手が消防署へ接続する、火災報知制度

実施（4/1）

東京、大阪、京都、神戸、名古屋、横浜の6大都市において、市内通話

が度数料金制となる（4/1）

電話発明者グラハム・ベル死去（76歳）（8/2）

逓信省構内で、初めてストロージャ式自動交換機試用（11/3）

全国の開通加入者数40万人を超える（東京8万）

電報にタイプライター使用開始

新聞社、通信社に市外専用電話許可（6/2）

関東大震災で関東地方の電話壊滅（9/1）

市内通話料金値上げ（4/1）

市外通話、1通話5分制を3分制に（4/1）

自働電話ボックス最新型（ダブル式）採用

電話番号簿が横書き、50音順掲載となる（4/1）

「自働電話」を「公衆電話」と改称（10/1）
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1837（天保8）年

1854（安政1）年

1869（明治2）年

1871（明治4）年

1876（明治9）年

1885（明治18）年

1889（明治22）年

1890（明治23）年

1891（明治24）年

1892（明治25）年

1893（明治26）年

1894（明治27）年

1895（明治28）年

1896（明治29）年

1897（明治30）年

1898（明治31）年

1899（明治32）年

（新暦）1837年9月

（新暦）1854年2月

（新暦）1869年10月

（新暦）1870年1月

（新暦）1871年7月
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1944（昭和19）年

1945（昭和20）年

1946（昭和21）年

1947（昭和22）年

1948（昭和23）年

1949（昭和24）年

1950（昭和25）年

1951（昭和26）年

1952（昭和27）年

1953（昭和28）年

1954（昭和29）年

1955（昭和30）年

東京中央電話局京橋分局で、日本初の自動交換方式（ストロージャ式）

を採用（1/20）

番号案内「100番」、火災報知「112番」など、特殊番号サービス始まる

（1）

青森〜函館間電話開通、本州と北海道の市外通話開始（4/24）

東京市内の公衆電話ボックス、赤塗り六角形からグレー四角形に変わる

（3）

（米国製和文）印刷電信機の主要回線での使用開始（6）

火災報知「112番」を「119番」に変更（10/1）

放送中継用として初めて市外専用電話を許可（10）

神戸、門司の加入者と船舶内電話との無線電話開始（船舶無線電話

のはじめ）（10/21）

東京〜神戸間、日本最初の装荷式長距離ケーブル開通（11/1）

東京の電話加入数10万突破（全国約70万）（3）

写真電報開始（8）

電話番号簿に広告掲載を開始（5/15）

東京市内4カ所（東京駅、三越本店、松坂屋本店、中央電話局）に自動

式公衆電話設置（4/21）

3号自動式卓上電話機実用化（4）

電話加入申し込み者の名義変更を許可（5/15）

年賀電報開始（12）

荏原〜東京間で自動即時通話実施（自動即時通話のはじめ）（9/1）

「119番」が救急車の要請ができる応急救護電話に（1/20）

太平洋航路就航の「秩父丸」と最初の遠洋船舶無線電話開始（8/7）

年賀電報をやめ慶弔電報開始（12）

航空機との無線電報開始（5）

国産印刷電信機、東京〜大阪間で商用化（11）

番号案内を「100番」に統一終了（12/1）

特殊番号を「11X番」に統一（3/6）

全国の電話加入数100万を突破（東京約16万）（3）

クロスバ交換機の研究開始

公衆電話市内通話の時分制廃止（7/1）

電話料金値上げ（4/1）

電話料金値上げ（4/1）

代表電話開始（12）

電話料金納付を毎月払いに（4/1）

電話料金値上げ（5/6）

模写電報開始（12）

電話料金値上げ（4/1）

加入電話に事務用と住宅用の区別を設定（4）

紙幣式公衆電話を新橋駅前に設置（10/3）

電話料金4倍値上げ（7/10）

警察通報用電話「110番」新設（10/1）

逓信省廃止（5/31）

電気通信省発足（6/1）

第1回電気通信記念日（10/23）

4号自動式卓上電話機実用化、量産開始（10）

「職業別電話番号簿」発行（3/2）

ボックス公衆電話の全自動化完了（10）

加入電話を公衆の利用に供してもらう簡易公衆電話登場（11/1）

電話料金値上げ（11/1）

市内案内台で“時報サービス”開始（11/11）

委託公衆電話（のちの赤電話）登場（12）

電気通信省廃止（7/31）

日本電信電話公社発足（8/1）

硬貨式公衆電話登場（1）

電報中継機械化開始（3）

国際電信電話株式会社（KDD）発足

電話料金値上げ（8/1）

簡易・委託公衆電話に“赤色”電話機登場（8）

市内番号案内は「104番」、市外番号案内は「105番」に

東京〜名古屋〜大阪間に初のマイクロウェーブが完成（4/16）

丹頂形公衆電話ボックスの設置始まる（10）

電話による天気予報サービス「222番」（東京）など開始（1/1）

時報サービス「223番」開始（6/10）

全国の電話加入数200万を突破（6/17）
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1926（大正15）年

1926（昭和元）

1927（昭和2）年

1928（昭和3）年

1930（昭和5）年

1931（昭和6）年

1932（昭和7）年

1933（昭和8）年

1934（昭和9）年

1935（昭和10）年

1936（昭和11）年

1937（昭和12）年

1938（昭和13）年

1939（昭和14）年

1940（昭和15）年

1941（昭和16）年

1942（昭和17）年
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70

1966（昭和41）年

1967（昭和42）年

1968（昭和43）年

1969（昭和44）年

1970（昭和45）年

1972（昭和47）年

1973（昭和48）年

1975（昭和50）年

1976（昭和51）年

東京の全電話加入者に4号電話機取り付け完了（4）

初の市内局番3ケタ局、328局が東京の松沢分局で開始（7/27）

加入電信（テレックス）サービス開始（10/25）

南極昭和基地との電報による無線電信開始（1）

近畿日本鉄道の特急で列車公衆電話サービス開始（10/1）

即時通話網の日本縦断なる（12/1）

鹿児島〜札幌間に日本横断マイクロウェーブ完成（1/18）

加入電信による国際通信開始（4）

東京で、ボックス公衆電話から無料で警察署、消防署への緊急通話

サービス開始（9/15）

船舶電話サービス開始（3/1）

全国の電話加入数300万を突破（8/14）

ピンク電話（特殊簡易公衆電話）登場（1/1）

東京の市内局番、一斉に3ケタ化（2/7）

全国の公衆電話10万台を突破（6/27）

600形電話機登場（3）

カラーテレビ中継開始（6）

単位料金区域（MA）公示（9/10）

新電話料金制度実施（市外料金に距離別時間差法、単位料金区域

制、準市内通話制度、ダイヤル市外通話の夜間割引制、手動市外通話

の3分1分制等）（9/30）

東京〜名古屋間のダイヤル市外通話開始（長距離ダイヤル市外通話

の始まり）（11）

全国電話加入数500万を突破（7/30）

通信衛星「リレー1号」による日米間テレビ中継試験成功（11）

データ伝送サービス開始（12）

世界商業通信衛星機構（インテルサット）に加盟（8）

農村集団自動電話サービス開始（地域集団電話のはじめ）（10/28）

東京大手町に、逓信総合博物館開館（12/1）

東京と全国道府県庁所在地相互間ダイヤル市外通話開始（2/14）

初めての商業通信衛星「インテルサット1号」打ち上げ（4/6）

東海道新幹線で列車公衆電話サービス開始（6/1）

東京で天気予報サービスを「222番」から「177番」に変更。これ以後、全

国的に統一（10）

カラーテレビ用マイクロウェーブ、全国ネットワーク完成（3）

日本の電話機数、世界第2位に。1,118万個で英国を超える（4/1）

遠隔地天気予報サービス開始（東京）（11/1）

インテルサットによる日米間テレビ中継開始（12）

C460形クロスバ交換機を導入（2/26）

全国都道府県庁所在地都市相互間のダイヤル市外通話開始（8/27）

周波数単位をサイクル（C/S）からヘルツ（Hz）に切り替え（9）

全国の電話加入数1,000万を突破（4/26）

東京23区でポケットベルサービス開始（7/1）

本州〜小笠原間電話開通（9/1）

遠洋船舶電話サービス開始（9/28）

四面総ガラス張りの公衆電話ボックス本格導入開始（3）

光通信の研究開始（4）

押しボタン電話機販売開始。翌年4月に「プッシュホン」と命名（5/17）

度数料金局の級局区分整理（5段階）、基本料の改定。近距離通話料

の値下げ等を実施（10/1）

公衆電話の市内通話、3分打ち切り制導入（10/1）

加入電信による国際通信自動化開始

日本万国博で、テレビ電話・携帯電話をデモンストレーション（3/14〜

9/13）

キャッチホン（通話中着信サービス）開始（11）

全国の電話加入数2,000万を突破（6/27）

本州〜沖縄本島間ダイヤル即時通話開始（10/1）

市外電話番号案内の「市外局番＋104番」のダイヤル方式を導入

（10/1）

市内電話の料金度数制を改め、時間制（3分）を採用（広域時分制へ）

（11/12）

電話ファクスサービス開始（8/1）

海底ケーブル敷設船「黒潮丸」就航（3）

超LSIの研究を開始（6）

全国の電話加入数3,000万を突破（8/29）

ダイヤル通話単位料金7円が10円となる（11/17）
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1956（昭和31）年

1957（昭和32）年

1958（昭和33）年

1959（昭和34）年

1960（昭和35）年

1962（昭和37）年

1963（昭和38）年

1964（昭和39）年

1965（昭和40）年



80

1986（昭和61）年

1987（昭和62）年

本州〜沖縄間に長距離用海底同軸ケーブル方式開通（12/8）

新東京国際空港（成田）で空港無線電話サービス開始（12/23）

加入電話の積滞解消を達成（3）

ディジタルデータ伝送方式を導入（5/1）

全国の電話、ダイヤル自動化100％完了（3/14）

船舶電話のダイヤル自動化実施（3/27）

東京23区で自動車電話サービス開始（12/3）

DDX網（回 線 交 換）、東 京、大 阪、名 古 屋、横 浜でサービス開 始

（12/15）

コードレスホン販売開始（5/29）

電話料金夜間割引の時間帯を拡大、深夜割引開始（11/27）

通信衛星「さくら1号」により、大災害時に電話網を確保するための実験

に成功（4/18）

クレジット通話サービス開始（7/10）

日曜・祝日の通話料割引を実施（8/9）

ファクシミリ通信網（Fネット）サービス開始（9/16）

全国の電話加入数4,000万を突破（12）

転送でんわサービス開始（2/10）

二重番号サービスおよび電話番号変更制度の試行実施（10/1）

カード式公衆電話が登場。東京・数寄屋橋に1号機（12/23）

通信衛星「さくら2号a」打ち上げ（2）

東京〜小笠原父島間、衛星回線により全国自動即時化が完了（6/21）

320kmを超える遠距離通話料金および専用料金の値下げ実施

（7/21）

D70自動交換機（LS）の運用開始（11/22）

電話交換取扱者認定制度の廃止（4）

60kmを超え320kmまでの中距離通話料金、および専用料金の引き下

げ実施（7/19）

INSモデルシステム実験スタート（武蔵野、三鷹地区）（9/28）

高速ディジタル伝送サービスおよび衛星通信サービス開始（11）

ビデオテックス通信サービス開始（11/30）

日本縦貫（旭川〜鹿児島間3,400km）の「光ファイバーケーブル」伝送

路完成（2/8）

公社法廃止。日本電信電話公社は解散し、日本電信電話株式会社が

発足（4/1）

公衆電気通信法が電気通信事業法に改正され、電気通信事業への

参入が自由化（4）

本電話機の利用者設置（自営）の制度化（端末設備の自由化）（4）

メロディ電報のサービス開始（4）

第2種パケット交換サービス開始（4）

ショルダーホン（車外利用型自動車電話）サービス開始（9/18）

二重番号サービスおよび申し出による電話番号変更制度の本格実施

（9）

電報の夜間サービス見直し（夜間配達・至急定文電報に限定、夜間配

達料改定）（10/1）

ダイヤルインサービス開始（11/18）

漢字・ヨコ書き電報サービス開始（12）

「フリーダイヤル0120」サービス開始（12/3）

おし花電報サービス開始（4）

航空機公衆電話サービス開始（5/6）

第1回定時株主総会（出席株主数1名）（6/26）

土曜の通話料金値下げ（7/19）

NTT株一般競争入札開始（10/1〜7）入札株数20万株

東京（03エリア）にコンピューターを利用した電子番号案内システムを導入

（10/10）

NTT株売出価格および売却株数の決定（10/29）

価格：1,197千円

売却株数：165万株

伝言ダイヤル通話サービス開始（11/27）

NTT株第1次売り出し開始（11）

NTT株上場（2/9）

携帯電話サービス開始（4/10）

NTT第2回定時株主総会（出席株主数：5,155人）（6/26）

専用料金の値下げ（8/1）

NTT株第2次売り出し開始（11）

売却価格：255万円
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1977（昭和52）年

1978（昭和53）年

1979（昭和54）年

1980（昭和55）年

1981（昭和56）年

1982（昭和57）年

1983（昭和58）年

1984（昭和59）年

1985（昭和60）年
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1991（平成３）年

1992（平成４）年

売却株数：195万株

刺しゅう電報、デラックスおし花電報サービス開始（12/1）

自動車電話・携帯電話の保証金値下げ（12）

東京23区で4ケタ市内局番登場（2/8）

ビデオテックス通信料金の割引（夜間・土・日・祝日3分10円→5分10円）

（2）

ダイヤル通話料金の値下げ（2/19）

離島通話料金の改善（2/19）

通信衛星「さくら3号a」の打ち上げ（2/19）

INSネット64、東京、名古屋、大阪の3地域でサービス開始（4/19）

データ通信事業をNTTデータ通信（株）へ営業譲渡（7/1）

オフトーク通信サービス開始（8/3）

ひらがな電報サービス開始（9/1）

NTT株第3次売り出し開始（10）

売却価格：190万円

売却株数：150万株

オートダイヤルカード販売開始（11/19）

近距離・遠距離通話料金の値下げ、離島通話料金を改善（2/1）

東海道・山陽新幹線にカード式公衆電話機が登場（3/9）

フリーダイヤルカード販売開始（4/1）

電話局の名称を支店・営業所に変更（4/1）

全国の電話加入数5,000万を突破（4/17）

INSネット1500のサービス開始（6/27）

情報料回収代行サービス（ダイヤルQ2）開始（7/10）

テレホンカードによる通話料支払い可能に（10/30）

局番なしの「104番」で全国の電話番号案内実施（11/1）

着信短縮ダイヤルサービス（♯ダイヤル）開始（12/25）

キャッチホンとのセット割引開始（3/1）

ディジタル公衆電話機登場（3/19）

遠距離通話料金の値下げ、深夜割引を拡大（3/19）

クレジット通話用カード“NTTカードC”のサービス開始（4/10）

刺しゅう電報「ラン」「バラ」「スヌーピー（ブルー・ピンク）」サービス開始（5）

INS-Pのサービス開始（6/1）

フリーダイヤル通話料金の大口割引開始（6）

記念配当等の実施（6）

1株につき1,000円の記念配当

テレホンカードの贈呈

「市外局番＋104番」の廃止（10/6）

ダイヤルQ2の利用規制実施（10/30）

全国のハローページ無料提供（11/1）

手づくり、デラックス刺しゅう電報のサービス開始（11/1）

番号案内料金費用負担適正化実施（12/1）

東京03地域の市内局番を4桁に一斉切り替え（1/1）

専用線料金の値下げ（3/1）

近距離・遠距離通話料金の値下げ、深夜割引時間帯を拡大（3/19）

株主向け小冊子「NTTis…」発刊（3/25）

夜間電報の見直し（受付・配達時間の変更）（3/31）

ダイヤルQ2のクロスバ交換機からの休止（4）

カード式ピンク電話およびボックス公衆電話からのダイヤルQ2のサービス

休止（5）

デラックスメロディ電報のサービス開始（10/10）

「NTT地球環境憲章」の制定（10）

「NTTの電話料金について−現状と見直しの方向−」を公表（12/20）

3,000円および5,000円のテレホンカードの販売停止（1/4）

うるし電報サービス開始（1/15）

テレジョーズサービス開始（4/1）

50度数テレホンカード等の切り込み変更（4）

遠距離通話料金の値下げ（6/19）

移動体通信事業をNTT移動通信網（株）へ営業譲渡（7/1）

タイ国地方100万回線電話増設事業に係るTT&Tとの契約調印

（11/12）

所有株式数 贈呈内容

1〜4株 105度数カード１枚

5〜9株 320度数カード１枚

10株以上 540度数カード１枚
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1988（昭和63）年

1989（平成元）年

1990（平成2）年



1995（平成7）年

PBXのお買上げ（売切り）方式の実施（11/13）

電力および建築・ビル管理業務を（株）NTTファシリティーズへ移管

（12/1）

事業部別収支の発表（6/30）

信号監視通信サービス開始（7/1）

弔慰用おし花電報（献花）のサービス開始（7/20）

弔慰用刺しゅう電報（和菊）のサービス開始（8/10）

公衆電話の通話料金の改定（10/1）

50bps専用サービスの値上げ（10/1）

ビデオテックス通信網サービスの自然画サービス開始（10/1）

簡易型携帯電話システム（PHS）の実用化実験の開始（10/5）

超高速（150Mbps）専用サービスの開始（10/5）

中・遠距離通話料金の値下げ（10/19）

総合ディジタル通信サービスのパケット通信モードにおける専用利用型B

チャネルパケットサービスのサービス開始（10/26）

テレドームのサービス開始（11/12）

テレワイズのサービス開始（11/19）

テレゴングのサービス開始（11/22）

迷惑電話おことわりサービス試験提供開始（12/20）

「マルチメディア時代に向けてのNTTの基本構想」発表（1/12）

ジェネラル・マジック社との提携発表（1/26）

漢字電報サービス開始（2/1）

HDTV映像伝送サービスの開始（2/1）

メンバーズネットのサービス開始（2/10）

ダイヤルQ2ジャンル別利用規制開始（3/1）

マイクロソフト社との技術提携発表（3/23）

マルチメディア通信の共同利用実験について発表（4/20）

シリコングラフィックス社との提携発表（6/8）

マイクロソフト社との双方向マルチメディアシステムに関する提携発表

（6/22）

テレワイズ・ワイドのサービス開始（7/19）

ベトナム郵電公社との交流に関する覚書の締結（8/1）

迷惑電話おことわりサービス開始（8/22）

ダイヤルQ2一部ジャンル申し込み制開始（9/1）

マルチメディア通信の共同利用実験開始（9）

ニューヨーク証券取引所への上場（9/29）

ロンドン証券取引所への上場（10/12）

NTTパーソナル通信網企画会社を設立（10/14、11月に事業会社へ）

フレームリレーサービス開始（11/7）

阪神・淡路大震災発生（1/17）

被害：交換機（電源系）…28.5万回線

　　　　1/18午前中に復旧

　　　加入者系通信ケーブル…19.3万回線

　　　　電話回線に起因するものは1/31復旧

基本料金および番号案内料金の改定（2/1）

ネットワ−クのオープン化について発表（2/28）

テレチョイスのサービス開始（3/1）

全国の交換機のSPC化完了（3/24）

フィリピン新電電スマート社へ経営参画に関する契約締結（3/27）

公衆電話のテレホンカード対応化完了（赤電話がなくなる）（3/31）

「公−専」片側接続の自由化（4/1）

NTTデータ通信（株）東京証券取引所第二部上場（4/26）

ISDN用DSUの技術移転料の無償化（4/28）

全国の電話加入数6,000万を突破（5）

アメリカピクチャーテル社と提携（5/9）

「NTTカードC・プラス」サービス開始（6/1）

「マルチメディアへの取り組み」を発表（6/7）

PHSサービス開始（7/1）

キャッチホンⅡのサービス開始（7/3）

テレホーダイ1800のサービス開始（8/22）

通信衛星「N-STARa」打ち上げ（8/29）

専用線料金の値下げ（9/1）

セルリレーサービス開始（9/4）

新宿新社屋へ本社移転（9/18）

アクセス系のオープン化について発表（9/28）

基本料金および番号案内料金の改定（10/1）
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1993（平成５）年

1994（平成６）年



1998（平成10）年

テレホーダイ3600のサービス開始（10/19）

インドネシア国内電話網増設事業に係る契約の締結（10/20）

NTT株式の分割（無償交付）実施（1株→1.02株に分割）（11/24）

顧客サービス統合システム「CUSTOM」の全国導入完了（1/16）

INSテレホーダイのサービス開始（2/9）

お話し中調べの専用番号「114番」の新設（2/24）

遠距離通話料金の値下げ（3/19）

専用線料金の改定（4/1）

ボイスワープのサービス開始（6/10）

スーパー・テレワイズのサービス開始（6/19）

アクセス網の光化展開の加速について発表（7/24）

公衆網と専用線との接続の完全自由化（10/30）

INSテレワイズ・ワイドのサービス開始（10/30）

21世紀に向けて変革するNTTのR&D発表（10/30）

NTTの経営形態について発表（12/6）

OCNサービス開始（12/25）

発信電話番号表示（ナンバー・ディスプレイ）サービス試験提供開始（横

浜・名古屋・福岡）（1/28）

遠距離通話料金値下げ（2/3）

INSテレチョイスサービス開始（3/11）

マルチメディア通信の共同利用実験が終了（3月末）

ATMメガリンクサービス開始（4/1）

ナビダイヤルサービス開始（5/1）

インターネットを利用した電報サービス「D-MAIL」開始（5/1）

ボイスワープセレクト、なりわけサービス開始（6/2）

アジア・マルチメディア・フォーラムの設立（シンガポールにて創立総会）

（6/10）

改正NTT法（日本電信電話株式会社等に関する法律）が成立（6/13）、

公布（6/20）

CATV映像伝送サービスの試験提供開始（7/1）

INSネット64・ライトのサービス開始（7/7）

国際特別第二種電気通信事業会社「NTT国際通信株式会社」設立

（7/25）

エンタープライズサービス（専用線）開始（8）

スリランカ・テレコムへの経営参画（8/5）

ソフトウェア関連業務をNTTコミュニケーションウエア（株）へ営業譲渡

（9/1）

米国テリジェント社への経営参画（9/30）

ナンバー・ディスプレイ、ナンバー・アナウンスのサービス開始（横浜・名古

屋・福岡のみ）（10/1）

国際第一種電気通信事業会社「NTT国際ネットワーク株式会社」設立

（10/27）

OCNダイヤルアクセス・ライトのサービス開始（12/5）

エリアプラスのサービス開始（12/11）

China-US太平洋海底光ケーブルネットワーク建設保守契約締結

（12/17）

国内通信網のディジタル化完了（12/17）

遠距離通話料金の値下げ（2/1）

ナンバー・ディスプレイ、ナンバー・アナウンス全国サービス開始（2/1）

タイムプラスサービス開始（首都圏のみ）（2/6）

2010年に向けた電力エネルギー削減ビジョン発表（2/18）

新光アクセスシステム（πシステム）の運用開始（神戸）（3/19）

「接続約款（接続に関する契約約款）」の制定（3/24）

災害用伝言ダイヤル運用開始（3/31）

米国ISPヴェリオ社への出資および業務提携（4/8）

番号案内料金改定および「あんないジョーズ」のサービス開始（5/1）

INSエリアプラスのサービス開始（6/16）

高速光アクセスシステム共同開発についてのベルサウス社との合意

（6/17）

スーパーOCN（第3種オープンコンピューター通信網サービス）のサービス

開始（6/22）

ECビジネスにおける製品開発と市場拡大に向け、マイクロソフト（株）と協

力関係強化を発表（7/16）

ネットワークオーディオ機器「Solid Audio」の開発発表（7/23）

ディジタル専用サービス「ディジタルリーチ」の提供開始（8/7）

北京電信局と合弁で「北京電信NTTエンジニアリング有限会社」を設
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1996（平成8）年

1997（平成9）年



2000 2000（平成12）年

立発表（8/25）

「台湾NTT株式会社」の設立およびアークスターサービスの開始（9/1）

オフトーク通信サービスのISDN対応の開始（10/1）

NTTコードレスホンの無線区画“ディジタル化”宣言（10/8）

「21世紀の情報流通産業に向けて」を発表（10/21）

「タイムプラス」の全国展開およびISDNへの拡大（11/6）

マルチメディアホン「テレッセ」の販売開始（11/20）

NTT番号情報株式会社の設立（12/4）

ATMシェアリンクサービスの提供開始（12/25）

大阪、兵庫06地域の4ケタ市内局番の使用開始（1/1）

「株式会社NTT-ME情報流通」の設立（1/14）

再編成に伴う移行本部の設置、本社各部室、支社など各事業本部の

廃止（1/25）

NTTインフラネット株式会社の設立（1/25）

「2000年問題」への取り組みについて発表（3/9）

ICカード公衆電話の導入（3/24）

ディジタルアクセスの距離制限の撤廃（4/1）

NTT-TE関東、東京、信越の3社合併により、株式会社NTT-MEとし

て営業開始（4/1）

携帯電話、PHSなどからのフリーダイヤル接続の提供開始（4/21）

多国籍企業向けグローバル・ネット・ソリューション事業でAT＆T社と業務

提携発表（4/27）

長距離国際会社「NTTコミュニケーションズ株式会社」の設立（5/28）

フィリピンPLDT社への出資発表（6/4）

再編成

東西会社の設立、営業開始およびNTTコミュニケーションズの営業開始

（7/1）

「ドラえもんDENPO」の販売開始（7/1）

電話帳（ハローページ）へのレッドページの創設発表（7/5）

マジックボックスの提供開始（7/12）

i・ナンバーの提供開始（7/12）

「116」土休日営業の開始（7/31）

事業者識別用の電気通信番号の指定（東日本0036、西日本0039）

（8/3）

i・スクールの試験サービス開始（8/31）

i・アイプランのサービス開始（10/1）

NTTコミュニケーションズ国際電話サービスの提供開始（10/1）

IP接続サービスの試験提供開始（11/1）

キャッチホン・ディスプレイの提供開始（11/1）

中期経営改善施策の公表（11/17）

ADSL接続サービスの試験提供開始（12/10）

NTT東日本の地球環境憲章の制定（12/27）

高性能指紋認証システムの開発（2/10）

料金割引サービス「タイムプラス」と「エリアプラス」の重複契約開始

（3/1）

「株式会社エヌ・ティ・ティ メディアクロス」の設立（3/23）

「Ephelio（イフェリオ）」の提供開始（3/30）

「電話会社選択サービス」の認可申請（4/10）

NTTグループ3カ年経営計画の公表（4/12）

ワイドLANサービスの提供開始（4/14）

FTTH金沢トライアル実験の開始（5/18）

料金割引サービス「INSタイムプラス」と「i・アイプラン」の組み合わせ契

約の開始（6/1）

IP接続サービス「フレッツ・ISDN」の本格提供開始（7/17）

「料金回収（請求・収納）代行」の提供開始（8/1）

「i・スクール」の本格提供の申し込み開始（9/1）

公衆電話設置100年（9/11）

「フレッツ・オフィス」の提供開始（9/12）

ビーバット企画の設立（9/13）

「空いたらお知らせ159」、「ナンバーお知らせ136」などの提供開始

（9/20）

「ケンタくん」「ワリマックス」「ワリビッグ」の提供開始（10/1）

県内市外通話料金の値下げ（10/1）

「高速ディジタル伝送サービス」、「ATM専用サービス」の料金値下げ

（10/1）

プライスキャップ制の適用開始（10/1）
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1999（平成11）年



2002（平成14）年

メガデータネッツの提供開始（10/31）

「INSサービス」が全国で1,000万回線突破（12/8）

DSL事業者に接続料金導入（12/25）

「光・IP通信網サービス（仮称）」の試験提供開始（12/26）

ADSL接続サービス本格提供開始（12/26）

「フレッツ・ADSL」の提供開始（12/26）

光ファイバーの暫定接続料金導入（12/26）

学校向け特別料金の提供開始（1/1）

市内通話料金の値下げ（1/10）

「スーパーケンタくん」、「ケンタくん5」の提供開始（1/11）

「フリーアクセス」、「ナビアクセス」、「AP（エーピー）ナビ」の提供開始

（2/20）

H11接続会計をもとに接続約款変更認可〈長期増分費用方式の適用〉

（2/29）

番号ポータビリティ開始（3）

映像データ通信網サービス「メガライブ（MegaLive）」の提供開始（3）

テレビ東京ブロードバンド株式会社の設立（3/1）

「フレッツ・ISDN」料金値下げ（3/1）

エヌ・ティ・ティ・エデュケーショナルイニシアティブ株式会社の設立（3/7）

「NTT東日本環境報告書2000」の発行（3/14）

「Biportable（バイポータブル）」トライアル開始（3/21）

NTTグループ3カ年計画発表（4/16）

マイライン開始（5/1）

市内通話料金値下げ（5/1）

Lモード提供開始（6/29）

ティーエフエム・インタラクティブ株式会社の設立（7/9）

「フレッツ・ISDN」、「フレッツ・ADSL」料金の値下げ（7/16）

「ボイスボックス」の提供開始（7/26）

光・IP通信網サービス「Bフレッツ」の本格提供開始（8/1）

「フレッツ・ISDN」が全国で100万回線を突破（8/10）

インテル、日本HPと光サービス向けコンテンツ配信トライアル開始（9/14）

フレッツ・ADSL、フレッツ・ISDNの料金値下げ（10/1）

「県内異名義割引サービス」の提供開始 （10/12）

IPビデオ通信サービス「フレッツ・コネクト（仮称）」の試験提供開始

（10/19）

「当面の経営課題に対するNTTの取り組み」（自主的実施計画）発表 

（10/25）

超高速専用サービス「メトロハイリンク」の提供開始（11/1）

Bフレッツの高スループットメニュー「ビジネスタイプ」の提供開始（11/1）

「フレッツ・オンデマンド」の提供開始（11/22）

FOMAとの映像通信を実現するテレビ電話機「Moppet（モペット）」の

販売開始（11/30）

Bフレッツ「マンションタイプ（プラン2）」の提供開始（12/1）

フレッツ・ADSL（1.5Mタイプ）、フレッツ・ISDNの料金値下げ（12/1）

フレッツ・ADSL、フレッツ・ISDNのマイラインプラスとのセット割引開始

（12/1）

IP・ブロードバンド時代に向けた法人営業本部内組織の再編成（12/3）

「iモ−ド」による電報受付開始（12/10）

「＠ビリング（アットビリング）サービス」の提供開始（12/10）

フレッツ・ADSL「8Mタイプ」の提供開始（12/25）

「NTT東日本環境報告書2001」の発行（12/27）

「加入電話・ライトプラン」の提供開始（2/12）

「スーパーワイドLANサービス」の提供開始（3/1）

「フレッツ・グループアクセス」の提供開始（3/12）

「電話回線の線路情報」の提供開始（3/15）

IPv6共同実験の開始（3/19）

NTTグループ3カ年経営計画（2002〜2004年度）発表（4/19）

NTT東西の構造改革（5/1）

超高速専用サービス「スーパーハイリンク」の提供開始（6）

Bフレッツ「ニューファミリータイプ」の提供開始（6/1）

「Mフレッツ」の試験提供開始（6/6）

ユニバーサルサービス基金制度の創設（6/20）

「ネーム・ディスプレイ」の提供開始（7/3）

「NTTブロードバンドプラットフォーム株式会社」の設立（7/15）

特定の回線からの多数の機械的不完了呼発信による輻輳（ふくそう）に

対応するため、電話サービスおよびISDNサービスの契約約款を改正
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2001（平成13）年



2004（平成16）年

（8/2）

電子政府・電子自治体ショールーム「E-Frontier」の開設（9/9）

「フレッツ・セーフティ」の提供開始（10/1）

「フレッツ・ADSL モア」の提供開始（11/8）

全17支店にe-Japan推進室、本社法人営業本部にe-Japan推進部を

設置し、e-Japanビジネスへの営業体制を強化（11/11）

「NTT東日本環境報告書2002」の発行（11/11）

フレッツサービスの広域化について、総務大臣に対して活用業務の認可

申請（11/22）

「フレッツ・ADSL（モア、8Mタイプ、1.5Mタイプ）」の料金値下げ（12/1）

IPv6サービス実験の開始（12/18）

「Mフレッツ」本格提供開始（1/1）

フレッツサービスの東京、神奈川、千葉、埼玉エリアにおける広域化を実施

（3/4）

フレッツのお客さま向け「IP電話対応機器」の提供開始（3/19）

Bフレッツ「ニューファミリータイプ」の料金値下げ（4/1）

「NTTジーピー・エコ株式会社」の設立（4/1）

自治体が整備した光ファイバーなどのインフラ設備と連携した「特定地域

向けIPデータ通信網サービス」の提供開始（秋田県由利郡矢島町）

（4/1）

2003年度、2004年度に適用する長期増分費用方式による接続料金に

ついて接続約款変更の認可申請（4/18、認可は4/22）

「DisneyBB on フレッツ」を立ち上げ、「ディズニーワンダーランド」のプレ

サービスを開始（6/20まで）（5/1）

フレッツサービスのNTT東日本提供エリア全域での広域化実施（6/30）

Bフレッツ「マンションタイプ（プラン2）」の料金値下げ（7/1）

県内均一料金のイーサネットVPNサービス「フラットイーサ」の提供開始

（7/1）

Bフレッツ「アドバンスドサポート」の提供開始（7/11）

「写真Lメール」の提供開始（7/15）

「フレッツ・ADSL モアⅡ」の提供開始（7/22）

「DisneyBB on フレッツ」本格提供開始（7/22）

「J.LEAGUE BB on FLET'S」の配信開始（8/15）

「タカラヅカ on フレッツ」の配信開始（8/18）

フレッツ・ADSL「アドバンスドサポート」の提供開始（9/18）

フレッツ・ADSL「ビジネスタイプ」の提供開始（9/18）

「NTT東日本環境報告書2003」の発行（9/29）

「フリーアクセス」（通話料金着信者払いサービス）における携帯電話・

PHSからの接続開始（10/21）

固定電話からIP電話（050番号）への通話サービスの提供開始

（10/23）

「法人向けIP電話サービス」の提供開始（10/29）

「Bフレッツ ビルタイプ」の提供開始（11/1）

「Bフレッツ ワイヤレスアクセスタイプ」の提供開始（12/1）

「フレッツ・ADSL モアⅡ」などにおける下り伝送速度の最大40Mbps化

を実施（12/17）

「映像通信網サービス」の提供開始（12/24）

「フレッツ・ドットネット」の提供開始（1/6）

通話料金割引サービス「ワリマックス・プラス」の提供開始（1/21）

「フレッツ・ADSL 1.5Mタイプ（電話共用型）」の料金改定（2/9）

「フレッツ・アクセスポート」の提供開始（2/26）

「Bunkamura on フレッツ」の配信開始（3/12）

市場環境の変化に対応した法人営業本部の営業体制強化〜業種・業

態別営業体制をベースに企業グループ単位でのビジネスユニットを構築

〜（4/1）

固定電話から携帯電話への通話サービスの提供開始（4/1）

新映像伝送サービス「モアライブ」の提供開始（4/9）

「Bフレッツ マンションタイプ」におけるVDSL装置（100Mbps）のレンタル

提供開始（5/27）

「Lモード on フレッツ」の提供開始（7/1）

「フレッツ・セーフティ TypeⅡ」の提供開始（7/1）

本社組織の見直し（7/1）

「フレッツ・ADSL モアⅢ」の提供開始（8/6）

「Lモード on フレッツ」タイプⅡの提供開始（9/1）

「フレッツフォン VP1000」の販売開始（9/1）

Bフレッツ「マンションタイプ」の料金値下げ（9/1）
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2003（平成15）年



2006（平成18）年

集合住宅向けIP電話サービス「ひかり電話」の提供開始（9/1）

「Try to ゴルファーズBB on フレッツ」の配信開始（9/17）

「Bフレッツ ハイパーファミリータイプ」の提供開始（11/30）

「NTT東日本環境報告書2004 ―わたしたちの環境経営―」の発行

（11/30）

「フレッツ・スポット」「Mフレッツメイト フレッツ・スポット併用タイプ」の提供開

始（12/1）

「フレッツ・ADSL モアIII ビジネスタイプ」の提供開始（12/20）

基本料（加入電話の回線使用料）の値下げ、プッシュ回線の付加機能

使用料の廃止（1/1）

通話料金割引サービス「イチリッツ」の提供開始（1/1）

テレホンサービスの第1号「天気予報サービス 177」開始から50年（1/1）

「Bフレッツ」の料金値下げ（2/1）

「ひかり電話」の戸建住宅向けサービス提供開始（2/1）

「116」営業時間の延長（2/1）

本社組織の一部見直し（「オフィス営業推進部」を設置）（2/7）

「キャラトップ機動戦士ガンダムSEED DESTINY フレッツEDITION」

の配信開始（2/17）

「フレッツ・セーフティ対応機器」のレンタル提供開始（2/28）

ICカード公衆電話を磁気カード公衆電話へ一本化（2月下旬）

施設設置負担金の値下げ［72,000円（税抜）→36,000円（税抜）］（3/1）

「フレッツ・ドットネット EX」のデュアル回線メニューの追加（3/3）

「フレッツ・オフィス イーサネット」「フレッツ・オフィス ワイド イーサネット」の提

供開始（3/28）

「個人情報保護推進室」を設置（4/1）

「法人向けIP電話サービス」の名称を「ひかり電話ビジネスタイプ」に変更

（4/1）

複数回線の一括請求による基本料割引適用開始（5/1）

「ひかり電話」「ひかり電話ビジネスタイプ」の「災害用伝言ダイヤル

（171）」対応開始（5/1）

「Bフレッツ」が100万契約を突破（5月末）

「ひかり電話」の付加サービス「迷惑電話おことわりサービス」の月額利

用料値下げ（6/1）

「時報サービス 117」開始から50年（6/10）

本社組織の見直し（7/1）

都道県域会社の見直し（7/1）

「災害用ブロードバンド伝言板『web171』」サービスの試行提供開始

（8/30）

株式会社USENと「フレッツ・オンデマンド」上のコンテンツ配信（Gyao）

で提携（10/14）

NTT東日本とNTT西日本の「フレッツ・スポット」で相互ローミングサービス

を開始（10/26）

「フレッツ・アドーガ」の提供開始（10/26）

「NTT東日本CSR報告書2005」の発行（10/31）

「ひかり電話」の「付加サービスセット割引」提供開始（11/1）

無線IP電話機「ひかりパーソナルフォン WI-100HC」の販売開始

（11/10）

「ひかり電話」の付加サービス「複数チャネル（ダブルチャネル）」「追加

番号（マイナンバー）」の提供開始（11/10）

「ひかり電 話」において「FOMA（R）」とテレビ電 話 接 続の開 始

（11/30）

「ひかり電話ビジネスタイプ」において「サービス品質保証制度（SLA）」

の提供開始（12/1）

「フレッツ・ADSL エントリー」の提供開始（12/1）

光ファイバーを利用した多チャンネル放送サービス「光パーフェクTV！」等

の販売に関する運営会社「株式会社オプティキャスト・マーケティング」を

設立（12/19）

「ひかり電話ビジネスタイプ」における「アクセス回線自動切替機能」の提

供開始（1/11）

「ひかり電話ビジネスタイプ」における「音声認識型着信振分機能」の提

供開始（1/17）

「ひかり電話」ご利用のお客さまからのお問い合わせ、トラブル等に迅速

に対応する「光サポートセンタ」を開設（2/1）

「フレッツ・スポット」等ご利用者向け「コンテンツダウンロード」の提供開始

（2/2）

「フレッツ・セッションプラス」の提供開始（2/14）
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2005（平成17）年



2007（平成19）年

ブロードバンドで初。フレッツ・スクウェアで「機動戦士ガンダム」を配信開始

（2/16）

「フレッツ・パーソナルID」の提供開始（3/30）

「Bフレッツ」が2005年度1年間で100万契約増加（3月末）

見直し後のユニバーサルサービス基金制度の運用開始（4/1）

「フレッツナンバー通知機能」「フレッツナンバーアシスト」の提供開始

（4/13）

「フレッツ・グループアクセス Mフレッツオプション」の提供開始（4/13）

「フレッツ・オフィス／フレッツ・オフィス ワイド」における「ユーザ認証代行機

能」のプランを追加（4/13）

お客さまサポートサービス強化に向け「キューアンドエー株式会社」と資本

提携（4/14）

IPテレビ電話端末「フレッツフォン VP1500」の販売開始（4/21）

「Bフレッツ マンションタイプ プラン2ハイパー」「Bフレッツ マンションタイプ

ミニ」の提供開始（4/25）

「Bフレッツ」が200万契約を突破（4月末）

「ひかり電話オフィスタイプ」の提供開始（5/8）

「ひかり電話」「ひかり電話オフィスタイプ」の付加サービス「着信お知ら

せメール」、「FAXお知らせメール」の提供開始（6/1）

NTTインターコミュニケーション・センター（ICC）リニューアルオープン

（6/6）

「ウルトラマンメビウス外伝『ヒカリサーガ』」の配信開始（6/30）

「業務監査室」を設置（7/1）

「ひかり電話A（エース）」の提供開始（7/6）

「フレッツ・レスキュー」の提供開始（7/25）

本社組織の見直し（8/1）

羽田空港に‘無線ブロードバンド’体感スペース《FLET'S SPOT 

CAFE SALUTE》オープン（9/21）

土日・祝日の工事費の値下げなどの実施（10/1）

土日・祝日における故障修理の派遣開始（10/1）

「災害用ブロードバンド伝言板（web171）」の本格運用開始（10/1）

「NTT東日本グループCSR報告書 2006」の発行（10/31）

「フレッツ・オフィス イーサネット」および「フレッツ・オフィス ワイド イーサネッ

ト」の提供エリア拡大（11/10）

電話料金などのクレジットカードによるお支払いの提供開始（11/21）

「Bフレッツ マンションタイプ（光配線方式）」などの提供開始（12/1）

「Bフレッツ」契約者数が「フレッツ・ADSL」契約者数を逆転（12/11）

PLCアダプター「PN-100HD-S」の販売開始（12/19）

次世代ネットワークのフィールドトライアルの開始（12/20）

次世代ネットワークのフィールドトライアルのショールームを開設（12/20）

「Bフレッツ」が300万契約を突破（1/11）

マルチラインIPコードレス電話機の販売開始（1/31）

「フレッツ・ドットネットナンバー」を利用したIPテレビ電話サービスの接続先

拡大（1/31）

ユニバーサルサービス料の適用開始（2/1）

「フレッツ・ウイルスクリア」の提供開始（2/27）

本社組織の見直し（「ITイノベーション部」を設置）（3/1）

「フレッツVPNあんしんサポートプラス」の提供開始（3/13）

IPテレビ電話端末「フレッツフォンVP100」の販売開始（3/20）

フレッツ光で楽しむ氷川きよし「きよし on フレッツ」の提供開始（3/26）

停電時でもひかり電話が利用可能なバックアップサービスの提供開始

（3/28）

「Bフレッツ」が2006年度1年間で150万契約増加（3月末）

次世代ネットワークのフィールドトライアルのモニターへのサービス提供開始

（4/27）

「DIAL（ダイヤル）104」サービスの提供開始（7/1）

情報漏えいの防止に向けた「キーワード指定型ファイル検索削除ソリュー

ション」の提供開始（7/2）

「フレッツ ホームセキュリティ」の販売開始（7/27）

「Bフレッツ」が400万契約を突破（8/8）

株式会社NTT東日本ソリューションズの設立（9/4）

「ひかり電話」サービスにおける停電対応機器のレンタル提供開始

（9/21）

「Bフレッツ」ご契約者向けの遠隔サポートサービス「リモートサポートサービ

ス」の提供開始（10/1）

「ひかり電話ビジネスタイプ」の対応機器として、スマートフォン「hTc Z」を
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2009（平成21）年

新たに追加（10/23）

次世代ネットワーク（NGN）を用いた商用サービスの認可申請（10/25）

任天堂とNTT東日本・NTT西日本における「WiiR」と「フレッツ光」との

接続推進に向けた協業開始（11/29）

「Bフレッツ ビルタイプ」を「Bフレッツ マンションタイプ アドバンスドサポー

ト」に名称変更（12/1）

BCPソリューション新メニュー中堅企業向け「Ephelio DR」の提供開始

（12/18）

「ユニバーサルサービス料」の変更［7円（税抜）⇒6円（税抜）］（1/1）

加入者光ファイバー接続料金の認可申請（1/9）

「Bフレッツ ハイパーファミリータイプ アドバンスドサポート」のサービス提供

開始（1/25）

「Bフレッツ」におけるIPv6映像視聴等機能の標準装備化（3/3）

ひかり電話専用ホームテレホン「IPテレホンUD」の販売開始（3/19）

次世代ネットワーク（NGN）商用サービス「フレッツ 光ネクスト」等の提供

開始（3/31）

フレッツ 光ネクスト向け「ひかり電話オフィスタイプ」対応アダプターの販

売開始（3/31）

「フレッツVPNあんしんサポート インフォメーションプラス」の提供開始

（4/4）

「フレッツ光」が500万契約を突破（4/8）

「フレッツ 光ネクスト マンションタイプミニ 光配線方式」および「Bフレッツ 

マンションタイプ ミニハイパー 光配線方式」の提供開始（5/1）

株式会社タニタとの協業による、健康計測機器とフレッツ光で、身体情

報を自動的に蓄積・管理するサービスの提供開始（5/30）

「セットアップサービス」の提供開始（6/1）

「株式会社NTT東日本プロパティーズ」の設立（7/1）

「Bフレッツ」における保守サービスを「24時間出張修理オプション」として

提供開始（7/1）

「スカパー！光 ホームタイプ ワイド」および「フレッツ・テレビ」を提供開始

（7/1）

「Mフレッツ」サービスの新規申し込み受付の終了（7/23）

次世代ネットワーク（NGN）商用化サービス「フレッツ 光ネクスト」のサービ

ス提供地域の拡大（7/23）

「フレッツ・VPN ゲート」の新メニュー提供開始（8/18）

「フレッツ・VPN ワイド」の提供開始（8/18）

「ひかり電話」および「ひかり電話オフィスタイプ」における相互接続先の

拡大（9/9）

「フレッツ光」が東日本、西日本合計1,000万契約を突破（9/14）

「NTT EeeBoxB202」の販売開始（10/2）

「フレッツ 光ネクスト」の法人向け新メニュー「フレッツ 光ネクスト ビジネス

タイプ」の提供開始（10/2）

安心・快適な学習環境の提供に向けたベネッセとの協業（11/19）

緊急地震速報受信端末「DW-100」の販売開始（11/21）

「フレッツ 光ネクスト」に対応した「フレッツ・セッションプラス」の提供開始

（12/18）

「フレッツ光」が600万契約を突破（1/4）

「Ephelioデータセンター」における新メニュー等の提供開始（1/15）

NGNを活用したデジタルシネマ普及に向けたTOHOシネマズ、角川シネ

プレックスとの協業（1/20）

「フレッツ・レスキュー」の新規申し込み受付終了（1/27）

「ひかり電話」サービスにおける「無線LAN内蔵ひかり電話対応ルー

ター」のレンタル提供開始（1/30）

「Mフレッツ」サービスの提供終了（1/31）

「ユニバーサルサービス料」の変更［6円（税抜）⇒8円（税抜）］（2/1）

パソコンから「ひかり電話」を利用できる「ひかりソフトフォン」の提供開始

（2/3）

「フレッツ 光ネクスト」ご契約者向け「フレッツ・スポット」の提供開始（2/3）

「フレッツ・キャスト」のメニュー追加（2/4）

ブロードバンド多機能映像受信端末「Picture Mate1000R」の販売開始

（2/18）

高音質電話機 ひかりクリアフォン「HQ-100」の販売開始（2/18）

NGNのイーサネットサービス「ビジネスイーサ ワイド」の「ひかり電話ビジネス

タイプ」への対応開始（2/23）

地域に根ざした放送・通信の新たな形態の実現に向けたケーブルテレビ

山形との協業（2/27）
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10 2010（平成22）年

「光LINK」シリーズ第一弾、光フォトフレーム「SPF-86V」の販売開始

（3/2）

「Bフレッツ ワイヤレスアクセスタイプ」の新規申し込み受付終了（3/10）

オンラインフォトプリントサービスの提供に向けた日本HPとの協業（3/24）

「フレッツ・グループアクセス ライト」、「フレッツ・アクセスポート」の新規申し

込み受付終了（3/31）

「フレッツ・VPN ゲート」のラインアップ拡充（4/20）

「ビジネスイーサ」における「ビジネスサービス故障通知」の提供開始

（4/20）

「ひかり電話オフィスタイプ」などにおける「グループ通話定額」の提供開

始（5/19）

より安心・便利な生命保険・健康支援サービスの提供に向けたライフネッ

ト生命保険との協業（5/19）

環境負荷低減に向けた取り組み強化、本社組織名称の変更（「環境

対策室」を「グリーン推進室」へ名称変更）（5/27）

安心・快適な基幹業務運用環境の提供に向けたOBCとの協業（6/3）

本社組織の見直し（「ビジネス＆オフィス事業推進本部」を設置）（7/1）

「リモートサポートサービス」が100万契約を突破（7/5）

「光LINK」シリーズ　リビングPC「光BOX」の販売開始（7/16）

「フレッツ・レスキュー」サービス提供終了（7/24）

「ケーブルテレビ山形＆フレッツ光」の提供開始（9/1）

「フレッツ・キャスト」に対応した「回線情報通知機能」の提供開始

（9/16）

「Bフレッツ ワイヤレスアクセスタイプ」のサービス提供終了（9/30）

「フレッツ 光ネクスト ファミリー・ハイスピードタイプ」および「フレッツ 光ネクス

ト マンション・ハイスピードタイプ」の提供開始（10/1）

「フレッツ光」が700万契約を突破（10/13）

「スターバックス コーヒー」店舗での「フレッツ・スポット」の提供開始

（11/1）

「フレッツ・テレビ 建物一括契約プラン」の提供開始（11/18）

「ニューデジタルケーブル＆フレッツ光」の提供開始（12/1）

「フレッツ光メンバーズクラブ」の開始（12/8）

「フレッツ・ソフト配信サービス」および「フレッツ・まとめて支払い」の提供

開始（12/22）

フレッツオフィス「ゲートウェイ機能」の新規申し込みおよびサービス提供終

了（2/10）

塩釜ケーブルテレビ株式会社（現 宮城ケーブル株式会社）との協業

（2/24）

「リモートサポートサービス」が150万契約を突破（3/7）

「フレッツ・ウイルスクリア」が100万契約を突破（3/12）

「ひかり電話オフィスA」の提供開始（3/30）

株式会社リコー、富士ゼロックス株式会社との協業（3/31）

「APナビ」、「ナビアクセス」のサービス提供終了（3/31）

「Lモード」のサービス提供終了（3/31）

本社組織の見直し（「情報セキュリティ推進部」の設置）（4/1）

アデコ株式会社との協業（4/15）

「フレッツ・VPN ゲート」のラインアップ拡充（4/26）

NTTグループ省エネ性能ガイドラインの導入（5/1）

株式会社東芝および東芝グループ各社との包括的協業（5/10）

「フレッツ・スポット」の料金値下げ（6/1）

「データコネクト」対応アダプターの販売開始（6/1）

「データコネクト」の提供開始（6/1）

「ひかり電話ナンバーゲート」の提供開始（6/1）

アイチケットとNTT東日本の協業（6/3）

「フレッツ・ウイルスクリア 管理ツール」の提供開始（6/7）

PT. Telekomunikasi Indonesia Tbk（インドネシアPTテレコム）との覚

書の締結（6/10）

「光ポータブル」予約受付の開始（6/17）

「Bフレッツ ファミリータイプ」のサービス提供の終了（6/30）

「オフィスまるごとサポート」の提供開始（6/30）

株式会社NTT東日本-東京の設立（株式会社NTT東日本-東京南、東

京中央、東京北、東京東、東京西を統合）（7/1）

「フレッツ・テレビ 建物一括契約プラン」の料金値下げ（7/1）

オムロンとの協業による法人向け環境ソリューションの提供開始（8/4）

「宮城ケーブルテレビ＆フレッツ光」の提供開始（8/4）

福島県南会津町・三春町において、光ファイバー網を利用した遠隔健康
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2012（平成24）年

管理に関する実証実験開始（8/10）

「フレッツ光」が800万契約を突破（8/22）

ショールーム「光HOUSE」をオープン（8/26）

「フレッツ光メンバーズクラブ」会員数が100万会員を突破（9/28）

「フレッツ光」マンションタイプ ミニのサービス提供条件見直し（10/15）

クラウド対応デバイスサーバー「N-TRANSFER（エヌトランスファー）」の

販売開始（10/31）

PSTNのマイグレーションに関する概括的展望を公表（11/2）

「リモートサポートサービス」が200万契約を突破（11/24）

「フレッツ・マーケット」と「光iフレーム」の提供開始（11/25）

「PC省エネサポート」を「フレッツ光メンバーズクラブ」のポイントプログラム

交換アイテムとして提供開始（11/30）

Vietnam Posts and Telecommunications Group（ベトナム郵電公社）

との「ベトナムでのFTTH・NGN分野における今後の共同ビジネスの事

業性を検討する旨の覚書」の締結（12/2）

「ユニバーサルサービス料」の変更［8円（税抜）⇒7円（税抜）］（2/1）

集合住宅における在宅高齢者向けサービスの実現に向けたプロジェクト

（UR都市機構、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、イーソリューションズ

株式会社との協業）の開始（2/4）

IPテレビ電話端末「ひかりフレッツフォン VP3000」の販売開始（2/16）

「学校向け特別料金」のメニュー拡充（4/1）

NTT西日本とヤマハ株式会社との協業による遠隔地間を繋ぐ演奏環

境ソリューションの提供開始（4/30）

エプソン販売株式会社とのオフィスICT分野における協業開始（5/30）

キヤノンマーケティングジャパン株式会社とのオフィスICT分野における協

業開始（5/31）

「フレッツ 光ネクスト」におけるインターネット（IPv6 PPPoE）接続の提供

開始およびIPv6アドレスによるインターネットサービスへの対応開始（6/1）

「フレッツ 光ライト」の提供開始（東京、神奈川、千葉、埼玉、北海道、群

馬、栃木、山梨、長野、茨城、新潟）（6/1）

店舗等におけるWi-Fiアクセスポイント導入に関するフィールドトライアルの

開始（6/8）

地域医療連携基盤「タイムライン連携システム」の運用トライアル開始

（6/10）

「NTT東日本−電力見える化サービス（仮称）」のトライアル開始（7/1）

「フレッツ 光ライト」の提供開始（青森、秋田、山形、福島）（7/1）

地域コミュニティにおける「生活インフラ」の構築に向けた協業（株式会

社セブン＆アイホールディングス）の開始（7/6）

「フレッツ 光ネクスト」におけるインターネット（IPv6 IPoE）接続および「フ

レッツ v6オプション」の提供開始（7/21）

宮城県山元町における「買い物支援」の共同展開（株式会社セブン＆

アイホールディングス）の開始（7/30）

「フレッツ 光ライト」の提供開始（宮城、岩手）（8/1）

「フレッツジョイント」の提供開始（8/2）

「フレッツ光」が900万契約を突破（9/4）

NTT東日本とぐるなびとのWi-Fi環境の拡大および付加価値サービス

提供に関する協業開始（11/16）

光ポータブル「Wi-Fiクレードル」の提供開始（11/18）

セブン＆アイ店舗での公衆無線LANサービス提供開始（12/1）

「ひかり電話」から発信可能な番号（テレドーム）の追加（12/7）

「光iフレーム2」の提供開始（12/9）

「光i フレーム」を用いた地域住民向けアプリケーション「ユーカリが丘アプ

リ」内での特産品販売サービス「仮想物産館」を提供開始（12/9）

「光ステーション」の提供開始（12/22）

「ユニバーサルサービス料」の変更［7円（税抜）⇒5円（税抜）］（1/1）

電力見える化サービス「フレッツ・ミルエネ」の提供開始（1/25）

NTT東日本データセンターを活用した南三陸町との共同実証実験の開

始（2/1）

医療法人鉄蕉会 亀田総合病院グループとNTTグループによる在宅医

療の推進を支える遠隔医療共同実証トライアルの開始（2/1）

社会福祉協議会（神奈川県南足柄市）・地元企業（新潟県柏崎市）等

が行う買い物支援との連携（2/16）

ひかり電話ルーターに接続できるモバイル充電バッテリー「光モバイル

バッテリー」の販売開始（2/29）

「フレッツ光」の新たな料金プラン「にねん割」の提供開始（3/1）

「自由が丘 光Wi-Fiシティー計画」の展開（3/30）
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2013（平成25）年

「Bizひかりクラウド お出かけデマンド」のサービス提供開始（4/1）

「光iフレーム2」を活用した家庭内での新たな学びの形 幼児・小学校低

学年向けの通信教育「デジタルZ」を提供開始（4/1）

「フレッツおでかけパック」の販売開始（4/20）

スクウェア・エニックス、任天堂とNTT東日本、NTT西日本の協業

（5/16）

「フレッツ・v6 オプション」の提供条件の変更（5/29）

「Bizひかりクラウド 安心サーバーホスティング」および「Bizひかりクラウド 

安心データバックアップ」の提供開始（6/1）

「フレッツ光」における工事費の変更（分割払い（24回）の導入、工事費

のシンプル化）（6/1）

公立大学法人会津大学とNTT東日本との連携協力基本協定の締結

（6/5）

電力見える化サービス「フレッツ・ミルエネ」対応機器の経産省HEMS導

入事業補助対象機器認定および「フレッツ・ミルエネお手軽パック（補助

金対象）」の販売開始（6/19）

「光BOX2」の販売開始（6/20）

「ひかり電話」を利用した映像コミュニケーションサービスの利用促進に

向けた、通信料金着信者払いサービス「フリーアクセス ネクスト」の提供

開始（6/28）

公衆電話設置場所の公開（6/29）

NTT東日本のサービスのお問い合わせ・お申し込み受付窓口（「116」お

よび、「0120−116116」）の受付時間変更（「116」午前9時〜午後9時

⇒午前9時〜午後5時、「0120−116116」午前9時〜午後9時⇒午前9

時〜午後7時）（7/1）

「ユニバーサルサービス料」の変更［5円（税抜）⇒3円（税抜）］（7/1）

ひかり電話を利用した高品質なテレビ電話の定額サービス「テレビ電話

チョイス定額」の提供開始（7/1）

NTT東日本の事業所内保育所「DAI★KIDS初台」オープン（7/3）

「光タイムライン」診療情報連携システムの提供開始（7/12）

フレッツ光＆光BOX2を活用した「テレビではじめよう！サミットネットスー

パー」サービスの開始（7/24）

「フレッツ・スポット」の既存エリアにおいて、Web認証方式の提供開始

（8/8〜）

NTTル・パルクのコインパーキングをWi-Fi化（8/17〜）

「フレッツ光メンバーズクラブ」が300万会員を突破（8/27）

「災害用伝言板（web171）」の提供開始（8/31）

「フレッツ光」マンション向けサービスの料金値下げ（9/1）

株式会社城南進学研究社との協業による「光iフレーム2」限定版教材

「くぼたのうけんアプリ」の提供開始（9/7）

NTTインターコミュニケーション・センターの活動による「メセナ アワード 

2012」における「文化庁長官賞」の受賞（10/4）

小規模集合住宅向け「フレッツ 光WiFiアクセス」の提供開始（11/1）

「ひかりDUETTO NY1」の販売開始（11/21）

山梨県、NTTデータおよびNTT東日本による、外国人観光客向けの集

客・購買促進に向けたWi-Fiスポットを活用したフィールドトライアル開始

（11/22）

新規加入促進キャンペーン（「思いっきり割」）の実施（12/1〜）

株式会社 USENとの協業による「USEN on フレッツ・マーケット」の提

供開始（12/1）

高画質映像コミュニケーション端末「ひかりシェアプレイス」の販売開始

（12/20）

「フレッツ・キャスト シェア」の提供開始（1/7）

長野灯明まつり事務局およびNTT東日本、NECによる、Wi-Fiスポット

を活用したスマホ向けプッシュ配信トライアル実施（1/26〜2/28）

「ひかり電話オフィスA（エース）」のサービス拡充（広域イーサネットサービス

「ビジネスイーサワイド」追加）（最大チャネル数100チャネルから300チャネ

ル、最大電話番号数300番号から7,000番号へ）（2/28）

東北ICT推進室の設置（3/1）

「にねん割」の集合住宅向けサービスへの提供開始（3/1）

中堅中小企業・SOHO市場におけるICT利活用の促進に向けた日本マ

イクロソフト株式会社およびデル株式会社との協業開始（3/5）

「単身＆かぞく応援アプリ」の提供開始（3/18）

「光BOX3」の販売開始（4/5）

株式会社TSUTAYA.comとの提携による「TSUTAYA Stick」の提

供開始（4/17）
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2014（平成26）年

日本ネットワークイネイブラー株式会社との「フレッツ・ジョイント」を活用した

「v6プラス」の提供開始（4/18）

「オフィスまるごとサポート ITサポート type I（タイプアイ）」の提供開始

（5/21）

「フレッツ光」の請求グループごとに月額利用料金を割引く「単身＆かぞ

く応援割」の提供開始（6/1）

大学学務システムのクラウド化推進に向けた協業（日本システム技術株

式会社、株式会社システムディ、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ九州）

（6/26）

「ビジネス開発本部」の新設、「営業推進本部」、「ビジネス＆オフィス営業

推進本部」、「ネットワーク事業推進本部」の4本部体制への本社組織

再編（7/1）

サービスおよび料金に関するお問い合わせ窓口等の受付時間変更

（「0120-116116」午前9時〜午後7時⇒午前9時〜午後5時、「料金請

求書等に記載のお問い合わせ電話番号」午前9時〜午後9時⇒午前9

時〜午後5時、「0120-019000」午前9時〜午後6時⇒午前9時〜午後

5時）（7/1）

診療所向け電子カルテサービス「Bizひかりクラウド Future Clinic 21 

ワープ」の提供開始（7/1）

NTT東日本、慶應義塾大学SFC研究所、大学共同利用機関法人　

情報・システム研究機構　国立情報学研究所、NTT、パナソニック シス

テムネットワークス株式会社による『モノのネットワークとクラウドを融合する

ネットワークサービス基盤』の共同研究開発開始（7/2）

「Bizひかりクラウド 安心データバックアップ エージェント方式」の提供開

始（7/17）

「フレッツ・あずけ〜る」の提供開始（7/29）

NTT東日本、株式会社リクルートライフスタイルによる観光地O2Oモデル

のトライアルを開始（8/8）

「Bizひかりクラウド おまかせ校務」の提供開始（8/23）

「オフィスまるごとサポート 複合機おまかせサポート」の提供開始（9/6）

「フレッツ光」の初期工事費の分割払いの支払い回数を変更（24回

→30回）（10/1）

「フレッツ 光ライト ファミリータイプ」を「思いっきり割」対象サービスに追加

（10/1）

「Bizひかりクラウド 安否確認サービス」の提供開始（10/4）

「フレッツ光」が1,000万契約を突破（10/12）

NTT東日本、NTTによる「ARサポート機能」に関する実証実験の開始

（10/25）

「ひかりFAX」の提供開始（11/13）

「XP更改支援サービス」の提供開始（12/2）

東北全域における外国人旅行者向け無料Wi-Fiサービスの規模拡大

（12/16）

「ひかり電話」付加サービス「グループダイヤリング」、「コールセレクト」の

提供開始（12/18）

防災とボランティア週間において光ステーションの体験利用を開始

（1/15）

「フレッツ光おトクマーケット」の開設（1/28）

「NAVITIME for Japan Travel」にて 光ステーションの位置が検索で

きる「無料Wi-Fiスポット検索」機能を提供開始（2/14）

「災害募金サービス」の提供開始（3/1）

「2014 J-Winダイバーシティ・アワード（企業賞）」のベーシック部門におい

て、「ベーシックアチーブメント準大賞」を受賞（3/7）

「フレッツ 光ネクスト プライオ」の提供開始（3/24）

「ラクレジ」および「ラクPOPボード」の提供開始（3/31）

「フレッツ光メンバーズクラブ」が500万会員を突破（4/11）

「Bizひかりクラウド 被災者生活再建支援システム」の提供開始（6/20）

「フレッツ・あずけ～るPROプラン」の提供開始（6/24）

日本航空株式会社とNTT東日本の訪日外国人観光客向け無料

Wi-Fiサービスに関する提携を開始（6月下旬）

業務運営体制の見直し（現行17支店の「6事業部・29支店」への再編

成、地域子会社などの再編成、116などフロント系業務の一元化）（7/1）

「フレッツ 光ネクスト ギガファミリー・スマートタイプ」「フレッツ 光ネクスト ギガ

マンション・スマートタイプ」の提供開始（7/1）

株式会社global bridgeとの提携による保育園運営管理システムの提

供開始（7/9）

小型ONUの実装デバイス普及に向け、インターフェース仕様を開示
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2016（平成28）年

（7/28）

「光回線監視サービス」の提供開始（7/31）

「フレッツ・VPN プライオ」の提供開始（8/20）

光ステーションのWi-Fiインターネット接続時の「Japan Connected-free 

Wi-Fi」アプリ対応開始（8/26）

公衆電話および災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置場所が、

「Google 防災マップ」に掲載

経済産業省「大規模HEMS情報基盤整備事業」への参画を開始（9月

上旬〜）

固定電話からPHSへの通話サービスの提供開始（10/1）

IEEE802.11acに対応した光ステーションのWi-Fiルーターの提供開始

（10/1）

「被災者生活再建支援システム」が2014年度グッドデザイン賞を受賞

（10/1）

「光コラボレーションモデル」の提供条件などをNTT東日本ホームページ

に開示（10/16）

「O2Oクラウドサービス」の提供開始について（11/4）

「ギガらくWi-Fi」の提供開始（12/1）

「フレッツ 光ネクスト ファミリー・ギガラインタイプ」および「フレッツ 光ネクスト 

マンション・ギガラインタイプ」の提供開始（12/1）

「オフィスまるごとサポート ITサポート プラン・ミニ ライト」の提供開始およ

びエントリーパック割引額の一部見直しを実施（12/10）

「ユニバーサルサービス料」の変更［3円（税抜）⇒2円（税抜）］（1/1）

「光コラボレーションモデル」の提供開始（2/1）

「ひかり電話」、「フレッツ・テレビ伝送サービス」の工事費の一部見直し、

およびフレッツ光の移転工事費における分割払いを導入（2/1）

シンラ・テクノロジー、NTT東日本、テコラスによる次世代クラウドゲームの

テクニカルβテストを開始（2/17）

フレッツ光の工事費を変更（4/1）

「フレッツ・テレビ」および「スカパー！プレミアムサービス光」による4K放送

サービスの提供開始（4/4）

「オフィスまるごとサポート スマートデバイスマネジメント」の提供開始（4/7）

「MS Office Online on あずけ〜る」の提供開始（4/15）

タカラベルモントとNTT東日本の共同開発により、理美容サロン向けタブ

レットPOSシステム「SALONPOS Lite」をタカラベルモントが提供開始

（4/15）

学習支援クラウドサービス「おまかせ教室」の提供開始（4/27）

故障受付「113」とお話し中調べ「114」の土日・祝日における受付方法

を変更（土日・祝日の昼間帯［午前9時〜午後5時］の録音による受付⇒

オペレーターによる受付）（5/16）

「フレッツ・ミルエネ事業者向けプラン」の提供開始（6/1）

「フレッツ・キャスト」経由のAWSダイレクト接続検証環境の提供開始

（6/8）

フレッツ光の小型ONUの提供開始（6/30）

「光コラボレーションモデル」における光アクセスサービスが100万契約突

破（7/5）

オフィス向けクラウド型サイネージサービス「ギガらくサイネージ」の提供開始

（9/1）

Bizひかりクラウド被災者生活再建支援システムがASPICクラウドアワー

ド2015にてベスト社会貢献賞を受賞（10/17）

クラウド型映像配信プラットフォームサービス「ひかりクラウド スマートビデ

オ」の提供開始（11/13）

クラウド型学習プラットフォームサービス「ひかりクラウド スマートスタディ」の

提供開始（11/13）

「光コラボレーションモデル」における光アクセスサービスが200万契約突

破（11/15）

中堅・中小事業所向けビジネスフォン「SmartNetcommunity αA1 

Standard」を提供開始（12/10）

スマートフォンを活用した業務効率化を実現する「αUC」の提供開始

（12/16）

「ビジネスイーサ プレミア」の提供開始（12/21）

安心機器補償サービス「なおせ〜る」の提供開始（1/20）

クラウド型PBXサービス「ひかりクラウドPBX」の提供開始（1/21）

フレッツ光の料金プラン「にねん割」の更新月（解約金をお支払いいただ

かない期間）を変更（利用期間満了月の「翌1カ月間」⇒「翌2カ月間」）

（3/1）
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2015（平成27）年



二段階定額サービス「フレッツ光 ライトプラス」の提供開始（3/1）

公衆電話ボックスのWi-Fi設備設置場所向けスペース貸し出し開始

（3/4）

企業向けサポートサービス「オフィスまるごとサポート（ITサポート＆セキュリ

ティ）」の提供開始（3/7）

「フレッツ・あずけ〜る」、「フレッツ・あずけ〜るPROプラン」、並びに「Biz

ひかりクラウド安心サーバーホスティング」が「クラウドセキュリティ（CS）ゴー

ルドマーク」を取得（3/8）

NTT東日本が「平成27年度 新・ダイバーシティ経営企業100選」を受賞

（3/16）

登録可能な電話番号の追加や「災害用伝言板（web171）」との連携

機能の追加など「災害用伝言ダイヤル（171）」の機能拡充（3/18）

「光コラボレーションモデル」における光アクセスサービスが300万契約突

破（3/23）

「ひかり電話」における「FOMA」とのテレビ電話接続の終了（3/31）

「ひかりソフトフォン」の提供終了（3/31）

NTT東日本東北病院を東北薬科大学へ事業譲渡（4/1）

クラウド型カメラモニタリング・録画サービス「ギガらくカメラ」の提供開始

（4/25）

飯田ケーブルテレビとNTT東日本の協業による「飯田ケーブルテレビ＆フ

レッツ光」の提供開始（4/27）

「フレッツ・スポット」および「光ポータブル」の新規申し込み受付終了

（4/28）

「光ステーション」の無料Wi-Fiインターネット接続時間を変更（1回15分：

1日あたり2回まで⇒1回60分：1日の回数制限なし）（5/25）

「ギガらくWi-Fi」が「MM総研大賞2016」において話題賞を受賞

（6/15）

タブレット端末がより直感的に操作できる企業向けプラットフォームサービス

「かんたんタブレットサービス」の提供開始（6/28）

「フレッツ・ADSL」の新規申し込み受付終了（6/30）

2017冬季アジア札幌大会 ゴールドパートナー（第1号）に決定（7/1）

「ユニバーサルサービス料」の変更［2円（税抜）⇒3円（税抜）］（7/1）

女性活躍推進法に基づく優良企業認定マーク「えるぼし」最高位の3段
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2017（平成29）年

階目に認定（7/8）

他社セキュリティソフトウェアとNTT東日本サポートサービスのパッケージ

「おまかせまるごとアンチウイルス」の販売開始（7/12）

「フレッツ・マーケット」および「光iフレーム／光iフレーム2」レンタルサービス

の新規申し込み受付終了（7/31）

「光コラボレーションモデル」における光アクセスサービスが400万契約突

破（8/3）

クラウド型ロボットプラットフォームサービス「ロボコネクト」の提供開始（9/1）

クラウドから閉域ネットワークまでをワンストップで簡単に導入する「クラウド

ゲートウェイ アプリパッケージ」の提供開始（9/1）

「フレッツ・ミルエネ対応サービスゲートウェイ」の提供開始（10/3）

信頼性の高い閉域ネットワーク経由でのクラウド利用を実現する「クラウド

ゲートウェイ クロスコネクト」の提供開始（10/11）

家庭などの電力利用情報を集約・提供するプラットフォーム「HEMS情報

コネクト」の提供開始（10/14）

東日本地域における「フレッツ光」「コラボ光」の契約数が1,100万を突破

（10月末）

耳や言葉の不自由な方向け外出先での新たなコミュニケーションツール

「電話お願い手帳Web版／アプリ版」の提供開始（12/21）

「ユニバーサルサービス料」の変更［3円（税抜）⇒2円（税抜）］（1/1）

「フレッツ・キャスト」エントリープランおよび配信エリア拡大オプションなどの

提供開始（1/4）

「光コラボレーションモデル」における光アクセスサービスが500万契約突

破（1/29）

NTT東日本、NTT西日本が提供する「フレッツ光」「コラボ光」の契約数

が2,000万契約に到達（2/21）

「ギガらくカメラ」の新プラン（『1秒3コマプラン』、『イベント検知録画プラ

ン』）を提供開始（3/21）

狭山ケーブルテレビとNTT東日本の協業による「さやまケーブルテレビ＆

フレッツ光」の提供開始（3/25）

NTT東日本がお客さまのICT環境の構築・運用を一元的にサポート・管

理するサービス「まるらくオフィス」の提供開始（3/31）

固定電話のIP網移行後のサービスおよび移行スケジュールを公表
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（4/6）

法人向けクラウド型ウイルス対策サービス「おまかせアンチウイルス」の提

供開始（4/24）

「クラウドゲートウェイ サーバーホスティング」の提供開始（5/19）

NTT東日本の「トータルセキュリティ対策の推進」が「MM総研大賞

2017」において、スマートソリューション部門 セキュリティ分野 最優秀賞を

受賞（6/19）

セキュリティインシデント監視、復旧支援サービス「おまかせサイバーみまも

り」を提供開始（6/29）

本社などの組織の一部見直しを実施（「東京オリンピック・パラリンピック

推進室」の設置、「ビジネスイノベーション部」の設置、「ビジネス＆オフィス

営業推進本部」を「ビジネスイノベーション本部」へ改称、 「ダイバーシティ

推進室」を総務人事部長直結の組織化）（7/1）

「ユニバーサルサービス料」の変更［2円（税抜）⇒3円（税抜）］（7/1）

文化観光業界特化型AI翻訳サービス「ひかりクラウド cototoba」を提供

開始（7/3）

「ギガらくサイネージ」にリアルタイム配信機能などを追加（7/10）

第88回 都市対抗野球大会において36年ぶり2回目の優勝・黒獅子旗

獲得（7/25）

手軽に電話環境を構築できる「オフィステレフォン」の提供開始（7/31）

「光コラボレーションモデル」における光アクセスサービスが600万契約突

破に（9/6）

「転換器」の新規レンタルお申し込み受付終了について（9/11）

「クラウドゲートウェイ クロスコネクト」で「Microsoft Azure」の閉域接続

が利用可能に（10/11）

サポート付き簡単Wi-Fi「ギガらくWi‐Fi」のサービス拡充（『カメラオプショ

ン』の追加）（10/16）

固定電話のIP網への移行後のサービスおよび移行スケジュールを公表

（10/17）

中小企業・SOHOのお客さま向け機器補償サービス「なおせ〜るPRO」

の提供開始（10/23）

「フレッツ光」提供エリアにおける「フレッツ・ADSL」の提供終了について

公表（11/30）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

2018（平成30）年

「フレッツ光」提供エリアにおける「フレッツ・ISDN」の新規申込受付終了

について公表（11/30）

「ロボコネクト」のAPI、OEMおよび「対話回数追加オプション」の提供

開始（12/22）

「ユニバーサルサービス料」の変更［3円（税抜）⇒2円（税抜）］（1/1）

電報サービスの受付・配達時間などの見直し（1/1）

サポート付きでお手軽なIoTパッケージの提供開始（1/18）

「クラウドゲートウェイ アプリパッケージ」におけるクラウド管理ASPメニュー

など［クラウド管理ASPメニュー、Webメニュー スタンダード（通信料定

額）］の提供開始（1/31）

「クラウドゲートウェイ クロスコネクト」におけるNTT東日本データセンター接

続の提供開始（2/5）

ベトナムの公営デベロッパー「BECAMEX IDC Corp.」との覚書の締

結について（3/26）

「クラウドゲートウェイ アプリパッケージ」の全国提供（オプションサービスに

『西日本エリア接続オプション』を追加）を開始（3/30）

公衆無線LANアクセスポイントサービス「光ステーション」の新規申込受

付終了（3/31）

「Bフレッツ ニューファミリータイプ」などのサービス提供の終了について公

表（4/9）

「ラクレジ」の新規申込受付終了（5/9）

「ギガらくWi-Fi IoTサポートオプション」が「MM総研大賞2018」におい

てスマートソリューション部門 IoT分野で最優秀賞を受賞（6/18）

AI・IoT技術の社会実装を加速させる「スマートイノベーションラボ」を設立

（6/28）

「チームふくしま」のひまわり畑への「eセンシング For アグリ」を活用した

技術支援（7/5）

光回線を使ったテレビサービスにおける新4K8K衛星放送対応の実現

（7/12）

万引き防止AIサービス「AIガードマン」の提供開始（7/30）

NTTグループにおけるCDOの設置（8/1）

「シルバーベル」の新規レンタルお申し込み受付終了（8/24）

行田ケーブルテレビとNTT東日本の協業による「行田ケーブルテレビ＆フ
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レッツ光」の提供開始（9/5）

「Amazon Web Services」、「Microsoft Azure」の販売開始（10/26）

「ギガらくカメラ」の新プラン「ギガらくカメラ クラウドプラン」の提供開始

（10/30）

ブータン国における通信分野の災害対策強化に向けた国際協力プロ

ジェクトへの参画（11/2）

工場向けIoTパッケージの提供開始（11/14）

「フレッツ・スポット」のサービス提供終了（12/4）

手書き帳票データ化サービス「AIよみと〜る」などの提供開始（1/23）

e-Sports分野における事業展開の開始、および「ストリートファイターリー

グ powered by RAGE」グランドファイナルへのICTサプライヤーとしての

参画（3/15）

「ITサポート＆セキュリティ」におけるSOHOのお客さま向け新プランの提供

（3/29）

「フレッツ・VPN プライオ 東西接続サービス」における接続先追加

（4/18）

「ロボコネクト」に対応するオリジナルキャラクターデザインを活用したロボッ

トソリューションの提供開始（5/20）

2019年度アクセラレータープログラム「NTT EAST ACCELERATOR 

PROGRAM LIGHTnIC」の開始（5/20）

クラウド型VDIサポートサービス『おまかせクラウドVDI』の提供開始

（6/10）

「クラウド導入・運用サービス」の提供開始（6/11）

株式会社バカンに対する出資（6/11）

「おまかせデータレスPC」の提供開始（6/19）

「ギガらくWi-Fi」におけるSOHOのお客さま向け新プランの提供開始

（6/19）

株式会社NTTアグリテクノロジーの設立（7/1）

デジタル革新本部の設置（7/1）

「IoT温度管理サービス」の提供開始（9/30）

「ギガらくVPN」「ギガらくスイッチ」の提供開始（11/11）

「高速広帯域アクセスサービス」の提供開始（12/2）

株式会社NTTe-Sportsの設立（1/31）
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・
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・
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・
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・

・
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・

・

・
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2019（平成31）年

2019（令和元）年

2020（令和2）年

2021（令和3）年

2022（令和4）年

東京大学と日本初の産学共同「ローカル5Gオープンラボ」を設立（2/25）

「フレッツ光クロス」の提供開始（4/1）

ネクストモード株式会社設立（7/1）

株式会社ビオストック設立（7/1）

地方創生推進部の設置（7/1）

「Managed SD-WAN」の提供開始（7/21）

岩手ケーブルテレビジョンとNTT東日本の協業による「岩手ケーブルテレ

ビジョン＆フレッツ光」の提供開始（11/1）

Wi-Fi6（IEEE802.11ax）に対応した新プラン「ギガらくWi-Fi ハイエン

ド6プラン」の提供開始（11/4）

人口減少社会の到来を見据えた「スマートストア」を本社ビル内にオープン

（11/19）

特殊詐欺対策サービスの提供開始（11/30）

株式会社NTT ArtTechnologyの設立（12/1）

中小企業向けビジネスフォン「SmartNetcommunity αZX typeS/typeM」

の提供開始（12/15）

コミュニケーションアプリ「しんきんdirect」の提供開始（1/29）

株式会社NTT e-Drone Technologyの設立（2/1）

高速・大容量・高信頼な統合型VPNサービス「Interconnected WAN」

の提供開始（4/1）

オンラインストレージサービス「コワークストレージ」の提供開始（4/8）

「ひかりクラウド電話 for Microsoft Teams」の提供開始（4/26）

「Managed SD-WAN」における「セキュアインターネット接続サービス」の

提供開始（5/31）

「IPv6ダイナミックDNS」の提供開始（7/1）

NTT東日本故障受付「Web113」におけるカスタマーセルフ機能の提供

開始（7/7）

「おまかせクラウドアップセキュリティ」の提供（9/30）

「Managed SD-WAN」における「ハイエンドタイプ」の提供（10）

株式会社NTT EDXの設立（10/8）

株式会社NTT DXパートナーの設立（1/31）

「映像AIサービス」の提供開始（2/28）

株式会社ネクストフィールドの設立（4/1）
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・



「ギガらく5G」の提供開始（5）

遠隔医療事務サービス“Nichii Connect”の提供開始（5/1）

地域循環型社会の実現に向けた実証・体感フィールド「NTTe-City 

Labo」のオープン（5/12）

IOWN時代に向けた光センシング技術による通信設備保守の運用開始

（5/23）

「ひかりクラウド電話 for Webex Calling」の提供（6/30）

株式会社NTT Risk Managerの設立（7/1）

「地域エッジクラウド」の提供開始（7/25）

「ハローキティロボット」の販売開始（8/18）

「フレッツ 光クロス」の提供エリア拡大および集合住宅への提供開始と

提供料金の改定（9/1）

企業共創型プロジェクトによる日本の睡眠課題解決をめざす仮想コミュ

ニティ“Sleep Network Hub「ZAKONE」”をグランドオープン（9/3）

「Webex Callingライセンス」および「Webex Calling対応端末」の提供

開始（10/31）

品質保証室の設置（11/1）

「第179回 NTT東日本 N響コンサート」にて低遅延通信技術を活用し

たリアルタイム・リモート演奏を実施（11/7）

固定電話のIP網移行後のサービスおよび移行スケジュールを公表

（12/8）

地域循環型ミライ研究所の設置（2/1）

東京-大阪-神奈川-千葉をIOWN APN関連技術でつなぐリアルタイム・

リモートコンサート「未来の音楽会Ⅱ」を開催（2/10）

「フレッツ 光クロス オフィスタイプ」および「フレッツ 光ネクスト オフィスタイ

プ」の提供開始（3/13）

NTT西日本、ダイヤ工業とアシストスーツ「DARWING Hakobelude 

Leggers MODEL」および腕支援パーツ「TRA +」を共同開発（3/14）

「APN IOWN1.0」の提供を開始（3/16）

特殊詐欺犯罪の防止に向けた取り組みについて公表（3/22）

ひかり電話ネクストの提供開始（3/31）

ファイルフォース株式会社への出資について公表（4/12）

NTT東日本グループ「パーパス」などを制定（5/12）
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2023（令和5）年

「フレッツ・キャスト 地域配信プラン」と「フレッツ・キャスト ベストエフォート型 

10Gb/s」の提供開始（5/17）

「ひかりクラウド電話 for MiiTel」の提供開始（6/16）

特殊詐欺に利用された固定電話番号の利用停止等の取り組みについ

て公表（6/27）

マネージドLANサービス「おまかせITマネージャー」の販売開始（6/29）

人的資本経営の推進に向け情報開示を強化（6/30）

世界初となるベニザケの陸上養殖に成功し成果報告会および試験販

売を実施（7/20、7/21～23）

「明治安田Jリーグワールドチャレンジ2023 powered by docomo」におい

てAPN IOWN1.0を活用し、リアルタイム性が求められる「リモートプロダ

クション」と「8KVR複数同時映像伝送」の実証を実施（7/23）

NTT東日本、プランティオ、タニタが新たなアーバンファーミング事業に向

け協業（7/26）

フレッツ光未提供エリアにおける「フレッツ・ISDN」のサービス提供終了日

を公表（7/28）

個人向け睡眠改善実践型コミュニティ「ZAKONE LAB」を開設

（8/23）

東日本エリア全域へのまちづくり推進機能を設置（10/1）

先端テクノロジー部の設置（10/1）

NTT東日本グループ会社における設備運営業務をNTT-MEへ集約

（10/1）

・
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